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1.1 策定目的と基本

方針 

1.1.1 策定目的 

総合エネルギー統計は、海外から輸入されあ

るいは国内で生産されて日本国内に供給され

た石炭、石油などのエネルギー源が、巨視的

に見てどのような形態に転換され、だれが、

何のために、どのような形態で最終的に消費

したのかを明らかにすることにより、日本の

エネルギー需給の概要を示し、さらに温室効

果ガスの大部分を占めるエネルギー起源二酸

化炭素排出量の算定基礎を示すものである。 

総合エネルギー統計は、エネルギー・環境政

策の企画立案やその効果の実測、評価などに

貢献するとともに、エネルギー需給に対する

定量的な理解や情勢判断を支援するために策

定するものである。 

1.1.2 表現と意味 

一般に、石炭、原油、天然ガスなどのエネル

ギー源は、輸入や国内生産されたままの形態

で使用されることは少なく、通常、ガソリン、

都市ガス、電力などの最終エネルギー消費の

際に都合の良い形態のエネルギー源に転換さ

れた上で用いられる。したがって、エネルギー

需給の全ぼうを正しく把握するためには、エ

ネルギー源の需給を個別に見るだけでは不十

分であり、各エネルギー源が形を変えて国内

 
1 気候変動に関する政府間パネル、Intergovernmental 

Panel on Climate Change 

で流通し消費される様子を総合的に捉えるこ

とが必要である。 

総合エネルギー統計は、石炭、原油、天然ガ

スなどの主要なエネルギー源を｢列｣、発電、

石油精製などの転換部門や産業、家庭など主

な需要部門を｢行｣として、国内でのエネルギー

需給の概要を行列形式で総合的に表現したも

のである。 

1.1.3 策定の基本方針 

以下の基本方針により、科学的、合理的方法

による精度の向上と、内容の更なる改善のた

め情報開示を進め、随時必要な改訂を行う。 

(1) 構成諸元 

エネルギー源は、需給全体に与える重要度や

政策的な意義の観点から見直しを行い、随時

追加、合併、廃止などの新陳代謝を行う。 

エネルギー部門は、可能な限り内訳を明示し

た階層構造とし、個別内訳に関する情報の整

備を進める。この際、基礎とする統計の改廃

による影響を可能な限り限定、識別し、時系

列での需給が把握できるよう措置する。 

(2) 基礎統計 

公的統計を基礎として必要最小限の推計、調

整により構築する。 

供給部門、転換部門における基礎統計は、全

体の精度向上の観点から見て推計精度が最も

高い統計を取捨選択して用い、可能であれば

複数の統計を用いた評価を行う。消費部門に

おける基礎統計は、IPCC1ガイドライン、

UNFCCC2ガイドラインなどの国際規約に準拠

2 気候変動に関する国際連合枠組条約、United 

Nations Framework Convention on Climate Change 
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し、可能な限り消費側からの把握が可能な統

計を用いる。 

(3) 推計、調整処理 

論理的整合化のため推計や調整処理を行った

項目については、当該推計、調整処理の内容

を明示し、利用者の正しい統計の解釈と適正

な利用を支援する。推計部分は背景色を黄色

にして明示する。 

1.2 基本的な仕様 

1.2.1 期間区分 

年度の統計しか得られない基礎統計を一部に

おいて用いることから、年度を対象とする。 

1.2.2 表記単位 

総合エネルギー統計本表の表記単位は、各エ

ネルギー源の総発熱量(高位発熱量)で表した

エネルギー量単位(J: ジュール)での表記による

｢エネルギー単位表｣を正本とする。ただし、

利便性をかんがみ、参考として作成する時系

列表などでは、原油換算kl3などを用いること

がある。また、｢エネルギー単位表｣を集計し

た｢簡易表｣、各エネルギー源別の固有単位(t、

m3、kWhなど)による｢固有単位表｣を補助的に

用いる。 

エネルギー自給率をはじめとした国際的な比

較、対照を行うため、IEA4のエネルギーバラ

ンス表に準じた参考表を作成する。ここでは、

低位発熱量が用いられる。 

 
3 原油体積換算(kloe)を行う際には、換算基準とする原

油は常に38.7MJ/L (9,250kcal/L)と定義化し、日本の原

1.2.3 精度管理: 有効数字2け

たの原則 

総合エネルギー統計の精度については、各エ

ネルギー源の発熱量算定におけるサンプル数

は最大でも1,000程度で原理的に有効数字が2

けた程度の精度しか得られないため、エネル

ギー源ごとに±5%程度の本質的誤差を持つと

考えられる。このため、有効数字を2けたとし、

3けた目以降は参考表示として取り扱う。 

1.2.4 エネルギー源別の発熱

量 

(1) 実質発熱量の設定、使用 

総合エネルギー統計においては、エネルギー

需給の推計精度を確保するため、可能な場合

はエネルギー源別の発熱量を毎年度算定し直

した｢実質発熱量｣を用いる。 

(2) 標準発熱量の取扱い 

実質発熱量は毎年度事後的にしか知り得ず、

実質発熱量を唯一の基礎とすることは各種の

報告、証明、取引などに支障を生じる。通常

は｢標準発熱量｣によってエネルギー量の表記、

算定などを行って差し支えないものとする。

標準発熱量は5年ごとをめどに改訂される。 

1.2.5 エネルギー源(列構成) 

(1) エネルギー源別項目 

現在日本で用いられている主要なエネルギー

源を列として表記しその収支を明示する。具

油の標準発熱量や実質発熱量を用いて換算しない。 

4 国際エネルギー機関、International Energy Agency 
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体的には、石炭、石炭製品、原油、石油製品、

天然ガス、都市ガス、水力発電(揚水発電を除

く)、揚水発電、再生可能エネルギー(水力発電

を除く)、未活用エネルギー、原子力発電、電

力、熱の13の大項目区分と必要な中項目以下

の区分で構成する。エネルギー源の列の掲載

については、以下の観点から随時取捨選択す

る。 

• 継続的に統計数値が得られるか否か 

• 日本のエネルギー需給において一定程度の

重要性が認められるか否か 

• 近い将来当該エネルギー源の利用拡大が見

込まれるか否か 

(2) 再生可能エネルギー、未活用

エネルギーの取扱い 

太陽熱、地熱などの再生可能エネルギー、廃

棄物発電などの未活用エネルギーについては、

大項目区分以下を別掲した表を設けてその内

訳を明示する。 

1.2.6 需給部門(行構成) 

(1) 需給部門 

需給部門の構成については、一次エネルギー

供給(一次供給)、エネルギー転換(転換)、最終

エネルギー消費(最終消費)の3つの大部門と必

要な中部門以下の部門で構成する。需給部門

の行の掲載については、随時取捨選択する。 

(2) 非エネルギー利用の取扱い 

最終エネルギー消費のうち、エネルギーを得

るための燃焼、酸化を伴わず、エネルギー源

を原材料として使用する｢非エネルギー利用｣

についてこれを別掲し、その内訳を明示する。 

(3) 簡易表の業種区分の取扱い 

本表、詳細表の最終需要は日本標準産業分類

に準じる。一方、簡易表の行はエネルギーフ

ローを一目で把握できるようにするため、製

造業に関しては主要なエネルギー消費業を記

載しており、日本標準産業分類の中分類とは

異なる。また、業務他部門の業種別や運輸部

門の機関別等の記載はしない。 



総合エネルギー統計の解説 / 2024年度改訂版 

1 総合エネルギー統計の概要と基本的な考え方 5 

表1-1 2023年度総合エネルギー統計/簡易表(部分) 

 
 

 2022FY  $  Row $0100 $0200 $0300 $0400 $0500 $0600 $0700 $0800 $0900 $1000 $1100 $1200 $1300 $1400 $1401 $1402
 << 総合エネルギー統計 本表  Comprehensive Energy Statistics >>

 石　炭 石炭製品 原　油 石油製品 天然ガス 都市ガス 再生可能エネルギー(水力を除く)水力発電（揚水除く）揚水発電 未活用エネルギー原子力発電 電　力 熱 合　計 エネルギー利用非エネルギー利用
 Coal  Coal Products Crude Oil  Oil Products Natural Gas  City Gas  Renewable (excl. hydro) Hydraulic Power Generation (excl. pumped)  Pumped Storage Effective Recovery Use of Wasted Energy Nuclear Power Generation Electr icity Heat  Total  Energy Use Total Non-Energy Use Total

<< Energy Unit >>
エネルギー単位表 ( 本　表 )   

　
 Line  簡易表 　
 # 　

HCV: High Calorific Value / GCV: Gross Calorific Value

 2022FY 石　炭+ 石炭製品+ 原　油+ 石油製品+ 天然ｶﾞｽ+ 都市ｶﾞｽ+  2022FY 再生可能エネルギー(水力を除く)水力発電（揚水除く）揚水発電 未活用エネルギー原子力発電  2022FY 電　力+ 熱+  2022FY 合　計  2022FY ｴﾈﾙｷﾞｰ利用 非ｴﾈﾙｷﾞｰ利用

Display Unit 表示単位 　TJ 　TJ 　TJ 　TJ 　TJ 　TJ  TJ  TJ  TJ  TJ  TJ 　TJ  TJ  TJ  TJ  TJ

#01 Primary Energy Supply一次エネルギー供給 4718172 -2423 5967517 645781 3939625 -214 1370006 659544 0 537490 478998 0 0 18314495 16717571 1596925

#02 Indigenously Produced 国内産出 16491 0 15135 0 83181 0 1247787 659544 0 537490 478998 0 0 3038626 0 0

#03 Imported  輸　入 4701773 24704 5962250 1819117 3859628 0 122251 0 0 0 0 0 0 16489722 0 0

#04 Total Primary Energy Supply 総供給 4718264 24704 5977385 1819117 3942809 0 1370038 659544 0 537490 478998 0 0 19528348 17931423 1596925

#05 Export  輸　出 -92 -23248 -0 -1145829 0 0 -32 0 0 0 0 0 0 -1169202 0 0

#06 Stockpile Change / Supply  供給在庫変動  (+取崩/-積増) 0 -3879 -9868 -27506 -3184 -214 0 0 0 0 0 0 0 -44651 0 0

#07 Domestic Primary Energy Supply 国内供給 4718172 -2423 5967517 645781 3939625 -214 1370006 659544 0 537490 478998 0 0  供給側 18314495 16717571 1596925

 消費側 18190623 16593698 1596925
#08 Energy Transformation & Own Useエネルギー転換 -4378031 883592 -5958812 4890978 -3882960 1007225 -1360891 -659544 0 -505484 -478998 3268485 825529 -6348911 -6045316 -303595 

#09 Manufacture of Coal Products 石炭製品製造  (+発生回収/-投入) -1344528 1249843 0 -16027 0 0 0 0 0 -5086 0 0 0 -115798 -115798 0

#10 Oil Products 石油製品製造  (+発生回収/-投入) 0 0 -5950884 5943264 1356 0 -19175 0 0 0 0 0 -104829 -130267 0 -130267 

#11 Gas Conversion and Production ガス製造  (+発生回収/-投入) 0 0 0 -102289 -1592954 1692188 0 0 0 0 0 0 0 -3055 -3055 0

#12 Power Generation 事業用発電 -2572319 -108571 -7243 -286122 -2251516 -201286 -476905 -637455 0 -139861 -478998 3002641 0 -4157633 -4157633 0

#13 Auto Power Generation 自家用発電 -150999 -87659 0 -180402 -52422 -114885 -685466 -22089 0 -181525 0 618383 0 -857063 -857063 0

#14 Auto Steam Generation 自家用蒸気発生 -200766 -55599 0 -285256 -23055 -201822 -173428 0 0 -176051 0 0 909094 -206883 -206883 0

#15 Heat Supply/Other Energy Transformation 熱供給/他転換・品種振替 -6098 0 0 22137 140347 -150636 -890 0 0 -3156 0 -3359 28007 26353 851 25502

#16 Own Use and Loss 自家消費･送配損失 -25198 -105081 0 -191945 -10548 -16334 -702 0 0 0 0 -349180 -6744 -705734 -705734 0

#17 Transformation and Consumption Stockpile Change 転換･消費在庫変動 (+取崩/-積増) -78122 -9341 -685 -12383 -94168 0 -4324 0 0 194 0 0 0 -198830 0 -198830 

#18 Statistical Discrepancy 統計誤差  (+散逸/-不足) 141 94509 8706 -410 -359 0 -0 0 0 0 0 18334 2953 123872 123872 0

#19 Final Energy Consumption最終エネルギー消費 340000 786660 0 5537170 57024 1007010 9114 0 0 32006 0 3250151 822576 11841712 10548382 1293330

#20 Industry  企業･事業所他 339985 786660 0 2356801 57024 602585 3836 0 0 32006 0 2263528 821545 7263970 6006928 1257043

#21  Agriculture, Fishery, Mining and Construction, Auto Power Generation  農林水産鉱建設業 0 87 0 298850 4604 2183 0 0 0 0 0 38492 470 344686 302334 42352

#22  Manufacturing, Auto Power Generation    製造業 339978 780684 0 1649943 52421 259168 146 0 0 32006 0 1117234 775378 5006958 3804597 1202362

#23    Manufacture of Food, Beverages, Tobacco and Feed     食品飲料 0 0 0 28367 0 33971 0 0 0 0 0 87947 69336 219622 219622 0

#24    Manufacture of Textile Mill Products     繊維 0 0 0 5825 43 6574 0 0 0 0 0 27638 40858 80938 80938 0

#25    Manufacture of Pulp, Paper and Paper Products     パルプ･紙･紙加工品 0 0 0 13464 1250 6126 113 0 0 487 0 96334 179716 297490 297490 0

#26    Manufacture of Chemical and Allied Products, Oil and Coal Products     化学工業 (含 石油石炭製品) 736 43634 0 1420979 24471 22021 0 0 0 2067 0 172614 292014 1978537 776454 1202083

#27    Manufacture of Ceramic, Stone and Clay Products     窯業･土石製品 106681 11926 0 75621 4666 25806 33 0 0 26888 0 58521 16273 326415 326244 171

#28    Manufacture of Iron and Steel     鉄鋼 231172 715606 0 39927 18888 71660 0 0 0 1165 0 224715 86137 1389271 1389163 108

#29    Manufacture of Non-Ferrous Metals     非鉄金属 977 6715 0 15654 1297 15145 0 0 0 1399 0 41882 10171 93240 93240 0

#30    Manufacture of Machinery     機械 0 2803 0 37174 1806 61510 0 0 0 0 0 308169 41563 453025 453025 0

#31    Miscellaneous Manufacturing Industry     他製造業 411 0 0 12933 0 16355 0 0 0 0 0 99414 39308 168421 168421 0

#32  Commercial Industry  業務他 (第三次産業) 7 5888 0 408008 0 341233 3691 0 0 0 0 1107802 45697 1912326 1899997 12329

#33  Residential 家　庭 0 0 0 442475 0 403605 5278 0 0 0 0 928323 1031 1780712 1780712 0

#34  Transportation 運　輸 15 0 0 2737894 0 820 0 0 0 0 0 58301 0 2797030 2760743 36287

#35  Passenger Transportation    旅　客 15 0 0 1555176 0 36 0 0 0 0 0 55901 0 1611128 1583783 27345

#36  Freight     貨　物 0 0 0 1182718 0 784 0 0 0 0 0 2400 0 1185902 1176960 8942

#37  Final Energy Consumption (Non-energy and Feedstock Use) 非エネルギー利用 (最終消費内数) 24 17558 0 1264375 11372 0 0 0 0 0 0 0 0 1293330 0 1293330

 2022FY
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表1-2 本表の中分類と簡易表の業種分類の関係 

 
 
 

#01 Primary Energy Supply一次エネルギー供給

#02 Indigenously Produced 国内産出

#03 Imported  輸　入

#04 Total Primary Energy Supply 総供給

#05 Export  輸　出

#06 Stockpile Change / Supply  供給在庫変動 (+取崩/-積増)

#07 Domestic Primary Energy Supply 国内供給

#08 Energy Transformation & Own Useエネルギー転換

#09 Manufacture of Coal Products 石炭製品製造 (+発生回収/-投入)

#10 Oil Products 石油製品製造 (+発生回収/-投入)

#11 Gas Conversion and Production ガス製造 (+発生回収/-投入)

#12 Power Generation 事業用発電

#13 Auto Power Generation 自家用発電

#14 Auto Steam Generation 自家用蒸気発生 #270000  F35 Heat Supply 熱供給

#15 Heat Supply/Other Energy Transformation 熱供給/他転換・品種振替 #280000 Other Energy Transformation 他転換･品種振替

#16 Own Use and Loss 自家消費･送配損失

#17 Transformation and Consumption Stockpile Change 転換･消費在庫変動 (+取崩/-積増)

#18 Statistical Discrepancy 統計誤差  (+散逸/-不足)

#19 Final Energy Consumption最終エネルギー消費

#20 Industry  企業･事業所他

#21  Agriculture, Fishery, Mining and Construction, Auto Power Generation  農林水産鉱建設業 #621000  E09-10    Manufacture of Food, Beverages, Tobacco and Feed     食品飲料製造業

#22  Manufacturing, Auto Power Generation    製造業 #622000  E11    Manufacture of Textile Mill Products     繊維工業

#23    Manufacture of Food, Beverages, Tobacco and Feed     食品飲料 #623000  E12-13    Manufacture of Lumber, Wood Products, Furniture and Fixtures     木製品･家具他工業

#24    Manufacture of Textile Mill Products     繊維 #624000  E14    Manufacture of Pulp, Paper and Paper Products     パルプ･紙･紙加工品製造業

#25    Manufacture of Pulp, Paper and Paper Products     パルプ･紙･紙加工品 #625000  E15    Printing and Allied Industries     印刷･同関連業

#26    Manufacture of Chemical and Allied Products, Oil and Coal Products     化学工業 (含 石油石炭製品) #626000  E16-17    Manufacture of Chemical and Allied Products, Oil and Coal Products     化学工業 (含 石油石炭製品)

#27    Manufacture of Ceramic, Stone and Clay Products     窯業･土石製品 #627000  E18-20    Manufacture of Plastic Products, Rubber Products and Leather Products     プラスチック･ゴム･皮革製品製造業

#28    Manufacture of Iron and Steel     鉄鋼 #628000  E21    Manufacture of Ceramic, Stone and Clay Products     窯業･土石製品製造業

#29    Manufacture of Non-Ferrous Metals     非鉄金属 #629000  E22    Manufacture of Iron and Steel     鉄鋼･非鉄･金属製品製造業

#30    Manufacture of Machinery     機械 #630000 E25-E31    Manufacture of Machinery     機械製造業

#31    Miscellaneous Manufacturing Industry     他製造業 #641000  E32    Miscellaneous Manufacturing Industry     他製造業

#32  Commercial Industry  業務他 (第三次産業)

#33  Residential 家　庭

#34  Transportation 運　輸

#35  Passenger Transportation    旅　客

#36  Freight     貨　物

#37  Non-energy and Feedstock Use 非エネルギー利用 (最終消費内数)

主要製造業を中心とした記載に変更（以下は本表の製造業種）

熱供給と他転換・品種振替を統合
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2 総合エネルギー統計の算定手法 
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2.1 基礎的算定原理

と算定作業の流れ 

2.1.1 基礎的算定原理と限界 

(1) 個別物量からのエネルギー量

の推計: ｢均一性の仮定｣ 

総合エネルギー統計においては、エネルギー

需給量の算定にあたり、ガソリン、電力など

の各エネルギー源が原則として一律に固有単

位当たりの総発熱量5で均質になっており、均

質なエネルギー源が供給、転換、消費される

ものと仮定して、固有単位での供給、転換、

消費の数値に、固有単位当たりの総発熱量を

乗じてエネルギー需給量を算定する。当該仮

定を｢均一性の仮定｣という。 

均一性の仮定が有効でなければ正確な値を算

定することができないため、例えば同じ重油

というエネルギー源であってもA重油とC重油

のように総発熱量が大きく異なるものが知ら

れている場合、エネルギー源を区分してその

需給を取り扱う。また、区分できない場合に

は、各エネルギー源の真の平均値に最も近い

と考えられる総発熱量を選択、設定すること

などによって、エネルギー源の性状、品質の

分散により均一性の仮定が崩れることを防止

してその精度を確保する。 

総合エネルギー統計におけるエネルギー需給

算定の基本式: 

 
5 固有単位当たり総発熱量とは、MJ/kg、MJ/L、

MJ/m3などをいい、単に｢総発熱量｣と呼ばれてい

る。 

6 基礎統計の利用可能性、均一性の 仮定、エネル

Edsi = Eoui × Joui 

ここで、 

i: エネルギー源(i 石炭、原油、ガソリン、...) 

Edsi: エネルギー源別エネルギー需給量(MJ) 

Eoui: エネルギー源別固有単位需給量(t、kL、

m3、...) 

Joui: エネルギー源別(固有単位当たり)総発熱量

(MJ/kg、MJ/L、...) 

である。 

(2) 総合エネルギー統計の巨視性 

一方、同じエネルギー源であっても企業ごと、

事業所ごと、工場ごとあるいは装置ごとに、

用いるエネルギー源の規格、銘柄などの種類

は異なることが通常である(例: XX鉱山産亜瀝

青炭、C重油JIS 1級、都市ガス13A、...)。しか

し、このような差異について、総合エネルギー

統計上でこれらを取り扱うことには限界があ

るため、詳細な差異を大部分捨象する。した

がって、総合エネルギー統計は、個別企業、

事業所、装置のエネルギー需給やエネルギー

効率を個々に評価、判断するなどの用途に用

いることはできない。総合エネルギー統計は、

あくまで日本全体や該当部門全体で巨視的に

見たエネルギー需給やエネルギー効率などを

示すものである。 

(3) 地域区分推計 

総合エネルギー統計は、日本全国を1つの地域

としてエネルギー源別、部門別の推計を行っ

ており、現状において地域別の区分について

は、家庭部門などで補助的な推計を行うのみ

である6。 

ギーの需要地と消費地の一致性などの問題点を認識

した上で、総合エネルギー統計のうち企業・事業所

他部門、家庭部門、運輸旅客部門の一部の最終エネ

ルギー消費について、関連統計の都道府県別再集計
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2.1.2 算定作業の流れ 

総合エネルギー統計の算定作業は、以下の順

序で進める。 

1/ 発熱量、炭素排出係数の設定 

2/ 固有単位表の作成 

3/ エネルギー単位表の作成 

4/ エネルギー起源炭素表、IEAエネルギーバ

ランス表、電源構成表の作成 

このうち、算定作業部分について、次節以下

に具体的な内容を解説する。 

 

や県民経済計算などを活用し都道府県別に総合エネ

ルギー統計を地域分割推計した｢都道府県別エネル

ギー消費統計｣が別途算定されている。 

2.2 発熱量、炭素排

出係数の設定 

2.2.1 エネルギー源別総発熱

量 

(1) 標準発熱量 

エネルギー源別の固有単位(t、m3など)当たり

の標準発熱量を表2-1、表2-2に示す7。標準発

熱量は経済産業省資源エネルギー庁によりお

おむね5年をめどに改訂される。 

なお、総合エネルギー統計においては精度を

確保する観点から、可能な場合は総発熱量を

毎年度再計算し、これを実質発熱量として算

定に用いる。 

 

7 各エネルギー源の定義、説明は4 総合エネルギー

統計の列(エネルギー源)の構造と解説 を参照。 
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表2-1 エネルギー源別標準発熱量表(本表) 

 
 

注) 数値は原則として総発熱量(Gross Calorific Value)を示す。 

2013年度以降は、気体、液体は原則すべて25°C、1bar (標準環境状態SATP)、固体はすべて｢有水･有灰｣状態で

の数値を示す。これに伴う換算方法の変更により、気体エネルギー源(固有単位が㎥である燃料種)の2013年度

発熱量を遡及して改訂している。 

1MJ = 0.23889×103kcal, 1kcal = 4.18605×103kcal (計量法定義)を用いる。 

 

※１ 都市ガスは熱量調整されていないものを含む。 
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表2-2 エネルギー源別標準発熱量表(参考値表) 

 

 
 
 

注) 数値は原則として総発熱量(Gross Calorific Value)を示す。 

2013年度以降は、気体、液体は原則すべて25°C、1bar (標準環境状態SATP)、固体はすべて｢有水･有灰｣状態で

の数値を示す。これに伴う換算方法の変更により、気体エネルギー源(固有単位が㎥である燃料種)の2013年度

発熱量を遡及して改訂している。 

1MJ = 0.23889×103kcal, 1kcal = 4.18605×103kcal (計量法定義)を用いる。 

 

現行値の「バイオエタノール」「バイオディーゼル」は「液体バイオマス」､「バイオガス」は「気体バイオ

マス」の値を示す。 

 

(2) 適用する発熱量 

1) 石炭 

a. 原料炭 

輸入原料炭の実質発熱量は、コークス用原料

炭、吹込用原料炭の標準発熱量を各年度の

コークス用原料炭の消費量、および吹込用原

料炭の消費量で加重平均することによって算

出する。 

b. 一般炭 

発電用輸入一般炭については、電力調査統計

で報告されている発熱量を実質発熱量とする。 

汎用輸入一般炭、国産一般炭については、標

準発熱量を用いる。 

c. 無煙炭 

炭化度の高い石炭であり性状が安定している

と考えられるため、標準発熱量を用いる。 
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2) 石炭製品 

a. コークス、コールタール 

鉄鋼業の操業管理、品質管理により性状が安

定していると考えられるため、標準発熱量を

用いる。 

b. コークス炉ガス、高炉ガス 

コークス炉ガス、一般高炉ガスについては、

高炉の操業条件により変動する数値を標準値

に換算して報告されているため、標準発熱量

を用いる。 

発電用高炉ガスについては、電力調査統計で

報告されている高炉ガスと混合ガスを加重平

均したものを実質発熱量とする。 

c. 転炉ガス 

鉄鋼業の操業形態やその発生原理から極めて

性状が安定していると考えられるため、標準

発熱量を用いる。 

3) 原油 

a. 精製用原油、NGL・コンデンセート 

石油輸入調査における銘柄別物性値から戒能

(2014)の方法により推計した銘柄別発熱量を、

銘柄別輸入量で加重平均した値を実質発熱量

とする。 

b. 発電用原油、瀝青質混合物 

発電用原油は電力調査統計で報告されている

発熱量を実質発熱量とする8。瀝青質混合物は

標準発熱量・標準炭素排出係数を適用する。 

4) 石油製品 

a. 原料油 

精製半製品(揮発油留分、灯油留分、軽油留分、

常圧残油)については、石油輸入調査における

 
8 ただし、瀝青質混合物は2006年度から2015年度ま

では電力調査統計に計上されていないため、この期

原油・コンデンセート銘柄別物性値から戒能

(2015)の方法により推計した原油・コンデン

セート銘柄別精製半製品別収率、同発熱量を

原油・コンデンセート銘柄別輸入量で加重平

均した値をそれぞれ求め実質発熱量とする。 

純ナフサ、改質生成油については、それぞれ

性状の類似するレギュラーガソリン、プレミ

アムガソリンの標準発熱量を用いる。 

 

b. LPG 

実質的にブタン、プロパンの2つの成分のみか

らなり、ほとんど性状が変化しないと考えら

れることから、ブタン、プロパンの理論発熱

量を国内生産・輸入量で加重平均した値を実

質発熱量とする。 

c. ガソリン 

プレミアム、レギュラー別に品質規格が厳格

に定められており、当該規格に見合うよう製

造されるため、その性状は極めて安定してい

ると考えられる。このため、プレミアム、レ

ギュラー別の標準発熱量をプレミアム、レギュ

ラー別の国内生産量で加重平均した値をガソ

リン全体の実質発熱量とする。 

d. ジェット燃料油 

ガソリン型、灯油型別の標準発熱量を、ガソ

リン型と灯油型の国内販売量で加重平均した

値を実質発熱量とする。 

e. 灯油、軽油、A重油 

毎年算定するためのデータが存在しないため、

標準発熱量を用いる。 

f. 発電用C重油 

電力調査統計で報告されている発熱量を実質

発熱量とする。 

間は2005年度の値を用いる。 
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g. B重油 

標準発熱量を用いる。 

h. 一般用C重油 

主に減圧残油などから製造されること、発電

用C重油と連産することから、原料油中の精製

半製品-常圧残油留分の生産量、実質発熱量か

ら発電用C重油の生産量、実質発熱量を控除

して推計した値を用いる。 

i. 潤滑油 

1994年度に石油連盟が実測した密度の値など

からJIS-K2279付属書の方法により推計した値

などを参考に1999年度以前からの数値を継続

使用する。 

j. アスファルト、他重質石油製品 

実質発熱量はC重油（一般）の実質発熱量を想

定密度1.025kg/Lで割ることにより求める。 

k. オイルコークス 

毎年度算定するデータが存在しないため標準

発熱量を用いる。 

l. 製油所ガス 

毎年度算定するデータが存在しないため標準

発熱量を用いる。 

m. 回収硫黄 

石油精製工程において得られる回収硫黄につ

いては、これを純硫黄であると仮定し、硫黄

の理論発熱量を用いる。 

 

5) 天然ガス、都市ガス 

a. 輸入天然ガス(LNG) 

産地別化学組成値から各産地別LNG9の理論

発熱量を算出し、国(産地)別輸入量でこれを加

重平均したものを実質発熱量とする。 

 
9 液化天然ガス、Liquefied Natural Gas 

b. 国産天然ガス 

毎年度算定するデータが存在しないため、標

準発熱量を用いる。 

c. 都市ガス 

熱量単位から固有単位に換算する実質発熱量

は、原料である輸入天然ガス、国産天然ガス、

LPG、製油所ガスおよびバイオガスの発熱量

を各年度の原料消費量で加重平均することに

よって算出する。 

6) 電力 

最終エネルギー消費における発熱量を算定す

る際には、電力の消費側理論発熱量

(3.60MJ/kWh)を標準発熱量として用いる。 

電力の一次エネルギー換算発熱量を算定する

際には、2015年度以前は一般用発電、外部用

発電、自家用発電(業種別)、2016年度以降は事

業用発電、自家用発電(業種別)の区分ごとに、

電力の消費側理論発熱量(3.60MJ/kWh)を毎年

度の各区分の平均火力発電効率で除した値を

実質発熱量として用いる。 

原子力発電、水力発電、未活用エネルギー、

再生可能エネルギーに関する電力の一次エネ

ルギー換算発熱量は、便宜的に2015年度以前

は一般電気事業者発電、2016年度以降は事業

用発電の一次エネルギー換算発熱量10(発電端、

約8.8MJ/kWh、毎年度設定)を用いる。 

7) 自家用蒸気 

自家用蒸気については、最終エネルギー消費

発熱量を算定する際には、100°C・1atmの条件

下における飽和蒸気の標準発熱量を用いる。 

自家用蒸気の一次エネルギー換算発熱量を算

定する際には、自家用蒸気の業種別区分ごと

に、自家用蒸気の標準発熱量を毎年度の各区

分の平均蒸気発生効率で除した値を用いる。

10 補論1参照。 
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ここで、回収蒸気などに関する蒸気の一次エ

ネルギー換算発熱量は、便宜的に自家用蒸気

の一次エネルギー換算発熱量の平均値 (約

3.0MJ/kg、毎年度設定)を用いる。 

2.2.2 参考としてのIEA表にお

けるエネルギー源別の発熱量 

総合エネルギー統計を基にIEAのエネルギー

バランス表をその定義に沿って再現推計する

IEA表では、IEAが日本に適用する真発熱量を

用いる(総合エネルギー統計における真発熱量

とは値が異なる場合がある)。なお、IEA表に

おける一次電力は、原子力は10.91MJ/kWh、地

熱は36.0MJ/kWh、水力、太陽光、風力は

3.6MJ/kWhで一次エネルギー換算する。 

2.2.3 エネルギー源別炭素排

出係数 

総合エネルギー統計のエネルギー起源炭素表

においては、総発熱量によるエネルギー消費

量当たりの炭素排出係数(gC/MJ)として、表2-3

を用いる。 

ただし、エネルギー起源の炭素の物質収支に

かんがみ、高炉ガス、都市ガスの排出係数に

ついては、固定的な排出係数の使用により精

度上の問題を生じることから、各転換工程の

炭素の物質収支が成立するよう炭素排出係数

を逆推計し毎年度設定する。 

表2-3 標準炭素排出係数表(本表) 
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表2-4 標準炭素排出係数表(参考値表) 

 
 

2.3 出典統計 

総合エネルギー統計の算定基礎とする出典統計

を表2-5～表2-9に示す。 

表2-5 出典統計(一次エネルギー供給) 

使用統計 統計の種類 総合エネルギー統計での使用箇所 
資源・エネルギー統計(経

済産業省生産動態統計部

分) 

統計法上の基幹統計 原油、天然ガスの生産、在庫等 

資源・エネルギー統計(石

油輸入調査、石油製品需

給動態統計部分) 

統計法上の一般統計及び基幹

統計 

石油製品生産量、輸出入量、在庫等 

石炭の国内生産量 JCOAL調べ 石炭の生産 

日本貿易統計 関税法上の統計 石炭、ガス、バイオマス、バイオ燃

料輸出入等 

木材需給表 林野庁が実施する加工統計 バイオマス生産量 

バイオディーゼル燃料取

組実態調査 

自主調査 バイオディーゼル生産量 



総合エネルギー統計の解説 / 2024年度改訂版 

2 総合エネルギー統計の算定手法 16 

使用統計 統計の種類 総合エネルギー統計での使用箇所 
環境省各事業報告書 環境省調べ バイオエタノール生産量 

 

表2-6 出典統計(エネルギー転換) 

使用統計 統計の種類 総合エネルギー統計での使用箇所 

石油等消費動態統計 統計法上の基幹統計 石炭製品製造、製造業大規模事業所

の自家用発電、自家用蒸気発生、製

造業在庫 

エネルギー消費統計 統計法上の一般統計 製造業中小模事業所、業務の自家用

発電、自家用蒸気発生 

資源・エネルギー統計(石

油製品需給動態統計部分) 

統計法上の基幹統計 石油製品製造 

化学工業統計 

(基礎化学製品生産量) 

統計法上の基幹統計 石油化学 

ガス事業生産動態統計 統計法上の基幹統計 一般ガス製造、ガス製造在庫  

ガス事業生産動態統計 

（旧簡易ガス事業） 

統計法上の基幹統計 簡易ガス製造 

電力調査統計 電気事業法に基づく業務統計 事業用発電、再生可能エネルギー(太

陽光、風力、バイオマス、廃棄物、

地熱)の自家用発電 

原子力発電量 日本原子力産業協会が収集 事業用発電の原子力 

熱供給事業便覧 日本熱供給事業協会が会員に

アンケートした結果や収集し

た情報を集計 

地域熱供給 

発電所燃料使用実績 資源エネルギー庁調べ 自家消費、その他熱供給 

総合エネルギー統計補足

調査 

統計法上の一般統計 自家消費 

揚水用動力 資源エネルギー庁調べ 揚水用動力 

送電端供給力 資源エネルギー庁調べ 送配電熱損失 

バイオマス、廃棄物熱利

用 

資源エネルギー庁調べ 自家用蒸気発生のバイオマス、廃棄

物 

 

表2-7 出典統計(企業・事業所他) 

使用統計 統計の種類 総合エネルギー統計での使用箇所 

石油等消費動態統計 統計法上の基幹統計 製造業大規模事業所の消費量 

エネルギー消費統計 統計法上の一般統計 非製造業、製造業中小模事業所、業

務他の消費量 

面積調査 統計法上の基幹統計 農業の消費量推計用 
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使用統計 統計の種類 総合エネルギー統計での使用箇所 

園芸用施設の設置等の状

況 

生産局園芸作物課調べ 農業の消費量推計用 

畜産統計調査 統計法上の一般統計 農業の消費量推計用 

農業経営統計調査 統計法上の基幹統計 農業の消費量推計用 

農林業センサス 統計法上の基幹統計 農業の消費量推計用 

農業物価統計調査 統計法上の一般統計 農業、林業、漁業の消費量推計用 

石油製品価格調査 業務統計 農業、林業、漁業の消費量推計用 

漁業センサス 統計法上の基幹統計 漁業の消費量推計用 

漁業経営調査 統計法上の一般統計 漁業の消費量推計用 

産業連関表 統計法上の基幹統計 漁業、林業の消費量推計用 

林業産出額 農林水産省が実施する加工統

計 

林業の消費量推計用 

主要建設資材の需要見通

し 

国交省の見通し 建設のアスファルト消費量 

ガス事業生産動態統計 

（旧簡易ガス事業） 

統計法上の基幹統計 業務他の簡易ガスの消費量 

国民経済計算 

(非製造業の生産額) 

統計法上の基幹統計 非製造業の潤滑油推計用 

太陽熱利用 資源エネルギー庁調べ 

設備導入量からの推計値 

太陽熱の消費量 

特用林産物生産統計調査 統計法上の一般統計 バイオマスの消費量 

 

表2-8 出典統計(家庭) 

使用統計 統計の種類 総合エネルギー統計での使用箇所 

家計調査 統計法上の基幹統計 灯油、LPG、電力消費量推計用 

ガス事業生産動態統計 統計法上の基幹統計 一般ガスの消費量 

ガス事業生産動態統計(旧

簡易ガス事業) 

統計法上の基幹統計 簡易ガスの消費量 

LPガス資料年報 石油化学新聞社調べ LPG消費量推計用 

国民経済計算 

(家計国内最終消費) 

統計法上の基幹統計 地域別の電力の消費量推計用 

住民基本台帳 

(人口及び世帯数) 

住民基本台帳法の規定により

定められた業務統計 

灯油、LPG、電力の消費量推計用 

熱供給事業便覧 日本熱供給事業協会が会員に

アンケートした結果や収集し

た情報を集計 

熱供給の消費量 

太陽熱利用 資源エネルギー庁調べ 

設備導入量からの推計値 

太陽熱の消費量 
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表2-9 出典統計(運輸) 

使用統計 統計の種類 総合エネルギー統計での使用箇所 

自動車輸送統計 統計法上の基幹統計 乗用車、バス、貨物自動車の輸送量 

自動車燃料消費量調査 統計法上の一般統計 乗用車、バス、貨物自動車の消費量 

家計調査 統計法上の基幹統計 乗用車の家計利用寄与推計用 

国民経済計算 

(家計国内最終消費) 

統計法上の基幹統計 乗用車の家計利用寄与推計用 

住民基本台帳 

(人口及び世帯数) 

住民基本台帳法の規定により

定められた業務統計 

乗用車の家計利用寄与推計用 

CNG車種別走行距離 環境省の算定方法検討会の運

輸分科会による推計 

乗用車、バス、貨物自動車の都市ガ

ス消費量内訳 

二輪車消費量 環境省の算定方法検討会の運

輸分科会による推計 

二輪車消費量 

鉄道輸送統計 統計法上の一般統計 鉄道の潤滑油消費量推計用 

鉄道統計年報 鉄道事業、軌道事業の実績報

告、事業報告及び鉄道輸送統

計年報を基礎資料とした業務

統計 

鉄道の軽油消費量、電力消費量 

蒸気機関車の走行距離、 

燃費 

環境省の算定方法検討会の運

輸分科会による推計 

鉄道の石炭消費量推計用 

内航船舶輸送統計 統計法上の基幹統計 貨物船舶の軽油、重油消費量 

旅客船舶の軽油、重油消

費量 

国土交通省調べ 旅客船舶の軽油、重油消費量 

航空輸送統計 統計法上の一般統計 航空の消費量 
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2.4 推計、調整の方

法 

2.4.1 統計数値の欠測に関す

る推計、調整 

総合エネルギー統計の算定において必要な

データが利用不可能な際に用いる主たる手法

は、以下のとおりである。 

(1) 残差法 

総供給量、総需要量が得られるが、部分的に

必要な統計数値が得られていない場合、他の

項目での供給量、消費量を控除した残差を当

該項目の推計値とする。 

(2) 比例法 

平均的な転換効率、消費率などの指標が得ら

れるが、部分的に必要な統計数値が得られな

い場合、あるいは同種用途の特定のエネルギー

源について統計数値が得られない場合、当該

転換効率、消費率などの指標を比例的に適用

し推計値とする。 

(3) 直近値法 

同一項目の該当期間の統計値が編さん期限ま

でに得られない場合、前年度の統計値やそこ

から導かれるエネルギー原単位などからの推

計値とするか、前年度の同一統計区分による

エネルギー需給の構成比を用いた値を推計値

とする。 

 
11 石油等消費動態統計の調査対象は、日本標準産業

分類に掲げる大分類－製造業のうち、「パルプ・

2.4.2 エネルギー消費統計が

利用不可能な2006年度以前の

推計 

中小製造業、業務他の最終エネルギー消費、

エネルギー転換の算定はエネルギー消費統計

に基礎を置くが、エネルギー消費統計が利用

できるのは2007年度以降のみである。このた

め、同統計の調査が始まる前の1990～2006年

度の数値を補完する。 

2007年度のエネルギー消費統計の値が産業連

関表と対応するものと仮定し、2005～2006年

度は産業中分類別･エネルギー源別の中間投

入額の変化率を用いて推計する。1990、1995、

2000、2005年度は総務省｢事業所･企業統計調

査｣に基づく事業所数の変化率及び産業連関

表における産業中分類別･エネルギー源別の

中間投入額の変化率を用い、遡及推計する。 

産業連関表作成年の間の年度(1991～1994年

度、1996～1999年度、2001～2004年度)につい

ては産業連関表作成年の少量の差分を比例案

分による単純補間推計によって産業中分類

別･従業員数区分別･用途別･エネルギー源別

エネルギー消費量を推計する。 

2.4.3 石油等消費動態統計に

おける重複事業所分補正量の

処理 

主要な算定基礎統計の1つである石油等消費

動態統計においては、調査対象11業種を兼務す

る事業所があるため一部のエネルギー消費が

重複して計上されており、その重複排除のた

めに「重複事業所分補正量」がマイナス計上

紙・板紙製品」「化学工業製品」「化学繊維製品」

「石油製品」「窯業・土石製品」「ガラス製品」「鉄
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されている12。しかしながら、総合エネルギー

統計においては、こうした重複分を含んだ消

費量及び重複事業所分補正量をそのまま計上

することができない13。 

そこで、総合エネルギー統計の算定において

は、石油等消費動態統計の数値はあらかじめ

当該重複分を処理した上で算定に用いる。具

体的には、同統計調査対象業種の複数の事業

(主たる業、従たる業)を営む事業所のエネル

ギー消費量については、従たる業には従たる

業用として特定できる分のみを割り当てる。

一方、主たる業には、当該事業所のエネルギー

消費量から従たる業の消費量を控除した量を

割り当てる。そのため、総合エネルギー統計

には石油等消費動態統計と異なる値が計上さ

れうる。 

2.4.4 電力調査統計改訂によ

る計上方法の変更 

(1) 2016年度以降の計上方法の変

更 

エネルギー消費統計における電気業の調査対

象は、「発受電月報」(電力調査統計)の報告対

象の発電所を除いた事業所である。2016年度

に電力調査統計の調査対象が拡大したことに

より、電気業の事業所の大多数はエネルギー

消費統計の調査対象外となった。そのため、

2016年度以降は電力調査統計における自家消

費分を自家用発電のエネルギー投入量、発電

 

鋼製品」「非鉄金属地金製品」及び「機械器具製

品」を製造する9業種のうち、経済産業省特定業種

石油等消費統計調査規則(昭和55年通商産業省令第30

号)別表の生産品目別に定める調査の範囲に属する

事業所。 

12 石油等消費動態統計の“利用上の注意” 参照。 

13 2013年度改訂版までは、「製造業(大規模･指定業

量及び最終エネルギー消費部門の対応する業

種に上乗せして計上する。 

(2) 一次統計間の重複排除 

2016年度以降に新たに発電事業者になった事

業所は、電力調査統計の調査対象に加わった。

しかし、これに対応した石油等消費動態統計、

エネルギー消費統計の調査対象の変更はなさ

れていない14ことから、電力調査統計と石油等

消費動態統計、エネルギー消費統計との間で

一部重複が発生するようになった。そのため、

2016年度以降の総合エネルギー統計の算定に

おいては、石油等消費動態統計又はエネル

ギー消費統計の調査対象事業所については、

電気事業用分を控除した値を用いる。 

(3) 2015年度以前の推計 

2016年度に新たに発電事業者になり電力調査

統計で捉えられるようになった発電量、発電

用エネルギー投入量、消費量で、2015年度以

前は石油等消費動態統計、エネルギー消費統

計で捉え切れていなかったと推定される分は、

2015年度以前を推計して自家用発電の対応す

る業種に計上する。 

2.4.5 家庭部門の電力消費量

の算定における例外措置の適

用 

家庭部門の事業用電力の算定において根幹を

なすのは、家計調査の2人以上世帯の統計値で

種)重複補正」などの行を設けて消費量が重複を含

むことに対応していた。しかしながら、負の消費量

を計上するこうした措置は認められないと国際機関

(国際連合、IEA)より指摘されていた。 

14 上記のエネルギー消費統計における電気業の調査

対象の変化を除く 
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ある。これは全国約8,000世帯のデータに基づ

いているが、サンプル調査でもあり不自然な

値となる場合も存在する。 

そうした場合への例外的な対応として、供給

者に対する全数調査により電力販売量をすべ

て捕捉している経済産業省「電力調査統計」

の電灯販売量(ラグ調整後)との照らし合わせ

を行う。なお、照合する場合には、家計調査

は世帯当たりであるのに対し、電力調査統計

は総量であることに注意が必要である。 

そして、次に示す発動条件が満たされる場合、

当該四半期の家計調査の電気購入量での算定

に代え、前年同期値と電力調査統計の電灯販

売量に基づき算定を行うものとする。 

例外処理案――発動条件 

① 家計調査の電気購入量が電力調査統計の

電灯販売量の動きと著しく乖離している

場合。家計調査の電気購入量の前年同期

対数変化率と電力調査統計の電灯販売量

の前年同期対数変化率との差が、直近10

年の四半期データで評価して外れ値と判

定されること。 

② かつ、家計調査の電気購入量の動きがエ

ネルギーの専門的見地からみても適当で

はない場合。 

2.4.6 統計数値の不整合に関

する推計、調整 

同一内容の数値が算定方法により大きなかい

離を持つ、合成の結果消費量が負の値となる、

供給を上回る転換、消費が行われエネルギー

が｢湧き出して｣いたり、逆に供給の一部が転

換、消費側で捕捉できず｢行方不明｣になって

いるなどの不整合を生じる場合、エネルギー

源に応じて、推計、調整を行う。 

(1) NGL・コンデンセート 

石油化学用は原料用への品種振替分、発電用

は在庫変動分での統計調査が行われていない

ことが明らかであるため、該当部門に統計数

値の不突合を計上する。 

(2) オイルコークス、電気炉ガス 

統計にない品種転換が転換段階で行われてい

るものとみなし、｢品種転換｣を計上し統計数

値の不突合を調整(相殺)する。 

(3) 製油所ガス 

石油精製の自家消費で統計調査が行われてい

ないことが明らかであるため、当該部門の消

費として供給超過相当分を計上する。 

(4) 回収硫黄 

化学工業で統計調査が行われていないことが

明らかであるため、当該部門の消費として供

給超過相当分を計上する。 

(5) 木材利用 

1) 総供給量が総需要量よりも大きい供

給超過の場合(散逸、正の誤差) 

自家用電力で統計調査が行われていないこと

をかんがみ、分類不明 自家用発電に統計数値

の不突合を計上する。 

2) 総需要量が総供給量よりも大きい需

要超過の場合(不足、負の誤差) 

事業用電力のバイオマス消費量に木材以外が

含まれることから、バイオマスその他への「品

種転換」を計上し、統計数値の不突合を調整

(相殺)する。 
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(6) バイオ燃料 

国内生産、輸入された分はすべて石油製品へ

の品種転換が行われることから、「品種転換」

を計上し、統計数値の不突合を調整(相殺)する。 

(7) その他の石油製品、都市ガ

ス、事業用電力 

1) 総供給量が総需要量よりも大きい供

給超過の場合(散逸、正の誤差) 

過不足が発生していると推定される部門をあ

る程度絞り込めることから、供給超過相当分

を不詳部門における消費量とみなし分類不

能・内訳推計誤差に計上する。 

2) 総需要量が総供給量よりも大きい需

要超過の場合(不足、負の誤差) 

実態としてはこうした状況は考えにくいため、

需要超過分を過大推計が起こりうる標本調査

(エネルギー消費統計、自動車燃料消費量調査)

から算定する部門に負値で案分する(表2-10)。

そのため、総合エネルギー統計には原統計と

異なる値が計上されうる。最終消費内訳統計

誤差は総合エネルギー統計の最終行下の備考

欄「最終消費内訳統計誤差」に示す。 

(8) その他 

上記以外のエネルギー源については、備考欄

「一次供給側統計誤差」に統計数値の不突合

を計上する。 

表2-10 需要超過量の案分対象部門 

 エネルギー消費統計 自動車燃料消費量調査 

 鉱業、建設業、中小製造業、業務他 乗用車、バス、 

貨物自動車 

 自家用発電、 

自家用蒸気発生 

最終エネルギー消費 最終エネルギー消費 

ガソリン    

軽油    

灯油、A重油、一般用C重油、

LPG 
   

都市ガス    

事業用電力、一般用電力    

注: 事業用電力は2016年度以降、一般用電力は2015年度まで 

 

2.5 2015年度以前と

2016年度以降の違い 

2016年4月からの改正電気事業法の施行に伴

い、電力調査統計が改訂された。これにより

総合エネルギー統計の事業用発電部門等を

2015年度以前と同様の方法で作成することが

困難となったことから、総合エネルギー統計

を改訂する。 



総合エネルギー統計の解説 / 2024年度改訂版 

2 総合エネルギー統計の算定手法 23 

2.5.1 表章の改訂 

電気事業者の供給先に応じた2015年度以前の

区分(一般電気事業者、特定電気事業者、卸電

気事業者、特定規模電気事業者)は、2016年4月

に廃止された。そのため、列においては2015

年度以前の一般用電力、特定用電力、外部用

電力を2016年度以降は事業用電力に改定する。

また、行においては2015年度以前の事業用発

電の内訳である一般用発電、外部用発電を

2016年度以降は事業用発電(揚水発電除く)に

改定する。2015年度以前の自家消費(所内消

費)15の事業用電力の内訳、事業用電力在庫の

内訳を2016年度以降は廃止する。 

2016年度以降に発電用以外の燃料消費の用途

を調査する中で、熱販売用に燃料を消費して

いる事業者があった。2016年度以降は熱供給

の内訳に地域熱供給、その他熱供給を追加す

る。地域熱供給に熱供給事業協会のデータ、

その他熱供給に発電事業者の熱供給分を計上

する。 

また、2016年度以降値が計上されないと明ら

かである専業コークス、コークス重複補正、

ガスコークスも合わせて廃止する。 

2.5.2 一次統計の重複排除 

2.4.4にあるように、電力調査統計の改訂によ

り、計上方法が変更された。そのため、2015

年度と2016年度とで事業用発電と自家用発電

における燃料投入量や発電量が大きく変わっ

ている。 

 
15 電気事業者が発電用以外の目的でエネルギー源を

2.5.3 電力の一次エネルギー

換算 

原子力発電、水力発電、未活用エネルギー、

再生可能エネルギーに関する電力の一次エネ

ルギー換算発熱量は、便宜的に2015年度以前

は一般電気事業者発電の、2016年度以降は事

業用発電の一次エネルギー換算発熱量を用い

て算出する。 

2.5.4 電力の炭素排出原単位 

家庭部門に適用する事業用電力の炭素排出原

単位について、2015年度まで当該部門は電力

小売りにおいて規制部門であったため一般用

電力の原単位を用いる。一方、2016年度以降

は事業用電力の原単位を使用する。事業用電

力は2015年度までの一般用電力のほかに、特

定用電力、外部用電力や自家用電力の一部を

含むため、2015年度以前と2016年度以降で異

なる炭素排出原単位を用いることに注意が必

要である。 

また、自家用電力の一部が2016年度に事業用

電力に移行したことに伴い、自家用電力の炭

素排出原単位が2015年度と2016年度とで値が

変化することにも注意が必要である。 

 

消費した量 
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3 総合エネルギー統計の行(部門)の

構造と解説 
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3.1 行の構造 

2016年度値以降の表章に用いる総合エネル

ギー統計の行構造を表3-1に、解説を3.2 一次

エネルギー供給 以降に示す16。これらの行で

表される各部門におけるエネルギー量の計上

方法の詳細については、4 総合エネルギー統

計の列(エネルギー源)の構造と解説 を参照。

なお、#が行コード、$が列コードを示す。 

表3-1 総合エネルギー統計の行の構造 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#120000 輸入 

#150000 総供給 

#160000 輸出 

#170000 供給在庫変動 

#190000 国内供給 

#200000 エネルギー転換 

#210000 石炭製品製造 

#211000 石炭品種振替 

#212000 コークス製造 

 #212100 鉄鋼コークス, #212200 製鉄化学 

#215000 鉄鋼系ガス生成 

#220000 石油製品製造 

#221000 石油品種振替 

 #221100 石油精製品種振替, #221200 石油化学原料振替 

#222000 石油精製 

 
#222100 原油常圧蒸留, #222200 揮発油留分･改質処理, #222300 灯油留分, 

#222400 軽油留分, #222500 常圧残油･減圧蒸留･分解処理, #222900 精製半製品戻 

#223000 潤滑油製造他 

#225000 石油化学 

 
#225100 エチレン工程: 分解ガス･分解油生成, #225200 BTX工程: 抽出残油･リター

ンナフサ戻 

#230000 ガス製造 

#231000 一般ガス製造 

#232000 簡易ガス製造 

#240000 事業用発電 

#241000 事業用発電(揚水発電除く) 

 
16 2015年度値以前の表章に用いている行構造の解説

は「総合エネルギー統計の解説/ 2010年度改訂版」

を参照。 
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#242000 揚水発電 

#250000 自家用発電 

#251000 農林水産鉱建設自家用発電 

 

#251010 農業, #251020 林業, #251030 漁業, #251040 水産養殖業, #251050 鉱業･

採石業･砂利採取業, #251060 総合工事業, #251070 職別工事業, #251080 設備工事

業 

#252000 製造業自家用発電 

#253000 製造業(除機械製造業) 

 

#253090 食料品製造業, #253100 飲料たばこ飼料製造業,  

#253110 繊維工業 {#253111 大規模化学繊維工業, #253115 中小規模他繊維工業},  

#253120 木材･木製品製造業, #253130 家具･装備品製造業,  

#253140 パルプ･紙･紙加工品製造業 {#253141 大規模パルプ･紙･紙製品製造業, 

#253145 中小規模他パルプ･紙･紙製品製造業},  

#253150 印刷･同関連業,  

#253160 化学工業 {#253161 石油化学･アンモニア･ソーダ工業, #253165 他化学工

業},  

#253170 石油製品･石炭製品製造業 {#253171 石油製品, #253175 石炭製品他},  

#253180 プラスチック製品製造業, #253190 ゴム製品製造業, #253200 なめし革･同

製品･毛皮製造業,  

#253210 窯業･土石製品製造業 {#253211 セメント･板ガラス･石灰製造業, #253212 

他ガラス製品製造業, #253215 他窯業･土石製品製造業},  

#253250 鉄鋼業 {#253251 製鉄･製鋼･鋼製品製造業, #253255 他鉄鋼業･鉄素形材製

造業},  

#253230 非鉄金属製造業 {#253231 銅･鉛･亜鉛･アルミ地金製造業, #253235 他非鉄

金属製品製造業},  

#253240 金属製品製造業, #254320 他製造業 

#254000 機械製造業 

 

#254100 大規模機械製造業, #254255 中小規模他汎用機械器具製造業, #254265 中

小規模他生産機械器具製造業, #254275 中小規模他業務用機械器具製造業, #254285 

中小規模他電子部品デバイス電子回路製造業, #254295 中小規模他電気機械器具製

造業, #254305 中小規模他情報通信機械器具製造業, #254315 中小規模他輸送用機械

器具製造業 

#255000 情報通信･運輸郵便･電気ガス水道業自家用発電 

 

#255330 電気業(除事業用発電分), #255340 ガス業, #255350 熱供給業, #255360 水

道業, #255370 通信業, #255380 放送業, #255390 情報サービス業, #255400 イン

ターネット付随サービス業, #255410 映像･音声･文字情報制作業, #255420 鉄道業, 

#255430 道路旅客運送業, #255440 道路貨物運送業, #255450 水運業, #255460 航

空運輸業, #255470 倉庫業, #255480 運輸附帯サービス業, #255490 郵便業(含信書

便事業) 

#256000 卸小売･金融保険･不動産業自家用発電 

 

#256500 各種商品卸売業, #256510 繊維･衣服等卸売業, #256520 飲食料品卸売業, 

#256530 建築材料･鉱物･金属材料等卸売業, #256540 機械器具卸売業, #256550 他

卸売業, #256560 各種商品小売業, #256570 織物･衣服･身回品小売業, #256580 飲食

料品小売業, #256590 機械器具小売業, #256600 他小売業, #256610 無店舗小売業, 
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#256620 銀行業, #256630 協同組合金融業, #256640 貸金業･クレジットカード等非

預金信用機関, #256650 金融商品取引業･商品先物取引業, #256660 補助的金融業, 

#256670 保険業(含保険媒介代理業･保険サービス業), #256680 不動産取引業, 

#256690 不動産賃貸業･管理業, #256700 物品賃貸業 

#257000 宿泊飲食･専門技術･生活関連サービス業自家用発電 

 

#257710 学術研究開発機関, #257720 専門サービス業, #257730 広告業, #257740 技

術サービス業, #257750 宿泊業, #257760 飲食店, #257770 持帰･配達飲食サービス

業, #257780 洗濯･理容･美容･浴場業, #257790 他生活関連サービス業, #257800 娯

楽業 

#258000 教育･学習支援･医療･保険衛生･社会福祉他自家用発電 

 

#258810 学校教育, #258820 他教育･学習支援業, #258830 医療業, #258840 保険衛

生, #258850 社会保険･社会福祉･介護事業, #258860 郵便局, #258870 協同組合, 

#258880 廃棄物処理業, #258890 自動車整備業, #258900 機械等修理業, #258910 

職業紹介･労働者派遣業, #258920 他事業サービス業, #258930 政治･経済･文化団体, 

#258940 宗教, #258950 他サービス業 

#259000 公務自家用発電 

 #259970 国家公務, #259980 地方公務 

#259990 家庭自家用発電 

#259991 分類不明自家用発電 

#259995 自家用発電部門間移転 

#260000 自家用蒸気発生 

#261000 農林水産鉱建設蒸気発生 

 

#261010 農業, #261020 林業, #261030 漁業, #261040 水産養殖業, #261050 鉱業･

採石業･砂利採取業, #261060 総合工事業, #261070 職別工事業, #261080 設備工事

業 

#262000 製造業蒸気発生 

#263000 製造業(除機械製造業) 

 

#263090 食料品製造業, #263100 飲料たばこ飼料製造業,  

#263110 繊維工業 {#263111 大規模化学繊維工業, #263115 中小規模他繊維工業},  

#263120 木材･木製品製造業, #263130 家具･装備品製造業,  

#263140 パルプ･紙･紙加工品製造業 {#263141 大規模パルプ･紙･紙製品製造業, 

#263145 中小規模他パルプ･紙･紙製品製造業},  

#263150 印刷･同関連業,  

#263160 化学工業 {#263161 石油化学･アンモニア･ソーダ工業, #263165 他化学工

業},  

#263170 石油製品･石炭製品製造業 {#263171 石油製品, #263175 石炭製品他},  

#263180 プラスチック製品製造業, #263190 ゴム製品製造業, #263200 なめし革･同

製品･毛皮製造業,  

#263210 窯業･土石製品製造業 {#263211 セメント･板ガラス･石灰製造業, #263212 

他ガラス製品製造業, #263215 他窯業･土石製品製造業},  

#263220 鉄鋼業 {#263221 製鉄･製鋼･鋼製品製造業, #263225 他鉄鋼業･鉄素形材製

造業},  

#263260 非鉄金属製造業 {#263261 銅･鉛･亜鉛･アルミ地金製造業, #263265 他非鉄
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金属製品製造業},  

#263240 金属製品製造業, #264320 他製造業 

#264000 機械製造業 

 

#264100 大規模機械製造業, #264255 中小規模他汎用機械器具製造業, #264265 中

小規模他生産機械器具製造業, #264275 中小規模他業務用機械器具製造業, #264285 

中小規模他電子部品デバイス電子回路製造業, #264295 中小規模他電気機械器具製

造業, #264305 中小規模他情報通信機械器具製造業, #264315 中小規模他輸送用機械

器具製造業 

#265000 情報通信･運輸郵便･電気ガス熱水道業蒸気発生 

 

#265330 電気業, #265340 ガス業, #265350 熱供給業(除地域熱供給熱発生分), 

#265360 水道業, #265370 通信業, #265380 放送業, #265390 情報サービス業, 

#265400 インターネット付随サービス業, #265410 映像･音声･文字情報制作業, 

#265420 鉄道業, #265430 道路旅客運送業, #265440 道路貨物運送業, #265450 水

運業, #265460 航空運輸業, #265470 倉庫業, #265480 運輸附帯サービス業, 

#265490 郵便業(含信書便事業) 

#266000 卸小売･金融保険･不動産業蒸気発生 

 

#266500 各種商品卸売業, #266510 繊維･衣服等卸売業, #266520 飲食料品卸売業, 

#266530 建築材料･鉱物･金属材料等卸売業, #266540 機械器具卸売業, #266550 他

卸売業, #266560 各種商品小売業, #266570 織物･衣服･身回品小売業, #266580 飲食

料品小売業, #266590 機械器具小売業, #266600 他小売業, #266610 無店舗小売業, 

#266620 銀行業, #266630 協同組合金融業, #266640 貸金業･クレジットカード等非

預金信用機関, #266650 金融商品取引業･商品先物取引業, #266660 補助的金融業, 

#266670 保険業(含保険媒介代理業･保険サービス業), #266680 不動産取引業, 

#266690 不動産賃貸業･管理業, #266700 物品賃貸業 

#267000 宿泊飲食･専門技術･生活関連サービス業蒸気発生 

 

#267710 学術研究開発機関, #267720 専門サービス業, #267730 広告業, #267740 技

術サービス業, #267750 宿泊業, #267760 飲食店, #267770 持帰･配達飲食サービス

業, #267780 洗濯･理容･美容･浴場業, #267790 他生活関連サービス業, #267800 娯

楽業 

#268000 教育･学習支援･医療･保険衛生･社会福祉他蒸気発生 

 

#268810 学校教育, #268820 他教育･学習支援業, #268830 医療業, #268840 保険衛

生, #268850 社会保険･社会福祉･介護事業, #268860 郵便局, #268870 協同組合, 

#268880 廃棄物処理業, #268890 自動車整備業, #268900 機械等修理業, #268910 

職業紹介･労働者派遣業, #268920 他事業サービス業, #268930 政治･経済･文化団体, 

#268940 宗教, #268950 他サービス業 

#269000 公務蒸気発生 

 #269970 国家公務, #269980 地方公務 

#269991 分類不明自家用蒸気 

#269995 自家用蒸気部門間移転 

#270000 熱供給 

 #271000 地域熱供給, #272000 その他熱供給 

#280000 他転換･品種振替 

#281000 石炭製品二次品種振替 
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#282000 石油製品二次品種振替 

#289000 他転換増減(+受入/-払出) 

#290000 純転換部門計 

#300000 自家消費･送配損失 

#301000 自家消費 

 

#301100 石炭製品製造 {#301110 鉄鋼コークス製造, #301120 他コークス製造},  

#301200 石油製品製造 {#301210 石油精製},  

#301300 ガス製造 {#301310 一般ガス製造},  

#301400 事業用電力, #301500 熱供給 

#305000 送配電熱損失 

 #305400 事業用電力, #305500 熱供給 

#350000 転換･消費在庫変動 

#350500 ガス製造在庫 

#351000 事業用電力在庫 

#355000 製造業(大規模･指定業種)在庫 

 

#355010 化学繊維, #355020 パルプ紙板紙, #355030 化学, #355040 石油製品,  

#355050 窯業土石 {#355051 セメント･板ガラス･石灰, #355052 ガラス製品},  

#355060 鉄鋼, #355070 非鉄金属地金, #355080 機械 

#400000 統計誤差 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業･事業所他 

#610000 農林水産鉱建設業 

#611000 農林水産業 

 #611100 農業, #611200 林業, #611300 漁業, #611400 水産養殖業 

#612000 鉱業他 

 #612100 鉱業･採石業･砂利採取業 

#615000 建設業 

 #615100 総合工事業, #615200 職別工事業, #615300 設備工事業 

#620000 製造業 

#621000 食品飲料製造業 

 #621100 食料品製造業, #621200 飲料たばこ飼料製造業 

#622000 繊維工業 

 #622100 繊維工業 

 

#622110 大規模化学繊維工業 {#622111 化学繊維, #622112 他繊維製品, #622119 他

製品},  

#622200 中小規模他繊維工業 

#623000 木製品･家具他工業 

 #623100 木材･木製品製造業, #623200 家具･装備品製造業 

#624000 パルプ･紙･紙加工品製造業 

 #624100 パルプ･紙･紙加工品製造業 

 #624110 大規模パルプ･紙･紙製品製造業 {#624111 パルプ, #624112 紙, #624113 板
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紙, #624114 紙加工品, #624119 他製品},  

#624200 中小規模他パルプ･紙･紙製品製造業 

#625000 印刷･同関連業 

 #625100 印刷･同関連業 

#626000 化学工業(含石油石炭製品) 

 #626100 化学工業 

 

#626110 石油化学･アンモニア･ソーダ工業 {#626111 石油化学製品 (#626111-01 石

油化学製品原料, #626111-09 石油化学製品動力燃料), #626112 アンモニア製品 

(#626112-01 アンモニア製品原料, #626112-09 アンモニア製品動力燃料), #626113 

ソーダ製品},  

#626119 他製品, #626200 他化学工業 

 #626500 石油製品･石炭製品製造業 

 #626510 石油製品製造業(除石油製品), #626550 石炭製品製造業他(除石炭製品) 

#627000 プラスチック･ゴム･皮革製品製造業 

 
#627100 プラスチック製品製造業, #627200 ゴム製品製造業, #627300 なめし

革･同製品･毛皮製造業 

#628000 窯業･土石製品製造業 

 #628100 窯業･土石製品製造業 

 

#628110 セメント･板ガラス･石灰製造業 {#628111 セメント (#628111-01 セメント

焼成, #628111-09 セメント焼成以外), #628112 板ガラス (#628112-01 板ガラス溶解

窯, #628112-09 板ガラス溶解窯以外), #628113 石灰, #628119 他製品},  

#628120 他ガラス製品製造業 {#628121 ガラス製品, #628129 他製品},  

#628200 他窯業･土石製品製造業 

#629000 鉄鋼･非鉄･金属製品製造業 

 #629100 鉄鋼業 

 

#629110 製鉄･製鋼･鋼製品製造業 {#629111 高炉製鋼 (#629111-01 焼結鉱, 

#629111-02 ペレット, #629111-03 高炉製銑, #629111-04 フェロアロイ, #629111-

05 転炉, #629111-06 電気炉, #629111-07 鍛鋼品, #629111-08 鋳鋼品, #629111-09 

圧延･鋼管, #629111-10 他鉄鋼製品), #629119 他製品},  

#629200 他鉄鋼業･鉄素形材製造業 

 #629300 非鉄金属製造業 

 

#629310 銅･鉛･亜鉛･アルミ地金製造業 {#629311 銅地金 (#629311-01 銅溶錬, 

#629311-02 銅電解), #629312 鉛地金 (#629312-01 鉛溶錬, #629312-02 鉛電解), 

#629313 亜鉛地金 (#629313-01 電気亜鉛, #629313-02 蒸留亜鉛), #629314 他非鉄

金属精錬, #629315 アルミニウム, #629316 アルミニウム二次地金, #629319 他製

品},  

#629400 他非鉄金属製品製造業 

 #629500 金属製品製造業 

#630000 機械製造業 

 #630100 汎用機械器具製造業 

 #630200 生産機械器具製造業 

 
#630210 土木建設機械(大規模), #630220 金属工作･加工機械(大規模), #630250 他中

小規模生産機械器具製造業 
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 #630300 業務用機械器具製造業 

 #630400 電子部品デバイス電子回路製造業 

 
#630410 半導体集積回路･素子･電子管製造業(大規模), #630450 他中小規模電子部品

デバイス電子回路製造業 

 #630500 電気機械器具製造業 

 #630510 電子応用装置製造業(大規模), #630550 他中小規模電気機械器具製造業 

 #630600 情報通信機械器具製造業 

 
#630610 通信･電子装置部品製造業(大規模), #630650 他中小規模情報通信機械器具

製造業 

 #630700 輸送用機械器具製造業 

 
#630710 自動車･自動車部品製造業(大規模), #630750 他中小規模輸送用機械器具製

造業 

 #630900 機械製造業他製品 

#641000 他製造業 

#650000 業務他(第三次産業) 

#651000 電気ガス熱供給水道業 

 
#651100 電気業(除電力供給用), #651200 ガス業(除ガス供給用), #651300 熱供給業

(除熱供給用), #651400 水道業 

#652000 情報通信業 

 
#652100 通信業, #652200 放送業, #652300 情報サービス業, #652400 インター

ネット付随サービス業, #652500 映像･音声･文字情報制作業 

#653000 運輸業･郵便業 

 

#653100 鉄道業(除輸送用), #653200 道路旅客運送業(除輸送用), #653300 道路貨物

運送業(除輸送用), #653400 水運業(除輸送用), #653500 航空運輸業(除輸送用), 

#653600 倉庫業, #653700 運輸附帯サービス業, #653800 郵便業(含信書便事業) 

#654000 卸売業･小売業 

 #654100 卸売業 

 

#654110 各種商品卸売業, #654120 繊維･衣服等卸売業, #654130 飲食料品卸売業, 

#654140 建築材料･鉱物･金属材料等卸売業, #654150 機械器具卸売業, #654160 他

卸売業 

 #654500 小売業 

 
#654510 各種商品小売業, #654520 織物･衣服･身回品小売業, #654530 飲食料品小

売業, #654540 機械器具小売業, #654550 他小売業, #654560 無店舗小売業 

#655000 金融業･保険業 

 

#655100 銀行業, #655200 協同組合金融業, #655300 貸金業･クレジットカード等非

預金信用機関, #655400 金融商品取引業･商品先物取引業, #655500 補助的金融業, 

#655600 保険業(含保険媒介代理業･保険サービス業) 

#656000 不動産業･物品賃貸業 

 #656100 不動産取引業, #656200 不動産賃貸業･管理業, #656300 物品賃貸業 

#657000 学術研究･専門･技術サービス業 

 
#657100 学術研究開発機関, #657200 専門サービス業, #657300 広告業, #657400 技

術サービス業 

#658000 宿泊業･飲食サービス業 
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 #658100 宿泊業, #658200 飲食店, #658300 持帰･配達飲食サービス業 

#659000 生活関連サービス業･娯楽業 

 #659100 洗濯･理容･美容･浴場業, #659200 他生活関連サービス業, #659300 娯楽業 

#660000 教育･学習支援業 

 #660100 学校教育, #660200 他教育･学習支援業 

#661000 医療･福祉 

 #661100 医療業, #661200 保険衛生 

#662000 複合サービス事業 

 #662100 郵便局, #662200 協同組合 

#663000 他サービス業 

 

#663100 廃棄物処理業, #663200 自動車整備業, #663300 機械等修理業, #663400 

職業紹介･労働者派遣業, #663500 他事業サービス業, #663600 政治･経済･文化団体, 

#663700 宗教, #663800 他サービス業 

#680000 公務 

 #680100 国家公務, #680200 地方公務 

#690000 分類不能･内訳推計誤差 

#700000 家庭 

 

#700100 北海道, #700200 東北, #700300 関東, #700400 北陸, #700500 東海, 

#700600 関西, #700700 中国, #700800 四国, #700900 九州, #701000 沖縄, 

#701100 分類不能・地域内訳推計誤差 

 
#710000 北東地域: 北海道･東北･北陸, #720000 中央地域: 関東･東海･関西, 

#730000 南西地域: 中四国･九州･沖縄 

#800000 運輸 

#810000 旅客 

#811000 乗用車 

 #811100 自家用 

 
#811101 北海道, #811102 東北, #811103 関東, #811104 北陸信越, #811105 中部, 

#811106 近畿, #811107 中国, #811108 四国, #811109 九州沖縄 

 

#811150 家計利用寄与 {#811151 北海道, #811152 東北, #811153 関東, #811154 北

陸, #811155 東海, #811156 関西, #811157 中国, #811158 四国, #811159 九州, 

#811160 沖縄, #811169 分類不能・地域内訳推計誤差},  

#811190 企業利用寄与他 

 #811200 営業用/タクシー 

#811500 バス 

 #811510 自家用, #811590 営業用 

#812000 二輪車 

#813000 鉄道 

#814000 船舶 

#815000 航空 

#850000 貨物 

#851000 貨物自動車/トラック 

 #851100 営業用 
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#851101 北海道, #851102 東北, #851103 関東, #851104 北陸信越, #851105 中部, 

#851106 近畿, #851107 中国, #851108 四国, #851109 九州沖縄 

 #851200 自家用 

 #851210 貨物輸送寄与, #851220 乗員輸送寄与 

 
#851251 北海道, #851252 東北, #851253 関東, #851254 北陸信越, #851255 中部, 

#851256 近畿, #851257 中国, #851258 四国, #851259 九州沖縄 

#852000 鉄道 

#853000 船舶 

#854000 航空 

#900000 エネルギー利用(最終消費内数) 

#950000 非エネルギー利用(最終消費内数) 

#951000 企業･事業所他 

#951100 農林水産鉱建設業 

#951500 製造業(大規模･指定業種) 

 

#951510 化学繊維, #951520 パルプ紙板紙, #951530 化学, #951540 石油製品,  

#951550 窯業土石 {#951551 セメント･板ガラス･石灰, #951552 ガラス製品},  

#951560 鉄鋼, #951570 非鉄金属地金, #951580 機械 

#951700 製造業(中小規模他) 

#951800 業務他(第三次産業) 

#952000 家庭 

#953000 運輸 

 

3.2 一次エネルギー

供給 

3.2.1 #100000 一次エネルギー

供給 

(1) 定義 

国内に供給されたエネルギーの総量と実質量、

さらにそのエネルギー源別、由来別の内訳量

を表現する部門をいう。 

 
17 原子力発電、水力発電など非化石エネルギーによ

(2) 解説 

国内に供給された各エネルギー源について、

国内に供給された総量(総供給)と、そのうち国

内産出、輸出、輸入、供給元での在庫変動な

ど由来別の量、これらを考慮して実質的に国

内に供給された量(国内供給)を区分して表現

している。単に一次エネルギー供給という場

合、一次エネルギー国内供給を指す。 

国内でのエネルギー転換、最終エネルギー消

費及び統計誤差の合計に等しい。 

国内での最終エネルギー消費を賄うために利

用されたエネルギーの量を、投入された化石

エネルギー源の量を計測することや、利用さ

れた核エネルギーや自然エネルギーの量など

を間接的に推計することにより計量17する。 

り得られる電力の一次エネルギー供給の計量方法に
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国内産出、輸入、在庫取崩など国内への供給

に向かう場合を正号の値とし、輸出、在庫積

み増しなど国内での消費から除かれる場合を

負号の値として表現する。 

「資源・エネルギー統計」18における統計値を

用い、輸出、輸入については資源・エネルギー

統計の数値が得られない場合、日本貿易統計

(通関統計)を用いる19。 

(3) 計量方法 

#190000 一次エネルギー国内供給 の値を計上

する。 

3.2.2 #110000 国内産出 

(1) 定義 

国内(排他的経済水域内を含む)において天然

の状態から直接採掘、採取、転換されたエネ

ルギー源の量を表現する部門をいう。 

(2) 解説 

石炭、原油、天然ガスなどの化石エネルギー

源については、国内の地下あるいは排他的経

済水域の海底から採掘、採取された量を指す。 

コークス、ガソリン、都市ガスなど一旦国内

に供給されたエネルギー源を転換して｢生産｣

された燃料製品などのエネルギー源は、天然

の状態から直接得られたものではないため計

上しない。 

 

ついては補論1 を参照。 

18 資源・エネルギー統計は2002年度にエネルギー生

産・需給統計から改称したものであるが、本稿では

2001年度以前のデータに該当する場合でも便宜上資

源・エネルギー統計を用いる。 

19 日本貿易統計では通関した量が計上されるため、

第三国取引目的での輸出入、通関後の返品・再引

取、展示・試験目的の輸出入、検量誤差、備蓄や恒

原子力発電20、水力発電(揚水発電を除く)につ

いては、国内で転換された電力のエネルギー

量を一次エネルギー換算した量を計上する。 

木材については、国内のエネルギー用途の生

産量を計上する。 

バイオ燃料については、国内由来の農作物等

から得られた量を計上する。 

他の再生可能エネルギー、未活用エネルギー

については、国内で転換され消費されたエネ

ルギー源の全量を、太陽光発電、風力発電、

太陽熱など直接電力、熱が得られるものにつ

いては、国内で転換された電力、熱のエネル

ギー量を一次エネルギー換算した量を計上す

る。 

国内石炭鉱業、国内原油、天然ガス鉱業が鉱

山、鉱業所で採掘を行うために自ら消費した

エネルギー源の量(いわゆる｢山元消費｣)は、本

部門で相殺せず、最終エネルギー消費中

#612000 鉱業他 に計上する。 

(3) 計量方法 

石炭については、石炭エネルギーセンター「炭

鉱別石炭生産月報」における国内生産量を計

上する。 

石油、天然ガスについては、生産動態統計調

査における国内での生産量を計上する。 

バイオマスについては、木材需給表における

国内での暦年生産量を用いる。2013年以前は

エネルギー利用された燃料用チップが同表に

久的在庫目的の輸入など直接国内でのエネルギー消

費と関係のない数量が含まれている。このため、純

粋に国内への供給を目的とした数量を調査している

資源・エネルギー統計の値が得られる場合には、当

該数値を使用する。 

20 核燃料を海外から輸入するにもかかわらず、原子

力発電を国内産出に計上する理由については、4.6.3 

$1100 原子力発電 を参照。 
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計上されていないため、2010年度以降のデー

タがある電力調査統計における1,000kW以上

のバイオマス発電量を用いて、2010年度まで

遡及推計をする。 

バイオ燃料については、バイオエタノールは

環境省調査、バイオディーゼルは全国バイオ

ディーゼル燃料利用推進協議会による生産量

を計上する。 

3.2.3 #120000 輸入 

(1) 定義 

海外において天然のエネルギー源から採掘、

採取、転換されたエネルギー源であって、日

本に輸送され供給された量を表現する部門を

いう。 

(2) 解説 

一般に日本に通関して持ち込まれたエネル

ギー源の量をいう。保税輸入(ボンド輸入)や国

際線航空機、船舶が海外で給油、調達して国

内に持ち込む燃料(バンカー燃料)は含まない。 

核燃料の輸入は、原子力発電を国内産出に計

上するため計上しない。 

輸入された工業製品に含まれるエネルギー源

(電池、火薬、硫化鉱など)については、当該工

業製品を国内で再度転換しエネルギー源とし

て利用する目的で輸入された場合以外は含ま

ない。 

現在の日本には実態がないが、国際パイプラ

イン、国際送電線によるエネルギー源の国際

輸送では、日本に送付され到着した量は(通過

量を含め)すべて計上する。 

 
21 エチル・ターシャリー・ブチル・エーテル 

(3) 計量方法 

原油については、資源・エネルギー統計の値

を用いる。石油製品については、資源・エネ

ルギー統計を基本とし、一部の燃料(オイル

コークス、LPG、バイオガソリンに用いられ

るETBE21に含まれるイソブテン分)については

日本貿易統計(通関統計)における輸入量とす

る。石炭、石炭製品、LNG、バイオマス、バ

イオ燃料については、日本貿易統計における

輸入量とする。 

すべて正号で計上する。 

3.2.4 #150000 総供給 

(1) 定義 

国内産出された量と輸入された量の合計によ

り、国内に供給されたエネルギー源の総量を

表現する部門をいう。 

(2) 計量方法 

#110000 国内産出 と#120000 輸入 の合計とす

る。 

3.2.5 #160000 輸出 

(1) 定義 

輸入、国内産出されたエネルギー源や、これ

らを転換して生産されたエネルギー源であっ

て国外に輸送された量を表現する部門をいう。 

(2) 解説 

一般に日本から通関して持出されたエネル

ギー源の量をいう。保税輸入(ボンド輸入)され
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たエネルギー源の再輸出(ボンド輸出)は含まな

い。日本において国際線航空機、船舶に給油

される燃料(バンカー燃料)については、以下の

扱いとする。 

a. 国内で転換され生産されたジェット燃料油

や舶用C重油などを国際線航空機・船舶に給

油する場合、計上する(バンカー輸出)。 

b. 海外から一旦保税輸入(ボンド輸入)された

ジェット燃料油や舶用C重油などを給油する

場合(ボンド輸出)は、計上しない(そもそも輸

入に計上されていない)。 

国内外国公館、在日米軍へのエネルギー源の

供給は計上する。 

核燃料の輸出は、#120000 輸入 同様の理由か

ら計上しない。 

輸出された工業製品に含まれるエネルギー源

(電池、火薬など)については、当該工業製品を

海外で再度転換してエネルギー源として利用

する目的で輸出された場合以外は含まない。 

現在の日本には実態がないが、国際パイプラ

イン、国際送電線によるエネルギー源の国際

輸送では、日本から送出された量は(通過量を

含め)すべて計上する。 

(3) 計量方法 

#120000 輸入 と同じ統計を用いる。 

すべて負号で計上する。 

3.2.6 #170000 供給在庫変動 

(1) 定義 

エネルギー供給部門での在庫を積み増しある

いは取り崩した量を表現する部門をいう。 

(2) 解説 

化石エネルギー源のエネルギー供給部門での

在庫変動を表現する。具体的には、石炭の場

合コールセンターでの貯蔵量の変化、原油の

場合製油所における原油タンク貯蔵量の変化

などに相当する量である。 

火力発電所や製鉄所の石炭ヤード、石油化学

工業の輸入ナフサタンクなどいずれ国内で転

換されることが明白なもの、エネルギー転換

部門や最終エネルギー消費部門における在庫

変動は、本部門に含まず#350000 転換・消費

在庫変動 に計上する。 

電力、蒸気などのエネルギー媒体については、

原理的に大量に在庫を行うことが困難である

こと、仮に在庫が変動した場合でもわずかな

量しか変動しないと考えられることから、原

則計上しない。 

(3) 計量方法 

資源・エネルギー統計における各年度末在庫

の変動量を原則として用いる。ただし、$0610 

都市ガス はガス事業生産動態統計調査から計

上し、$0330 NGL・コンデンセート について

は推計による。 

取り崩しを正号、積み増しを負号で表現する。 

3.2.7 #190000 国内供給 

(1) 定義 

一次エネルギー総供給の量から輸出及び供給

在庫変動を控除した、実質的に国内に供給さ

れた量を表現する部門をいう。 



総合エネルギー統計の解説 / 2024年度改訂版 

3 総合エネルギー統計の行(部門)の構造と解説 37 

(2) 解説 

国内でのエネルギー転換、最終エネルギー消

費及び統計誤差の合計に等しく、供給側から

見た国内で実質的に消費されたエネルギーの

量を表現する。国内の最終エネルギー消費量

やエネルギー転換量、エネルギー起源二酸化

炭素排出量の算定基礎となる概念である。 

輸出に比べて輸入と国内生産が卓越するエネ

ルギー源では正号であるが、輸入と国内生産

に比べ輸出が卓越する場合には負号となる。 

(3) 計量方法 

#150000 一次エネルギー総供給  の量から

#160000 輸出 及び#170000 供給在庫変動 の量

を控除した値とする。 

$1400 合計 については以下の2通りの方法で算

定する。 

供給側: 各エネルギー源の国内供給量の合計。 

消費側: エネルギー転換及び最終エネルギー消

費の合計(=国内需要)。 

供給側と消費側の差は、#400000 統計誤差 に

等しい。 

3.3 エネルギー転換 

3.3.1 #200000 エネルギー転

換 

(1) 定義 

一次エネルギー国内供給部門から国内に供給

された各エネルギー源について、元のエネル

ギー源と異なるエネルギー源を製造、生成す

るために、燃焼、乾留、分解などの化学変化

や熱交換、分離、混合などの物理変化のため

に用いられたエネルギー源の量(投入量)、生成

したエネルギー源の量(産出量)及び損失した

エネルギー源の量などこれに関連する量を表

現する部門をいう。 

(2) 計量方法 

#210000 石炭製品製造～#350000 転換・消費在

庫変動 の各部門を重複なく合計した量を計上

する。 

｢国内供給されたエネルギー源を使用して最終

エネルギー消費部門にエネルギー源を供給す

る｣という考え方から、エネルギー源の転換へ

の投入量を負号、転換によるエネルギー源の

産出量を正号で表現する。 

(3)解説 

1) 概念 

国内供給されたエネルギー源が、発電、蒸気

発生、精製、分解、混合などの操作により、

電力、蒸気、ガソリン、都市ガスなど最終エ

ネルギー消費において使用するために都合の

よい形態のエネルギー源に変換される過程を

表現するものである。以下のようなエネルギー

量を計上しこれを表現する。 

a. 投入量、産出量 

転換の原料となるエネルギー源の消費、減耗

量と転換の結果得られるエネルギー源の製造、

生成量。 

b. 自家消費量 

転換の際に必要なエネルギーを得るため、自

らが製造、生成したエネルギー源などを転換

過程で使う量。 
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c. 送配電熱損失 

転換された電力、蒸気などのエネルギー源を

配電網や配管網などの専用の供給設備で配送

する際に失われる量。 

d. 転換・消費在庫変動 

エネルギー転換部門、最終エネルギー消費部

門でのエネルギー源の在庫が変動した量。 

e. 統計誤差 

一次エネルギー供給、エネルギー転換、最終

エネルギー消費の間での統計誤差に相当する

量。 

エネルギー源の供給に伴う損失のうち、固体、

液体などのエネルギー源をトラックや貨物船

で消費地へ輸送する際のエネルギー源の消費

は、#850000 貨物 に計上し、本部門に含まな

い。 

投入されたエネルギー源と産出されたエネル

ギー源の直接の対応関係を表現することを目

的とするため、省エネルギーを目的として廃

熱利用、電力回生など特別の装置、設備を設

置し副次的に電力、蒸気などのエネルギー源

を回収する場合、当該回収エネルギー量は

$1000 未活用エネルギー に計上する22。 

風力発電、太陽熱などの再生可能エネルギー

については、実態としては風力発電機や太陽

熱温水器などの転換装置、機器から電力や熱

などのエネルギー源が直接発生するが、当該

発生量に見合った一次エネルギー供給が仮想

 
22 具体的な例で説明すると、コークス炉で原料炭を

乾留するコークス製造の場合、コークス、コール

タール、コークス炉ガスなどコークス炉から直接的

に得られるエネルギー源はコークス製造の転換部門

の産出に計上するが、コークス乾式消火(CDQ)設備

などコークス炉に附帯する設備からの回収蒸気など

副次的に得られるエネルギー源は#212000 コークス

製造 ではなく$1000 未活用エネルギー 中の#260000 

自家用蒸気発生 に計上する。 

的に行われたものとして取り扱う (3.2.1 

#100000 一次エネルギー供給 参照)。 

2) 転換損失、転換効率 

投入、産出量をエネルギー量に換算した行方

向の合計量は転換損失を表現し、同一行内で

の負号の投入量合計に対する正号の産出量合

計の比率の絶対値はエネルギー転換効率を表

現する。したがって、行方向の合計量の値は

エネルギー保存則に従い原理的に0又は負号

でなければならない。合計量の値が正号であ

る場合にはエネルギーが｢いずこかから湧き出

ている｣ことを意味するため当該値は何らかの

統計誤差によるものと考えられる。さらに、

合計量が負号である場合、各転換工程の実態

に従い、その合計量がエネルギー消費(=転換

損失)であると解釈される場合と、統計誤差で

あると解釈される場合23が存在する。 

3.3.2 #210000 石炭製品製造 

(1) 定義 

エネルギー転換のうち、石炭から石炭製品を

生産する主要なエネルギー転換の過程を表現

する部門をいう。 

(2) 解説 

石炭製品製造の大部分を占める鉄鋼業などで

の石炭のエネルギー転換はほぼ製鉄業の製鋼

工程24に沿う形で進むが、大きく分けてコーク

23 転換部門の行方向の合計量がエネルギー消費を意

味する具体例としては発電、蒸気発生など燃焼工程

を伴うエネルギー転換が挙げられ、誤差を意味する

具体例としては石油精製・石油化学など密閉装置内

で外部から別途エネルギーを与えて行うエネルギー

転換が挙げられる。 

24 製鉄業における製鋼過程と石炭のエネルギー転換

についての詳細な説明については、補論3 を参照。 
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ス用原料炭がコークスなどに転換される

#212000 コークス製造 の部分と、コークスや

吹込用原料炭が鉄鋼系ガス(高炉ガス、転炉ガ

ス)に転換される#215000 鉄鋼系ガス生成 の部

分に分かれる。 

以下の3つの過程を表現する。 

a. #211000 石炭品種振替 

単に石炭の混合、乾燥(調湿)などを行うことの

みによって、他の分類、用途の石炭に転換す

る場合(ブレンディング)には、#211000 石炭品

種振替 に計上する。 

b. #212000 コークス製造 

コークス用原料炭やオイルコークスなどの原

材料を乾留してコークス、コールタール、コー

クス炉ガスを生産するコークス炉における石

炭の石炭製品へのエネルギー転換を表現する。 

c. #215000 鉄鋼系ガス 

高炉製鋼の過程において、投入されたコーク

スや吹込用原料炭の一部が高炉、転炉におい

て高炉ガスや転炉ガスとして回収される一連

の様子を、石炭、石炭製品から石炭製品への

エネルギー転換とみなして表現する。 

石炭製品のうち、練炭、豆炭の製造について

は、#2810000 石炭製品二次品種振替 に計上す

る。 

(3) 計量方法 

#211000 石炭品種振替、#212000 コークス製造 

及び#215000 鉄鋼系ガス生成 の合計量を計上

する。 

 
25 特に、日本では、鉄鋼業において原料炭の節減と

操業安定度の向上のため、混合、調湿などの処理に

より一般炭を吹込用原料炭へ転換する品種振替や、

3.3.3 #211000 石炭品種振替 

(1) 定義 

原料炭、一般炭、無煙炭の各種類の石炭が、

混合や調湿などの簡単な操作などにより他の

種類の石炭に転換される行為をエネルギー転

換とみなして表現する部門をいう。 

(2) 解説 

石炭は、原料炭、一般炭、無煙炭という区分

に厳密に分類されて取引されるわけではなく、

生産された鉱山や選鉱の有無により数十種類

の性状の異なる｢銘柄｣に分かれて取引される。

また、実際の消費に回される前に、発熱量、

水分、灰分、硫黄分などが使用目的に応じた

性状になるよう、通常は輸入後に貯炭場、貯

炭槽で数種類の｢銘柄｣が混合(ブレンディン

グ)されて出荷される25。このため、特定の種

類の石炭が簡単な操作により他の種類の石炭

に転換される行為をエネルギー転換とみなし

て本部門で表現する。 

(3) 計量方法 

石油等消費動態統計における製造業の石炭消

費量に見合った吹込用原料炭、一般炭が資源・

エネルギー統計(又は日本貿易統計)における

原料炭、一般炭、無煙炭の国内供給量から相

互に転換されるとみなして推計により計上す

る。なお、国内炭は販売先が2002年度以降不

明であるため、すべて発電用に使われるとみ

なし、本部門で$0123 発電用輸入一般炭 に合

算する。 

輸入炭中継、卸売施設(コールセンター)において無

煙炭、一般炭の配合、調湿による品種振替が日常的

に行われている。 
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3.3.4 #212000 コークス製造 

(1) 定義 

石炭から石炭製品へのエネルギー転換のうち、

コークス用原料炭などを乾留してコークスや

コークス炉ガスなどを生産するエネルギー転

換の過程を表現する部門をいう。 

(2) 解説 

#212100 鉄鋼コークス、 

#212200 製鉄化学、 

#212300 専業コークス、 

#212900 コークス重複補正 

石油等消費動態統計、資源・エネルギー統計

における業種別の石炭などの原料用投入量、

指定品目コークス向け投入量と、コークス、

コークス炉ガスなどの産出量を基本として推

計により業種別内訳の投入、産出を求める 26。 

また、資源・エネルギー統計と石油等消費動

態統計を使用することにより業種間分類で不

足や二重計上が生じうるため、#212300 専業

コークス、#212900 コークス重複補正 を設け、

統計の内部整合化を図る。 

コークス炉の産出側では、アンモニア、硫酸

など、コールタール以外の化成品類の統計は

とられておらず、また化学工業統計などでは

石油由来の化成品の産出量と合算されている

ため、これらの化成品類に転換されたエネル

ギー量は本部門では誤差の一部として扱われ

ることとなる。 

 
26 合計欄は、コークス製造に伴うエネルギー損失を

意味しているが、鉄鋼業と製鉄化学などの業種間で

の複雑な物流が統計上で必ずしも正確に把握、追尾

されていないことから、#212100 鉄鋼コークス～

#212300 専業コークス の各業種個別での時系列方向

でのエネルギー損失の多寡を判断する際には精度上

コークス炉の操業維持に必要な乾留用のエネ

ルギー源投入量については、本部門で相殺せ

ず#301110 自家消費/鉄鋼コークス製造、

#301120 自家消費/他コークス製造 に別掲す

る。 

コークス炉から取り出されたばかりの赤熱状

態のコークスから顕熱を回収するCDQ27設備

から回収される蒸気は、本来は#301110 自家

消費/鉄鋼コークス製造 で消費されたエネル

ギーの一部が回収されるものであるが、他の

工程からの回収蒸気と合算して統計調査が行

われており直接の対応関係がとれないため、

$N252 産業蒸気回収 の内数として取り扱う。 

2016年度以降は、電気事業法の改正により総

合エネルギー統計の行数が変わること、

#212300 専業コークス と#212900 コークス重

複補正 に値が計上されないことから、合わせ

てこの2つの部門を廃止する。 

#213000 ガスコークス 

量が少なく既に廃止されていることなどから、

コークス炉の操業維持に必要な乾留用のエネ

ルギー源の自家消費分を相殺して計上してあ

り、自家消費を別掲していないことに注意。

2016年度以降は電気事業法の改正により総合

エネルギー統計の行数が変わることに合わせ

て廃止する。 

(3) 計量方法 

#212100 鉄鋼コークス～#212900 コークス重

複補正 の合計量を計上する。 

の問題があることに注意が必要である。仮に時系列

方向でのエネルギー損失の多寡やエネルギー転換効

率を判断する場合には、#212000 コークス製造 の合

計(総合計)で評価する必要がある。 

27 コークス乾式消火、Coke Dry Quenching 
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#212100 鉄鋼コークス、 

#212200 製鉄化学、 

#212300 専業コークス、 

#212900 コークス重複補正 

石炭については、鉄鋼業、化学工業の原料用

投入をそれぞれ#212100 鉄鋼コークス、

#212200 製鉄化学 に計上する。#212300 専業

コークス、#212900 コークス重複補正 は、

#212100 鉄鋼コークス のコークス生産量当た

り石炭投入原単位からそれぞれ推計して計上

する。 

オイルコークス、アスファルトについては、

#212100 鉄鋼コークス においては、石油等消

費動態統計における指定品目コークス向け投

入量を計上する。#212200 製鉄化学、#212300 

専業コークス においては、#212100 鉄鋼コー

クス のコークス生産量当たりオイルコークス

投入原単位からそれぞれ推計する。 

廃プラスチックについては、2010年度以降石

油等消費動態統計における指定品目コークス

向け投入量を#212100 鉄鋼コークス に計上す

る。 

コークス、コークス炉ガスについては、#212000 

コークス製造 及び#212100 鉄鋼コークス は資

源・エネルギー統計又は石油等消費動態統計

のうちカバー率がより高いものから計上し、

#212200 製鉄化学 は石油等消費動態統計にお

ける化学工業の生産量を計上する。コール

タールについては、石油等消費動態統計から

計上する。業種合計が鉄鋼と化学業の合計よ

りも大きい場合はその差分を#212300 専業

コークス に、小さい場合は#212900 コークス

重複補正 に計上する。 

 
28 コークス炉ガス、高炉ガス、転炉ガスを総称する

#213000 ガスコークス(1997年度で事

業廃止) 

原料投入量は、ガス事業生産動態統計におけ

る原料用石炭投入量とし、コークス、コーク

ス炉ガスについてはガス事業生産動態統計に

おけるコークス、コークス炉ガス自社生産量

を計上する。1998年度以降は計上しない。 

3.3.5 #215000 鉄鋼系ガス生成 

(1) 定義 

高炉製鋼の過程において高炉に投入された

コークスや吹込用原料炭の一部が、高炉ガス

や転炉ガスとして回収される一連の様子を、

石炭、石炭製品から石炭製品へのエネルギー

転換とみなして表現する部門をいう。 

(2) 解説 

鉄鋼系ガスとは、高炉ガス、転炉ガスをいう

28。 

エネルギー転換損失は計上せず転換効率を

100%とする。計上されたコークス、吹込用原

料炭の量は、鉄鋼業の高炉に関するエネルギー

投入から控除する。 

高炉ガスの余剰圧力を回収して発電する炉頂

圧発電は、本部門で扱わず$N253 産業電力回

収 における回収電力とする。 

(3) 計量方法 

石油等消費動態統計における高炉ガス、転炉

ガスの発生回収量が、高炉に投入されたコー

クスと吹込用原料炭の投入エネルギー量の比

率により、コークスと吹込用原料炭からそれ

場合には、石炭ガスという呼称を用いる。 
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ぞれ均等に案分して転換されたものとみなし、

投入量と産出量を計上する。 

3.3.6 #220000 石油製品製造 

(1) 定義 

エネルギー転換のうち、原油や石油製品を精

製、分解、分離し、燃料油や原料油などの各

種の石油製品を生産、回収する過程を表現す

る部門をいう。 

(2) 計量方法 

#221000 石油品種振替、#222000 石油精製、

#223000 潤滑油製造他 及び#225000 石油化学 

の合計を計上する29。 

3.3.7 #221000 石油品種振替 

(1) 定義 

ガソリン、灯油など各種類の石油製品が、混

合、添加などの簡単な操作などにより他の種

類の石油製品に転換される行為をエネルギー

転換とみなして表現する部門をいう。 

(2) 解説 

#221100 石油精製品種振替 

石油製品は、特定の沸点範囲の炭化水素の混

合物であり、またA重油などは最初から調合で

製造されるために、販売段階において各種の

石油製品を再度調合することによってある程

度融通を行うことが可能である。例えば、需

要状況に応じて一旦製品として製造したC重

油と軽油、灯油を混合し、A重油やB重油を製

 
29 石油精製、石油化学における石油のエネルギー転

換に関する詳細な説明については、補論4及び補論5 

造するなどの操作が行われることがある。石

油品種振替は、石油精製部門の事業者が出荷、

販売の時点で行うこれらの融通をエネルギー

転換とみなして計上する部門である。 

一旦製品として製造されたものが、製油所内

で再度各種の精製装置に投入され、単なる混

合、添加の域を超えて処理される場合には、

本部門に計上せず、#222900 精製半製品戻 に

計上する。 

原理的にエネルギー収支差は生じ得ないため、

収支差がある場合$0412 精製半製品/揮発油留

分 において石油精製部門へ戻入を行う。 

#221200 石油化学原料振替 

石油化学原料として用いる改質生成油は、輸

入、石油精製などの部門においては、ナフサ、

精製混合原料油などと合算され内数となって

いるため、仮想的に改質生成油が(純)ナフサや

精製混合原料油から振替により生産されたと

考えてこれを表現する。振替であることから、

エネルギー転換の損失を計上しない。 

石油化学用原料のナフサ、精製混合原料油と

改質生成油の間の振替は、#221200 石油化学

原料振替 に計上する。 

(3) 計量方法 

#221100 石油精製品種振替～#221200 石油化

学品種振替 の合計を計上する。 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計における各石油製品の

品種振替量を計上する。ただし、$0455 オイル

コークス、$0457 製油所ガス、$0459 回収硫黄

については掲載されていないため、生産動態

統計より計上する。 

を参照。 
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振替原料となる製品を投入とみなし負号で計

上し、振替生産される製品を正号で計上する。 

#221200 石油化学原料振替 

石油化学原料として用いる改質生成油の振替

を以下により計上する。 

投入 

$0420 純ナフサ の列方向の収支の残差を$0420 

純ナフサ から$0421 改質生成油 への転換量と

して計上する。 

産出量との収支差分は、$0418 精製混合原料

油 から$0421 改質生成油 への転換として計上

する。 

産出 

石油等消費動態統計における指定品目石油化

学製品(原材料)用の改質生成油投入量を計上

する。 

3.3.8 #222000 石油精製 

(1) 定義 

エネルギー転換のうち、主に原油を精製、分

解、分離し、燃料油や原料油などの各種の石

油製品を生産する過程を表現する部門をいう。 

(2) 計量方法 

#222100 原油常圧蒸留～#222900 精製半製品

戻 の合計を計上する。 

#222100 原油常圧蒸留 

精製用原油を常圧蒸留装置により揮発油留分

～常圧残油の各半製品留分に分離する工程の

エネルギー収支を以下により計上する。 

投入 

資源・エネルギー統計における精製用原油処

理量、NGL・コンデンセート投入量(2006年度

以降計上) 

産出 

半製品別得率と、上記原油処理量から推計し

た、揮発油留分、灯油留分、軽油留分、常圧

残油留分生成量。半製品別得率は戒能(2015)の

方法により推計する。 

#222200 揮発油留分・改質処理 

揮発油留分などからガソリン、ナフサなどの

軽質石油製品・半製品を生産する工程のエネ

ルギー収支を以下により計上する。 

揮発油留分・改質処理に関するエネルギー収

支の投入、産出分の収支差は、分解工程から

の分解ガソリンの投入を意味するため、収支

差相当分を$0416 分解揮発油 投入量として計

上する。 

投入 

a. 揮発油留分(#222100 原油常圧蒸留 推計値

及び#221100 石油精製品種振替分、#222900 精

製原料戻受入分、#225200 リターンナフサ戻

分) 

b.半製品: 日本貿易統計における輸入ETBEに

含まれるイソブテン分、資源・エネルギー統

計における在庫変動分 

c. #222500 常圧残油･残渣油分解分(エネル

ギー収支からの推計値) 

d. 分解量: $0416 分解揮発油 (投入(a~c)、産出

(a、b)の収支差から推計)) 

e. ETBEに含まれるバイオエタノール分 

産出 

a. 製品: 資源・エネルギー統計におけるナフサ、

ガソリン、製油所ガス、LPGの各生産量 
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b. 半製品: 資源・エネルギー統計における精製

混合原料油生産量 

#222300 灯油留分 

灯油留分からジェット燃料油、灯油などの軽

質石油製品を生産する工程のエネルギー収支

を以下により計上する。 

投入 

a. 灯油留分 (#222100 原油常圧蒸留  からの

$0413 灯油留分 産出量) 

b. 半製品: 資源・エネルギー統計における灯油

半製品在庫増減量 

c. 製品: $0434 軽油 投入(a、b)、産出(a) の収支

差から推計)) 

産出 

製品: 資源・エネルギー統計におけるジェット

燃料油、灯油の各生産量 

#222400 軽油留分 

軽油留分などから軽油、A重油調合用軽油な

どを生産する工程のエネルギー収支を以下に

より計上する。 

A重油、B重油への調合用軽油成分の調合比率

と調合量は、A重油、B重油の実質発熱量と、

軽油留分、常圧残油留分の実質発熱量から、

実質発熱量の比率に応じて軽油留分、常圧残

油留分が調合されているものとして推計する。 

エネルギー収支の投入、産出分の収支差は、

分解工程からの分解軽油の投入を意味するた

め、収支差相当分を$0417 分解軽油 投入量と

して計上する。 

投入 

a. 軽油留分 : #222100 原油常圧蒸留  からの

$0414 軽油留分 産出量 

b. 半製品: 資源・エネルギー統計における軽油

半製品在庫増減量 

c. 分解量: $0417 分解軽油 (投入(a、b)、産出(a、

b)の収支差から推計)) 

産出 

a. 製品: 資源・エネルギー統計における軽油生

産量 

b. 半製品: 資源・エネルギー統計におけるA重

油生産量、B重油生産量のうち軽油成分(A重

油、B重油の実質発熱量から調合比を推計) 

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処

理 

常圧残油留分とその半製品などからC重油、分

解ガソリン、分解軽油などを生産する工程の

エネルギー収支を以下により計上する。 

A重油、B重油への調合用残油成分の調合比率

と調合量は、A重油、B重油の実質発熱量と、

軽油留分、常圧残油留分の実質発熱量から、

実質発熱量の比率に応じて軽油留分、常圧残

油留分が調合されているものとして推計する。 

エネルギー収支の投入、産出分の収支差は、

#222200 揮発油留分・改質処理～#222500 常圧

残油・減圧蒸留・分解処理 の過程での累積誤

差を表現する。 

投入 

a. 直留留分 : #222100 原油常圧蒸留 からの

$0415 常圧残油 産出量 

b. 半製品: 資源・エネルギー統計における重油

半製品在庫増減量、潤滑油半製品在庫増減量、

石油等消費動態統計における石油製品製造用

自家用蒸気消費量 

産出 

a. 製品: 資源・エネルギー統計におけるC重油

(電力調査統計から発電用C重油、一般C重油の

量を推計)、潤滑油、他石油製品(グリース、パ

ラフィンなど)、アスファルト、オイルコーク

ス、回収硫黄の各生産量 
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b. 半製品: 資源・エネルギー統計におけるA重

油生産量、B重油生産量のうち常圧残油成分

(A重油、B重油の実質発熱量から調合比を推

計)、#222200 揮発油留分・改質処理 における

$0416 分解揮発油、#222400 軽油留分 におけ

る$0417 分解軽油 

#222900 精製半製品戻 

投入 

石油等消費動態統計における石油製品製造用

エネルギー消費量のうち、原料用投入量を計

上する。精製混合原料油については、資源・

エネルギー統計における生産量から他の項目

での投入量を控除した残りを本部門に計上す

る。 

産出 

揮発油留分(投入エネルギー量の合計から推

計) 

3.3.9 #223000 潤滑油製造他 

(1) 定義 

エネルギー転換のうち、原油を処理する業者

について、石油精製業以外の潤滑油製造業者

などのエネルギー転換を表現する部門をいう。 

(2) 解説 

原油などから潤滑油と各種石油製品を生産す

る工程を表現する。 

資源・エネルギー統計によれば、当該部門で

生産される石油製品の大部分が精製混合原料

油として産出されるため、エネルギー収支が

成立すると仮定して炭素収支のみを算定する。 

 
30 石油化学でのエネルギー転換に関する詳細につい

(3) 計量方法 

投入 

資源・エネルギー統計における潤滑油製造・

その他業者の原油処理量 

産出 

a. 2012年度までは資源・エネルギー統計の石

油製品油種別生産における潤滑油製造・その

他業者を計上。2013年1月から同統計で精製業

者、潤滑油業者、その他業者の内訳が廃止さ

れたため、生産得率として2008～2012年度の

平均値を用い、生産量を推計。 

b. 精製混合原料油: 投入と産出(a)の収支差か

ら推計 

3.3.10 #225000 石油化学 

(1) 定義 

エネルギー転換のうち、ナフサ、改質生成油

から基礎化学原料を生産する過程で、製油所

ガス、燃料油などの各種の石油製品が副生す

る過程をエネルギー転換とみなして表現する

部門をいう。 

(2) 解説 

石油化学は、国内最大の｢非エネルギー｣の消

費部門であるが、非エネルギー利用である基

礎化学製品を製造する過程で、分解ガス、分

解重油などのエネルギー源が副生、回収され

るため、これら副生、回収されたエネルギー

源に関する部分をエネルギー転換とみなし、

そのエネルギー収支を本部門で表現する30。 

投入されたナフサ、改質生成油などのうち、

エチレンやベンゼンなどの基礎化学製品と

ては、補論5 を参照。 
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なった部分の量については、#626111-01 化学

/石油化学製品原料 において最終エネルギー

消費(非エネルギー利用)として取り扱う。 

#225100 エチレン工程: 分解ガス・分

解油生成 

石油化学のうちエチレン生産工程において、

投入された(純)ナフサなどから分解ガス～分解

重油が副生する過程のエネルギー収支を表現

する部門である。エチレン分解工程において

は、投入されるエネルギー源と副生するエネ

ルギー源の種類が多いことから、簡略化のた

め、エチレン分解工程への投入量のうち、原

油とNGL・コンデンセートがまず分解されて

副生エネルギー源となり、その残りが(純)ナフ

サの分解により生成したものとして計量する。

エチレンなどの生産過程での副生エネルギー

源の発生を転換とみなして計上するため、エ

ネルギー転換の損失を計上しない。 

#225200 BTX工程: 抽出残油・リター

ンナフサ戻 

BTX (ベンゼン、トルエン、キシレン)生産工

程において、投入された改質生成油、分解ガ

ソリンなどからBTXを抽出する際、抽出残油

が副生し石油化学(エチレン生産工程)や石油

精製(リターンナフサ)に再投入される原材料

として利用されるが、当該過程のエネルギー

収支を表現する部門である。ベンゼンなどの

生産過程での副生エネルギー源の発生を転換

とみなして計上するため、エネルギー転換の

損失を計上しない。 

(3) 計量方法 

#225100 エチレン工程: 分解ガス・分解油生成、

#225200 BTX工程: 抽出残油・リターンナフサ

戻 の合計を計上する。 

#225100 エチレン工程: 分解ガス・分

解油生成 

エチレン生産工程における副生エネルギー源

の発生、回収を以下により計上する。 

投入 

石油等消費動態統計における化学工業の原油、

NGL・コンデンセートの原料用投入量を計上

し、産出量との収支差分の残り全部が$0420 純

ナフサ の投入として計上する。 

産出 

化学工業統計(石油化学)における分解ガソリ

ン(改質生成油)生産量、石油等消費動態統計

における化学工業による製油所ガス、分解重

油(他重質油製品)などの発生・回収又は生産の

量、資源・エネルギー統計におけるLPG需給

のうち石油化学受入量を計上する。 

#225200 BTX工程: 抽出残油・リター

ンナフサ戻 

石油化学のうちBTX生産工程から副生する抽

出残油、リターンナフサの収支を以下により

計上する。 

投入 

$0421 改質生成油 について、#225100 エチレン

工程: 分解ガス・分解油生成 での分解ガソリ

ン($0421 改質生成油)投入量、#221200 石油化

学原料振替 での$0421 改質生成油 への品種転

換量の合計から、化学工業統計におけるベン

ゼン、キシレン、トルエンの生産量を控除し

た残量を計上する。 

産出 

上記投入量を、#225100 エチレン工程: 分解ガ

ス・分解油生成 からの分解ガソリン($0421 改

質生成油)投入量、#221200 石油化学原料振替 

の$0421 改質生成油 投入量で案分し、分解ガ

ソリン投入量相当分をエチレン生産工程への
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再投入として$0420 純ナフサ に、$0421 改質生

成油 投入量相当分をリターンナフサとして

$0412 精製半製品/揮発油留分 に計上する。 

3.3.11 #230000 ガス製造 

(1) 定義 

エネルギー転換のうち、LNGやLPGを原料と

してガスを製造する過程を表現する部門をい

う。 

(2) 計量方法 

#231000 一般ガス製造、#232000 簡易ガス製造 

の合計を計上する。 

3.3.12 #231000 一般ガス製造 

(1) 定義 

エネルギー転換のうち、一般の需要家に対し

て専用の施設、導管網により一般ガスを供給

するガス事業者が、一般ガスを製造する際の

エネルギー転換を表現する部門をいう。 

(2) 解説 

一般ガス生産のための石炭の乾留(1997年廃

止)は、#213000 ガスコークス で取り扱う。ガ

ス事業法における簡易ガス事業は、主にLPG

ガスを使用して供給を行うため、含めない31。 

一般ガスの原料処理、加圧、配送などの際に

一般ガス事業者が自ら消費するガスや電力は、

本部門で相殺するのではなく、#301310 自家

消費・送配電熱損失/一般ガス に計上する。 

 
31 簡易ガス事業については、3.3.13 #232000 簡易ガ

ス、4.4.9 $0620 簡易ガス 及び補論7 参照。 

32 LPGボンベと気化装置などの簡単な設備と導管に

(3) 計量方法 

原料、一般ガス生産量ともにガス事業生産動

態統計における生産量とガス事業者以外から

の購入量の合計を計上する。 

3.3.13 #232000 簡易ガス製造 

(1) 定義 

2017年改正前のガス事業法における旧簡易ガ

ス事業32者が、LPGなどのガスを供給するため

ボンベなどの簡易な装置と配管によりLPGを

配送、供給する行為をエネルギー転換とみな

して表現する部門をいう。 

(2) 解説 

LPGを単にボンベに充てんし直接配送して販

売する燃料店などの事業者は、本部門の対象

外であり$0458 LPG とする(4.4.9 $0620 簡易ガ

ス 参照)。 

(3) 計量方法 

ガス事業生産動態統計(ガス小売事業(特定ガ

ス発生設備においてガスを発生させ、導管に

よりこれを供給するものに限る。))における投

入量、産出量を計上する。 

3.3.14 #240000 事業用発電 

(1) 定義 

エネルギー転換のうち主として他者に電気を

販売する目的で、電気事業者が行う発電と他

者からの受電を表現する部門をいう。 

より団地など特定の供給区域内にガスを供給する事

業 
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(2) 解説 

事業用発電は、電気事業法にいう発電事業者

が行う各種の発電に伴うエネルギー源の投入

と電力の産出を表現する部門である。 

2015年度以前の一般電気事業者、特定電気事

業者、卸電気事業者、特定規模電気事業者は、

2016年度以降は電気事業者となった。そのた

め、総合エネルギー統計においても、2015年

度以前の#241000 一般用発電、#242000 揚水発

電、#245000 外部用発電 を、2016年度以降は

#241000 事業用発電(揚水発電除く)、#242000 

揚水発電 に改める。 

電気事業者以外の製造業などが他社に託送供

給した電力や電気事業者であっても製造業な

どが主に自分の工場、事業場で自家消費する

ために行う発電は#250000 自家用発電 に分類

する。 

事業用発電において表現するのは発電機への

エネルギー投入と発電端での電力の産出の関

係及び他者からの受電のみであり、発電所の

所内電力消費や送配変電損失、発電所の外で

社内用に消費した電力などは含まない。 

(3) 計量方法 

2015年度以前は#241000 一般用発電、#242000 

揚水発電、#245000 外部用発電 の合計、2016

年度以降は#241000 事業用発電(揚水発電除

く) と#242000 揚水発電 の合計を計上する。 

3.3.15 #241000 事業用発電(揚

水発電除く) 

(1) 定義 

#240000 事業用発電 のうち、電気事業者が行

う揚水発電以外の発電と他者からの受電を表

現する部門をいう。 

(2) 解説 

発電所の所内用電力、送配電損失は、本部門

で相殺して計上するのではなく、$1210 事業用

電力 の需給において、それぞれ#301410 自家

消費/一般用発電 や#305000 送配電・熱損失 

に計上する。 

(3) 計量方法 

エネルギー源投入量及び電気事業者以外の者

からの受電量を負号とし、産出された電力量

を正号で計上する。 

産出された電力量については、電力調査統計

における電気事業者の送電端発電量から特定

供給と自家消費分を除き、別途調査した所内

電力量を加えた値を計上する。 

2016年度以降の受電分は電力調査統計におけ

る送電端供給力、特定供給、自家消費の合計

から事業用発電の送電端の発電量を控除した

値を計上する。 

燃料投入量は以下のように計上する。 

a. 石炭、石油、天然ガス、バイオマス、

廃棄物など火力発電用投入 

電力調査統計における電気事業者の投入量か

ら自家消費分(共同火力を除く)を控除した量

を計上する。自家消費分は電力の自家消費量

から推計する。 
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2016年度以降において、バイオマスは製紙会

社以外の発電事業者は$N131 木材利用、製紙

会社は$N136 黒液直接利用 に計上する。廃棄

物は製紙会社以外の発電事業者は$N240 廃棄

物その他、製紙会社は$N234 RPF に計上する。 

電力調査統計では気化したガスを購入した際、

熱量調整があれば都市ガス、熱量調整がなけ

れば天然ガスとされている。一方、総合エネ

ルギー統計では$0600 都市ガス はガス事業者

から購入したもの、$0520 国産天然ガス は国

産の天然ガスとされている。電力調査統計で

気化後LNGを天然ガスとしている分は、$0510 

輸入天然ガス(LNG) に計上する。 

b. 原子力発電、水力(除く揚水)、風力発電

など非火力発電用投入 

電力調査統計における各発電電力量を毎年度

の平均火力発電効率で除した一次エネルギー

換算量を投入量として推計し計上する。発電

効率は#241000 事業用発電(揚水発電除く) か

ら算出する33。 

$0800 水力(除く揚水) は、電力調査統計におけ

る一般水力発電所の発電量と揚水式水力発電

所の流込分発電量から計上する(4.6.1 $0800 水

力発電(揚水除く) 参照)。 

 
33 #241000 事業用発電(揚水発電除く) の$1400 合計 

は、発電事業者が自ら行う発電に伴う損失を表現し

ており、エネルギー源投入量の合計と発電損失量

(あるいは発電電力量)から平均発電効率を求めるこ

とができる。 

34 合計欄は、一般電気事業者、特定電気事業者が自

3.3.16 #241000 一般用発電

(2015年度まで) 

(1) 定義 

2015年度以前でエネルギー転換のうち、一般

電気事業者及び特定電気事業者が行う発電と

他者からの受電を表現する部門をいう。 

(2) 解説 

一般用発電は、2016年度改正前の電気事業法

にいう一般電気事業者と特定電気事業者が行

う発電による電力と、外部用発電、自家用発

電からの一般電気事業者向け供給による電力

を合計した部門である。 

特定電気事業者は、特定の建築物(オフィスビ

ル、商業複合施設など)の区域内の需要家に電

気を供給する事業であり、供給対象となる建

築物に小型の発電装置を設け、一般ガスなど

を燃料として供給を行う。特定電気事業者は、

一般電気事業者と異なり大規模、遠距離の送

配電設備を持たないため、送配電損失を計上

しない。 

(3) 計量方法 

#241100 一般電気事業者発電 と#241500 特定

電気事業者発電 の発電量 と、#245000 外部用

発電 と#250000 自家用発電 からの一般電気事

業者向け供給の量を合計した量を計上する。 

エネルギー源投入量と他者からの一般電気事

業者向け供給の量(他社受電量)を負号とし、産

出された電力量を正号で計上する34。 

ら発電した際の損失を表しているが、発電用のエネ

ルギー投入の他に外部用発電、自家用発電から供給

された電力のエネルギーが含まれている。そのた

め、合計欄から発電効率や炭素原単位を正確に求め

ることはできない。したがって、一般用電気事業者

や特定電気事業者の発電効率や平均炭素原単位を正
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一般電気事業者、特定電気事業者の発電に関

するエネルギー源投入に関しては、#241100 一

般電気事業者発電、#241500 特定電気事業者

発電 による。他者からの一般電気事業者向け

供給の量の内訳については、電力調査統計に

おける一般電気事業者の他社受電量を合計量

とし、同統計における卸電気事業者等の一般

電気事業者向け供給量を控除した残差を自家

用発電からの一般電気事業者向け供給量とし

て推計する。 

3.3.17 #241100 一般電気事業

者発電(2015年度まで) 

(1) 定義 

2015年度以前でエネルギー転換のうち、一般

電気事業者が自ら行う発電を表現する部門を

いう。 

(2) 解説 

一般電気事業者が自ら発電せず一般電気事業

者以外から受電した分は含まない。 

本部門での計量の対象は発電機におけるエネ

ルギー転換であり、エネルギー源が発電機へ

投入され発電端での電力が産出されるものと

する。#241000 一般用発電 のために要する発

電所の所内用電力、送配電損失などは本部門

で相殺して計上するのではなく、それぞれ

$1210 一般用電力 において、#301420 自家消

費/一般用電力、#305000 送配電・熱損失 に計

上して表現する。 

#241100 一般電気事業者発電 の$1400 合計 は、

一般電気事業者が自ら行う発電に伴う損失を

表現しており、エネルギー源投入量の合計と

 

確に算定する際には#241100 一般電気事業者発電 や

#241500 特定電気事業者発電 における数値を用いな

発電損失量(あるいは発電電力量)から、一般電

気事業者の平均発電効率を求めることができ

る。 

自家用発電や外部用発電からの購入電力量の

内訳は明らかでないため、×と表現する。 

揚水式水力発電所の流込分発電量は推計値

(4.6.1 $0800 水力発電(揚水除く) 参照)を計上す

るが、一般電気事業者別の量は明らかでない

ため、#241101 北海道～#241110 沖縄 の$0800 

水力発電(揚水除く) 及び$0900 揚水発電 は×

と表現する。 

(3) 計量方法 

発電用のエネルギー源投入量を負号とし、産

出された電力量を正号で計上する。 

産出電力量については、電力調査統計におけ

る一般電気事業者の発電電力量の合計値を計

上する。 

各エネルギー源投入量については、以下によ

る。 

a. 石炭、石油、天然ガスなど汽力発電用

投入 

電力調査統計における汽力発電用燃料消費実

績をエネルギー源別投入量として計上する。 

b. 原子力発電、水力発電、風力発電など

非火力発電用投入 

電力調査統計における各発電電力量を毎年度

の平均火力発電効率で除した一次エネルギー

換算量を投入量として推計し計上する(補論1 

参照)。 

c. ガスタービン、内燃機関発電用投入 

1990～2004年度については、発電用燃料消費

実績が得られないため、電力調査統計におけ

ければならない。 
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る各発電量から、平均発電効率35%、エネル

ギー源はA重油と仮定して投入量を推計し計

上する。2005年度以降は、電力調査統計にお

ける発電用燃料消費実績を用いる。 

3.3.18 #241500 特定電気事業

者発電(2015年度まで) 

(1) 定義 

2015年度以前でエネルギー転換のうち、特定

電気事業者が自ら行う発電を表現する部門を

いう。 

(2) 解説 

特定電気事業者発電は、2016年度改正前の電

気事業法にいう特定電気事業者が、供給区域

である特定の建築物近傍で自ら行う発電に関

するエネルギー転換を表現する部門である。

特定電気事業者の供給形態は極めて小規模で

あり所内用電力、送配電損失などは実態上無

視できる程度に小さいことから計上しない。 

(3) 計量方法 

産出電力量については、電力調査統計による

特定電気事業者の供給電力量の合計値を計上

する。 

各エネルギー源投入量については、以下によ

る。 

a. 石炭･石油･天然ガスなど汽力発電用及

びガスタービン、内燃機関発電用投入 

電力調査統計による汽力発電用燃料消費実績

をエネルギー源別投入量として計上する。 

b. 水力発電･風力発電など非火力発電用投

入 

電力調査統計による各発電電力量を毎年度の

平均火力発電効率で除した一次エネルギー換

算量を投入量として推計し計上する 

3.3.19 #242000 揚水発電 

(1) 定義 

エネルギー転換のうち、電気事業者が行う揚

水発電を表現する部門をいう。 

(2) 解説 

1) 概念 

揚水発電は、通常、貯水式ダムを2つ(上池、

下池という)用い、電力需要が減少する深夜な

どに電力を使って下池の発電機を逆回転させ

て下池から上池に水をくみあげておき、電力

需要が急速に増加する時間帯や最大電力とな

る時間帯などに上池の水を下池の発電機に流

下させて発電を行う水力発電の一種である。

水の位置エネルギー変化を利用して、揚水用

動力である電力から発電用の水力へのエネル

ギー転換が行われているものと考えることが

できる。揚水時の動力損失や発電時の転換損

失などを総合して、投入電力に対し約70%の

発電電力量しか得られず約30%を損失する。 

2) 揚水発電の合計欄と発電効率の｢間

接損失分｣について 

#242000 揚水発電 の$1400 合計 については、

固有単位表(t、kL、kWh表記の表)においては、

発電効率(約70%)が正しく表現されるよう、揚

水動力用電力を一次換算した約9MJ/kWhと評

価し｢間接損失｣を含めた数値が記載されてい

るため、行方向の合計は一致しない。 
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一方、エネルギー単位表(すべてTJ表記の表)に

おいては、揚水動力用電力を3.6MJ/kWhと評

価し｢間接損失｣を考慮せず行方向の合計が一

致するよう措置しているため、発電効率が正

しく表現できずあたかもエネルギーが｢湧出し

ている｣ように見える(3.6MJ/kWhの電力を使っ

て約9MJ/kWhの電力を産出しているように見

える)ことに注意。 

(3) 計量方法 

揚水動力として投入した電力を2015年度以前

は$1210 一般用電力、$1210 外部用電力、2016

年度以降は$1210 事業用電力 の列に負号で計

上し、発電により得られた電力を$0800 水力発

電(揚水除く) の列に正号で計上する。 

投入量については電力調査統計における揚水

用動力電力量を計上する。発電電力量につい

ては、1995年度以前は電力調査統計における

実績値、1996年度以降は揚水用動力電力量と

想定揚水発電効率70%からの推計値を計上す

る。揚水発電所での流込分による発電は、

$0800 水力発電(揚水除く) に計上する。 

3.3.20 #245000 外部用発電

(2015年度まで) 

(1) 定義 

2015年度以前でエネルギー転換のうち、卸電

気事業者及び特定規模電気事業者が行う発電

と他者からの受電を表現する部門をいう。 

(2) 解説 

2016年度改正前の電気事業法にいう卸電気事

業者と特定規模電気事業者が行う発電による

電力、自家用発電からの特定規模電気事業者

向け供給による電力を合計したエネルギー転

換を表現する部門である。 

1995年度の電気事業法改正による卸供給事業

者(IPP)の発電については、一般電気事業者に

よる自家用発電の長期買取契約であるという

性格を考慮し、#250000 自家用発電 として取

り扱う。 

2000年度以降の電気事業法改正による電力供

給の部分自由化を受け、電力の需要区分のう

ち特定規模需要について自家用発電設備から

一般電気事業者の送配電設備で電力を託送供

給することが可能となったが、当該自家用発

電設備を特定規模需要向専用か自家用兼用か

によって分類し、専用設備による発電分は本

項目に、自家用兼用設備による発電分は

#250000 自家用発電 として取り扱う。 

2009年度までは電気事業法上の「みなし卸電

気事業者」の扱いに従い、共同火力発電や地

方公営水力発電が本部門に計上されていた。

その後、制度上はいずれも「卸電気事業者等」

から除外されたが、本統計上での投入・産出

関係の継続性を保持するため、2010年度以降

は共同火力発電について引続き本項目で取り

扱い、地方公営水力発電のみを自家発電に移

行して計上する。ただし、共同火力で発電量

や燃料投入量が得られなかった場合、2009年

度から2016年度まで線形補間する。 

#245000 外部用発電 のために要する発電所の

所内用電力などは本部門で相殺して計上する

のではなく、$1220 外部用電力 において、

#301450 自家消費/外部用電力 に計上して表

現する。 

(3) 計量方法 

計量方法や統計上の出典は、#241100 一般電

気事業者発電 と同じとする。 
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外部用発電のうち、卸電気事業者などが行う

発電を#245100 卸電気事業者発電、専用設備

により特定規模電気事業者が行う発電を

#245500 特定規模電気事業者発電 に計上する。 

3.3.21 #250000 自家用発電 

(1) 定義 

エネルギー転換のうち主として自らの工場、

事業所、家庭で使用するために行う発電など、

事業用発電に属さない発電を表現する部門を

いう。 

(2) 解説 

製造業、業務、家庭など電気事業者以外の者

が主に自分で使用するために行う発電を表現

する。自家用に用いる発電設備を使用して、

発電した電力の一部を他者に供給する場合で

あっても、発電に関するエネルギーの投入、

産出の関係は、自分で使用するために発電し

た場合と全く同じであるため、本部門におい

て取り扱う。 

発電に関するエネルギー転換のみを表現し、

工場、事業所、家庭内での電力利用のための

変電、配電に伴う損失は最終エネルギー消費

とみなす。 

(3) 計量方法 

#251000 農林水産鉱建設  自家用発電～

#259995 自家用発電部門間移転 を合計した量

を計上する。 

電力調査統計により国内での自家発電量が調

査されている35が、本部門の計量においては水

力、廃棄物発電などを除き当該数量は用いな

 
35 電力調査統計においては、水力・地熱・火力・原

子力・太陽光などの区分で最大出力1,000kW以上の

い。電力調査統計における自家発電量におい

ては、発電主体別発電量や火力発電の投入エ

ネルギー源が調査されておらず、エネルギー

転換部門上にこれを適切に表現できないため

である。 

以下、大規模製造業、農林水産鉱建設業・中

小規模製造業・業務、家庭、分類不明、自家

用発電部門間移転に分けて概説する。 

 1) 大規模製造業 

石油等消費動態統計により把握される製造業

の主要業種であり、数値は石油等消費動態統

計における業種合計及び業種区分に関するボ

イラー用、コージェネレーション用エネルギー

投入の数値から、補論2に示す方法で発電用エ

ネルギー投入量を推計し、産出については石

油等消費動態統計における発電量を各細目部

門別に計上する。 

さらに、石油等消費動態統計における水力発

電、回収電力(他電力)、回収蒸気(電力用の投

入蒸気)を各該当する細目部門別に計上する。

水力発電、回収電力、回収蒸気については各

製造業自家発電の平均火力発電効率を用いて、

発電電力量に対応する一次エネルギー換算し

たエネルギー量が投入されたものとして計上

する。 

1997年度以前の石油等消費動態統計において

は、各業種ともコージェネレーション向けエ

ネルギー投入は相対的に少量であったため明

示されておらず、｢その他消費｣に合算されて

計上されている。このため、1997年度以前の

コージェネレーションに対するエネルギー投

入は1998年度以降の相対投入率(｢コージェネ

レーション向け投入｣と｢その他消費｣の比率)

から遡及推計する。 

発電施設を対象に自家発電に関する調査が行われて

いる。 
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1997年度で調査が廃止された3業種(染色繊維

(毛織物、織物)、ゴム製品(タイヤ及びチュー

ブ)、非鉄金属加工製品)の数値はエネルギー消

費統計の対象であり、石油等消費動態統計か

らは計上しない。 

回収電力の値として石油等消費動態統計にお

ける｢自家用発電—その他｣(他電力)の値を用

いるが、この項目には回生ブレーキ発電、炉

頂圧発電など各種回収電力の他、コージェネ

レーションでない内燃機関、ガスタービンに

よる発電量が含まれる。しかし、このような

形態の発電は量的に見てわずかであること、

このような形態の発電に投入されたエネル

ギー源は最終エネルギー消費の内数に計上さ

れており識別できないことから、他電力全体

を回収電力とみなして取り扱う。 

回収蒸気の値として、石油等消費動態統計に

おける「蒸気発生—一次蒸気以外—その他」

(他蒸気)の発生から自家発電用に使われたも

のを推計して計上する。他蒸気は生産用と自

家発電用に使われるが、その内訳は石油等消

費動態統計からは直接分からないため、自家

発電で消費した蒸気を「一次蒸気」と他蒸気

の発生量の比率で案分し、他蒸気の自家発電

用を推計する。 

2) 農林水産鉱建設業、中小規模製造

業、業務 

エネルギー消費統計により把握される業種で

あり、数値はエネルギー消費統計における発

電用ボイラー、コージェネレーション、ディー

ゼル発電の燃料投入量を計上する。エネルギー

消費統計からは消費量が多く時系列変動が安

定している8エネルギー源(灯油、軽油、A重油、

C重油、LPG、都市ガス、一般炭、コークス)

について計上する。 

 
36 推計した住宅太陽光の自家消費分は総合エネル

ギー統計の最終行下の備考欄「うち推計分(家庭)」

コージェネレーション用エネルギー投入量は

石油等消費動態統計における業種合計のコー

ジェネレーションの自家用電力、自家用蒸気

の投入比率を用いて、自家用電力用と自家用

蒸気用に案分する。 

産出量は燃料投入量と別途得られる発電効率

(発電用ボイラーとコージェネレーションは石

油等消費動態統計における業種合計の燃料種

別発電効率、ディーゼル発電は電力調査統計

における一般電気事業者平均内燃力発電効

率)から算出する。ただし、石油等消費動態統

計の対象業種は大規模製造業でより効率が高

いことを考慮し、石油等消費動態統計の発電

効率に0.85を乗じた15%低い効率を適用する。

また、石油等消費動態統計における発電効率

は火力合計のみであるため、事業用発電の効

率を用いて燃料種別の発電効率を算出する。

また、電力調査統計では2016年度以降は内燃

力発電が別掲されていないこと、ディーゼル

発電の効率は大きく変わらないことから、2016

年度以降は2015年度の発電効率を適用する。 

3) 家庭 

住宅用太陽光発電の発電量を計上する。2013

年度以降はFITによる10kW未満の住宅用太陽

光買取量と住宅太陽光の想定売電比率(2013

年度60%、2014年度65%、2015年度以降は70%)

より発電量を推計36する。2012年度以前は買取

量のデータが存在しないため、2001年度から

2012年度の発電量は、太陽光発電協会の住宅

用モジュール出荷統計から推計する。2000年

度以前は、住宅用と非住宅用とが区別されて

いないため、計上しない。2019年度以降は卒

FITがあるため、当該年度の設備容量と2018年

度の買取量／設備容量を乗じ、想定売電比率

から推計する。 

に計上する。 
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投入量については、2015年度以前は#241100 一

般電気事業者発電、2016年度以降は#240000 

事業用発電 の平均火力発電効率を用い発電

量に対応する一次エネルギー換算した量が投

入されたものとして計上する。 

4) 分類不明自家発電 

投入量については、いずれも2015年度以前は

#241100 一般電気事業者発電、2016年度以降

は#240000 事業用発電 の平均火力発電効率を

用い各発電電力量に対応する一次エネルギー

換算した量が投入されたものとして計上する。 

発電量については以下のとおり。 

a. 原子力発電 

電力調査統計における原子力自家発電量を計

上する。これは、日本原子力研究開発機構が

保有する｢常陽」「ふげん｣(2002年度で廃止)な

どの試験研究炉の発電電力量を表現する。 

b. 水力発電(揚水除く) 

電力調査統計における水力発電の自家発電量

から#252000 製造業自家発電 の事業用水力発

電量を控除した量を計上する。 

c. 風力発電、地熱発電 

2012年度以前は電力調査統計における最大出

力1,000kW以上(1995年度までは500kW以上)の

自家用発電施設の発電量から計上する。 

エネルギー源別受電量が電力調査統計に掲載

されている2013年度以降は、電気事業者の受

電量から計上する。ただし、受電量には発電

側の所内消費、送電ロス、自家消費が含まれ

ないため、電力調査統計における最大出力

1,000kW以上の自家用発電施設の送電量に対

 
37 2016年度以降は、電気事業法改正により自家発電

の対象が変わったことで、自家用発電1,000kW以上

の発電量に対する送電量の比率が、妥当と考えられ

する発電量の比率37を用いて発電量を推計す

る。 

2016年度以降は、電力調査統計における電気

事業者以外の者からの受電電力量には、2016

年度から電気事業者になった者からのFITによ

る買取分が一部含まれる。そのため、FITによ

る買取分から電気事業者のFIT対象発電量を

除いた分を電気事業者の受電分とする。 

統計で得られた受電量以外の推計値は、総合

エネルギー統計の最終行下の備考欄「うち推

計分(家庭以外)」に計上する。 

d. 太陽光発電 

風力発電、地熱発電と同様の推計をした後に、

住宅用太陽光発電を差し引いた値を計上する。 

e. 木材利用 

国内供給量と事業用発電、最終エネルギー消

費の差分を計上する。国内供給量の方が小さ

い場合、計上しない。発電量については、化

石燃料と混焼しているため、計上しない。 

f. 廃棄物発電 

2010年度以降は電力調査統計における

1,000kW以上の廃棄物発電量を計上する。2009

年度以前は電力調査統計において、廃棄物発

電が別掲されていないため、計上しない。 

5) 自家用発電部門間移転 

業種分類別の自家発電量(#251000 農林水産

鉱建設 自家用発電～#259991 分類不明 自家

用発電)は、自家発自家消費量と必ずしも一致

せず、各業種分類で電力の収支差が発生する。

この収支差は、異なる業種に属する同一の工

場、事業所内での事業部門間での電力の移転

量と、異なる業種に属する異なる工場、事業

る水準からかい離したため、2015年度の同比率を適

用して発電量を推計する。 
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所の間で行われる託送供給による電力売買の

取引量が合成されたものであると考えられる。

#259995 自家用発電部門間移転 では、各業種

分類に対し自家用発電の発電量と、各業種分

類の自家用発電の最終エネルギー消費量の差

分を一括計上することにより、自家用発電に

関する業種間移転、取引量を表現する。 

払出、販売量を負号、受取、購入量を正号と

する。 

3.3.22 電源構成 

総合エネルギー統計では別途電源構成を推計

しており、それぞれの電源の発電量は下記の

とおり推計する。 

原子力: 2015年度以前は電力調査統計におけ

る原子力の発電実績から計上。2016年度以降

は日本原子力産業協会の日本の原子力発電所

の運転実績から計上。 

火力(事業用発電): 2015年度以前は電力調査統

計における火力発電の燃料種別発電実績（発

電端）を計上。2016年度以降は電力調査統計

における火力発電の燃料種別発電実績（送電

端）と総合エネルギー統計補足調査の所内用

電力を足したものから特定供給と共同火力以

外の自家消費分を除いたものを計上。 

火力(自家用発電): 石炭、石油、天然ガス・都

市ガスは電力調査統計から算出した電気事業

者の発電の効率を用いて燃料種別の発電効率

を算出し、自家発用投入量(化石燃料)から推計。

バイオマス、廃棄物は電力調査統計における

自家用発電実績から計上。 

水力(除く揚水) (事業用発電): 2015年度以前は

電力調査統計における水力の発電実績と（発

電端）揚水発電に含まれる流れ込み水力発電

から計上。2016年度以降は電力調査統計にお

ける水力の発電実績（送電端）と揚水発電に

含まれる流れ込み水力発電と総合エネルギー

統計補足調査の所内用電力から計上。揚水発

電に含まれる流れ込み水力発電は揚水用動力

電力量から効率70%として推計。 

水力(除く揚水) (自家用発電): 電力調査統計に

おける自家用発電実績から計上。 

風力、地熱(事業用発電): 2015年度以前は電力

調査統計における風力、地熱の発電実績（発

電端）から計上。2016年度以降は電力調査統

計における風力、地熱の発電実績（送電端）

に総合エネルギー統計補足調査の所内用電力

を足したものを計上。 

風力、地熱(自家用発電): 3.3.21 #250000 自家用

発電 4) 分類不明自家発電 c. 風力発電、地熱発

電 と同じ方法で推計。 

太陽光(事業用発電): 2015年度以前は電力調査

統計における太陽光の発電実績（発電端）か

ら計上。2016年度以降は電力調査統計におけ

る太陽光の発電実績（送電端）に総合エネル

ギー統計補足調査の所内用電力を足したもの

を計上。 

太陽光(自家用発電): 住宅用と非住宅用を合計

したものを計上。住宅用は3.3.21 #250000 自家

用発電 3) 家庭、非住宅用は3.3.21 #250000 自

家用発電 4) 分類不明自家発電 d. 太陽光発電 

と同じ方法で推計。 

3.3.23 #260000 自家用蒸気発

生 

(1) 定義 

エネルギー転換のうち主として自らの工場、

事業所で使用するために行う蒸気の発生を表

現する部門をいう。 
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(2) 計量方法 

#261000 農林水産鉱建設  自家用蒸気～

#269995 自家用蒸気部門間移転 を合計した量

を計上する。 

以下、大規模製造業、農林水産鉱建設業・中

小規模製造業・業務、自家用蒸気部門間移転

に分けて概説する。 

1) 大規模製造業 

石油等消費動態統計により把握される製造業

の主要業種であり、石油等消費動態統計にお

ける業種合計及び業種区分に関するボイラー

用、コージェネレーション用エネルギー投入

の数値から、補論2に示す方法でエネルギー投

入量を推計し、当該エネルギー投入量と石油

等消費動態統計における蒸気発生量を各細目

部門別に計上する。 

さらに、石油等消費動態統計における回収蒸

気(他蒸気)の値から自家発電用を差し引いた

ものを各該当する細目部門別に計上する。回

収蒸気については各蒸気発生効率により一次

エネルギー換算したエネルギー量が投入され

たものとして計上する。 

ここで、細目部門間での蒸気の受払、売買に

関する推計値は#269995 自家用蒸気部門間移

転 に計上する。 

石油等消費動態統計では機械工業については

蒸気に関する調査が行われていないため、機

械工業のボイラー、コージェネレーション燃

料投入量と機械を除く全業種平均の蒸気のエ

ネルギー転換機器(ボイラー、蒸気タービンな

ど)の平均効率から蒸気に関するエネルギー転

換を推計する。 

1997年度以前の石油等消費動態統計において

は、各業種ともコージェネレーション向けエ

ネルギー投入は相対的に少量であったため明

示されておらず、｢その他消費｣に合算されて

計上されている。このため、1997年度以前の

コージェネレーションに対するエネルギー投

入は、1998年度以降の相対投入率(｢コージェ

ネレーション向け投入｣と｢その他消費｣の比

率)から遡及推計する。 

1997年度で調査が廃止された3業種(染色繊維

(毛織物、織物)、ゴム製品(タイヤ及びチュー

ブ)、非鉄金属加工製品)の数値はエネルギー消

費統計の対象であり、石油等消費動態統計か

らは計上しない。 

2) 農林水産鉱建設業、中小規模製造

業、業務 

エネルギー消費統計により把握される業種で

あり、エネルギー消費統計における生産用ボ

イラー、コージェネレーションの燃料投入量

を計上する。 

エネルギー消費統計には#270000 熱供給分が

含まれるため、この分を控除した値を計上す

る。 

エネルギー消費統計からは燃料は消費量が多

く時系列変動が安定している8エネルギー源

(灯油、軽油、A重油、C重油、LPG、都市ガス、

一般炭、コークス)について計上する。 

バイオマスその他、廃タイヤ、廃プラスチッ

ク、廃棄物その他に関しては、2013年度以前

は資源エネルギー庁「新エネルギー等導入促

進調査(バイオマス・廃棄物による発電利用及

び熱利用の導入実績調査)」の調査結果を活用

して計上する。林業は別途推計方法を採用す

るため0とした。廃タイヤ、廃プラスチックは

石油等消費動態統計から計上される分を除い

た量を#659991 分類不明 自家用蒸気 に計上す

る(5.3.5 $N222 廃タイヤ直接利用、$N223 廃プ

ラスチック直接利用 (3) 計量方法 #250000 自

家用発電、#260000 自家用蒸気発生 参照)。 
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産業回収蒸気については、発電用ボイラーは

背圧タービン38利用の可能性を考慮し、電気業

を除いたすべての業種につき投入エネルギー

量の10%が蒸気回収されると仮定する。なお、

蒸気収支が著しく不足側にある#261060 総合

建設業、#263165 他化学工業、#268880 廃棄物

処理業 については、上記発電用ボイラーから

の回収に加えて、消費量の10%が回収蒸気で

賄われるものと仮定する。 

自家用蒸気の産出量は、燃料投入量と石油等

消費動態統計における業種合計の生産用ボイ

ラーとコージェネレーションの蒸気効率から

算出する。 

コージェネレーション用エネルギー投入量は、

石油等消費動態統計における業種合計のコー

ジェネレーションの自家用電力、自家用蒸気

の投入比率を用いて、自家用電力用と自家用

蒸気用に案分する。 

3) 自家用蒸気部門間移転 

自家用蒸気の各細目部門(#261000 農林水産

鉱建設 蒸気発生～#269991 分類不明 自家用

蒸気)は、石油等消費動態統計、エネルギー消

費統計の業種分類に従って分類するが、この

ように仮想的に分類した業種分類別の自家用

蒸気の量と、業種分類別、品目分類別の製品

を生産するために消費された蒸気の量は必ず

しも対応せず、各業種分類で蒸気の収支差が

発生する。この収支差は、異なる業種に属す

る同一の工場、事業所内の事業部門間で行わ

れる蒸気の移転と、異なる業種に属する異な

る工場、事業所の間で行われる蒸気の取引が

合成されたものであると考えられる。 

 
38 電力と蒸気を両方利用する工場での発電用タービ

ンには｢背圧タービン｣が用いられることがあり、高

圧タービンを出た蒸気は蒸気利用に供給され｢回収

利用｣される。同様の目的に｢抽気復水タービン｣が

#269995 自家用蒸気部門間移転 では、各業種

分類に対し補論2の方法で推計された自家用

蒸気の発生量と、各業種分類の自家用蒸気の

最終エネルギー消費量の差分を一括計上する

ことにより、自家用蒸気に関する業種間移転、

取引量を表現する。 

エネルギー消費統計の業種分類の消費量では

購入熱分も含まれることから、地域熱供給の

業務用その他への販売、その他熱供給の販売

分からの取引量を表現する。 

払出、販売量を負号、受取、購入量を正号と

する。 

3.3.24 #270000 熱供給 

(1) 定義 

エネルギー転換のうち熱媒体により温熱、冷

熱の温度差エネルギーの製造を表現する部門

をいう。 

(2) 計量方法 

2015年度以前は#271000 地域熱供給、2016年度

以降は#271000 地域熱供給、#272000 その他熱

供給の合計量を計上する。 

3.3.25 #271000 地域熱供給 

(1) 定義 

#270000熱供給のうち地域熱供給事業者によ

る温熱、冷熱の製造を表現する部門をいう。 

用いられることがあり、高圧タービンを出た蒸気が

熱供給され環流された蒸気が再度低圧タービンに投

入されるが、当該タービンでのエネルギー利用は

コージェネレーションに分類される。 
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(2) 計量方法 

熱供給事業便覧におけるエネルギー源の投入

量、販売された温熱、冷熱、自家消費したエ

ネルギー量を計上する。投入されたエネルギー

源は温熱用、冷熱用を識別しない合計値が計

上される。発生量は販売分と自家消費分の和

である。 

ヒートポンプについては動力としての電力を

原燃料使用量に計上するため、温度差エネル

ギーは計上しない。 

再生可能エネルギー、未活用エネルギーのう

ち熱エネルギーが直接得られるもの(廃熱利用

など)については、得られた熱エネルギーを石

油等消費動態統計における業種合計の蒸気転

換効率(約80%)で除して一次エネルギー換算を

行う。 

3.3.26 #272000 その他熱供給 

(1) 定義 

#270000熱供給のうち発電用以外の燃料消費

で熱供給を行っている電気事業者による熱の

製造を表現する部門をいう。 

(2) 解説 

電気事業者による熱供給用の燃料投入量につ

いて、コージェネレーションシステムなどを

使用している場合もあることから、2016年度

以降は熱供給用と発電用を推計して報告され

ている。算出方法には、①ボイラーに投入し

た全燃料消費量に主蒸気流量に占める抽気流

量の割合を乗じて算出する方法、②熱供給に

用いる蒸気の熱量を燃料の発熱量で除して算

出する方法、③発電機の定格運転時と蒸気供

給時のパラメータから求めた蒸気1tあたりの

熱量に供給蒸気量を乗じて算出する方法、④

全燃料消費量に蒸気供給時のボイラー入熱量

と全入熱量の比率を乗じて算出する方法の4

つが確認されている。その他、熱供給専用の

ボイラーを使用しており、そこでの燃料投入

量を報告している電気事業者もいる。 

(3) 計量方法 

発電所燃料使用実績（発受電月報個票）にお

いて、用途が熱供給であった雑用分の燃料消

費量から温熱のエネルギー量を計上する。す

べての燃料の投入量のエネルギー量の合計に

大規模自家発電・熱発生におけるボイラー用

の一次蒸気効率（対象業種合計）を乗じて算

出する。 

3.3.27 #280000 他転換・品種

振替 

(1) 定義 

エネルギー転換であって#210000 石炭製品製

造～#270000 熱供給 のいずれにも属さないも

のや、混合、調湿などの簡単な操作のみで石

炭や石油製品の品種が変更される行為をエネ

ルギー転換とみなして表現する部門をいう。 

(2) 計量方法 

#281000 石炭製品二次品種振替、#282000 石油

製品二次品種振替、#289000 他転換増減 の合

計量を計上する。 
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3.3.28 #281000 石炭製品二次

品種振替 

(1) 定義 

石炭の簡単な加工などにより、石炭製品に転

換される行為をエネルギー転換とみなして表

現する部門をいう。特に、家庭用、業務用燃

料として使用するために、無煙炭などを原料

に、添加剤を加えて凝縮させ成型加工した練

炭、豆炭の製造をエネルギー転換とみなして

表現する。 

(2) 解説 

練豆炭の需給については、4.2.15 $0213 練豆炭 

を参照。 

(3) 計量方法 

練豆炭の量は、エネルギー生産・需給統計に

おける練豆炭製造用石炭出荷量から投入、産

出を推計する。ただし、2001年度に統計廃止

されており、以降は計上しない。 

3.3.29 #282000 石油製品二次

品種振替 

(1) 定義 

アスファルト、製油所ガスなど各種類の石油

製品について、統計でカバーできていない他

の石油製品とのやり取りを便宜的に表す。 

(2) 解説 

#221100 石油精製品種振替 と同様に、石油精

製部門の事業者が出荷、販売の時点で行うこ

れらの融通をエネルギー転換とみなして計上

する部門であるが、統計でカバーできていな

いやり取りを示す。 

特に、石油製品は計上できていない消費量が

あるため、国内消費量と国内供給量が一致し

ない。具体的には、石油製品に直接混合され

るバイオ燃料、建築部門でのアスファルト消

費量、製油所における製油所ガス消費量など

がある。 

石油等消費動態統計では、2009年度までは石

油精製からの減圧残油由来のアスファルトと、

類似の性状を持つ石油化学からの分解重油な

どを識別せず｢炭化水素油｣として需給量が計

上されていた。2010年度に同統計には｢炭化水

素油｣に加えて｢アスファルト」「再生油(石油

由来)｣などの項目が新設されたが、｢アスファ

ルト｣として生産、供給された石油製品が新設

された｢アスファルト｣として消費側で認識さ

れているとは限らず、依然として(｢再生油(石

油由来)｣でない)｢炭化水素油｣として認識され

ている可能性がある。「アスファルト」の需給

ギャップは「他重質石油製品」とする。 

オイルコークスから工業用炭素電極が製造さ

れ電気炉ガスが発生する。また、この電気炉

ガスは製油所ガスとして製油所で消費される。

そのため、便宜的にオイルコークス及び電気

炉ガスは製油所で製油所ガスとしてすべて消

費されたとする。 

バイオエタノールやバイオディーゼルは、サー

ビスステーション等でガソリンや軽油に直接

混合される場合がある。こうしたバイオエタ

ノールやバイオディーゼルの直接混合分は、

すべてガソリンと軽油に転換されたと便宜的

にみなす。 

(3) 計量方法 

他重質石油製品の需給の差を建築部門でアス

ファルトとして消費量とみなす。そのため、
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他重質石油製品の需給の差分がアスファルト

に転換する/されるように計上する。 

オイルコークス、電気炉ガスの需給の差分が

製油所ガスに転換するように計上する。その

ため、オイルコークス、電気炉ガスの需給の

差分が製油所ガスに転換する/されるように計

上する。 

バイオエタノールとバイオディーゼルの直接

混合分を投入として負値で、同量のガソリン

と軽油を産出として正値で計上する。 

3.3.30 #289000 他転換増減 

(1) 定義 

エネルギー転換部門においてエネルギー転換

以外の要因によって生じたエネルギー源の出

荷量、払出量と生産量、受入量の差異が把握

された場合、これを表現する部門をいう。 

(2) 解説 

石油精製などのエネルギー転換部門において

は、自らが輸入により受け入れたり、精製に

より生産したエネルギー以外に、既に出荷し

た製品の消費、販売部門からの返品、他社か

らの少量の副生エネルギー源の引取、工場・

事業所の製品タンクの新設・廃止による在庫

積増・払出、事故・火災による滅失などの諸

要因により、エネルギー源の出荷量、払出量

が生産量、受入量と一致しないことがある。 

電力調査統計や石油等消費動態統計でLNG

と報告されている分には都市ガスも含まれて

いる39。総合エネルギー統計では電力調査統計

 
39 石油等消費動態統計では「ガス供給事業者から専

用の導管により『液化天然ガス(LNG)』の供給を受

け入れる場合には、『液化天然ガス(LNG)』として

報告してください。」となっており、また、電力調

と石油等消費動態統計でLNGとして報告され

ている分は$0510 輸入天然ガス(LNG) に計上

する。この中で実際にLNGとして消費したも

のはガス事業者が液売りをしたもの及び旧一

般電気事業者がLNGを消費した分であり、他

はガス事業者が販売した都市ガスであると考

えられる。そのため、旧一般電気事業者以外

のLNG消費量からガス事業動態統計における

原料/液売りを除いたものを便宜的に$0610 一

般ガス から$0510 輸入天然ガス(LNG) への品

種転換として本部門で表現する。 

事業用発電のバイオマス投入において、木材

以外のバイオマスが含まれる可能性が高い。

そのため、$N131 木材利用 については、需要

が供給よりも大きい場合、便宜的に$N138 バ

イオマスその他 から品種振替として、本部門

で表現する。 

(3) 計量方法 

資源・エネルギー統計における石油製品の｢他

増減｣量を計上する。 

旧一般電気事業者以外のLNG消費量からガス

事業動態統計における原料/液売りを除いた

ものを$0510 輸入天然ガス(LNG) に正値で、そ

の同量を$0610 一般ガス に負値で計上する。 

$N131 木材利用に総需要と総供給の差分を正

値で、その同量を$N138バイオマスその他 に

負値で計上する。 

査統計では自ら気化したものはLNGとなっている

が、多くの事業者は気体で受け入れたものをLNGと

報告しているためである。 
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3.3.31 #290000 純転換部門計 

(1) 定義 

狭義のエネルギー転換を表す#210000 石炭製

品製造～#280000 他転換・品種振替 の合計量

を表現する部門をいう。 

(2) 解説 

#300000 自家消費・送配損失、#350000 消費在

庫増減 など、必ずしもエネルギー源が他のエ

ネルギー源に変換されるわけではないもの(広

義のエネルギー転換)は、本部門からは除いて

考える。 

(3) 計量方法 

#210000 石炭製品製造～#280000 他転換・品種

振替 の合計量を計上する。 

3.3.32 #300000 自家消費・送

配損失 

(1) 定義 

各エネルギー転換部門において、エネルギー

転換の際に必要なエネルギーを得るためにエ

ネルギー源を消費する量を表現する部門をい

う。 

(2) 計量方法 

#301000 自家消費 及び#305000 送配電熱損失 

の合計量を計上する。 

3.3.33 #301000 自家消費 

(1) 定義 

エネルギー転換部門において、エネルギー源

の転換に際して原材料以外の目的でエネル

ギー源を消費した量(発電用、発熱用を除く)や、

機器の予熱、試運転など直接にエネルギー源

を製造しない目的にエネルギー源を消費した

量を計上する部門をいう。 

(2) 解説 

転換によりエネルギー源を生産することを主

目的としたエネルギー転換設備、装置(発電所、

一般ガス製造所、コークス炉、製油所)におい

てこれを計上し、主に工業製品を作る際にエ

ネルギー源が副生する設備、装置(高炉、転炉、

石油化学プラント)においては自家消費を計上

せず、これらの設備、装置へのエネルギー投

入は工業製品(鉄鋼、化学製品など)生産のため

の最終エネルギー消費とみなす。 

転換部門の工程内において、直接的にエネル

ギー源を製造するための原材料となったエネ

ルギー源の消費(例: コークス製造における原

料炭やコールタール、石油精製における原油

や蒸気)については、自家消費に含まず各転換

部門に計上する。 

電力、熱については、発電用、発熱用に用い

たエネルギー源は原材料とみなし、本部門に

計上せず各転換部門に計上する。 

転換部門の工程を経て出荷された後の送配電、

パイプライン供給を行う際の配送に伴うエネ

ルギー消費、損失については、#305000 送配

電・熱損失 に計上する。 
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(3) 計量方法 

#301100 石炭製品製造 

$0221 コークス炉ガス、$0223 一般高炉ガス、

$0225 転炉ガス、$301120他コークス製造の

$1200 電力消費については、2010年12月以前は

資源・エネルギー統計における消費量を計上

する。2011年1月以降は2010年12月のコークス

生産量に対する消費量の比率から推計する。 

#212100 鉄鋼コークス の$0600 都市ガス、$1200 

電力、$1310 自家用蒸気 は、石油等消費動態

統計におけるコークス(指定生産品目)生産用

エネルギー消費量を計上する。 

#301200 石油製品製造 

石油等消費動態統計における石油製品(指定

生産品目)生産用エネルギー消費(原料用を除

く)、資源・エネルギー統計における自家消費

(石油等消費動態統計との重複項目分を除く)

を計上する。$0457 製油所ガス については、

統計で捉えることができないため、需給ギャッ

プを計上する。 

#301300 ガス製造 

ガス事業生産動態統計における原料、一般ガ

ス自家消費(自家消費、勘定外ガス(発電用除

く) 40、加熱用ガス41)、電力消費を計上する。

ただし、自家用電力の燃料として消費した分

も一般ガス自家消費に含まれるため、発電効

率36%と想定して電力消費から自家発投入量

を推計し、この投入量を自家消費から控除す

る。また、ガス事業者の工場だけでなく事務

所での消費量も含まれるため、エネルギー消

費統計におけるガス業の都市ガス消費量を控

 
40 勘定外ガスとは、都市ガスの送出量と各販売側計

量器の計測値、自家消費量の合計の不整合量であ

る。計器の測定限界誤差や気温変化誤差が積重なっ

たものであるが、消費側内訳が分からないため自家

消費とする。 

除する。2016年度以降は、電力調査統計でガ

ス事業者が消費量を報告している分を控除す

る。また、2017年度以降電力消費の報告がな

くなったことから、2017年度以降のガス製造

に対する電力消費の割合、受電分と自家発電

分の割合は2016年度と同じとして計上する。 

#301400 事業用電力 

電力調査統計における汽力発電用燃料消費の

うち他用(非発電用)消費、発電所所内電力消

費を計上する。2015年度以前は一般電気事業

者と卸電気事業者、2016年度以降は発電事業

者が対象となる。ただし、2016年度以降は電

力調査統計で所内用電力を調査していないた

め、総合エネルギー統計補足調査の所内用電

力を用いる。なお、原子力発電所については、

日本原子力産業協会が公表している発電端発

電量と電力調査統計における送電端発電量と

の差分を所内用電力として計上する。 

汽力発電用燃料消費については、特定電気事

業者、特定規模電気事業者の統計値が判明し

ないため、2015年度以前は旧一般電気事業者

と卸電気事業者のみ計上する。また、LNGに

関しては他用(非発電用)消費に払出分が多く

含まれていることから、2013年度以降自家消

費を別途調査して計上する。2012年度以前は

払出分のほうが多いことから、自家消費分は

0として計上する。2016年度以降は新たに電気

事業者になった事業者を中心に、石油等消費

動態統計やエネルギー消費統計等との重複が

あることから、自家消費を別途調査して計上

する。 

41 加熱用ガスとは、需要急増など緊急時にLNGを急

速に気化するため加熱用に使用した量である。通常

は空気や海水と熱交換させて気化するが、それでは

間に合わない需要急増時などの際に使用される。 
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#301500 熱供給 

資源エネルギー庁調査による熱自家消費を計

上する。 

3.3.34 #305000 送配電・熱損

失 

(1) 定義 

事業用電力、熱供給による電力、熱のエネル

ギーを送配電網、熱配管網により需要先へ配

送する際に生じる、電力、熱のエネルギー損

失量を表現する部門をいう。 

(2) 解説 

送配電事業者が送配電網を使って不特定多数

者を対象に送配電を行う際の電力の損失(送

電線のジュール損などの送配電損失、変電所

の所内用電力損失など)、熱供給事業者が熱配

管網を使って不特定多数者に熱供給を行う際

の熱の損失(熱漏洩、媒体漏洩など)を計上する

部門である。 

自家用電力の直接供給分や、自家用蒸気の外

部供給などのように、発電所、熱発生施設の

近傍で電力、熱が消費され送配電・熱損失が

ほとんどないものについては、計上しない。 

揚水発電については、本来送配電損失の一種

であるが、本部門では扱わず独立した部門と

して# 242000 揚水発電 に計上する。 

一般ガスの配管供給時のエネルギー消費につ

いては、配送に伴い一般ガスが損失するわけ

ではないため、#301310 自家消費/一般ガス製

造 に計上する。 

(3) 計量方法 

電力調査統計における送配電損失、変電所所

内電力消費を2015年度以前は$1210 一般用電

力、2016年度以降は$1210 事業用電力 に計上

する。 

熱供給に関する熱供給損失については、統計

値が判明し次第計上する。 

3.3.35 #350000 転換・消費在

庫変動 

(1) 定義 

エネルギー転換部門(一次エネルギー供給部門

を兼ねる場合を除く)、最終エネルギー消費部

門における在庫変動の量を表現する部門をい

う。 

(2) 解説 

総合エネルギー統計において、エネルギー転

換部門の投入量や最終エネルギー消費部門の

消費量は、実際に燃焼、分解などにより消費、

使用された量を表現することを原則とする。

エネルギー転換部門や最終エネルギー消費部

門で在庫変動を生じる場合、消費、使用され

た量から分離して表現する。このため、転換

部門に本部門を設け、在庫変動により実際に

燃焼、分解などにより消費、使用されなかっ

た量を計上するものである。 

石炭・石油製品、都市ガスなど(石油精製、コー

クス製造、ガス製造など)の工場、事業所で別

のエネルギーに転換されない製品の在庫変動

については、#170000 供給在庫変動 に計上す

る。 
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(3) 計量方法 

#350500 ガス製造在庫 

ガス事業生産動態統計における燃料別の在庫

変動を計上する。 

#351000 事業用電力在庫 

電力調査統計における電気事業者等の汽力発

電用燃料の在庫変動を計上する。2015年度以

前は一般電気事業者と卸電気事業者、2016年

度以降は発電事業者の在庫変動を計上する。 

#355000 製造業(大規模・指定業種)在

庫 

石油等消費動態統計における業種計のエネル

ギー源別在庫変動を計上する。 

3.3.36 #400000 統計誤差 

(1) 定義 

#100000 一次エネルギー供給、#200000 エネル

ギー転換 と、#500000 最終エネルギー消費 の

間の不整合量を計上する部門をいう。 

(2) 解説 

総合エネルギー統計では、基本的にエネルギー

使用量を消費側、投入側で把握することを原

則とするため、最終エネルギー消費の量と、

エネルギー転換に投入として計上された量が

そもそも国内供給された量であったとみなす。

したがって、あるエネルギー源の需給に不整

合量がありかつ当該不整合量が確実に国内消

費されたか否かが判然としない場合、一次エ

ネルギー供給、エネルギー転換、これを(広義

の)転換部門に区分して計上する。 

統計誤差には、本来各種統計調査の標本採取

の段階で本質的に含まれる誤差(本源誤差)及

び供給、転換、消費に関する各統計相互間の

不整合であってその帰属を推計することが困

難であるもの(相対誤差)が存在するが、二次統

計である総合エネルギー統計ではその両者を

識別できないため、単に国内供給、転換、最

終エネルギー消費の不整合量を計上し、本源

誤差、相対誤差の総合計量を示している。 

一方、確実に国内で最終エネルギー消費され

たと推定されるが部門別のエネルギー消費量

が識別できなく、かつ総供給が総需要よりも

大きい場合、供給量と既知の部門のエネル

ギー消費量を控除した残差 (不整合量 )を

#690000 分類不能・内訳推計誤差 のみに計上

し、本部門には計上しない。 

(3) 計量方法 

一次エネルギー供給、エネルギー転換、最終

エネルギー消費の差分を計上する。 

3.4 最終エネルギー

消費 

3.4.1 #500000 最終エネル

ギー消費 

(1) 定義 

一次エネルギー供給により国内供給された

エネルギー源や、さらにエネルギー転換を

経て製造されたエネルギー源が、企業・事

業所他、家庭、運輸の各部門の需要先にお

いて燃焼、分解などにより実際に消費され

た量を表現する部門をいう。 
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(2) 解説 

慣例により以下の3つの区分に分類する。 

#600000 企業・事業所他 

第一次産業、第二次産業、第三次産業の工場、

事業所内エネルギー消費 

#700000 家庭 

家計の住宅内消費 

#800000 運輸 

企業、家計における旅客、貨物の輸送用消費 

各部門区分の詳細な定義、概念は該当する部

門の解説を参照。#650000 業務他(第三次産業) 

と#700000 家庭 を合わせて民生部門と呼称す

ることがある。 

各部門内部でのエネルギー転換、在庫変動に

関するエネルギー量は原則含まない42。これら

のエネルギー量は統計上把握可能な限りエネ

ルギー転換部門などにおいて表現し最終エネ

ルギー消費から控除する。したがって、電力、

一般ガス、石油精製などエネルギー関連産業

におけるエネルギー転換やその他の産業にお

ける自家発電や自家用蒸気発生などのための

エネルギー源の原料消費や自家消費はすべて

エネルギー転換部門に計上される。 

化学原料用ナフサ、建築材料用アスファルト

などの非エネルギー用途に消費された量を含

んだ量を計上する。当該非エネルギー用途の

消費については部門別、業種別に#950000 非

エネルギー利用 に別途再計上する。 

 
42 最終エネルギー消費の一部には、統計上の不完全

性から一部の自家発電・自家消費によるエネルギー

消費が含まれている可能性がある。 

(3) 計量方法 

#600000 企業・事業所他、#700000 家庭、

#800000 運輸 の合計量を計上する。消費量は

正号で計上する。 

3.4.2 #600000 企業・事業所

他 

(1) 定義 

最終エネルギー消費のうち、第一次産業、第

二次産業及び第三次産業に属する法人ないし

個人の産業活動により、工場、事業所内で消

費されたエネルギーを表現する部門をいう。 

(2) 解説 

農林水産業、鉱業、建設業、製造業、サービ

ス業に属する法人企業あるいは個人企業が、

工場、事業所(工場、鉱山、建設現場、農地、

事務所など43)の内部で消費したエネルギーを

表現する。 

製造業のエネルギー消費が非常に大きいため、

慣習的に、農林水産業、鉱業及び建設業の最

終エネルギー消費の合計を#610000 農林水産

鉱建設業 に、製造業の最終エネルギー消費を

#620000 製造業 に、第三次産業他の最終エネ

ルギー消費を#650000 業務他(第三次産業) に

計上する。 

企業・事業所他において、工場、事業所の内

部で発電、蒸気生成などのエネルギー転換が

行われる場合、統計で把握可能な限り#200000 

エネルギー転換 に転換用途に投入されたエネ

ルギー源の量を計上し、実際に工場、事業所

43 林業における山林、水産業における水面での消費

を含む。 
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内部で消費された電力、蒸気などのエネルギー

源の量を本部門に計上する。 

生業的農家、漁家、工務店などの個人企業が、

家庭用と分離できない形態で消費したエネル

ギー消費(納屋、作業場など住宅に併設された

施設での電力消費など｢混合消費｣)の量は、

#700000 家庭 に計上する。 

工場、事業所の内部のみで人、物の運搬、輸

送に利用したエネルギー源の消費を計上し、

工場、事業所の外部での人、物の運搬、輸送

に利用したエネルギー源は#800000 運輸 に計

上する。 

標準産業分類に準拠し、各業種の本社ビル等

の建築物からの消費量は各業種に計上する。 

(3) 計量方法 

#610000 農林水産鉱建設業、#620000 製造業 

及び#650000 業務他(第三次産業) の合計量を

計上する。 

3.4.3 #610000 農林水産鉱建設

業 

(1) 定義 

最終エネルギー消費のうち、農林水産業、鉱

業、建設業の法人ないし個人の産業活動によ

り、農地、鉱山、建設現場などで消費された

エネルギーを表現する部門をいう。 

(2) 計量方法 

総合エネルギー統計においては、原則として

遡及修正は1年度前のみ行うが、農林水産業の

エネルギー消費量の推定に使用する統計の一

部は5年ごとに公表されるため、農林水産業に

ついては5年前まで遡及修正する場合がある。 

以下の合計量を計上する。 

#611000 農林水産業 

a. 農業 

耕種農業については「農作物作付(栽培)延べ面

積」×「作物別10a当たり光熱動力費」、畜産

農業については「畜産飼養頭(羽)数」×「1頭

(羽)当たり光熱動力費」により、光熱動力費の

総額を算出し、これを「石油・電力料金単価」

で割り戻してエネルギー消費量を推計する。

農作物作付(栽培)延べ面積は作物統計、畜産

飼養頭(羽)数は畜産統計、10a当たり光熱動力

費及び1頭(羽)当たり光熱動力費は農業経営統

計、光熱動力費の種類別ウエイトは農業物価

統計、石油・電力料金単価は石油製品価格統

計を参照する。 

農業サービス業、園芸サービス業については、

$1230 自家用電力、$1310 自家用蒸気 をエネル

ギー消費統計から計上する。ただし、個人経

営体の農業サービス業、園芸サービス業のエ

ネルギー消費量は統計がなく、推計方法も確

立していないことから計上しない。 

b. 林業 

産業連関表(育林、素材、特用林産物)における

「国内生産額に占める光熱水道費」の割合に

「林業産出額」を乗じて、林業に係る光熱水

道費の総額を算出し、これを「石油・電力料

金単価」で割り戻してエネルギー消費量を推

計する。石油・電力料金単価は石油製品価格

統計を参照する。 

$1230 自家用電力、$1310 自家用蒸気 について

は、エネルギー消費統計より計上する。 

c. 漁業、水産養殖業 

漁業、水産養殖業の現場の消費量については、

「漁船漁業経営体数」×「1経営体当たりの油

代」により、漁業に係る油代の総額を算出し、

これを石油単価で割り戻してエネルギー消費
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量を推計する。漁船漁業経営体数は漁業セン

サス、1経営体当たりの油代は漁業経営統計調

査を参照する。$1200 電力 については、産業

連関表(海面漁業、海面養殖業、内水面漁業、

内水面養殖業)における石油製品金額に対する

電力金額の比率により推計する。石油・電力

料金単価は石油製品価格統計を参照する。 

漁業及び水産養殖業の法人の事務所等の現場

以外の消費量については、$1230 自家用電力、

$1310 自家用蒸気 をエネルギー消費統計より

計上する。 

#612000 鉱業他 

エネルギー消費統計より計上する。 

$0451 潤滑油 については、2000年度以前はエ

ネルギー生産・需給統計より計上し、2001年

度以降は国民経済計算の生産額の変化率から

推計し、非エネルギー利用として計上する。 

2015年度以前は$1220 外部用電力 に電力調査

統計からの値を計上し、エネルギー消費統計

における購入電力分と$1220 外部用電力 の差

分を$1210 一般用電力 に計上する。 

総供給量よりも総需要量が大きい需要超過の

場合、2.4.2(7) その他の石油製品、都市ガス、

事業用電力で示した処理をするため、エネル

ギー消費統計の公表値とは異なる値になる。 

#615000 建設業 

エネルギー消費統計より計上する。 

$0451 潤滑油 については、2000年度以前はエ

ネルギー生産・需給統計より計上し、2001年

度以降は国民経済計算の生産額の変化率から

推計し、#615100 総合工事業 に非エネルギー

利用として計上する。 

石油製品、都市ガス、事業用電力においては、

総供給量よりも総需要量が大きい需要超過の

場合、2.4.2(7) その他の石油製品、都市ガス、

事業用電力で示した処理をするため、エネル

ギー消費統計の公表値とは異なる値になる。 

$0453 アスファルト については、国土交通省

の主要建設資材需要見通しにおける建材用か

ら計上する。 

3.4.4 #620000 製造業 

(1) 定義 

最終エネルギー消費のうち、製造業に属する

法人ないし個人の産業活動により、工場、事

業所内で消費されたエネルギーを表現する部

門をいう。 

(2) 計量方法 

#621000 食品飲料製造業～#641000 他製造業 

の合計量を計上する。 

#621000 食品飲料製造業、 

#623000 木製品・家具他工業、 

#625000 印刷・同関連業、 

#627000 プラスチック・ゴム・皮革製

品製造業、 

#641000 他製造業 

石油等消費動態統計の対象業種ではないため、

エネルギー消費統計から計上する。 

#621000 食品飲料製造業、#623000 木製品・家

具他工業、#641000 他製造業 については、2015

年度以前は$1220 外部用電力 に電力調査統計

からの値を計上し、エネルギー消費統計にお

ける購入電力分と$1220 外部用電力の差分を

$1210 一般用電力 に計上する。 
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#622000 繊維工業、 

#624000 パルプ・紙・紙加工品製造

業、 

#626000 化学工業(含 石油石炭製品)、 

#628000 窯業・土石製品製造業、 

#629000 鉄鋼・非鉄・金属製品製造

業、 

#630000 機械製造業 

石油等消費動態統計の対象部分については、

同統計における直接投入エネルギー量を計上

する。このうち原料用は非エネルギー利用と

して別途再計上する。各業種における細目合

計と当該部分合計に差分がある場合には各業

種の他製品に計上する。 

#626500 石油製品・石炭製品製造業 は、石油・

石炭製品工業が、工場、事業所内で石油・石

炭製品以外の業種に該当する製品(化学品、窯

業土石製品など)を生産するためにエネルギー

源を消費した場合や、冷暖房、環境保全など

の雑用用途にエネルギー源を消費した場合に、

当該部分の最終エネルギー消費を計上する部

門である。石油・石炭製品自体を製造する行

為はエネルギー転換であるため、原材料用の

エネルギー源については#210000 石炭製品製

造、#220000 石油製品製造 に、直接加熱・他

用のエネルギー源については#301100 自家消

費/石炭製品製造、#301200 自家消費/石油製

品製造 に計上する。 

石油等消費動態統計における鉄鋼業の指定品

目中、コークスについては、コークスの製造

はエネルギー転換であるため、原材料以外の

エネルギー消費について#301110 自家消費/鉄

鋼コークス製造 に計上する。また、$0112 吹

込用原料炭、$0211 コークス のうち#215000 鉄

鋼系ガス生成 に計上された量については、高

炉製鋼に関する指定品目向け投入量から控除

する。 

石油等消費動態統計における化学工業の指定

品目中、その他の製品の石炭消費量には、

#212200 製鉄化学 に計上する原料用が含まれ

るため、重複分として原料用分を控除する。 

石油等消費動態統計では機械工業については

蒸気に関する調査が行われていないため、機

械工業のボイラー、コージェネレーション燃

料投入量と機械を除く全業種の蒸気のエネル

ギー転換機器(ボイラー、蒸気タービンなど)の

平均効率から蒸気に関するエネルギー転換を

推計する。 

2015年度以前は$1220 外部用電力 に電力調査

統計からの値を計上し、石油等消費動態統計

における購入電力分と$1220 外部用電力 の差

分を$1210 一般用電力 に計上する。 

石油等消費動態統計の対象外である中小規模

の製造業については、エネルギー消費統計か

ら計上する。 

3.4.5 #650000 業務他(第三次

産業) 

(1) 定義 

最終エネルギー消費のうち、第三次産業(電気

ガス熱供給水道業、情報通信業、運輸業･郵便

業、卸売業･小売業、金融業･保険業、不動産

業･物品賃貸業、学術研究･専門･技術サービス

業、宿泊業･飲食サービス業、生活関連サービ

ス業･娯楽業、教育･学習支援業、医療･福祉、

複合サービス事業、他サービス事業、公務)に

属する法人ないし個人の産業活動により事業

所内で消費されたエネルギーや他のいずれの

最終エネルギー消費部門にも帰属しない最終

エネルギー消費を表現する部門をいう。 
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(2) 解説 

国内で消費されたと論理的に推定されるエネ

ルギー源であるが、いずれの最終エネルギー

消費部門にも分類できないものを#690000 分

類不能・内訳推計誤差 に計上する。 

#650000 業務他(第三次産業) においては、事

業所の内部のみで人、物の移動、輸送に利用

したエネルギー源の消費を計上し、事業所の

外部での人、物の移動、輸送に利用したエネ

ルギー源は#800000 運輸 に計上する。一方、

警察、消防、海上保安、防衛などの目的で公

共部門が使用する航空機、船舶、車両のエネ

ルギー消費は、旅客、貨物を輸送するわけで

はないため、本部門に計上する。 

標準産業分類に準拠し、各業種の本社ビル等

の建築物からの消費量は各業種に計上してい

るため、製造業の本社ビル等は含まれない。 

(3) 計量方法 

エネルギー消費統計などから推定した#651000 

電気ガス熱供給水道業～#680000 公務と

#690000 分類不能・内訳推計誤差 の合計量を

計上する。 

$N112 太陽熱、$N131 木材利用 は最終消費さ

れているが、部門が特定できないため、#690000 

分類不能・内訳推計誤差 に計上する。 

3.4.6 #700000 家庭 

(1) 定義 

最終エネルギー消費のうち、家計が住宅内で

消費したエネルギーを表現する部門をいう。 

 
44 詳細は「都道府県別エネルギー消費統計」
http://www.enecho.meti.go.jp/statistics/energy_consumpti

(2) 解説 

家計のエネルギー消費は、住宅でのエネルギー

消費を示す#700000 家庭 と、自家用乗用車で

のエネルギー消費を示す#811150 運輸旅客/乗

用車/自家用/家計寄与分 からなるが、本部門

は前者を表す。自家用車や公共交通機関の利

用など人、物の移動に利用したエネルギー源

の消費はすべて#800000 運輸 に計上する。 

第一次産業に属する農家や、第三次産業に属

する小売業などの個人企業が自宅で混合消費

したエネルギー消費量は、これらのうち純粋

な家庭用消費分を識別することが困難である

ことから、本部門に計上する。 

住宅の内部で太陽光発電装置や太陽熱温水器

などによりエネルギー転換が行われる場合、

統計で把握可能な限り#200000 エネルギー転

換 傘下の該当部門に投入されたエネルギー源

の量を計上し、実際に住宅内部で消費された

電力、温水、太陽熱などのエネルギー源の量

を本部門に計上する。 

(3) 計量方法 

$0433 灯油、$0458 LPG、$1210 事業用電力 に

ついては家計調査を用いて推計により計上す

る44。 

$0600 都市ガス はガス事業生産動態統計、

$1300 熱 は熱供給便覧、$N112 太陽熱 は資源

エネルギー庁による設備量からの推計を用い

て計上する。 

$N111 太陽光発電 は、FITによる住宅用太陽

光買取量から推計する。住宅用太陽光の売電

比率を2013年度以前は60%、2014年度65%、

2015年度以降は70%と想定して、自家消費分を

推計する。2019年度以降は卒FITがあるため、

on/ec002/ 参照。 
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当該年度の設備容量と2018年度の買取量／設

備容量を乗じ、想定売電比率から推計する。 

家計調査などにより地域別の推計値が得られ

るもの($0433 灯油、$0458 LPG、$0600 都市ガ

ス、$1200 電力)は、以下の参考部門に地域別

の推計値を補助的に表示する。地域区分の定

義と都道府県構成は家計調査報告による。 

— #700100 北海道(北海道) 

— #700200 東北(青森、岩手、宮城、秋田、山

形、福島) 

— #700300 関東(茨城、栃木、群馬、埼玉、千

葉、東京、神奈川、山梨、長野) 

— #700400 北陸(新潟、富山、石川、福井) 

— #700500 東海(岐阜、静岡、愛知、三重) 

— #700600 関西(滋賀、京都、大阪、兵庫、奈

良、和歌山) 

— #700700 中国(鳥取、島根、岡山、広島、山

口) 

— #700800 四国(香川、徳島、愛媛、高知) 

— #700900 九州(福岡、佐賀、長崎、熊本、大

分、宮崎、鹿児島) 

— #701000 沖縄(沖縄) 

— #701100 分類不能・地域内訳推計誤差 

 #710000 北東地域(北海道・東北・北陸) 

 #720000 中央地域(関東・東海・関西) 

 #730000 南西地域(中国・四国・九州・沖縄) 

 
45 企業活動や家計消費については、工場、事務所や

住宅の内外を問わず展開されるため、企業関係統計

や産業連関表などの統計では公道上での輸送に要し

たエネルギー消費であっても当該企業部門の活動の

一環として計上されている。 

しかし、総合エネルギー統計において当該企業活

動、家計消費単位での分類法を用いた場合、ある企

業が自社トラックで輸送を行っていた貨物輸送や家

計が自家用車で行っていた(自家)旅客輸送を、宅配

便などの道路運送業者への外部委託や公共輸送機関

の利用に変更した場合、輸送に要するエネルギー消

費が業種間や企業-家計間で突然移替えられること

となるため、運輸に関するエネルギー消費について

安定した時系列の傾向を見ることができないという

問題が生じる。 

地域値が得られない$0620 簡易ガス、$0700 再

生可能エネルギー(水力を除く)、$1215 特定用

電力、$1240 自家用電力、$1300 熱 は各地域に

×と表記し、#701100 分類不能・地域内訳推

計誤差 に全国と同値を計上する。 

$1200電力については2.4.5家庭部門の電力消費

量の算定における例外措置の適用に示す発動

条件が満たされる場合、当該四半期の家計調

査の電気購入量での算定に代え、前年同期値

と電力調査統計の電灯販売量に基づき算定を

行うものとする。 

3.4.7 #800000 運輸 

(1) 定義 

最終エネルギー消費のうち、企業、家計が住

宅、工場、事業所の外部45で人、物の輸送、運

搬に消費したエネルギーを表現する部門をい

う46。 

(2) 解説 

1) 概念 

企業、家計が住宅、工場、事務所の外部、す

なわち公道、公有水面及び航空路などで、自

また、企業活動、家計消費単位の分類法では、鉄

道、航空機などの輸送に要する費用は判明しても、

個人や企業が公共輸送機関で輸送サービスを消費し

た際のエネルギー消費の寄与量を知ることは通常困

難であるため、これらの公共輸送機関については企

業ごと、家計ごとにエネルギー消費量を割振るので

はなく、輸送機関別にまとめて旅客、貨物に分類し

たエネルギー消費を計上することが合理的である。 

このため、総合エネルギー統計では、工場、事業

所、住宅の内外を活動境界として設定し、工場、事

業所、住宅外部での輸送エネルギー消費は一括して

運輸部門に計上する。 

46 各輸送機関の定義や調査概要、推計内容、方法な

どは、原典である運輸関係統計を参照。 
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動車、鉄道などの輸送機関により人、物の輸

送、運搬に消費したエネルギーを表現する。

輸送対象に応じて、人を輸送する#810000 旅

客 と、貨物を輸送する#850000 貨物 に区分し

て計上する。さらに、旅客、貨物の両部門は、

自動車、鉄道、船舶、航空など輸送機関に細

分した内訳を設けて計上する。 

人、物の輸送に附帯する業務(駅、空港などで

の旅客へのサービス、貨物荷役、倉庫保管な

ど)に関するエネルギー消費は含まず、これら

の運輸附帯サービスのエネルギー消費は

#653000 運輸業・郵便業 に計上する。 

警察、消防、海上保安、防衛などの目的で、

公共部門が使用する航空機、船舶、車両のエ

ネルギー消費は、#650000 業務他(第三次産業) 

に計上する。 

2) 計量—旅客、貨物比例案分推計 

運輸関係統計において、旅客、貨物が明確に

分割されていないエネルギー消費については、

旅客1名を0.065t (航空については携行荷物込

0.075t)として旅客の人・km数から旅客のt・km

数をまず推計し、これを貨物のt・km数と比例

案分することによって、当該輸送機関の消費

を旅客、貨物のエネルギー消費に分割推計す

る。 

(3) 計量方法 

#810000 旅客 及び#850000 貨物 の合計量を計

上する。 

 
47 正確には家計調査での調査項目「ガソリン」は軽

3.4.8 #810000 旅客 

(1) 定義 

最終エネルギー消費のうち、企業、家計が住

宅、工場、事業所の外部で人とその直接の携

行荷物の移動、輸送に消費したエネルギーを

表現する部門をいう。 

(2) 計量方法 

二輪車のエネルギー消費量は、旅客と貨物に

分離することができないため、すべて旅客と

みなす。 

運輸関係統計の直接の数値や、これを旅客、

貨物比例案分推計することにより、輸送機関

ごとに以下により計上する。 

#811000 乗用車 

#811100 自家用 

$431 ガソリン、$0434 軽油 については、自動

車輸送統計調査から計上する。さらに、家計

調査の数値から推計した家計のガソリン消費

量から#811150 家計利用寄与 を内訳推計し、

残差を#811190 企業利用寄与他 とする。$0434 

軽油 については、家計調査に調査項目がない

47ため、#811150 家計利用寄与、#811190 企業

利用寄与他 の推計は、$431 ガソリン に関す

る両部門の案分比率から推計する。 

非エネルギー利用である$0451 潤滑油 につい

ては、2000年度まではエネルギー生産・需給

統計から計上し、2001年度以降は走行距離の

変化率を用いて推計する。 

$0600 都市ガス については、自動車燃料消費

量調査の運輸合計の消費量を環境省温室効果

ガス排出量算定方法検討会・運輸分科会推計

油を含む。 
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の車種別CNG車走行距離を用いて内訳推計す

る。 

地域値(#811101 北海道～#811109 九州沖縄)は、

自動車燃料消費量調査の自家用旅客自動車よ

り計上するが、これはバス、及び貨物特種車

を含むため、地域積み上げ合計と全国値が一

致しない。 

地域値(#811101 北海道～#811109 九州沖縄)と

家計利用寄与の地域値 (#811151 北海道～

#811160 沖縄)について、地域別内訳が不明な

エネルギー源は×とする。 

#811200 営業用/タクシー 

$0431 ガソリン、$0434 軽油、$0458 LPG につ

いては、自動車輸送統計調査における消費量

を計上する。 

#811500 バス 

$0431 ガソリン、$0434 軽油  については、

#511510 自家用、#811590 営業用 別に、自動

車輸送統計調査における消費量を計上する。 

$0600 都市ガス については、自動車燃料消費

調査の運輸合計の消費量を環境省温室効果ガ

ス排出量算定方法検討会・運輸分科会推計の

車種別CNG車走行距離を用いて推計する。 

#812000 二輪車 

$0431 ガソリン については、環境省温室効果

ガス排出量算定方法検討会・運輸分科会の推

計値を用いる。これは車両区分別の年間走行

量を各車両区分の燃費で除して燃料消費量

(物量ベース)を推計する。 

#813000 鉄道 

$1200 電力、$0434 軽油 については、鉄道統計

年報における消費量を計上する。 

$0100 石炭 については、鉄道統計年報の蒸気

機関車の走行量に、環境省温室効果ガス排出

量算定方法検討会・運輸分科会推計の蒸気機

関車燃費を乗じて得た消費量を計上する。 

非エネルギー利用である$0451 潤滑油 につい

ては、2000年度まではエネルギー生産・需給

統計から、鉄道輸送統計における旅客、貨物

別の走行距離により旅客に推計されるエネル

ギー消費量を計上する。2001年度以降は走行

距離の変化率を用いて推計する。 

 

#814000 船舶 

$0434 軽油、$0436 A重油、$0437 C重油 につい

ては、国土交通省調べにおける旅客輸送用消

費量を計上する。 

#815000 航空 

$0432 ジェット燃料油、$0431 ガソリン (航空

用)については、航空輸送統計における消費量

から、旅客、貨物別の比例案分推計により旅

客に推計されるエネルギー消費量を計上する。 

3.4.9 #850000 貨物 

(1) 定義 

最終エネルギー消費のうち、企業、家計が住

宅、工場、事業所の外部で主として物の移動、

輸送に消費したエネルギーを表現する部門を

いう。 

(2) 計量方法 

運輸関係統計の直接の数値や、これを旅客、

貨物比例案分推計することにより、輸送機関

ごとに以下により計上する。 

#851000 貨物自動車/トラック 

#851100 営業用、#851200 自家用 については、

$0431 ガソリン、$0434 軽油 について自動車輸

送統計調査、$0458LPGについては自動車燃料
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消費量調査における消費量を計上する。さら

に、#851200 自家用 については、自動車輸送

統計における自家用貨物自動車の人員輸送量

(人・km)と貨物輸送量(t・km)から#851210 貨

物輸送寄与 と#851220 乗員輸送寄与 を内訳

推計する48。 

非エネルギー利用である$0451 潤滑油 につい

ては、2000年度まではエネルギー生産・需給

統計から計上し、2001年度以降は走行距離の

変化率を用いて推計する。 

営業用の地域別(#851101 北海道～#851109 九

州沖縄)の$0610 一般ガス は、自動車燃料消費

量調査のCNGより計上するが、これは旅客を

含んでいるため、地域積み上げ合計と全国値

が一致しない。 

自家用の地域別(#851251 北海道～#851259 九

州沖縄)は、自動車燃料消費量調査の自家用貨

物自動車より計上するが、地域別消費量は特

殊用途車を含んでいないため、地域積み上げ

合計と全国値が一致しない。 

営業用の地域別(#851101 北海道～#851109 九

州沖縄)、自家用の地域別(#851251 北海道～

#851259 九州沖縄)について、地域別内訳が不

明なエネルギー源は×とする。 

 
48 #851200 自家用貨物自動車 については、法人企業

や個人事業主が貨物輸送以外に営業、連絡、集金な

どの旅客、貨物の混合用途に利用することが多いこ

とから、自動車輸送統計における自家用貨物自動車

の乗員輸送に関する輸送量(人・km)の実績から、貨

物輸送寄与・乗員輸送寄与を分割推計する(2000年度

まで作成されていた旧・総合エネルギー統計におい

ては、自家用貨物自動車の乗員輸送寄与は旅客に分

類されているため、比較の際には留意)。 

一般論として、相対的に小型の貨物自動車の利用が

多いガソリンの乗員輸送寄与の相当部分はこうした

混合用途であると考えられる。しかし、当該乗員輸

送寄与相当分の全部がこうした混合用途であるわけ

ではなく、長距離貨物自動車の運転手の移動など純

#852000 鉄道 

$1200 電力、$0434 軽油 については、鉄道輸送

統計における消費量を計上する。 

非エネルギー利用である$0451 潤滑油 につい

ては、2000年度まではエネルギー生産・需給

統計から、鉄道輸送統計における旅客、貨物

別の走行距離により貨物に推計されるエネル

ギー消費量を計上する。2001年度以降は走行

距離の変化率を用いて推計する。 

#853000 船舶 

$0436 A重油～$0437 C重油 については、内航

船舶輸送統計における貨物輸送用消費量を計

上する。 

#854000 航空 

$0432 ジェット燃料油、$0431 ガソリン (航空

用)については、航空輸送統計における消費量

から、旅客、貨物別の比例案分推計により貨

物に推計されるエネルギー消費量を計上する。 

粋な貨物輸送の目的遂行に伴い必然的に生じた乗員

の移動や、医薬品、美術品、書類など極めて軽量な

貨物の輸送に伴う乗員の移動、あるいは建築業、対

事業所サービス業などに多い業務用機器、工具を積

載したまま貨物自動車を利用する場合の乗員(操作

要員)の移動なども含まれていると考えられるた

め、これをすべて旅客と断定することも不適切であ

る。したがって、自家用貨物自動車による乗員輸送

寄与などの混合輸送分は貨物部門の内訳として整理

するが、貨物自動車の利用形態の多様化に伴い、旅

客、貨物の厳密な区分が困難な領域が数多く存在し

ていることを考慮し、その大きさを明示的に内訳区

分して計上する。 
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3.4.10 #900000 最終エネル

ギー用途消費 

(1) 定義 

最終エネルギー消費のうち、燃料用、動力用

などエネルギーを得るための目的で使用した

量を表現する部門をいう。 

(2) 計量方法 

#500000 最終エネルギー消費 から#950000 非

エネルギー利用 を控除して計上する。 

3.4.11 #950000 非エネルギー

利用 

(1) 定義 

最終エネルギー消費のうち、化学基礎製品や

建築材料の原材料など、エネルギー源をエネ

ルギー用途以外に用いる目的で使用した量を

表現する部門をいう。 

(2) 解説 

1) 概念 

最終エネルギー消費のうち、エネルギーを得

るための燃焼、酸化などを行わない、原材料

として用いる目的で使用した量を表現する。

したがって、電力、蒸気については原理的に

非エネルギー利用は存在しない。 

再生可能エネルギー、未活用エネルギーにつ

いては、その定義上エネルギー用途として利

用した量のみを計上するため、非エネルギー

利用を計上しない。 

該当するのは、以下のような原材料用途への

エネルギー源の利用である。日本においては、

旺盛なプラスチックなどの国内需要を背景に、

石油化学原料用ナフサ、改質生成油など化学

工業関係の非エネルギー利用が、非エネルギー

利用全体の約70%を占める。 

石炭製品: 黒鉛製造用コークス、化学薬品製造

用コールタールなど 

石油製品: 石油化学原料用ナフサ、改質生成油、

灯油、LPG、黒鉛電極製造用オイルコークス、

カーボンブラック製造用オイルコークス、建

材用アスファルト、防水紙、容器用パラフィ

ン、潤滑油、グリース、硫酸製造用回収硫黄

など 

天然ガス: 化学薬品製造用天然ガスなど 

非エネルギー用途に使用されたエネルギー源

であっても、原理的にはいずれかの時点で廃

棄物として処分され、一部は燃焼、酸化して

エネルギーを発生するが、当該エネルギーの

発生とこれらのエネルギー源の非エネルギー

利用の異時点での因果関係を対応づけて捉え

ることは事実上不可能であるため、非エネル

ギー用途のエネルギー源からの廃棄物に由来

するエネルギーについては、一括して$1000 未

活用エネルギー の内数としてこれを取り扱う。 

2) 計量 

以下の2つの要件のいずれかに該当するものの

みを計上する。 

a. 公的統計において非エネルギー利用に

使用したことが確認できるもの 

石油等消費動態統計における原料用投入量の

調査など、公的統計において明らかに非エネ

ルギー利用された旨統計上確認できる部分の

エネルギー消費。ただし、石炭製品製造、石

油製品製造などのエネルギー源の製造のため

の原料に投入されたと推定される部分はエネ

ルギー消費として扱い控除する。 
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b. 潤滑油、パラフィンなど最初から非エ

ネルギー利用を目的として製造されるも

の 

自動車用潤滑油、防水紙、容器用パラフィン、

建材用アスファルトなど、最初から非エネル

ギー利用に用いることを目的に製造されたも

のの分に相当するエネルギー消費。ただし、

ボイラー燃料用へのアスファルトの転用など、

石油等消費動態統計などの公的統計において

エネルギー利用目的に利用されたことが確認

される部分は控除する。 

(3) 計量方法 

#951000 企業・事業所他～#953000 運輸 の合

計量を計上する。 

#951500 製造業(大規模・指定業種) 

石油等消費動態統計の対象業種については、

石油等消費動態統計における業種別のエネル

ギー投入中、原料用であって、石炭製品、石

油製品など転換部門でエネルギー源の原材料

に用いられるものを除いた量を業種区分ごと

に計上する。 

#951100 農林水産鉱建設業、 

#951700 製造業(中小規模他)、 

#951800 業務他(第三次産業)、 

#952000 家庭、 

#953000 運輸 

$0451 潤滑油 (運輸部門)、$0453 アスファルト 

(建設業)など、該当部門での非エネルギー利用

であることが推定できるものを計上する。 

$0454 他重質石油製品 の最終消費内訳統計誤

差は業務他の非エネルギーに計上する。 
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4.1 列の構造 

4.1.1 列の構造 

2016年度値以降の表章に用いる総合エネル

ギー統計の列構造を表4-1に、解説を次節以降

に示す49。 

4.1.2 発熱量 

各エネルギー源の標準発熱量については2.2 発

熱量、炭素排出係数の設定 を、設定根拠につ

いては経済産業省「エネルギー源別標準発熱

量・炭素排出係数の改訂案について」50を参照。 

表4-1 総合エネルギー統計の列の構造 

$0100 石炭 

$0110 原料炭 

$0111 コークス用 

$0112 吹込用 

$0120 一般炭 

$0121 輸入一般炭 

$0122 汎用輸入一般炭 

$0123 発電用輸入一般炭 

$0124 国産一般炭 

$0130 無煙炭 

$0200 石炭製品 

$0210 コークス類 

$0211 コークス 

$0212 コールタール 

$0213 練豆炭 

 
49 2015年度値以前の表章に用いている列構造の解説

は「総合エネルギー統計の解説/ 2010年度改訂版」

を参照。 
50 

$0220 石炭ガス 

$0221 コークス炉ガス 

$0222 高炉ガス 

$0223 一般高炉ガス 

$0224 発電用高炉ガス 

$0225 転炉ガス 

$0300 原油 

$0310 精製用原油 

$0311 精製用純原油 

$0312 精製用粗残油 

$0320 発電用原油 

$0321 瀝青質混合物 

$0330 NGL･コンデンセート 

$0331 精製用NGLコンデンセート 

$0332 発電用NGLコンデンセート 

$0333 
石油化学用NGLコンデンセー

ト 

$0400 石油製品 

$0410 原料油 

$0411 精製半製品 

$0412 揮発油留分 

$0413 灯油留分 

$0414 軽油留分 

$0415 常圧残油 

$0416 分解揮発油 

$0417 分解軽油 

$0418 精製混合原料油 

$0419 ナフサ 

$0420 純ナフサ 

$0421 改質生成油 

$0430 燃料油 

$0431 ガソリン 

$0432 ジェット燃料油 

$0433 灯油 

$0434 軽油 

$0435 重油 

http://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/carb
on.html 
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$0436 A重油 

$0437 C重油 

 

$0438 B重油, $0439 一般

用C重油, $0440 発電用C

重油 

$0450 他石油製品 

$0451 潤滑油 

$0452 他重質石油製品 

$0453 アスファルト 

$0454 他重質石油製品 

$0455 オイルコークス 

$0456 電気炉ガス 

$0457 製油所ガス 

$0458 LPG■ 

$0459 回収硫黄 

$0500 天然ガス 

$0510 輸入天然ガス(LNG) 

$0520 国産天然ガス 

$0521 ガス田･随伴ガス 

$0522 炭鉱ガス 

$0523 原油溶解ガス 

$0600 都市ガス 

$0610 一般ガス 

$0620 簡易ガス 

$0700 再生可能エネルギー(水力を除く) 

$0800 水力発電(揚水除く) 

$0900 揚水発電 

$1000 未活用エネルギー 

$1100 原子力発電 

$1200 電力 

$1210 事業用電力 

$1230 自家用電力 

$1231 農水鉱建設業 

$1232 製造業 

 
$1233 大規模製造業, 

$1234 中小規模製造業 

$1235 情報通信･運輸業他 

$1236 卸小売金融不動産業 

$1237 飲食宿泊生活サービス業 

$1238 医療･教育他サービス業 

$1239 公務 

$1240 家庭 

$1250 分類不明 

$1300 熱 

$1310 自家用蒸気 

$1311 農水鉱建設業 

$1312 製造業 

 
$1313 大規模製造業, 

$1314 中小規模製造業 

$1315 情報通信･運輸業他 

$1316 卸小売金融不動産業 

$1317 飲食宿泊生活サービス業 

$1318 医療･教育他サービス業 

$1319 公務 

$1320 分類不明 

$1350 熱供給 

$1351 温熱･給湯 

$1352 冷熱 

$1400 合計 

$1401 エネルギー利用 

$1402 非エネルギー利用 

$1420~ 電力寄与損失/排出量配分 

$1450~ 熱寄与損失配分/排出量配分 

$1490 
電力･熱寄与損失/排出量配分後合

計 

 

4.2 石炭、石炭製品 

4.2.1 $0100 石炭 

(1) 定義 

天然に産出した固体状炭化水素である石炭の

需給を表現する項目をいう。 
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(2) 解説 

石炭の物性の差異に着目し、使用用途による

分類(原料用、一般用、粘結性の有無)、炭化度、

発熱量により分類して取り扱う。 

(3) 計量方法 

算定はすべて水分、灰分、硫黄分などを含ん

だ｢湿炭・有灰｣あるいは｢有水有灰｣の状態で

行う。｢乾炭｣表記の場合実測湿分、｢無水無灰｣

表記の場合実測湿分、灰分で有水有灰に換算

するが、湿分、灰分が分からなければ産炭地

別に代表的な銘柄の湿分、灰分値を使い換算

する51。湿分、灰分の実測値も産炭地も判明し

ない場合、輸入一般炭であるとして平均湿分

率8.0%、平均灰分率12.0%と仮定して近似的に

換算する。 

$0110 原料炭、$0120 一般炭 及び$0130 無煙炭 

を合計した量を計上する。固有単位で表記す

る場合、$0110 原料炭、$0120 一般炭、$0130 無

煙炭のエネルギー量の和を$0121 輸入一般炭 

の実質発熱量で除した数量を用いる。 

4.2.2 $0110 原料炭 

(1) 定義 

石炭のうち、コークスなどを製造するための

コークス用原料炭と、高炉製鋼における吹込

用原料炭の需給を表現する項目をいう52。 

(2) 計量方法 

$0111 コークス用原料炭 と$0112 吹込用原料

炭 のエネルギー量の合計を計上する。固有単

位で表記する場合、$0111 コークス用原料炭、

 
51 代表的な銘柄の物性(品位)については、資源エネ

ルギー庁監修｢コールノート｣(資源産業新聞社) を参

照。 

$0112 吹込用原料炭 のエネルギー量の和を

$0110 原料炭 の標準発熱量で除した数量を用

いる。 

発熱量に関する定期的報告資料などがなく、

その利用技術の多くは企業秘密の制約を受け

るため、実質発熱量を得ることは困難である。 

4.2.3 $0111 コークス用原料炭 

(1) 定義 

石炭のうち、コークス炉においてコークスや

コークス炉ガスなどを製造するための原料と

して用いられるものの需給を表現する項目を

いう。 

(2) 解説 

日本貿易統計において用途別に通関された石

炭の量が示されているが、通関時の用途分類

のまま使用されるわけではなく、各コークス

炉の操業条件に適合する石炭が調配合されて

使用される。そのため、供給量については、

エネルギー転換部門の投入量を供給量とみな

して求める。 

(3) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入 

エネルギー転換における消費の合計量が輸入

により供給されたものと推計し、当該合計量

を輸入量として計上する。 

52 コークス用原料炭、吹込用原料炭のエネルギー転

換や品質基準、要求仕様については、補論3 を参

照。 
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#170000 供給在庫変動 

エネルギー生産・需給統計により供給在庫が

把握できる場合に計上する(2000年度まで)。 

#200000 エネルギー転換 

#212100 鉄鋼コークス、 

#212200 製鉄化学 

石油等消費動態統計における鉄鋼業の原料炭

消費量、化学工業の原料用石炭消費量を投入

量(負号)として計上する。 

#212300 専業コークス、 

#212900 コークス重複補正 

#212100 鉄鋼コークス の$0211 コークス 生産

量当たり投入原単位から推計した量を投入量

(負号)として計上する。 

#213000 ガスコークス 

ガス事業生産動態統計におけるガス製造用石

炭投入量を計上する(1997年度まで)。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別原料炭在

庫量から変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

4.2.4 $0112 吹込用原料炭 

(1) 定義 

石炭のうち、高炉製鋼においてPCI53用石炭と

して用いられ、高炉ガス、転炉ガスにその成

分の一部が転換される原料となるものの需給

を表現する項目をいう。 

 
53 微粉炭吹込み、Pulverized Coal Injection 

(2) 解説 

一般炭、無煙炭などの銘柄の中から、高炉製

鋼に支障のない石炭種が選別されて使用され

る。そのため、供給量については高炉投入量

(高炉での最終エネルギー消費量と高炉内部で

高炉ガス、転炉ガスに転換された量)が品種振

替により転換されて供給されたものとして推

計する。 

(3) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#211000 石炭品種振替 

$0112 吹込用原料炭 の#215000 鉄鋼系ガス生

成 での投入量、#500000 最終エネルギー消費 

での消費量の合計量が、$0120 一般炭、$0130 

無煙炭 からの品種振替により産出されたもの

と推計し産出量(正号)を計上する。 

#215000 鉄鋼系ガス生成 

石油等消費動態統計における高炉ガス、転炉

ガスの発生回収量が、高炉に投入された$0211 

コークス と$0112 吹込用原料炭 のエネルギー

量の比率により、$0211 コークス と$0112 吹込

用原料炭 から均等に案分して転換されたもの

とみなし投入量(負号)を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#629111-03 高炉製鋼 

石油等消費動態統計における指定品目、高炉

製鋼の石炭消費量から#215000 鉄鋼系ガス生

成 において$0222 高炉ガス、$0225 転炉ガス に

転換された量を控除した量を消費量として計

上する。 
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#629111-10 他鉄鋼製品 

石油等消費動態統計におけるその他鉄鋼製品

の原料炭消費量を計上する。 

4.2.5 $0120 一般炭 

(1) 定義 

石炭のうち、発電、蒸気発生や材料加熱など

の目的で直接燃焼させて用いられ、$0130 無煙

炭 を除くものの需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

$0121 輸入一般炭 と$0124 国産一般炭 のエネ

ルギー量の合計を計上する。固有単位で表記

する場合、$0121 輸入一般炭、$0124 国産一般

炭 のエネルギー量の和を$0120 一般炭 の標準

発熱量で除した数量を用いる。 

$0123 発電用輸入一般炭 については、電力調

査統計、電力需給の概要から実質発熱量を求

めることができる。$0121 輸入一般炭、$0124 

国産一般炭 については、発熱量に関する定期

的報告資料はないため、標準発熱量を用いる。 

4.2.6 $0121 輸入一般炭 

(1) 定義 

一般炭のうち、輸入されたものの需給を表現

する項目をいう。 

(2) 解説 

瀝青質混合物(例: オリマルジョン)などオイル

サンド、オイルシェールなどの非在来型石油

を加工した燃料については、原油の一種とし

て取り扱う。 

(3) 計量方法 

$0122 汎用輸入一般炭 と$0123 発電用輸入一

般炭 のエネルギー量の合計とする。固有単位

で表記する場合、$0122 汎用輸入一般炭、$0123 

発電用輸入一般炭  のエネルギー量の和を

$0121 輸入一般炭 の標準発熱量で除した数量

を用いる。 

4.2.7 $0122 汎用輸入一般炭 

(1) 定義 

輸入一般炭のうち、事業用電力に使用される

もの以外の需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

石炭の最終エネルギー消費については、その

大半が製造業におけるものであるが、石油等

消費動態統計における石炭の消費には鉄鋼業

における原料炭、一般炭の区別を除くと炭種

別の分類が設けられていない。このため、石

油等消費動態統計における石炭消費は原則本

項目における消費として計上し、他の項目の

石炭として明確に識別できるエネルギー消費

があれば区分して計上する。 

電気事業者が使用する発電用石炭については、

特に低灰分、低硫黄の銘柄が選択されて使用

されること、毎年度実質発熱量が求められる

ことなどの理由から、区分して$0123 発電用輸

入一般炭 において計量する。 

(3) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入 

日本貿易統計における石炭輸入量(原料炭、一

般炭合計)から$0111 コークス用原料炭、$0123 
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発電用輸入一般炭 の輸入量を控除した量を計

上する。 

#170000 供給在庫変動 

エネルギー生産・需給統計により供給在庫が

把握可能な場合計上する(2000年度まで)。 

#200000 エネルギー転換 

#211000 石炭品種振替 

$0112 吹込用原料炭 に品種振替されたと推計

した量(負号)、$0124 国産一般炭 に/から品種

振替した/されたと推計された量(負号/正号) 

(2001年度まで)、$0130 無煙炭 から品種振替さ

れたと推計した量(正号)の合計量を計上する。 

#240000 事業用発電 

計上しない($0123 発電用輸入一般炭 に計上)。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

2016年度以降は電力調査統計に報告されてい

る自家消費分でエネルギー消費統計で捉え切

れていない分は、対応する業種に上乗せして

計上する。この分は$0123 発電用輸入一般炭 

の実質発熱量に対する$0122 汎用輸入一般炭 

の実質発熱量の比率を乗じて計上する。 

#271000 地域熱供給 

熱供給事業便覧における原・燃料使用量を計

上する。 

#272000 その他熱供給 

発電所燃料使用実績（発受電月報個票）にお

いて、用途が熱供給であった雑用分の石炭消

費量を計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別石炭在庫

量から変動量を算出し計上する。 

#400000 統計誤差 

総需要と総供給の差分を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

石油等消費動態統計の対象部分については、

業種別にエネルギー転換用投入量を計上する。

ただし、化学工業のその他の製品の石炭消費

量には、#212200 製鉄化学 に計上する原料用

が含まれるため、重複分として原料用分を控

除する。 

石油等消費動態統計の対象外の部分について

は、エネルギー消費統計における石炭の直接

エネルギー投入量を計上する。 

#813000 旅客/鉄道 

鉄道統計年報の蒸気機関車の走行量に、環境

省温室効果ガス排出量算定方法検討会・運輸

分科会推計の蒸気機関車燃費を乗じて推計し

た値を計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 

4.2.8 $0123 発電用輸入一般炭 

(1) 定義 

輸入一般炭のうち、事業用電力の火力発電所

において発電用燃料に使用されるものの需給

を表現する項目をいう。 
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(2) 解説 

電気事業者が使用する発電用石炭については

主として専焼石炭火力発電設備に投入される

が、これらは出力の安定性や排煙性状などを

与件として運転されるため特に低灰分・低硫

黄の銘柄が選択されて使用される。一方、自

家用発電については工場内のはん用ボイラー

を使用するため、石炭の銘柄、性状について

の選択の自由度が高いことから、これらを区

分して計量する。 

(3) 計量方法 

電力調査統計、電力需給の概要から推計した

実質発熱量を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入 

#200000 エネルギー転換 の投入量を輸入量と

みなし計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#211000 石炭品種振替 

$0124 国産一般炭 から品種振替されたと推計

される量を正号で計上する(2002年度以降)。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計における発電用石炭投入量から

$0124 国産一般炭 の投入量を控除した量を計

上する。2016年度以降は上記から電力調査統

計における共同火力以外の事業者の自家消費

分を控除した量を計上する。 

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は、電力調査統計、電力需給の

概要における一般電気事業者、卸電気事業者

の｢その他雑用｣向け石炭消費量を計上する。

2016年度以降は新たに電気事業者になった事

業者を中心に、石油等消費動態統計やエネル

ギー消費統計等との重複があることから、自

家消費を別途調査して計上する。 

#351000 転換・消費在庫変動/事業用電力

在庫 

電力調査統計、電力需給の概要における石炭

在庫量から変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

4.2.9 $0124 国産一般炭 

(1) 定義 

一般炭のうち、国内で産出したものの需給を

表現する項目をいう。 

(2) 解説 

国内石炭政策上の措置により、大部分が事業

用電力により引取られ、製造業などが消費し

た量は非常にわずかであった。また、エネル

ギー生産・需給統計における販売量統計以外

に最終エネルギー消費を部門分類する統計が

なく、石油等消費動態統計などの消費側統計

では輸入一般炭などと合算されて扱われてい

た。このため、2001年以前は#240000 事業用発

電 についてはエネルギー生産・需給統計にお

ける電気業向け販売量を計上し、最終エネル

ギー消費量については#211000 石炭品種振替 

において$0122 汎用輸入一般炭 に合算し、同

項目での消費として取り扱う。2002年以降は

販売先が統計の調査対象から外れたため、2001

年度は暦年の値を用い、2002年度以降は国内

で生産されたすべての石炭が発電用途に使わ

れるとみなし、#211000 石炭品種振替 におい

て$0123 発電用輸入一般炭 に振り替えられる

ものとして取り扱う。 
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(3) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

2000年度までは露天掘、坑内堀別にエネルギー

生産・需給統計における生産量を計上し、2001

年度以降は石炭エネルギーセンター「コール

ノート」における生産量を計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#211000 石炭品種振替 

2001年度以前は#110000 国内産出 による供給

量から他の部門における消費量を控除した量

を$0122 汎用輸入一般炭 への品種振替量とみ

なし負号で計上する。2002年度以降は#110000 

国内産出 による供給量を$0123 発電用輸入一

般炭 への品種振替量とみなし計上する。 

#240000 事業用発電 

エネルギー生産・需給統計における一般電気

事業向け、卸電気事業向け販売量を計上する

(2001年度まで)。ただし、2001年度は暦年の販

売量を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

4.2.10 $0130 無煙炭 

(1) 定義 

石炭のうち、発電、蒸気発生や材料加熱など

の目的で直接燃焼して用いられるものであっ

て揮発分が10%以下のものなどの需給を表現

する項目をいう。 

 
54 無煙炭と亜炭は性状が極めて大きく異なるが、直

接利用形態として、歴史的に無煙炭・亜炭とも石炭

を産出する地域でのはん用燃料として使われること

が多かったことから、このように取り扱う。無煙炭

(2) 解説 

炭化度が最も進み有水有灰状態で測定した揮

発分を10wt%以下しか含有しない石炭の需給

を表現する。燃焼時の重量当たり発熱量が大

きいことから工業炉用燃料として、また揮発

分が少なく燃焼時に火炎の発生が少ないこと

から練豆炭原料として用いられる。 

日本では現在利用実績がないが、亜炭(褐炭、

泥炭)の直接利用がある場合にはこれらのエネ

ルギー量を無煙炭に合算54して計上する。 

(3) 計量方法 

エネルギー生産・需給統計における販売量統

計以外に消費を部門分類する統計がなく、石

油等消費動態統計などの消費側統計では輸入

一般炭などと合算されて扱われている。この

ため、最終エネルギー消費量の大部分につい

ては#211000 石炭品種振替 において$0122 汎

用輸入一般炭 に合算し、$0121 輸入一般炭 の

一部として取り扱う。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

エネルギー生産・需給統計における国内産出

量を計上する(1990年度)。 

#120000 輸入 

日本貿易統計における輸入量を計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#211000 石炭品種振替 

#190000 国内供給 から他の部門における消費

量、投入量を控除した量を$0122 汎用輸入一

般炭 への品種振替量とみなし負号で計上する。 

や亜炭は特性に応じ、無煙炭は厨房用・小型ストー

ブなどの屋内利用、亜炭は給湯・床暖房などの屋外

利用に用いられていた。 



総合エネルギー統計の解説 / 2024年度改訂版 

4 総合エネルギー統計の列(エネルギー源)の構造と解説 86 

#213000 ガスコークス 

エネルギー生産・需給統計におけるガス業へ

の販売量を計上する(2000年度まで)。 

#211000 石炭品種振替 

エネルギー生産・需給統計における練豆炭向

け出荷量を計上する(1998年度まで)。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

4.2.11 $0200 石炭製品 

(1) 定義 

天然に産出した石炭からのエネルギー転換に

より生成されたコークスや石炭ガス55などのエ

ネルギー源の需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

$0210 コークス類、$0220 石炭ガス のエネル

ギー量を合計した量を計上する。固有単位で

表記する場合、コークス類、石炭ガスのエネ

ルギー量の和を$0121 輸入一般炭 の実質発熱

量で除した数量を用いる。 

4.2.12 $0210 コークス類 

(1) 定義 

コークス用原料炭などをコークス炉で乾留し

て得られる、固体、液体のエネルギー源の需

給を表現する項目をいう。 

 
55 石炭ガスのうち、高炉ガス、転炉ガスを総称して

鉄鋼系ガスと呼称する。 

(2) 計量方法 

$0211 コークス、$0212 コールタール、$0213 練

豆炭 のエネルギー量の合計を計上する。固有

単位で表記する場合、$0211 コークス の標準

発熱量で除した数量を用いる。 

4.2.13 $0211 コークス 

(1) 定義 

石炭製品のうち、コークス用原料炭などをコー

クス炉で乾留して得られる固体状製品の需給

を表現する項目をいう56。 

(2) 計量方法 

供給量については資源・エネルギー統計又は

石油等消費動態統計のうちカバー率がより高

いものを基礎として計量する。 

製鉄業の高炉用投入量については、一部が鉄

鋼系ガスに転換されるため、#215000 鉄鋼系

ガス生成 と#629111 高炉製鋼 に分かれて計上

されることに注意(補論3 参照)。 

粉化したコークスの一部は再度塊状のコーク

スを作るための原材料として循環利用される

が、燃焼などの消費を伴わないため、#301000 

自家消費 に計上せず、当該循環利用量部分に

ついては生産量から控除する。 

厳格に品質管理された工業製品であり、その

性状は少量の灰分を含んだ固定炭素の固まり

であるため、発熱量が毎年度大きく変動する

ことは考えにくく、標準発熱量を使用する。 

56 性状、要求仕様については、補論3 を参照。 
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#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入、 

#160000 輸出 

日本貿易統計における輸入量、輸出量をそれ

ぞれ計上する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計におけるコークス製造

事業者の在庫量から変動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#212000コークス製造 

資源・エネルギー統計におけるコークス生産

量合計又は石油等消費動態統計における業種

合計の生産量のうち、カバー率がより高いも

のを計上する。 

#212100 鉄鋼コークス 

石油等消費動態統計における鉄鋼業の生産量

からコークス用直接消費を控除した量又は資

源・エネルギー統計における製鉄業の生産量

のうち、カバー率がより高いものを計上する。 

#212200 製鉄化学 

石油等消費動態統計における化学工業の生産

量を計上する。 

#212300 専業コークス 

#212100 鉄鋼コークス、#212200 製鉄化学、

#213000 ガスコークス の合計が#212000コーク

ス製造 合計よりも小さい場合、その差分を計

上する。 

#212900 コークス重複補正 

#212100 鉄鋼コークス、#212200 製鉄化学、

#213000 ガスコークス の合計が#212000コーク

ス製造合計 よりも大きい場合、その差分を計

上する。 

#213000 ガスコークス 

エネルギー生産・需給統計における生産量か

ら原料用投入量を控除した量を計上する。 

#215000 鉄鋼系ガス生成 

石油等消費動態統計における高炉ガス、転炉

ガスの発生回収量が、高炉に投入された$0211 

コークス と$0112 吹込用原料炭 のエネルギー

量の比率により、$0211 コークス と$0112 吹込

用原料炭 から均等に案分して転換されたもの

とみなし投入量(負号)を計上する。 

#240000 事業用発電 

2016年度以降は電力調査統計における発電用

投入量から共同火力以外の事業者の自家消費

分を控除した量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#301400 自家消費/事業用電力 

2016年度以降は新たに電気事業者になった事

業者を中心に、石油等消費動態統計やエネル

ギー消費統計等との重複があることから、自

家消費を別途調査して計上する。 

#351000 転換・消費在庫変動/事業用電力

在庫 

2016年度以降、電力調査統計における在庫量

から変動量を算出し計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#400000 統計誤差 

総需要と総供給の差分を計上する。 
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#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

石油等消費動態統計の対象部分については、

業種別に同統計における直接投入エネルギー

量を計上する(鉄鋼業における高炉用コークス

の扱いについては、3.3.5 #215000 鉄鋼系ガス

生成 参照)。同統計の対象外の部分について

は、エネルギー消費統計におけるコークスの

直接エネルギー投入量を計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 

4.2.14 $0212 コールタール 

(1) 定義 

石炭製品のうち、コークス用原料炭などをコー

クス炉で乾留して得られる重質な液体状の炭

化水素の需給を表現する項目をいう57。 

(2) 解説 

さらに分離、精製されてナフタレンなど各種

基礎化学製品の原料として使用されるほか、

コークス製造時の添加剤に循環使用されたり、

燃料用途に使用されるなど、広範な用途に使

用される。 

(3) 計量方法 

コークスの製造過程では、産出したコールター

ルの一部を再度コークスを作るための原材料

として循環利用するが、当該過程では燃焼な

どの消費を伴わないため、#301000 自家消費 

 
57 石油等消費動態統計においては単にタールと呼称

に計上せず、当該循環利用量部分については

生産量から控除する。 

#213000 ガスコークス については、エネルギー

生産・需給統計上、発生、回収量が別掲して

計上されていないため計上しない。 

コークス製造時の副生品の総称であり様々な

性状の成分が上記調査値に換算して報告され

ているため、標準発熱量を使用する。 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入、 

#160000 輸出 

日本貿易統計における輸入量、輸出量をそれ

ぞれ計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#212100 鉄鋼コークス、 

#212200 製鉄化学 

石油等消費動態統計における生産量からコー

クス用直接消費を控除した量を計上する。 

#212300 専業コークス 

#212100 鉄鋼コークス の$0211 コークス 生産

量当たり消費量を用いて推計する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#400000 統計誤差 

総需要と総供給の差分を計上する。 

されている。 
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#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

業種別に石油等消費動態統計における直接投

入エネルギー量を計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 

4.2.15 $0213 練豆炭 

(1) 定義 

石炭製品のうち、家庭用、業務用燃料として

用いるために、石炭などを選別、粉砕し、添

加剤を加えて成形加工した燃料製品の需給を

表現する項目をいう。 

(2) 解説 

原料として木炭を用いる場合があるが、木炭

起源の錬豆炭やその類似製品は再生可能エネ

ルギー中$N131 木材利用 に分類する。 

(3) 計量方法 

国産練豆炭の需給中石炭系由来の分だけを計

上する。輸入練豆炭については、木炭系、石

炭系の比率を識別できないため、本項目の一

次エネルギー供給として計上しない。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

 
58 石炭ガスのうち高炉ガス、転炉ガスを併せて鉄鋼

系ガスと呼称する。 

#200000 エネルギー転換 

#281000 石炭製品二次品種振替 

エネルギー生産・需給統計における練豆炭製

造用石炭出荷量から生産量を推計し計上する

(2000年度まで)。 

#500000 最終エネルギー消費 

#700000 家庭 

供給量の全量が当該部門で消費されたものと

みなし消費量を計上する(2000年度まで)。 

4.2.16 $0220 石炭ガス 

(1) 定義 

石炭、石炭製品のエネルギー転換の際に生成

するコークス炉ガス、高炉ガス、転炉ガスな

ど、石炭の成分を由来とする気体状のエネル

ギー源の需給を表現する項目をいう58。 

(2) 計量方法 

$0221 コークス炉ガス、$0222 高炉ガス、$0225 

転炉ガス のエネルギー量の合計を計上する。

数量を固有単位で表示する場合、$0222 高炉ガ

ス の標準発熱量で除した数量を用いる。 

4.2.17 $0221 コークス炉ガス 

(1) 定義 

コークス用原料炭などをコークス炉で乾留す

る際に、コークス用原料炭中の揮発分が分解

して生成、回収される気体状の炭化水素の需

給を表現する項目をいう59。 

59 発生原理、詳細な性状などについては、補論3 参

照。 



総合エネルギー統計の解説 / 2024年度改訂版 

4 総合エネルギー統計の列(エネルギー源)の構造と解説 90 

(2) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#212100 鉄鋼コークス 

石油等消費動態統計における鉄鋼業の生産量

からコークス用直接消費を控除した量又は資

源・エネルギー統計における製鉄業の生産量

のうち、カバー率がより高いものを計上する。 

#212200 製鉄化学 

石油等消費動態統計における化学工業の生産

量を計上する。 

#212300 専業コークス、 

#212900 コークス重複補正 

#212100 鉄鋼コークス の$0211 コークス 生産

量当たり消費量を用いて推計する。 

#213000 ガスコークス 

#231000 一般ガス製造 の石炭系ガスの原料用

投入量を生産量であるとみなし計上する(1997

年度まで)。 

#231000 一般ガス製造 

ガス事業生産動態統計における石炭系ガスの

一般ガス原料用投入量を計上する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計における発電用投入量を計上す

る。2016年度以降は電力調査統計における発

電用投入量から共同火力以外の事業者の自家

消費分を控除した量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#301100 自家消費/石炭製品製造 

2010年12月以前は資源・エネルギー統計にお

ける石炭製品製造用のコークス炉ガス消費量

を計上する。2011年1月以降は2010年12月の

コークス生産量に対する消費量の比率から推

計する。 

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は電力調査統計、電力需給の概

要における一般電気事業者、卸電気事業者の

｢その他雑用｣向け消費量を、2016年度以降は

新たに電気事業者になった事業者を中心に、

石油等消費動態統計やエネルギー消費統計等

との重複があることから、自家消費を別途調

査して計上する。 

#351000 転換・消費在庫変動/事業用電力

在庫 

2016年度以降、電力調査統計における在庫量

から変動量を算出し計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#400000 統計誤差 

総需要と総供給の差分を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

業種別に石油等消費動態統計における各指定

生産品目別直接消費量を計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 
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4.2.18 $0222 高炉ガス 

(1) 定義 

製銑用高炉に投入されたコークスや吹込用原

料炭が分解、部分酸化して生成し高炉頂部か

ら回収される気体状の炭化水素の需給を表現

する項目をいう60。 

(2) 解説 

製銑用高炉頂部で高炉ガスの余剰圧力のみを

回収する炉頂圧発電については、未活用エネ

ルギーとして$N253 産業電力回収 に計上する。 

製鉄所内部などではん用燃料として使用され

るものと、電気事業者の発電用燃料として使

用されるものとで性状が異なるため、これら

を区分して計上する。 

(3) 計量方法 

$0223 一般高炉ガス、$0224 発電用高炉ガス の

エネルギー量の和を計上する。固有単位で表

記する場合、$0223 一般高炉ガス、$0224 発電

用高炉ガス のエネルギー量の和を$0222 高炉

ガス の標準発熱量で除した数量を用いる。 

4.2.19 $0223 一般高炉ガス 

(1) 定義 

高炉ガスのうち、製鉄所内部などではん用燃

料として使用されるものの需給を表現する項

目をいう。 

 
60 発生原理、詳細な性状などについては、補論3 参

(2) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#215000 鉄鋼系ガス生成 

石油等消費動態統計における高炉ガスの発

生・回収又は生産の量から$0224 発電用高炉ガ

ス の量を控除した量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

2016年度以降は電力調査統計に報告されてい

る自家消費分で他の統計が捕捉していない分

は、#250000 自家用発電 の対応する業種に計

上する。この分は$0224 発電用高炉ガスの実質

発熱量に対する$0223 一般高炉ガスの標準発

熱量の比率を乗じて計上する。 

#301100 自家消費/石炭製品製造 

2010年12月以前は資源・エネルギー統計にお

ける石炭製品製造用の高炉ガス消費量を計上

する。2011年1月以降は2010年12月のコークス

の生産量に対する高炉ガスの消費量の比率か

ら推計する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別高炉ガス

在庫量から変動量を算出し計上する。 

#400000 統計誤差 

総需要と総供給の差分を計上する。 

照。 
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#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

業種別に石油等消費動態統計における各指定

生産品目別高炉ガス直接消費量を計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 

4.2.20 $0224 発電用高炉ガス 

(1) 定義 

高炉ガスのうち、電気事業者の発電用燃料と

して使用されるものの需給を表現する項目を

いう。 

(2) 計量方法 

電力調査統計、電力需給の概要から推計した

実質発熱量を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#215000 鉄鋼系ガス生成 

#240000 事業用発電 の投入量及び#301000 自

家消費 の量と等量の$0024 発電用高炉ガスが 

産出されたものとして正号で計上する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における発電

用高炉ガス投入量を計上する。2016年度以降

 
61 鉄鋼業や外部用発電において、混合ガス(MIXガ

ス)という呼称の石炭ガスが用いられることがある

が、これは高炉ガス、転炉ガスとコークス炉ガスを

は上記から電力調査統計における共同火力以

外の事業者の自家消費分を控除した量を計上

する。 

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は、電力調査統計、電力需給の

概要における一般電気事業者、卸電気事業者

の｢その他雑用｣向け高炉ガス消費量を計上す

る。2016年度以降は新たに電気事業者になっ

た事業者を中心に、石油等消費動態統計やエ

ネルギー消費統計等との重複があることから、

自家消費を別途調査して計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

4.2.21 $0225 転炉ガス 

(1) 定義 

製銑用高炉に投入されて銑鉄中に溶解した

コークスや吹込用原料炭の炭素分を由来とし、

転炉での酸素製鋼処理の過程で生成、回収さ

れる気体状の炭化水素の需給を表現する項目

をいう。 

(2) 解説 

製銑用高炉において投入されたコークスや吹

込用原料炭の炭素分の一部は銑鉄中に溶解し

ているため、転炉において銑鉄に酸素を吹き

込んで製鋼処理を行う。この際、過剰な炭素

分が一酸化炭素として除去、回収されるが、

本項目は当該処理過程で発生する一酸化炭素

(=転炉ガス)の需給を表現するものである61。 

混合し、発熱量を10～15MJ/m3-Nに調製し燃焼性、

安全性を向上させたものである。 
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大部分は、高炉操業のための熱風炉用燃料と

して製鉄所内で消費され、一部がはん用燃料

として共同火力発電における発電や鉄鋼業の

自家用発電・自家用蒸気発生用燃料、製鉄所

内のはん用燃料として利用される62。 

(3) 計量方法 

組成は一酸化炭素(12.63MJ/m3-N) 70%、二酸

化炭素(0MJ/m3-N) 20%程度で安定しており、

標準発熱量を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#215000 鉄鋼系ガス生成 

石油等消費動態統計における発生・回収又は

生産の量を計上する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における発電

用投入量を計上する。2016年度以降は電力調

査統計における発電用投入量から共同火力以

外の事業者の自家消費分を控除した量を計上

する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#301100 自家消費/石炭製品製造 

2010年12月以前は資源・エネルギー統計にお

ける石炭製品製造用の消費量を計上する。

2011年1月以降は2010年12月のコークス生産量

に対する転炉ガス消費量の比率から推計する。 

 
62 発生原理、詳細な性状などについては、補論3 参

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は電力調査統計、電力需給の概

要における一般電気事業者、卸電気事業者の

｢その他雑用｣向け消費量を、2016年度以降は

新たに電気事業者になった事業者を中心に、

石油等消費動態統計やエネルギー消費統計等

との重複があることから、自家消費を別途調

査して計上する。 

#351000 転換・消費在庫変動/事業用電力

在庫 

2016年度以降、電力調査統計における在庫量

から変動量を算出し計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#400000 統計誤差 

総需要と総供給の差分を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

石油等消費動態統計における各指定生産品目

別直接消費量を計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 

照。 
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4.3 原油、石油製品 

4.3.1 $0300 原油 

(1) 定義 

天然に産出した鉱物油である原油の需給を表

現する項目をいう。 

(2) 解説 

用途による分類(精製用、発電用)と性状、産状

による分類(瀝青質混合物、NGL・コンデン

セート)を併用する。 

通常の原油の他に非在来型原油を対象に含む。

非在来型原油としては発電用に瀝青質混合物

(オリマルジョン)が使用されたことがあるが、

タールサンド、オイルサンドやこれらの抽出

油などが輸入、消費される場合、本項目に項

目を設けて表現することとする。 

単に原油という場合、$0310 精製用原油、$0320 

発電用原油 の合計を示す狭義の意味で用いる

ことがあるが、総合エネルギー統計では$0310 

精製用原油～$0320 発電用原油 を包含する広

義の意味でこれを用いる。 

いわゆる｢石油｣は、$0300 原油 と$0400 石油製

品 を包含する概念である。 

標準発熱量としては、$0310 精製用原油 の標

準発熱量63を用いる。 

(3) 計量方法 

原油には、炭化水素分の他、微量の水分、水

泥(エマルジョン)分、硫黄分、残留炭素分など

 
63 原油体積換算(kloe)を行う際には、換算基準とする

原油は常に38.7MJ/L (9,250kcal/L)と定義化し、日本

が含まれるが、これらをすべて含んだ状態で

算定を行う。 

$0310 精製用原油、$0320 発電用原油、$0321 瀝

青質混合物、$0330 NGL・コンデンセート の

エネルギー量を合計した量を計上する。固有

単位で表記する場合、$0320 発電用原油～

$0330 NGL・コンデンセート のエネルギー量

の和を$0310 精製用原油 の実質発熱量で除し

た数量を用いる。 

4.3.2 $0310 精製用原油 

(1) 定義 

NGL・コンデンセートを除く原油であって、

石油精製・石油化学用原料として投入される

ものの需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

事業用発電用に使用される原油は、$0320 発電

用原油 に計上する。 

(3) 計量方法 

実質発熱量については、石油輸入調査におけ

る原油銘柄別物性値から戒能(2014)の方法に

より推計した原油銘柄別精製半製品別収率、

同発熱量を精製用原油銘柄別輸入量で加重平

均した値を求めて用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

資源・エネルギー統計における国産原油

(NGL・コンデンセートを除く、以下同じ)の生

産量を計上する。 

の原油の標準発熱量や実質発熱量を用いて換算しな

い。 
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#120000 輸入 

資源・エネルギー統計における精製用原油輸

入量を計上する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計における国産原油在庫、

輸入原油在庫量から変動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#222100 原油常圧蒸留 

資源・エネルギー統計における精製業者の原

油(NGL・コンデンセートを除く、以下同じ)処

理量を計上する。 

#223000 潤滑油製造他 

資源・エネルギー統計における潤滑油業者、

その他業者の処理量を計上する。 

#225100 エチレン工程: 分解ガス・分解油

生成 

石油等消費動態統計における他化学製品の

(原料用)原油投入量を計上する。 

#240000 事業用発電 

計上しない($0320 発電用原油 に計上)。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

2016年度以降は電力調査統計に報告されてい

る自家消費分でエネルギー消費統計で捉え切

れていない分は、対応する業種に上乗せして

計上する。この分は$0320 発電用原油 の実質

発熱量に対する$0310 精製用原油 の実質発熱

量の比率を乗じて計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別原油在庫

量から変動量を算出し計上する。 

#400000 統計誤差 

総需要と総供給の差分を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#626111-01 石油化学製品原料 

石油等消費動態統計における指定品目石油化

学製品(原料用)の原油投入量を計上する。 

#951530 非エネルギー利用/化学 

#626111-01 石油化学製品原料 の値を計上する。 

4.3.3 $0320 発電用原油 

(1) 定義 

NGL・コンデンセートを除く原油であって、

事業用発電の火力発電所において発電用燃料

として使用されるものの需給を表現する項目

をいう。 

(2) 解説 

事業用発電に使用される原油は、低硫黄・高

発熱量(=重質)のアジア、大洋州産原油が主に

用いられ、相対的に高硫黄・低発熱量(=軽質)

の精製用原油と性状、品質が異なるため、用

途別に区分して取り扱う。 

(3) 計量方法 

#250000 自家用発電、#260000 自家用蒸気発生 

については、過去原油がほとんど使用されて

いないこと、経済性を考えれば通常は自家発

電などの目的で原油を輸入することは考えら

れないことから、計上しない。 
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電力調査統計、電力需給の概要から推計した

実質発熱量を用いる。 

 #100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入 

資源・エネルギー統計における発電用原油輸

入量を計上する。 

#170000 供給在庫変動 

発電用原油の投入量とエネルギー生産・需給

統計における発電用出荷量の差分は在庫変動

分とみなして計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における発電

用原油投入量を計上する。 

#301400 自家消費/ 事業用発電 

2015年度以前は、電力調査統計、電力需給の

概要における一般電気事業者、卸電気事業者

の｢その他雑用｣向け原油消費量を計上する。

2016年度以降は新たに電気事業者になった事

業者を中心に、石油等消費動態統計やエネル

ギー消費統計等との重複があることから、自

家消費を別途調査して計上する。 

#351000 転換・消費在庫変動/事業用電力

在庫 

電力調査統計、電力需給の概要における原油

在庫量から変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

4.3.4 $0321 瀝青質混合物 

(1) 定義 

オイルサンド、タールサンド、オイルシェー

ルなどの非在来型石油を含む鉱物を、粉砕し

て水に懸濁させて製造した液体状の燃料製品

の需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

ベネズエラ産の｢オリマルジョン｣(商品名)が代

表的な例であり、重質油を多く含んだ鉱物を

そのまま採掘、粉砕し、界面活性剤を加え少

量の水に懸濁させて流体燃料として取り扱え

るようにしたものである。 

非在来型の石油資源を活用した新しいエネル

ギー源であるため、エネルギー政策上の取扱

いは｢石油代替エネルギー｣となっているが、

総合エネルギー統計においてはその由来によ

り分類し原油の一種として取り扱う。 

(3) 計量方法 

電力調査統計、電力需給の概要から推計した

実質発熱量を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入 

#240000 事業用発電 における投入量を輸入量

として計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における発電

用投入量を計上する。 

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は電力調査統計、電力需給の概

要における一般電気事業者、卸電気事業者の

｢その他雑用｣向け消費量を、2016年度以降は
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新たに電気事業者になった事業者を中心に、

石油等消費動態統計やエネルギー消費統計等

との重複があることから、自家消費を別途調

査して計上する。 

#351000 転換・消費在庫変動/事業用電力

在庫 

電力調査統計、電力需給の概要における在庫

量から変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

4.3.5 $0330 NGL・コンデン

セート 

(1) 定義 

天然ガス田や油田において、天然ガスの採掘、

精製過程で得られる、常温、常圧で液体状の

C5～C8程度の軽質炭化水素の需給を表現す

る項目をいう。 

(2) 解説 

産出形態により性状が若干異なるため、天然

ガス田産のものは重質NGL (Natural Gas Liquid)、

油田産のものは軽質NGL64として分類される。

これらを総称しNGL・コンデンセートと呼称

する。 

(3) 計量方法 

$0331 精製用NGLコンデンセート、$0332 発電

用NGLコンデンセート、$0333 石油化学用NGL

 
64 油田産のNGLについては、揮発分中の比較的炭素

数の多い(C5～C8)炭化水素分子は原油の液中に溶解

してガス分中には残留していないため、ガス分を原

油分から分離した後冷却・減圧すると天然ガス田産

のものと比較して軽質なNGLが産出する。油田産の

コンデンセート のエネルギー量を合計した量

を計上する。 

石油化学用投入・消費量については、石油等

消費動態統計における統計調査項目として

1995年度から追加されたため、それ以前の投

入・消費量については推計により計上する。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

資源・エネルギー統計における国産原油内訳

中コンデンセートの生産量を$0331 精製用

NGLコンデンセート に計上する。 

#120000 輸入 

資源・エネルギー統計における輸入原油内訳

中精製用、発電用、石化用コンデンセートの

輸入量を計上する。 

#170000 供給在庫変動 

発電用コンデンセートの総需要と総供給の差

分を計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#222100 石油化学原料振替 

$0333 石油化学用NGLコンデンセート の総需

要と総供給の差分を計上する。 

#222100 原油常圧蒸留 

資源・エネルギー統計における国産コンデン

セートと精製用NGLコンデンセートの輸入量

の合計を$0331 精製用NGLコンデンセート に

計上する。 

軽質NGLについては比重0.69～0.71程度であるが、

天然ガス田産の重質NGLについては比重0.72程度で

ありC5～C8の有用な炭化水素分子を相対的に多く

含んでいるため、石油化学用原料としては主に天然

ガス田産の重質NGLが用いられている。 
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#225100 エチレン工程: 分解ガス・分解油

生成 

石油等消費動態統計における指定生産品目石

油化学製品(原料用)の消費量を投入量として、

$0333 石油化学用NGLコンデンセート に計上

する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における発電

用投入量を$0332 発電用NGLコンデンセート 

に計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

石油等消費動態統計における石油化学工業の

ボイラー用、コージェネレーション用消費量

を$0333 石油化学用NGLコンデンセート に計

上する。 

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は電力調査統計、電力需給の概

要における一般電気事業者、卸電気事業者の

｢その他雑用｣向け消費量を、2016年度以降は

電力調査統計(発受電月報)における電気事業

者の｢その他雑用｣向け消費量を$0332 発電用

NGLコンデンセート に計上する。 

#351000 転換・消費在庫変動/事業用電力

在庫 

電力調査統計、電力需給の概要における在庫

量から算出した在庫変動量を$0332 発電用

NGLコンデンセート に計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し、$0333 石油化学用NGLコ

ンデンセート に計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#626111-01石油化学製品原料 

石油等消費動態統計における指定品目石油化

学製品(原料用)の投入量を$0333 石油化学用

NGLコンデンセート に計上する。 

#951530 非エネルギー利用/化学 

#626111-01 石油化学製品原料 の数値を$0333 

石油化学用NGLコンデンセート に計上する。 

4.3.6 $0400 石油製品 

(1) 定義 

原油から石油精製などのエネルギー転換によ

り製造された製品と、これらの製品をさらに

エネルギー転換して得られた製品の需給を表

現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

$0410 原料油、$0430 燃料油、$0450 他石油製

品 のエネルギー量の合計を計上する。固有単

位で表記する場合、$0410 原料油～$0450 他石

油製品 のエネルギー量の和を$0310 精製用原

油 の実質発熱量で除した数量を用いる。 

4.3.7 $0410 原料油 

(1) 定義 

原油から得られる液体状の炭化水素であって、

主として石油精製・石油化学部門において原

料用として使用されるナフサ(純ナフサ、改質

生成油(リフォーメート))や精製半製品などの

需給を表現する項目をいう。 
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(2) 解説 

ナフサの大半が燃料ではなく石油化学原料と

して使用されること、一部が石油化学でエネ

ルギー転換されて製油所ガスや改質生成油の

原料となること、石油精製・石油化学業界で

は｢ナフサ｣の名称で改質生成油や揮発油留分

半製品などが総称されておりこれらをまとめ

て取り扱うことが適当であることから、これ

らを$0410 原料油 として計上する。 

(3) 計量方法 

$0411 精製半製品、$0419 ナフサ のエネルギー

量の合計を計上する。固有単位で表記する場

合、$0411 精製半製品、$0419 ナフサ のエネル

ギー量の和を$0310 精製用原油 の実質発熱量

で除した数量を用いる。 

4.3.8 $0411 精製半製品 

(1) 定義 

原油から得られる液体状の炭化水素のうち、

石油精製部門において生産され精製原料用と

して再投入される半製品の需給を表現する項

目をいう65。 

(2) 計量方法 

精製半製品についての完全な統計はなく、石

油精製の工程に関する考え方を基礎に必要な

情報を推計により補完する(補論4 参照)。 

石油製品製造関連のエネルギー転換部門で基

本的に流通が閉じている実態にあるため、輸

入バイオETBEに含まれるイソブテン分、供給

 
65 製油所では、特定の製油所から別の製油所に半製

品を転送して再精製したり、特定の半製品を在庫し

ておき需要期に精製して出荷するなどの運用が行わ

れる。石油精製部門でのエネルギー転換を量的に正

在庫変動以外の一次エネルギー供給や最終エ

ネルギー消費は計上しない。 

$0412 揮発油留分～$0418 精製混合原料油 の

エネルギー量の合計を計上する。固有単位で

表記する場合、$0412 揮発油留分～$0418 精製

混合原料油 の各エネルギー量の和を$0310 精

製用原油 の実質発熱量で除した数量を用いる。 

$0412 揮発油留分～$0415 常圧残油 の実質発

熱量については、石油輸入調査における原油・

コンデンセート銘柄別物性値から戒能(2015)

の方法により推計した原油・コンデンセート

銘柄別精製半製品別収率、同発熱量を原油・

コンデンセート銘柄別輸入量で加重平均した

値をそれぞれ求めて用いる。 

$0416 分解揮発油、$0417 分解軽油 の実質発熱

量は、それぞれ$0412 揮発油留分、$0414 軽油

留分 の実質発熱量を用いる。$0418 精製混合

原料油 については、実質発熱量が不明である

ため、便宜上、元の原料である$0310 精製用原

油 の実質発熱量を用いる。 

4.3.9 $0412 揮発油留分 

(1) 解説 

常圧蒸留からの直留留分、揮発油留分半製品

在庫などの製油所内部で直接生産される半製

品の需給に加え、精製混合原料油の製油所戻

入分、石油化学からのリターンナフサ、石油

品種振替の残差分など、他の製油所や石油化

学からの戻入量が、ガソリンなどの揮発油留

分の原材料(基材)として使用される様子を表

現する。 

しく把握するためには、精製半製品の需給を考慮す

ることが必要である。 

性状・産状などについては、補論4 を参照。 
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(2) 計量方法 

揮発油留分からは、$0418 精製混合原料油、

$0420 純ナフサ、$0431ガソリン、$0457 製油所

ガス、$0458 LPG などの軽質石油製品が産出

されるものとし、#222200 揮発油留分・改質

処理 の不整合量は、$0416 分解揮発油 におい

て常圧残油を分解した分解ガソリンの投入分

であるとみなし計量する。 

実質発熱量は、石油輸入調査における原油・

コンデンセート銘柄別物性値から戒能(2015)

の方法により推計した原油・コンデンセート

銘柄別精製半製品別収率、同発熱量を原油・

コンデンセート銘柄別輸入量で加重平均した

値を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入 

輸入したバイオETBEに含まれるイソブテン分

を理論値から算出して計上する。バイオETBE

の輸入量は、2015年度以前はバイオ燃料生産

拠点確立事業検証委員会第1回資料2-2及び農

林水産省提供データ、2016年度以降は日本貿

易統計を参照する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計における石油精製半製

品在庫中、粗ガソリン在庫から在庫変動を推

計し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計における石油製品品種

振替において、各石油製品のエネルギー量収

支の残差分を戻入量とみなし計上する。 

#222100 原油常圧蒸留 

資源・エネルギー統計における原油処理量と

半製品別得率から推計する。半製品別得率は

戒能(2015)の方法により推計する。 

#222200 揮発油留分・改質処理 

#120000 輸入、#170000 供給在庫変動、#221100 

石油精製品種振替、#222100 原油常圧蒸留、

#222900 精製半製品戻、#225200 BTX工程: 抽

出残油・リターンナフサ戻 が各種軽質石油製

品の製造に投入されたものとみなし、これら

の合計量を投入量(負号)として計上する。 

#222900 精製半製品戻 

$0418 精製混合原料油 について生産量から石

油化学原料振替量を控除した残量(製油所間

受渡量)と、$0420 純ナフサ～$0450 LPG の各

石油製品について石油等消費動態統計、石油

製品の原料用石油製品投入量から推計した精

製半製品戻量の合計量を、石油精製への戻入

量(正号)とみなし計上する。 

#225200 BTX工程: 抽出残油・リターンナ

フサ戻 

$0421 改質生成油 のうち、石油化学における

BTX抽出工程での処理後、$0420 純ナフサ と

してエチレン分解工程に投入されず、石油精

製へ｢リターンナフサ｣として戻される戻入量

(正号)を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 
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4.3.10 $0413 灯油留分、 

$0414 軽油留分、 

$0415 常圧残油 

(1) 計量方法 

#222300 灯油留分、#222400 軽油留分、#222500 

常圧残油・減圧蒸留・分解処理 の対応するエ

ネルギー転換過程でのエネルギー収支の考え

方に従い順次推計を行う。 

$0413 灯油留分 からは$0433 灯油、$0432 ジェッ

ト燃料油 が産出されるものとし、#222300 灯

油留分 の不整合量は$0414 軽油留分 との融通

が行われたものとみなし計量する。 

$0414 軽油留分 からは$0434 軽油、$0436 A重

油 などの調合用軽油分が産出されるものとし、

#222400 軽油留分 の不整合量は$0417 分解軽

油 において常圧残油を分解した分解軽油の投

入分であるとみなし計量する。 

実質発熱量は、石油輸入調査における原油・

コンデンセート銘柄別物性値から戒能(2015)

の方法により推計した原油・コンデンセート

銘柄別精製半製品別収率、同発熱量を原油・

コンデンセート銘柄別輸入量で加重平均した

値をそれぞれ求めて用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計における石油精製半製

品在庫中、粗灯油、粗軽油、粗重油・粗潤滑

油在庫から在庫変動量を算出し、$0413 灯油

留分、$0414 軽油留分、$0415 常圧残油 に計上

する。 

#200000 エネルギー転換 

#222100 原油常圧蒸留 

資源・エネルギー統計における原油処理量と

半製品別得率から算出した産出量を計上する。

半製品別得率は戒能(2015)の方法により推計

する。 

#222300 灯油留分、 

#222400 軽油留分、 

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 

各留分半製品について、#170000 供給在庫変

動 と#222100 原油常圧蒸留 からの産出の合計

量が各種石油製品の製造に投入されたものと

みなし、これらの投入量(負号)を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

4.3.11 $0416 分解揮発油、 

$0417 分解軽油 

(1) 計量方法 

$0416 分解揮発油 の実質発熱量は$0412 揮発

油留分の実質発熱量、$0417 分解軽油 の実質

発熱量は$0414 軽油留分 の実質発熱量を用い

る。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#222200 揮発油留分・改質処理、 

#222400 軽油留分 

$0412 揮発油留分、$0414 軽油留分 に関する投

入、産出のエネルギー収支の不整合量が製油

所内での分解ガソリン、分解軽油の投入量で

あると推計し、#222200 揮発油留分・改質処
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理、#222400 軽油留分 にそれぞれ不整合量相

当量を投入量(負号)として計上する。 

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 

#222200 揮発油留分・改質処理、#222400 軽油

留分 の不整合量相当量を分解ガソリン、分解

軽油の産出であるとみなし、それぞれの不整

合相当量を産出量(正号)として計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

4.3.12 $0418 精製混合原料油 

(1) 計量方法 

製油所間や製油所と石油化学工場との間での

み受渡しされる半製品であることから、

#222200 揮発油留分・改質処理 で$0412 揮発

油留分 から産出した量のうち、石油化学原料

に品種振替され転用された分(#221200 石油化

学原料振替)を除いた全量が#222900 精製半製

品戻 に入り、#222900 精製半製品戻 で$0412 

揮発油留分 として製油所に戻入れされるもの

とみなして計量する。 

さらに、石油化学原料に品種振替され転用さ

れた分(#221200 石油化学原料振替)については、

石油化学工場などでBTX製品の抽出処理が行

われるが、抽出後の残油の一部はガソリン基

材に用いるためリターンナフサとして再び製

油所の精製工程に返還される(#225200 BTX工

程: 抽出残油・リターンナフサ戻)と考えられ

る。 

$0418 精製混合原料油 の発熱量は、$0310 精製

用原油 の実質発熱量を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#222200 揮発油留分・改質処理 

資源・エネルギー統計における｢精製及び混合

原料油｣の生産量を計上する。 

#222900 精製半製品戻 

#222200 揮発油留分・改質処理 の生産量から

#221200 石油化学原料振替 での振替量を控除

した残差を石油精製への戻入量と推計し、戻

入量(負号)を計上する。 

#221200 石油化学原料振替 

$0420 純ナフサ の不整合量が$0418 精製混合

原料油 が石油化学用ナフサに品種振替された

量であるとみなし、$0420 純ナフサ の投入、

産出の不整合量を品種振替による投入量(負

号)として計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

4.3.13 $0419 ナフサ 

(1) 定義 

原油から得られる液体状の炭化水素であって、

石油化学部門において化学工業用原料として

使用されるものの需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

石油化学部門におけるエチレン生産やBTX生

産に投入される原料となる純ナフサと改質生

成油の需給を表現する。 

石油精製・貿易関連業界では、純ナフサ、改

質生成油ともナフサと呼称されて一括して取

り扱われるが、石油化学業界では両者は別の

工程に投入される別の原材料であるため、明

確に識別して取り扱われる。このため、集合
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概念としての｢ナフサ｣の下に$0420 純ナフサ、

$0421 改質生成油 の参考項目を設けてその需

給を表現する。 

(3) 計量方法 

$0420 純ナフサ、$0421 改質生成油 のエネル

ギー量の合計を計上する。固有単位で表記す

る場合、$0420純ナフサ、$0421 改質生成油 の

各エネルギー量の和を$0420 純ナフサ の実質

発熱量で除した数量を用いる。 

4.3.14 $0420 純ナフサ 

(1) 定義 

原油から得られる液体状の炭化水素のうち、

沸点範囲30～240°Cの揮発性製品で、主に化学

工業用原料に用いられるものの需給を表現す

る項目をいう66。 

(2) 解説 

日本貿易統計、資源・エネルギー統計などの

一次エネルギー供給やエネルギー転換部門で

は改質生成油と合算されて統計調査がなされ

ているが、石油等消費動態統計などでは改質

生成油と別掲されるため、#221200 石油化学

原料振替 で$0420 純ナフサ から$0421 改質生

成油 を分離して取り扱う。 

(3) 計量方法 

実質発熱量としてレギュラーガソリンの実質

発熱量を用いる。 

 
66 エチレン生産工程における純ナフサの投入と、各

種副生エネルギー源のエネルギー収支・物質収支に

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入、 

#160000 輸出 

資源・エネルギー統計におけるナフサ輸入量、

輸出量をそれぞれ計上する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計におけるナフサ在庫量

から変動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計におけるナフサの品種

振替量を計上する。 

#221200 石油化学原料振替 

$0420 純ナフサ の需給不整合量を、本項目で

品種振替により$0420 純ナフサ が投入されて、

$0421 改質生成油 が産出されたものとみなし

て計上する。 

#222200 揮発油留分・改質処理 

資源・エネルギー統計における精製業者のナ

フサ生産量を計上する。 

#222900 精製半製品戻 

石油等消費動態統計における石油製品製造業

の原料用ナフサ消費量を精製半製品戻入量

(負号)とみなして計上する。 

#223000 潤滑油製造他 

2012年度までは資源・エネルギー統計の石油

製品油種別生産における潤滑油製造・その他

業者の各種石油製品を計上する。2013年1月か

ら同統計で精製業者、潤滑油業者、その他業

者の内訳が廃止されたため、生産得率として

ついては、様々な統計上の数値から推計により再現

し表現している。補論5 参照。 
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2008～2012年度の平均値を用い、生産量を推

計して計上する。 

#225100 エチレン工程: 分解ガス・分解油

生成 

石油化学工程のうちエチレン生産工程での分

解ガソリン(改質生成油)、分解ガス、分解重油

などの副生、回収を、原材料である$0420 純ナ

フサ からのエネルギー転換とみなし、これら

の副生・回収量と等価な量を投入量(負号)とし

て計上する。 

#225200 BTX工程: 抽出残油・リターンナ

フサ戻 

改質生成油からBTXを抽出した残油がエチレ

ン生産工程の原材料として再投入される量を、

$0420 純ナフサ から品種転換(#221200 石油化

学原料振替)された$0421 改質生成油 と$0421 

改質生成油 のうちエチレン生産工程から二次

産出(#225100 エチレン工程: 分解ガス・分解油

生成)された$0421 改質生成油 (分解ガソリン)

の比率から案分して推計し、当該再投入量を

$0421 改質生成油 から$0420 純ナフサ への転

換量(正号)とみなし計上する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における発電

用ナフサ投入量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#289000 他転換増減 

資源・エネルギー統計における石油製品需給

総括の｢他増減｣量を計上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品」用のナフサ消費量から#222900 精

製半製品戻 を控除した量を計上する。 

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は、電力調査統計、電力需給の

概要における一般電気事業者、卸電気事業者

の｢その他雑用｣向けナフサ消費量を計上する。

2016年度以降は新たに電気事業者になった事

業者を中心に、石油等消費動態統計やエネル

ギー消費統計等との重複があることから、自

家消費を別途調査して計上する。 

#351000 転換・消費在庫変動/事業用電力

在庫 

電力調査統計、電力需給の概要における在庫

量から変動量を算出し計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 —#626111-01 石油

化学製品原料 を除く 

石油等消費動態統計における各指定生産品目

用のナフサ直接消費量を計上する。 

#626111-01 石油化学製品原料 

石油等消費動態統計における石油化学製品

(原料用)向け投入量から#225100 エチレン工

程: 分解ガス・分解油生成 への投入量を控除

した量を消費量($0420 純ナフサ がエチレンな

どの基礎化学製品原材料として使われた量)と

みなして計上する。 
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#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) —#951530 非エネルギー利

用/化学 を除く 

石油等消費動態統計における業種別原料用消

費量を計上する。 

#951530 非エネルギー利用/化学 

#626111-01 石油化学製品原料 の消費量を計

上する。 

4.3.15 $0421 改質生成油 

(1) 定義 

石油精製において揮発油留分などを改質処理

した液体状の炭化水素であって、化学工業用

原料として用いられるものの需給を表現する

項目をいう67。 

(2) 計量方法 

一次エネルギー供給部門では$0420 純ナフサ 

の内数となっているため計上しない。一方、

エネルギー転換、最終エネルギー消費部門で

は、#221200 石油化学原料振替 において$0420 

純ナフサ から$0421 改質生成油 を分離して取

り扱う。 

標準発熱量、実質発熱量ともに石油精製の工

程上改質生成油とほぼ同じ工程により産出さ

れる プレミアムガソリン の発熱量を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

 
67 改質生成油の性状や改質処理については補論4、

改質生成油からのBTX生産工程については補論5 を

#200000 エネルギー転換 

#221200 石油化学/石油化学原料振替 

石油等消費動態統計における石油化学製品

(原料用)による改質生成油の投入量を、$0420 

純ナフサ  と合算されていた改質生成油や

$0418 精製混合原料油 として生産された改質

生成油が品種振替で産出(正号)されたものと

みなし計上する。 

#225100 エチレン工程: 分解ガス・分解油

生成 

化学工業統計/石油化学統計におけるエチレ

ン生産工程の分解ガソリン副生量などから推

計した、エチレン生産工程からの改質生成油

の産出量(正号)を計上する。 

#225200 BTX工程: 石油化学/抽出残油・リ

ターンナフサ戻 

#221200 石油化学 /石油化学原料振替、

#225100 エチレン工程: 分解ガス・分解油生成

による石油化学(BTX生産工程)向け改質生成

油産出量から化学工業統計におけるベンゼン、

トルエン、キシレンなど基礎化学製品生産量

を控除した残差は、抽出残油、リターンナフ

サなどの戻入量を示すため、当該残差を石油

化学(BTX生産工程)における改質生成油から

の抽出残油・リターンナフサへの投入量(負号)

とみなし計上する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計における発電用投入量を計上す

る。 

参照。 
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#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品」用の消費量計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 —#626111-01 石油

化学製品原料 を除く 

石油等消費動態統計における各指定生産品目

用の直接消費量を計上する。 

#626111-01 石油化学製品原料 

化学工業統計におけるベンゼン、トルエン、

キシレンなどの生産量を消費量(改質生成油が

基礎化学品原材料として使われた量)とみなし

て計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) —#951530 非エネルギー利

用/化学 を除く 

石油等消費動態統計における業種別原料用消

費量を計上する。 

#951530 非エネルギー利用/化学 

#626111-01 石油化学製品原料 の消費量を計

上する。 

 
68 プレミアムガソリンとは、JIS-K2202自動車用ガソ

リン規格によりリサーチオクタン価96.0以上の1号製

品に該当するものとして定義され、レギュラーガソ

4.3.16 $0430 燃料油 

(1) 定義 

原油から得られる液体状の炭化水素であって、

主として燃料用に使用されるガソリン、ジェッ

ト燃料油、灯油、軽油、重油の需給を表現す

る項目をいう。 

(2) 計量方法 

$0431 ガソリン、$0432 ジェット燃料油、$0433 

灯油、$0434 軽油、$0435 重油 の各項目のエネ

ルギー量の合計を計上する。固有単位で表記

する場合、$0431 ガソリン～$0435 重油 のエネ

ルギー量の和を$0311 精製用原油 の実質発熱

量で除した数量を用いる。 

4.3.17 $0431 ガソリン 

(1) 定義 

原油を主原料として得られる液体状の炭化水

素のうち、沸点範囲30～200°Cの揮発性製品で、

主に自動車用燃料に用いられるものの需給を

表現する項目をいう。 

(2) 解説 

内燃機関燃料である自動車用プレミアムガソ

リン、航空機用ガソリン、自動車用レギュラー

ガソリン、溶剤、洗浄剤である工業ガソリン

を含む68。一方、｢分解ガソリン」「改質ガソリ

ン｣など石油精製・石油化学部門内部で使用さ

れる半製品は含まず、これらは$0411 精製半製

品、$0419 ナフサ などの傘下の項目に計上す

る。 

リンとは同規格中リサーチオクタン価89.0以上(96.0

未満)の2号製品に該当するものとして定義される。 
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(3) 計量方法 

$620000 製造業 における消費は、石油等消費

動態統計の調査要領に従い、工場・事業所内

でのフォークリフト、トラックなど構内輸送

のための自動車用ガソリンの消費と、洗浄用、

溶剤用などの工業用ガソリンの消費を含み、

工場・事業所外での輸送のための自動車用ガ

ソリンの消費は含まない。 

#222000 石油精製 における生産については、

プレミアムガソリン、レギュラーガソリン別

の生産が識別できるが、他の一次エネルギー

供給、最終エネルギー消費部門では両項目は

原則識別できないため、合算したガソリン全

体の供給量、消費量を計上する。 

バイオガソリン(バイオETBEが混合・転嫁さ

れたガソリン)については、#222000 石油精製 

においてバイオETBEがガソリンに混合・添加

されると表現する。対して、E3などバイオエ

タノール直接混合については、#282000 石油

製品二次品種振替 においてバイオエタノール

がガソリンに混合されると表現する。 

プレミアムガソリン、レギュラーガソリンの

標準発熱量を不変であると仮定し、これらの

生産量の加重平均によりガソリン全体の実質

発熱量を推計して求める。 

消費側の発熱量と炭素排出係数はガソリン生

産量と混合されたバイオエタノール分から加

重平均で算出する。 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入、 

#160000 輸出 

資源・エネルギー統計における輸入量、輸出

量をそれぞれ計上する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計における在庫量から変

動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計における品種振替量を

計上する。 

#222200 揮発油留分・改質処理 

資源・エネルギー統計における精製業者の生

産量内訳からガソリン の産出量を計上する。 

#222900 精製半製品戻 

石油等消費動態統計における石油製品製造業

の原料用消費量を精製半製品戻量とみなし、

投入量を計上する。 

#223000 潤滑油製造他 

2012年度までは資源・エネルギー統計の石油

製品油種別生産における潤滑油製造・その他

業者の各種石油製品を計上する。2013年1月か

ら同統計で精製業者、潤滑油業者、その他業

者の内訳が廃止されたため、生産得率として

2008～2012年度の平均値を用い、生産量を推

計して計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#282000 石油製品二次品種振替 

環境省調査によるバイオエタノール の直接混

合分を計上する。 

#289000 他転換増減 

資源・エネルギー統計における石油製品需給

総括の｢他増減｣量を計上する。 
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#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品」用の消費量から#222900 精製半

製品戻 を控除した量を計上する。 

#301310 自家消費/一般ガス製造 

ガス生産事業動態統計における加熱用とその

他用を計上 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

石油等消費動態統計における各指定生産品目

用の直接消費量を計上する。 

#611000 農林水産業 

3.4.3 #610000 農林水産鉱建設業の#611000 農

林水産業 参照。 

#690000 分類不能・内訳推計誤差 

総供給量が総需要量より大きい供給超過の場

合、供給超過相当分を計上する。 

#811100 乗用車/自家用 

自動車燃料消費量調査における自家用乗用車

の消費量を計上する。 

#811150 乗用車/自家用/家計利用寄与 

家計調査報告におけるガソリン購入量から推

計した家計消費量を計上する。 

#811190 乗用車/自家用/企業利用寄与他 

#811100 運輸/旅客/乗用車/自家用  から 

#811150 運輸/旅客/乗用車/自家用/家計利用

寄与 を控除した値を企業などの利用寄与と推

定して計上する。 

#811200 乗用車/営業用 

自動車輸送統計調査における営業用乗用車の

消費量を計上する。 

#811500 バス、 

#811510 バス/自家用、 

#811590 バス/営業用 

自動車輸送統計調査におけるバスの消費量を

各該当部門に計上する。 

#812000 二輪車 

環境省温室効果ガス排出量算定方法検討会・

運輸分科会による推計値を計上する。 

#815000 旅客/航空 

航空輸送統計における航空用ガソリン消費量

を輸送量で旅客、貨物に比例案分した量のう

ち、旅客相当分を計上する。 

#851100 貨物自動車/営業用 

自動車輸送統計調査における営業用貨物自動

車の消費量を計上する。 

#851200 貨物自動車/自家用 

自動車輸送統計調査における自家用貨物自動

車の消費量を計上する。 

#851210 貨物自動車/自家用/貨物輸送寄

与、 

#851220 貨物自動車/自家用/乗員輸送寄与 

#851200 貨物自動車/自家用 を、貨物輸送量と

貨物自動車乗員輸送量で案分推計し、貨物相

当分を#851210 貨物自動車/自家用/貨物輸送

寄与、乗員相当分を#851220 貨物自動車/自家

用/乗員輸送寄与 に計上する。 

#854000 貨物/航空 

航空輸送統計における航空用ガソリン消費量

を輸送量で旅客、貨物に比例案分した量のう

ち、貨物相当分を計上する。 
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#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 

4.3.18 $0432 ジェット燃料油 

(1) 定義 

原油から得られる液体状の炭化水素のうち、

ジェットエンジンに使用される燃料として特

別の規格、基準に従って製造、調整されたも

のの需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

国際線航空機への給油や在日米軍への供給は

輸出として取り扱う。また、国際線航空機に

使用するためにボンド扱で輸入したジェット

燃料油(ボンド・ジェット)は含まない。 

石油精製部門における生産量や出荷量、輸入・

輸出量などの供給側統計の統計は極めて高精

度であり、また、民間航空機に関する航空輸

送統計の数値は同様に高精度であると考えら

れる。しかし、消費側での在庫が調査されて

いないこと、運輸事業以外に、警察、消防、

海上保安、防衛など公共部門での航空機、ヘ

リコプターの燃料消費などがあること、エネ

ルギー消費統計からジェット燃料を計上して

いないことから、供給超過となる。このため、

供給量から航空輸送統計における民間航空機

の消費量を控除した残差は、#690000 分類不

能･内訳推計誤差 に計上する。 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入、 

#160000 輸出 

資源・エネルギー統計における輸入量、輸出

量をそれぞれ計上する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計における在庫量から変

動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計における品種振替量を

計上する。 

#222300 灯油留分 

資源・エネルギー統計における生産量を計上

する。 

#289000 他転換増減 

資源・エネルギー統計における石油製品需給

総括の｢他増減｣量を計上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

資源・エネルギー統計における自家消費を計

上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#690000 分類不能・内訳推計誤差 

国内供給量から#800000 運輸 での消費量を控

除した残差分を計上する。 

#815000 旅客/航空、 

#854000 貨物/航空 

航空輸送統計における国内用ジェット燃料油

消費量を輸送量で旅客、貨物に比例案分した

量のうち、旅客相当分を#814000 旅客/航空 に、

貨物相当分を#854000 貨物/航空 に計上する。 
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4.3.19 $0433 灯油 

(1) 定義 

原油から得られる液体状の炭化水素のうち、

沸点範囲150～300°Cの留分として得られ、家

庭用・業務用暖房燃料などのはん用燃料とし

て使用されるものの需給を表現する項目をい

う。 

(2) 計量方法 

発熱量は石油連盟の協力により提供された試

料から実測した標準発熱量を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入、 

#160000 輸出 

資源・エネルギー統計における輸入量、輸出

量をそれぞれ計上する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計における在庫量から変

動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計における品種振替量を

計上する。 

#222300 灯油留分 

資源・エネルギー統計における生産量を計上

する。 

#222900 精製半製品戻 

石油等消費動態統計における石油製品製造業

の原料用消費量を精製半製品戻入量(負号)と

みなして計上する。 

#230000 潤滑油製造他 

2012年度までは資源・エネルギー統計の石油

製品油種別生産における潤滑油製造・その他

業者の各種石油製品を計上する。2013年1月か

ら同統計で精製業者、潤滑油業者、その他業

者の内訳が廃止されたため、生産得率として

2008～2012年度の平均値を用い、生産量を推

計して計上する。 

#231000 一般ガス製造 

ガス事業生産動態統計における一般ガス原料

用灯油・ナフサ投入量を、全量灯油であると

みなして投入量を計上する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における発電

用投入量を計上する。2016年度以降は電力調

査統計における共同火力以外の事業者の自家

消費分を控除した量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#271000 地域熱供給 

熱供給事業便覧における原・燃料使用量を計

上する。 

#289000 他転換増減 

資源・エネルギー統計における石油製品需給

総括の｢他増減｣量を計上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品」用の消費量から#222900 精製半

製品戻 を控除した量を計上する。 
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#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は電力調査統計、電力需給の概

要における一般電気事業者、卸電気事業者の

｢その他雑用｣向け消費量を、2016年度以降は

新たに電気事業者になった事業者を中心に、

石油等消費動態統計やエネルギー消費統計等

との重複があることから、自家消費を別途調

査して計上する。 

#351000 転換・消費在庫変動/事業用電力

在庫 

電力調査統計、電力需給の概要における在庫

量から変動量を算出し計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他—#611000 農林水

産業を除く 

石油等消費動態統計の対象部分については、

業種別に同統計における各指定生産品目別直

接消費量を計上する。同統計の対象外の部分

については、エネルギー消費統計における灯

油の直接エネルギー投入量を計上する。 

#611000 農林水産業 

3.4.3 #610000 農林水産鉱建設業の#611000 農

林水産業 参照。 

#690000 分類不能・内訳推計誤差 

総供給量が総需要量より大きい供給超過の場

合、供給超過相当分を計上する。 

#700000 家庭 

家計調査報告における灯油購入量から推計し

た消費量を計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 

4.3.20 $0434 軽油 

(1) 定義 

原油から得られる液体状の炭化水素のうち、

沸点範囲200～350°Cの留分として得られ、主

に内燃機関用燃料として使用されるものの需

給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

バイオディーゼルの直接混合分は品種振替に

より、軽油に混合されると表現する。 

発熱量は石油連盟の協力により提供された試

料から実測した標準発熱量を用いる。 

消費側の発熱量と炭素排出係数は軽油生産量

と混合されたバイオディーゼル分から加重平

均で算定する。 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入、 

#160000 輸出 

資源・エネルギー統計における輸入量、輸出

量をそれぞれ計上する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計における在庫量から変

動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計における品種振替量を

計上する。 
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#222300 灯油留分 

エネルギー収支から推計した灯油留分-軽油留

分間の融通量を計上する。 

#222400 軽油留分 

資源・エネルギー統計における生産量とエネ

ルギー収支から推計した灯油留分-軽油留分

間の融通量の合計を計上する。 

#222900 精製半製品戻 

石油等消費動態統計における石油製品製造業

の原料用消費量を精製半製品戻量とみなし投

入量を計上する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における発電

用投入量を計上する。2016年度以降は上記か

ら電力調査統計における共同火力以外の事業

者の自家消費分を控除した量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#272000 その他熱供給 

発電所燃料使用実績（発受電月報個票）にお

いて、用途が熱供給であった雑用分の消費量

を計上する。 

#282000 石油製品二次品種振替 

全国バイオディーゼル燃料利用推進協議会に

よる生産量をバイオディーゼルの直接混合分

として計上する。 

#289000 他転換増減 

資源・エネルギー統計における石油製品需給

総括の｢他増減｣量を計上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品用」の消費量から#222900 精製半

製品戻 を控除した量を計上する。 

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は電力調査統計、電力需給の概

要における一般電気事業者、卸電気事業者の

｢その他雑用｣向け消費量を、2016年度以降は

新たに電気事業者になった事業者を中心に、

石油等消費動態統計やエネルギー消費統計等

との重複があることから、自家消費を別途調

査して計上する。 

#351000 転換・消費在庫変動/事業用電力

在庫 

電力調査統計、電力需給の概要における在庫

量から変動量を算出し計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他—#611000 農林水

産業を除く 

石油等消費動態統計の対象部分については、

業種別に同統計各指定生産品目別直接消費

量を計上する。同統計の対象外の部分につい

ては、エネルギー消費統計における軽油の直

接エネルギー投入量を計上する。 

#611000 農林水産業 

3.4.3 #610000 農林水産鉱建設業の#611000 農

林水産業 参照。 

#690000 分類不能・内訳推計誤差 

総供給量が総需要量より大きい供給超過の場

合、供給超過相当分を計上する。 
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#811100 乗用車/自家用 

自動車輸送統計調査における自家用乗用車の

消費量を計上する。 

#811150 乗用車/自家用/家計利用寄与 

家計調査報告におけるガソリン購入量から推

計した$0431 ガソリン に関する#811150 家計

利用寄与 と#811190 企業利用寄与他 の比率か

ら#811150 家計利用寄与 を推計し計上する。 

#811190 乗用車/自家用/企業利用寄与他 

#811100 乗用車/自家用 から#811150 乗用車/

自家用/家計利用寄与 を控除した値を企業な

どの利用寄与と推定して計上する。 

#811200 乗用車/営業用 

自動車輸送統計調査における営業用乗用車の

消費量を計上する。 

#811500 バス、 

#811510 バス/自家用、 

#811590 バス/営業用 

自動車輸送統計調査におけるバスの消費量を

各該当部門に計上する。 

#813000 旅客/鉄道 

鉄道輸送統計における鉄道用消費量を計上す

る。 

#814000 旅客/船舶 

国土交通省調べにおける旅客輸送用消費量を

計上する。 

#851100 貨物自動車/営業用 

自動車輸送統計調査における営業用貨物自動

車の消費量を計上する。 

#851200 貨物自動車/自家用 

自動車輸送統計調査における自家用貨物自動

車の消費量を計上する。 

#851210 貨物自動車/自家用/貨物輸送寄

与、 

#851220 貨物自動車/自家用/乗員輸送寄与 

#851200 貨物自動車/自家用 を、貨物輸送量と

貨物自動車乗員輸送量で案分推計し、貨物相

当分を#851210 貨物自動車/自家用/貨物輸送

寄与、乗員相当分を#851220 貨物自動車/自家

用/乗員輸送寄与 に計上する。 

#852000 貨物/鉄道 

鉄道統計年報における鉄道用消費量を計上す

る。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 

4.3.21 $0435 重油 

(1) 定義 

原油から得られる液体状の炭化水素であって、

沸点範囲300°C以上の留分である常圧残油な

どの重質留分から製造され、主として産業部

門やエネルギー転換部門で燃料用に使用され

るものの需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

様々な規格があるが、用途と調合性状により、

$0436 A重油、$0438 B重油、$0439一般用C重油、

$0440 発電用C重油 に分類して取り扱う。 

$0436 A重油 と$0437 C重油 のエネルギー量の

合計を計上する。固有単位で表記する場合、

$0436 A重油と$0437 C重油のエネルギー量の

和を$0439 一般用C重油 の実質発熱量で除し

た数量を用いる。 
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4.3.22 $0436 A重油 

(1) 定義 

重油のうち、引火点60°C以上、動粘度20mm2/s

以下、残留炭素分4%以下、硫黄分2.0%以下の

性状を有するものの需給を表現する項目をい

う。 

(2) 計量方法 

軽油留分に減圧残油などを調合して製造され

ることから、$0436 A重油 の標準発熱量から、

調合基材となった$0414 軽油留分 と$0415常圧

残油 の構成比を求め、#222400 軽油留分 と

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 に調

合に使用したと推定される各留分の量を生産

量として計上する。 

発熱量は石油連盟の協力により提供された試

料から実測した標準発熱量を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入、 

#160000 輸出 

資源・エネルギー統計における輸入量、輸出

量をそれぞれ計上する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計における在庫量から変

動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計における品種振替量を

計上する。 

#222400 軽油留分、 

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 

資源・エネルギー統計における生産量を、$0414 

軽油留分 と$0415 常圧残油 の実質発熱量で比

例案分し、#222400 軽油留分 に軽油留分相当

量、#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 

に常圧残油相当量を各留分からの生産量とし

て計上する。 

#222900 精製半製品戻 

石油等消費動態統計における石油製品製造業

の原料用消費量を精製半製品戻量とみなし投

入量を計上する。 

#223000 潤滑油製造他 

2012年度までは資源・エネルギー統計の石油

製品油種別生産における潤滑油製造・その他

業者の各種石油製品を計上する。2013年1月か

ら同統計で精製業者、潤滑油業者、その他業

者の内訳が廃止されたため、生産得率として

2008～2012年度の平均値を用い、生産量を推

計して計上する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における発電

用投入量を計上する。2016年度以降は上記か

ら電力調査統計における共同火力以外の事業

者の自家消費分を控除した量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#272000 その他熱供給 

発電所燃料使用実績（発受電月報個票）にお

いて、用途が熱供給であった雑用分の消費量

を計上する。 

#289000 他転換増減 

資源・エネルギー統計における石油製品需給

総括の｢他増減｣量を計上する。 
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#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品」用の消費量から#222900 精製半

製品戻 を控除した量を計上する。 

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は電力調査統計、電力需給の概

要における一般電気事業者、卸電気事業者の

｢その他雑用｣向け消費量を、2016年度以降は

新たに電気事業者になった事業者を中心に、

石油等消費動態統計やエネルギー消費統計等

との重複があることから、自家消費を別途調

査して計上する。 

#351000 転換・消費在庫変動/事業用電力

在庫 

電力調査統計、電力需給の概要における在庫

量から変動量を算出し計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他—#611000 農林水

産業を除く 

石油等消費動態統計の対象部分については、

業種別に同統計各指定生産品目別直接消費

量を計上する。同統計の対象外の部分につい

ては、エネルギー消費統計におけるA重油の直

接エネルギー投入量を計上する。 

#611000 農林水産業 

3.4.3 #610000 農林水産鉱建設業の#611000 農

林水産業 参照。 

#690000 分類不能・内訳推計誤差 

総供給量が総需要量より大きい供給超過の場

合、供給超過相当分を計上する。 

#814000 旅客/船舶 

国土交通省調べにおける旅客輸送用消費量を

計上する。 

#853000 貨物/船舶 

内航船舶輸送統計における旅客、貨物別の舶

用消費量を計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 

4.3.23 $0437 C重油 

(1) 定義 

重油のうちA重油でないものの需給を表現す

る項目をいう。 

(2) 解説 

統計上BC重油と呼ばれることがあるが、現状

では実質的にB重油の利用はほとんどないた

め、C重油と呼称する。 

(3) 計量方法 

$0438 B重油、$0439 一般用C重油、$0440 発電

用C重油 のエネルギー量の合計を計上する。

固有単位で表記する場合、各エネルギー量の

和を$0439 一般用C重油 の実質発熱量で除し

た数量を用いる。 
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4.3.24 $0438 B重油 

(1) 定義 

重油のうち、引火点60°C以上、動粘度20～

50mm2/s、残留炭素分8%以下、硫黄分3.0%以

下の性状を有するものの需給を表現する項目

をいう。 

(2) 解説 

各種公的統計調査におけるB重油単独での統

計調査は2002年度で終了しており、以降C重油

に合算されている。 

(3) 計量方法 

軽油留分に減圧残油などを調合して製造され

ることから、$0438 B重油 の標準発熱量から、

調合基材となった$0414 軽油留分 と$0415 常

圧残油 の構成比を求め、#222400 軽油留分 と

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 に調

合に使用したと推定される各留分の量を生産

量として計上する。 

実質発熱量を算定することは困難である。 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入、 

#160000 輸出 

資源・エネルギー統計における輸入量、輸出

量をそれぞれ計上する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計における在庫量から変

動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計における品種振替量を

計上する。 

#222400 軽油留分、 

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 

資源・エネルギー統計における生産量を、$0414 

軽油留分 と$0415 常圧残油 の実質発熱量で比

例案分し、#222400 軽油留分 に軽油留分相当

量、#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 

に常圧残油相当量を各留分からの生産量とし

て計上する。 

#222900 精製半製品戻 

石油等消費動態統計における石油製品製造業

の原料用消費量を精製半製品戻量とみなし投

入量を計上する。 

#223000 潤滑油製造他 

資源・エネルギー統計の石油製品油種別生産

における潤滑油製造・その他業者の各種石油

製品を計上する。 

#282000 石油製品二次品種振替 

総需要と総供給の差分を正号で計上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品」用の消費量から#222900 精製半

製品戻 を控除した量を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#814000 旅客/船舶 

国土交通省調べにおける旅客輸送用消費量を

計上する。 

#853000 貨物/船舶 

内航船舶輸送統計における旅客、貨物別の舶

用消費量を計上する。 
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4.3.25 $0439 一般用C重油 

(1) 定義 

重油のうち、引火点70°C以上、動粘度50mm2/s

以上の性状を有するもので、事業用発電に使

用されるもの以外のものの需給を表現する項

目をいう。 

(2) 解説 

事業用発電に使用されるものは、硫黄分など

の仕様が他のC重油と異なることから$0440 発

電用C重油 として区分計上する。 

(3) 計量方法 

$0439 一般用C重油 と$0440 発電用C重油 はい

ずれも石油精製工程における常圧残油を原材

料とし、常圧残油を減圧蒸留して得られる減

圧残油に減圧軽油を必要なだけ調合して製造

される。$0440 発電用C重油 の方が減圧軽油の

調合比が多く軽質、低硫黄であるため、$0440 

発電用C重油 の生産が多ければ$0439 一般用C

重油 はそれだけ重質となる。従って、$0439 一

般用C重油 の実質発熱量は、$0415 常圧残油 

の実質発熱量、産出量と$0440 発電用C重油 の

実質発熱量、生産量からエネルギー収支によ

り求めることができ、これを使用する(補論4 

参照)。 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入、 

#160000 輸出 

資源・エネルギー統計におけるC重油輸入量、

輸出量をそれぞれ計上する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計におけるC重油在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計におけるC重油の品種振

替量を計上する。 

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 

資源・エネルギー統計におけるC重油生産量か

ら$0440 発電用C重油 生産量を控除した量を

生産量として計上する。 

#222900 精製半製品戻 

石油等消費動態統計における石油製品製造業

の原料用C重油投入量を精製半製品戻量とみ

なし投入量を計上する。 

#223000 潤滑油製造他 

2012年度までは資源・エネルギー統計の石油

製品油種別生産における潤滑油製造・その他

業者の各種石油製品を計上する。2013年1月か

ら同統計で精製業者、潤滑油業者、その他業

者の内訳が廃止されたため、生産得率として

2008～2012年度の平均値を用い、生産量を推

計して計上する。 

#240000 事業用発電 

計上しない($0440 発電用C重油 に計上)。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

2016年度以降は電力調査統計に報告されてい

る自家消費分でエネルギー消費統計で捉え切

れていない分は、対応する業種に上乗せして

計上する。この分は$0440 発電用C重油 の実質

発熱量に対する$0439 一般用C重油 の実質発

熱量の比率を乗じて計上する。 



総合エネルギー統計の解説 / 2024年度改訂版 

4 総合エネルギー統計の列(エネルギー源)の構造と解説 118 

#271000 地域熱供給 

熱供給事業便覧における原・燃料使用量を計

上する。 

#272000 その他熱供給 

発電所燃料使用実績（発受電月報個票）にお

いて、用途が熱供給であった雑用分の消費量

を計上する。 

#282000 石油製品二次品種振替 

$0438 B重油 の総需要と総供給の差分を負号

で計上する。 

#289000 他転換増減 

資源・エネルギー統計における石油製品需給

総括中C重油の｢他増減｣量を計上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品」用のC重油消費量から#222900 精

製半製品戻 を控除した量を計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別C重油在

庫量から変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

石油等消費動態統計の対象部分については、

業種別に同統計各指定生産品目別直接消費

量を計上する。同統計の対象外の部分につい

ては、エネルギー消費統計におけるB・C重油

の直接エネルギー投入量を計上する。 

#690000 分類不能・内訳推計誤差 

総供給量が総需要量より大きい供給超過の場

合、供給超過相当分を計上する。 

#814000 旅客/船舶 

国土交通省調べにおける旅客輸送用消費量を

計上する。 

#853000 貨物/船舶 

内航船舶輸送統計における旅客、貨物別の舶

用消費量を計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 

4.3.26 $0440 発電用C重油 

(1) 定義 

重油のうち、引火点70°C以上、動粘度50mm2/s

以上の性状を有するもので、事業用発電の火

力発電所において発電用燃料として使用され

るものの需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

事業用発電に使用される重油は、環境保全、

経済性の観点から、低硫黄、高発熱量の特殊

な仕様の重油が用いられるため、$0439 一般用

C重油 から区分して取り扱う。 

(3) 計量方法 

#250000 自家用発電、#260000 自家用蒸気発生 

については、C重油をはん用ボイラーに投入し

得られた蒸気から蒸気タービンで発電を行う

場合と、大型ディーゼルエンジンによるコー

ジェネレーションに使用する場合とがあり、

事業用発電に使用される仕様と同等のC重油

を使用するとは限らないことから、計上しな

い。 
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電力調査統計、電力需給の概要から推計した

実質発熱量を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 

#240000 事業用発電、#301400 自家消費/事業

用電力、#351000 事業用電力在庫 の合計を生

産量とみなして計上する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要におけるC重

油発電用投入量を計上する。2016年度以降は

上記から電力調査統計における共同火力以外

の事業者の自家消費分を控除した量を計上す

る。 

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は、電力調査統計、電力需給の

概要における一般電気事業者、卸電気事業者

の｢その他雑用｣向けC重油消費量を計上する。

2016年度以降は新たに電気事業者になった事

業者を中心に、石油等消費動態統計やエネル

ギー消費統計等との重複があることから、自

家消費を別途調査して計上する。 

#351000 事業用電力在庫 

電力調査統計、電力需給の概要におけるC重

油在庫量から変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

4.3.27 $0450 他石油製品 

(1) 定義 

他石油製品は、原油から得られる製品であっ

て、原料油、燃料油に該当しないものの需給

を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

LPG、製油所ガスなどの気体石油製品、アス

ファルト、パラフィン、グリース、潤滑油な

どの超重質石油製品、オイルコークス、回収

硫黄などの固体石油製品の需給を表現する。 

(3) 計量方法 

$0451 潤滑油、$0452 他重質石油製品、$0455オ

イルコークス、$0457 製油所ガス、$0458 LPG、

$0459 回収硫黄 の各項目のエネルギー量の合

計を計上する。固有単位で表記する場合、

$0451 潤滑油～$0459 回収硫黄 のエネルギー

量の和を$0310 精製用原油 の実質発熱量で除

した数量を用いる。 

4.3.28 $0451 潤滑油 

(1) 定義 

石油から得られる液体状の炭化水素であって、

機械部品の潤滑、防錆、冷却などを目的とし

た非エネルギー用途に使用されるものの需給

を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

一部の特殊な内燃機関で潤滑油が部分的に燃

焼される場合があるが、自動車用、一般機械

用を始めほとんどの用途では燃焼を目的とし

ていないため、すべて非エネルギー利用とし

て取り扱う。 
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一旦使用されて不純物を含み潤滑油としての

使用が困難となったものは｢廃(潤滑)油｣とし、

本項目に含まない。廃油の大部分は焼却処分

されるが、回収、成分調整しエネルギー源と

して利用する場合には、これを未活用エネル

ギーとし、$N233 再生油 に計上する。 

資源・エネルギー統計における販売量統計が

ほぼ唯一の需給に関する統計であったが、2000

年度で廃止されている。このため、2000年度

以前については当該統計から需給量を計上す

るが、2001年度以降は運輸は走行距離、鉱業、

建設業は生産額の変化率を用いて推計する。

総需要と総供給の差分は、#690000 分類不能・

内訳推計誤差 に計上する。なお、農林水産業

については農林水産省等の公的統計から推計

する。 

機械製品の性能に直結する重要な構成要素で

あるため、自動車用、機械用など利用用途に

応じて厳密な品質規格が定められているため、

発熱量などの品質は安定して推移するものと

考えられる。 

(3) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入、 

#160000 輸出 

資源・エネルギー統計における輸入量、輸出

量をそれぞれ計上する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計における在庫量から変

動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計における品種振替量を

計上する。 

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 

資源・エネルギー統計における生産量を計上

する。 

#223000 潤滑油製造他 

資源・エネルギー統計における潤滑油他業者

の生産量を計上する。 

#289000 他転換増減 

資源・エネルギー統計における石油製品需給

総括の｢他増減｣量を計上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

資源・エネルギー統計における自家消費を計

上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#611000 農林水産業 

3.4.3 #610000 農林水産鉱建設業の#611000 農

林水産業 参照。 

#612000 鉱業他、 

#615000 建設業 

エネルギー生産・需給統計における2000年度

販売実績と業種別総生産額推移から推計した

業種別潤滑油消費量を計上する。 

#690000 分類不能・内訳推計誤差 

 総需要と総供給の差分を計上する。 

#811000 乗用車 

資源・エネルギー統計における｢その他｣向け

販売量を計上する。2001年度以降は2000年度

からの乗用車の走行距離の変化率を用いて推

計する。 

#813000 旅客/鉄道 

資源・エネルギー統計における鉄道用販売量

を走行距離で旅客、貨物に比例案分した量の

うち、旅客相当分を計上する。2001年度以降
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は、2000年度からの鉄道の走行距離の変化率

を用いて推計する。 

#851000 貨物自動車 

資源・エネルギー統計における道路運送用販

売量を計上する。2001年度以降は2000年度か

らの貨物車の走行距離の変化率を用いて推計

する。 

#852000 貨物/鉄道 

エネルギー生産・需給統計における鉄道用販

売量を走行距離で旅客、貨物に比例案分した

量のうち、貨物相当分を計上する。2001年度

以降は、2000年度からの鉄道の走行距離の変

化率を用いて推計する。 

#853000 貨物/船舶 

エネルギー生産・需給統計における水運用販

売量を計上する。2001年度以降は、2000年度

からの営業用内航海運の輸送距離の変化率を

用いて推計する。 

#950000 非エネルギー利用 

各部門での最終エネルギー消費量を#951000 

企業・事業所他～#953000 運輸 の区分に従っ

て計上する。 

4.3.29 $0452 他重質石油製品 

(1) 定義 

原油から得られる炭化水素であって、アスファ

ルト、パラフィン、グリースなど常圧残油か

ら得られる半固体状の製品の需給を表現する

項目をいう。 

(2) 解説 

アスファルトの一部が燃焼用に使用されるが、

道路舗装用アスファルト、防水用パラフィン、

工業用グリースなどその需給の大部分は非エ

ネルギー利用である。 

(3) 計量方法 

$0453 アスファルト、$0454 他重質石油製品 の

エネルギー量の合計を計上する。固有単位で

表記する場合、$0453 アスファルト と$0454 他

重質石油製品 のエネルギー量の和を$0453 ア

スファルト の実質発熱量で除した数量を用い

る。 

4.3.30 $0453 アスファルト 

(1) 定義 

減圧残油などの重質油から、揮発油成分や潤

滑油成分を除去した後に得られる高粘度の液

状～半固体状の炭化水素の需給を表現する項

目をいう。 

(2) 解説 

需給量の半分以上が建築材料・舗装材料用な

どの建材用の非エネルギー利用であり、製造

業における消費においても、ボイラー燃料用

などのエネルギー利用の他に防水材料・舗装

材料用などの非エネルギー利用が含まれる。 

(3) 計量方法 

資源・エネルギー統計における生産量、供給

量から、各種公的統計におけるエネルギー転

換部門投入量、産業(大規模製造業)部門の最

終エネルギー消費量を控除した残差を

#615100 総合工事業 の最終エネルギー消費(非

エネルギー利用)として推計する。 

C重油同様、石油精製工程における減圧残油

を原材料として製造されるため、実質発熱量
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は、常圧残油とC重油生産量のエネルギー収支

から推計した値を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入、 

#160000 輸出 

資源・エネルギー統計における輸入量、輸出

量をそれぞれ計上する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計における在庫量から変

動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計における品種振替量を

計上する。 

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 

資源・エネルギー統計における生産量を計上

する。 

#222900 精製半製品戻 

石油等消費動態統計における石油製品製造業

の原料用炭化水素油投入量を$0453 アスファ

ルト の精製半製品戻量とみなし計上する。 

#223000 潤滑油製造他 

2012年度までは資源・エネルギー統計の石油

製品油種別生産における潤滑油製造・その他

業者の各種石油製品を計上する。2013年1月か

ら同統計で精製業者、潤滑油業者、その他業

者の内訳が廃止されたため、生産得率として

 
69 石油等消費動態統計では、2009年度までは石油精

製からの減圧残油由来のアスファルトと、類似の性

状を持つ石油化学からの分解重油などを識別せず

｢炭化水素油｣として需給量が計上されていた。2010

年度において同統計には｢炭化水素油｣に加えて｢ア

スファルト」「再生油(石油由来)｣などの項目が新設

2008～2012年度の平均値を用い、生産量を推

計して計上する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における残渣

油の発電用投入量を計上する。2016年度以降

は上記から電力調査統計における共同火力以

外の事業者の自家消費分を控除した量を計上

する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#282000 石油製品二次品種振替 

便宜上、$0453 アスファルト の需要超過分は

$0454 他重質石油製品から転換されたものと

みなして69、同量を投入として負号で計上する。 

#289000 他転換増減 

資源・エネルギー統計における石油製品需給

総括の｢他増減｣量を計上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品」用の消費量から#222900 精製半

製品戻 を控除した量を計上する。 

#351000 事業用電力在庫 

電力調査統計、電力需給の概要における残渣

油在庫量から変動量を算出し計上する。 

されたが、｢アスファルト｣として生産、供給された

石油製品が新設された｢アスファルト｣として消費側

で認識されているとは限らず、なお(｢再生油(石油由

来)｣でない)｢炭化水素油｣として認識されている可能

性がある。 
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#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#615100 総合建設業 

国土交通省の主要建設資材需要見通しにおけ

る建材用から計上する。 

#951100 非エネルギー利用/農林水産鉱建

設業 

建材用アスファルト消費量を#615100 総合建

設業 により計上する。 

4.3.31 $0454 他重質石油製品 

(1) 定義 

減圧残油などの重質油から得られるグリース、

パラフィンなどの高粘度の液体～固体状の炭

化水素の需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

グリース、パラフィンはその大部分が工業用

原料として、防水、充てん、密封、潤滑用な

どの非エネルギー利用向けの原材料として使

用される。 

(3) 計量方法 

$0453 アスファルト と同様に減圧残油から製

造されるため、実質発熱量は$0453 アスファル

ト と同じ値を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入、 

#160000 輸出 

資源・エネルギー統計におけるグリース・パ

ラフィン輸入量、輸出量をそれぞれを計上す

る。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計におけるグリース・パ

ラフィン在庫量から変動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#221100 鉄鋼コークス 

石油等消費動態統計におけるコークス業の消

費量を計上する。 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計におけるグリース、パ

ラフィンの品種振替量を計上する。 

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 

資源・エネルギー統計におけるグリース・パ

ラフィン生産量を計上する。 

#223000 潤滑油製造他 

2012年度までは資源・エネルギー統計の石油

製品油種別生産における潤滑油製造・その他

業者の各種石油製品を計上する。2013年1月か

ら同統計で精製業者、潤滑油業者、その他業

者の内訳が廃止されたため、生産得率として

2008～2012年度の平均値を用い、生産量を推

計して計上する。 

#225100 エチレン工程: 分解ガス・分解油

生成 

石油等消費動態統計における化学工業の炭化

水素油の発生量、回収量、生産量を計上する。 
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#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#282000 石油製品二次品種振替 

便宜上、$0453 アスファルト の需要超過分が

$0454他重質石油製品から転換されたものとみ

なして70、同量を産出として正号で計上する。 

#289000 他転換増減 

資源・エネルギー統計における石油製品需給

総括中グリース・パラフィンの｢他増減｣量を

計上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

資源・エネルギー統計における石油製品需給

総括中グリース・パラフィンの自家消費を計

上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別炭化水素

油在庫量から変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

業種別に石油等消費動態統計における各指定

生産品目別直接消費量を計上する。 

 
70 石油等消費動態統計では、2009年度までは石油精

製からの減圧残油由来のアスファルトと、類似の性

状を持つ石油化学からの分解重油などを識別せず

｢炭化水素油｣として需給量が計上されていた。2010

年度において同統計には｢炭化水素油｣に加えて｢ア

スファルト」「再生油(石油由来)｣などの項目が新設

されたが、｢アスファルト｣として生産、供給された

石油製品が新設された｢アスファルト｣として消費側

で認識されているとは限らず、なお(｢再生油(石油由

来)｣でない)｢炭化水素油｣として認識されている可能

#690000 分類不能・内訳推計誤差 

資源・エネルギー統計における供給と需要の

差分を計上する。 

#950000 非エネルギー利用 

各部門での最終エネルギー消費量を#951000 

企業・事業所他～#953000 運輸 の区分に従っ

て計上する。 

4.3.32 $0455 オイルコークス 

(1) 定義 

常圧残油、減圧残油などの重質油を分解して

軽質留分を得る際に副生する固体状の炭化水

素の需給を表現する項目をいう71。 

(2) 解説 

工業用炭素電極の原材料として使用された量

の一部は電気炉ガスとして副生、回収されて

再度利用される。この$0455 オイルコークス か

ら工業用炭素電極が製造され、$0456 電気炉ガ

ス が発生する過程、また、$0457 製油所ガス 

として製油所で消費される過程を#282000 石

油製品二次品種振替 で表現する。 

灰分、硫黄分がほとんど含まれておらず、固

定炭素分が85%前後、揮発分が15%前後の標準

的な組成を大きく外れることはないため、標

準発熱量を使用する。 

性がある。 

71 石炭由来のコークスと比較して水分、灰分、硫黄

分などの不純物が少ないこと、重質油の熱分解が盛

んに行われている欧州、米国の石油精製工程から大

量に産出され廉価に入手できることから、産業部門

においてはん用ボイラー用燃料、工業炉用燃料、化

学用還元剤原料として使用されている。また、コー

クス製造時の増粘剤や、工業用電極などの高純度炭

素製品製造原料などの原材料用途にも利用される。 
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(3) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入、 

#160000 輸出 

日本貿易統計における輸入量、輸出量をそれ

ぞれ計上する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計における在庫量から変

動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#212100 鉄鋼コークス 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「コークス」用の消費量からコークス原料用

投入量を推計し計上する。 

#212200 製鉄化学 

石油等消費動態統計における化学工業の原料

用からアンモニア製品原料、石油化学製品原

料を除いた分を計上する。 

#212300 専業コークス 

$212100 鉄鋼コークス の$0211 コークス 生産

量当たり投入原単位から推計する。 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計における品種振替量を

計上する。 

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 

資源・エネルギー統計における生産量を計上

する。 

#222900 精製半製品戻 

石油等消費動態統計における石油製品製造業

の原料用投入量を精製半製品戻量とみなし投

入量を計上する。 

#223000 潤滑油製造他 

資源・エネルギー統計の石油製品油種別生産

における潤滑油製造・その他業者の各種石油

製品を計上する。2010年度から2012年度は投

入量が0であるため、2013年1月に同統計で精

製業者、潤滑油業者、その他業者の内訳が廃

止された後も0とする。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における発電

用投入量を計上する。2016年度以降は上記か

ら電力調査統計における共同火力以外の事業

者の自家消費分を控除した量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#282000 石油製品二次品種振替 

$0456 電気炉ガス や$0457 製油所ガス に転換

されるとし、供給の超過分を投入量として計

上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品」用の消費量を計上する。 

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は電力調査統計、電力需給の概

要における一般電気事業者、卸電気事業者の

｢その他雑用｣向け消費量を、2016年度以降は

新たに電気事業者になった事業者を中心に、

石油等消費動態統計やエネルギー消費統計等

との重複があることから、自家消費を別途調

査して計上する。 

#351000 事業用電力在庫 

電力調査統計、電力需給の概要における残渣

油在庫量から変動量を算出し計上する。 
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#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

石油等消費動態統計における各指定生産品目

用の直接消費量を計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 

4.3.33 $0456 電気炉ガス 

(1) 定義 

工業用電気炉において、オイルコークスなど

を原料に製造された炭素電極が材料を還元す

る際に副生、回収される一酸化炭素を主成分

とする気体の需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

本来一旦炭素製品として製造された炭素電極

材から副生するものであり、炭素電極には輸

入された炭素電極や、石炭系原料から作られ

た炭素電極など様々な形態があり得るが、電

気炉ガスが炭素電極の主要材料であるオイル

コークスからエネルギー転換されたものと仮

想的に考え、発生した電気炉ガスの需給を本

部門で取り扱うこととする。 

(3) 計量方法 

生成過程や組成が転炉ガスとほぼ同じである

ことから、$0225 転炉ガス の標準発熱量を用

いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#282000 石油製品二次品種振替 

石油等消費動態統計における電気炉ガスの総

消費量と等価なエネルギー量が$0455 オイル

コークス から転換により生産されたとみなし、

需要分を生産量(正号)として計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

石油等消費動態統計における各指定生産品目

用の直接消費量を計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 
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4.3.34 $0457 製油所ガス 

(1) 定義 

原油や石油製品の精製、分解、改質などの処

理過程において副生する気体状の炭化水素で

あって、ブタン・プロパン(LPG)を除いたもの

の需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

石油精製部門では様々な装置から発生する副

生気体成分の総称であり、石油化学部門では

分解ガスがこれに該当する。資源・エネルギー

統計では｢石油ガス｣、石油等消費動態統計で

は｢石油系炭化水素ガス｣と呼称されている。

成分はメタン、エタンと少量の水素、一酸化

炭素、二酸化炭素、硫化水素などであるが、

石油精製部門などでは接触分解装置など発生

する元の装置別に性状が異なったガスがそれ

ぞれ副生するため、エネルギー量で加重平均

されて統計報告され、本項目に合算されて表

現されている。その大半が石油精製部門での

原油や半製品の加熱蒸留用の燃料、石油化学

部門での石油化学製品の蒸留分離用の燃料、

石油製品・化学両部門での自家用発電、自家

用蒸気のための燃料などに用いられる72。 

(3) 計量方法 

生産・供給量と投入量・消費量の残差がある

場合には、製油所において消費されたものと

推定し石油精製部門の自家消費(#301210 自家

消費/石油精製)に計上する。 

 
72 製油所ガスの副生過程についての詳細は、補論

4、補論5 を参照。 

73 標準発熱量は1999年度を境に大きく変化している

が、従来、石油精製では様々な工程から、水素

(12.8MJ/m3-N)など体積当たり発熱量の低いガスが製

油所ガスとして燃焼処理されていたため、製油所ガ

スの発熱量はメタンの理論熱量(39.9kcal/m3-N)より

各種の石油製品、化学製品製造工程からの｢残

渣｣の集合体であり、詳細な発熱量や需給量の

調査が行われていないこと、ガス事業者が石

油精製、石油化学から卸供給を受ける製油所

ガスの性状は製油所ごとに大きく異なってお

り実質発熱量を算定できるだけの安定性が見

られないことから、標準発熱量を用いる73。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計における石油ガスの品

種振替量を計上する。 

#222200 揮発油留分・改質処理 

資源・エネルギー統計における石油精製部門

での重油換算の石油ガスの生産量をC重油の

標準発熱量で換算して計上する。 

#222900 精製半製品戻 

石油等消費動態統計における石油製品製造業

の原料用石油系炭化水素ガス投入量を精製半

製品戻量とみなし投入量を計上する。 

#225100 エチレン工程: 分解ガス・分解油

生成 

石油等消費動態統計における化学部門の石油

系炭化水素ガスの発生・回収又は生産の量を

計上する。 

低い値となっていた。ところが、1990年代において

製油所内での脱硫用、重質油分解用の水素需要の増

加などを背景に、製油所ガス中の水素はほぼ完全に

回収される状況となったため、製油所ガスの発熱量

が増加する傾向にあり、これを反映して、標準発熱

量を大幅に上方修正したものである。 
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#231000 一般ガス製造 

ガス事業生産動態統計における生産量とガス

事業者以外からの購入量の合計を計上する。

2009年度以降のガス事業者以外からの購入量

は石油系ガスを計上する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における発電

用投入量を計上する。2016年度以降は上記か

ら電力調査統計における共同火力以外の事業

者の自家消費分を控除した量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#272000 その他熱供給 

発電所燃料使用実績（発受電月報個票）にお

いて、用途が熱供給であった雑用分の消費量

を計上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

#222200 揮発油留分・改質処理、#225100 エチ

レン工程: 分解ガス・分解油生成 における生

産量合計から他部門でのエネルギー転換投入

量、最終エネルギー消費量を控除した残差を、

石油精製部門の自家消費量と推計し計上する。 

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は電力調査統計、電力需給の概

要における一般電気事業者、卸電気事業者の

｢その他雑用｣向け消費量を、2016年度以降は

新たに電気事業者になった事業者を中心に、

石油等消費動態統計やエネルギー消費統計等

との重複があることから、自家消費を別途調

査して計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

石油等消費動態統計における各指定生産品目

用の石油系炭化水素ガス直接消費量を計上す

る。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 

4.3.35 $0458 LPG 

(1) 定義 

原油や石油製品を精製、改質、分解などの処

理を行った際に得られる気体状炭化水素のう

ち、ブタン、プロパン成分を回収し加圧液化

したもの及びこれらを混合した製品の需給を

表現する項目をいう。 

(2) 解説 

LPG (Liquefied Petroleum Gas)は、製油所からは

ブタン、プロパンに分離して産出されるが、

用途に応じ両者は混合されて製品として出荷

される。特に、都市ガス原料用、家庭・業務

用のLPGにおいてはプロパンガスを主成分と

するガスが用いられることが多いため、プロ

パンガス、ブタンガス別に標準発熱量を区分

し内訳項目を設ける。ただし、現状では、プ

ロパン、ブタン別の需給統計は設けられてい

ないため、数値は計上していない。 

プロパン、ブタンのみを計量の対象とするが、

石油精製における生産量などでは、改質処理

工程からLPG留分と一緒に得られるプロピレ

ン、ブチレンなどが一部含まれることに注意

(補論5 参照)。 
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(3) 計量方法 

家庭、業務他におけるLPG消費量のうち、簡

易ガス事業におけるプロパンガスの消費は、

本部門に計上せず$0620 簡易ガス で計上する。 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入、 

#160000 輸出 

日本貿易統計における輸入量、輸出量をそれ

ぞれ計上する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計における在庫量から変

動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#221100 石油精製品種振替 

資源・エネルギー統計における品種振替量を

計上する。 

#222200 揮発油留分・改質処理 

資源・エネルギー統計における石油精製部門

の生産量を計上する。 

#222900 精製半製品戻 

石油等消費動態統計における石油製品製造業

の原料用投入量を精製半製品戻量とみなし投

入量を計上する。 

#223000 潤滑油製造他 

資源・エネルギー統計の石油製品油種別生産

における潤滑油製造・その他業者の各種石油

製品を計上する。2010年度から2012年度は投

入量が0であるため、2013年1月に同統計で精

製業者、潤滑油業者、その他業者の内訳が廃

止された後も0とする。 

#225100 エチレン工程: 分解ガス・分解油

生成 

資源・エネルギー統計のLPG需給総括におけ

る石油化学よりの返還量を石油化学部門での

生産量とみなして計上する。 

#231000 一般ガス製造 

ガス事業生産動態統計における生産量とガス

事業者以外からの購入量の合計を計上する。 

#232000 簡易ガス製造 

ガス事業生産動態統計(ガス小売事業(特定ガ

ス発生設備においてガスを発生させ、導管に

よりこれを供給するものに限る。))における原

料受入量を計上する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における発電

用投入量を計上する。2016年度以降は上記か

ら電力調査統計における共同火力以外の事業

者の自家消費分を控除した量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#270000 熱供給 

熱供給事業便覧における原・燃料使用量を計

上する。 

#289000 他転換増減 

資源・エネルギー統計における石油製品需給

総括の｢他増減｣量を計上する。 

#301310 自家消費/一般ガス製造 

ガス生産事業動態統計における加熱用とその

他用を計上する。 



総合エネルギー統計の解説 / 2024年度改訂版 

4 総合エネルギー統計の列(エネルギー源)の構造と解説 130 

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は電力調査統計、電力需給の概

要における一般電気事業者、卸電気事業者の

｢その他雑用｣向け消費量を、2016年度以降は

新たに電気事業者になった事業者を中心に、

石油等消費動態統計やエネルギー消費統計等

との重複があることから、自家消費を別途調

査して計上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品」用の消費量から#222900 精製半

製品戻 を控除した量を計上する。 

#350500 ガス製造在庫 

ガス事業生産動態統計における在庫変動を計

上する。 

#351000 事業用電力在庫 

電力調査統計、電力需給の概要における在庫

量から変動量を算出し計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他—#611000 農林水

産業を除く 

石油等消費動態統計の対象部分については、

業種別に同統計各指定生産品目別直接消費

量を計上する。同統計の対象外の部分につい

ては、エネルギー消費統計における液化石油

ガスの直接エネルギー投入量を計上する。 

#611000 農林水産業 

3.4.3 #610000 農林水産鉱建設業の#611000 農

林水産業 参照。 

#690000 分類不能・内訳推計誤差 

総供給量が総需要量より大きい供給超過の場

合、供給超過相当分を計上する。 

#700000 家庭 

家計調査報告におけるLPG購入量から推計し

た消費量を計上する。 

#811200 乗用車/営業用 

自動車輸送統計調査における営業用乗用車の

消費量を計上する。 

#851100 貨物自動車/営業用 

自動車燃料消費調査におけるその他LPG車の

消費量を計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 

4.3.36 $0459 回収硫黄 

(1) 定義 

原油から石油製品を精製し製造する際に得ら

れる硫黄分の需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計における在庫量から変

動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 

資源・エネルギー統計における生産量を計上

する。 
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#301210 自家消費/石油精製 

資源・エネルギー統計における回収硫黄の精

製用燃料消費とその他(自家消費)の合計を計

上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#626119 石油化学・アンモニア・ソーダ工

業/他製品 

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理、

#170000 供給在庫変動 からの供給量から石油

精製での自家消費分を控除したエネルギー量

を計上する。 

#951530 非エネルギー利用/化学 

#626119 石油化学・アンモニア・ソーダ工業/

他製品 の量を計上する。 

4.4 天然ガス、都市

ガス 

4.4.1 $0500 天然ガス 

(1) 定義 

天然に産出したメタンを主成分とする鉱物性

可燃性ガスの需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

油田随伴ガス、炭田回収ガス、ガス田ガス、

水溶性ガス田ガスなどがあり、産状により若

干成分が異なるが、いずれもメタンを主成分

とする。海外で産出した天然ガスを液化して

液化天然ガス(LNG: Liquefied Natural Gas)とし

て輸入する場合、LNG液化製造プラントにお

いてブタン以上の炭化水素や二酸化炭素、窒

素などの成分がほぼ全部回収・除去されるが、

LNGの性状はプラントの仕様に依存し輸入先

毎に若干の差異がある。一方、国内で産出す

る天然ガスを脱水精製して出荷する場合、産

状により炭化水素成分の含有量が異なってお

りLNGと国産天然ガスでは発熱量に大きな差

異があるため、$0510 輸入天然ガス(LNG) と

$0520 国産天然ガス を区分して取扱う。 

小規模な一般ガス事業者向けに国産の天然ガ

スを液化して、鉄道貨物タンクやタンクロー

リーなどで国内輸送し供給する事業形態が見

られるが、当該｢国産LNG｣の需給は$0520 国

産天然ガス として取り扱う。 

天然ガスの生産時に常温常圧下で液化した留

分は、$0330 NGL・コンデンセート として取

扱い、本項目に含まない。 

(3) 計量方法 

$0510 輸入天然ガス(LNG)、$0520 国産天然ガ

ス のエネルギー量の合計を計上する。固有単

位で表記する場合、$0510 輸入天然ガス(LNG)、

$0520 国産天然ガス のエネルギー量の和を

$0510 輸入天然ガス(LNG) の標準発熱量で除

した数量を用いる。 

4.4.2 $0510 輸入天然ガス(LNG) 

(1) 定義 

天然ガスのうち海外で採掘・精製されて輸入

されたものの需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

現在の輸入天然ガスは全量がLNGの形態であ

るが、将来的に国際パイプライン網で気体の

まま海外から供給する形態が生じた場合も、

LNGの重量に換算して本項目に計上する。 
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石油等消費動態統計調査では「ガス供給事業

者から専用の導管により『液化天然ガス(LNG)』

の供給を受け入れる場合には、『液化天然ガス

(LNG)』として報告してください。」とされて

おり、ガス事業動態統計でこの販売分が原料

用として計上されている可能性がある。また、

電力調査統計では自ら気化したものをLNGと

しているが、多くの事業者は気体で受け入れ

たものもLNGと報告している。 

(3) 計量方法 

電力調査統計、石油等消費動態統計において、

LNGと報告されている分は、総合エネルギー

統計でもLNGに計上する。この中で実際に

LNGとして消費したものはガス事業者が液売

りをしたもの及び旧一般電気事業者がLNGを

消費した分であり、他はガス事業者が販売し

た都市ガスである。そのため、旧一般電気事

業者以外のLNG消費量からガス事業動態統計

における原料/液売りを除いたものは#289000 

他転換増減(+受入/-払出) で都市ガス(払出)か

らLNG (受入)に品種転換する。 

電力調査統計、電力需給の概要における｢その

他雑用｣向け消費量には販売量が含まれる。そ

のため、2013年度以降その他雑用向けの消費

量を調査して計上する。2012年度以前は販売

量に対して自家消費量が少ないことから、0と

して計上する。 

電気事業者、ガス事業者の主要産地別ガス組

成と各成分の理論発熱量から発熱量を算定し、

日本貿易統計における国別輸入量で加重平均

したものを実質発熱量とする。 

#100000 一次エネルギー供給 

#120000 輸入 

日本貿易統計における輸入量を計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#231000 一般ガス製造 

ガス事業生産動態統計における生産量とガス

事業者以外からの購入量の合計を計上する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における発電

用投入量を計上する。2016年度以降は上記か

ら電力調査統計における共同火力以外の事業

者の自家消費分を控除した量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#272000 その他熱供給 

発電所燃料使用実績（発受電月報個票）にお

いて、用途が熱供給であった雑用分の消費量

を計上する。 

#289000 他転換増減 

旧一般電気事業者以外の消費量からガス事業

動態統計における原料/液売りを除いたものを

正値で計上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品」用の消費量を計上する。 

#301310 自家消費/一般ガス製造 

ガス生産事業動態統計における加熱用とその

他用を計上する。 

#350500 ガス製造在庫 

ガス事業生産動態統計における在庫変動を計

上する。 
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#351000 事業用電力在庫 

電力調査統計、電力需給の概要における在庫

量から変動量を算出し計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

石油等消費動態統計における各指定生産品目

用の直接消費量を計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 

4.4.3 $0520 国産天然ガス 

(1) 定義 

天然ガスのうち国内及び経済水域内で採掘、

精製されたものの需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

$0521 ガス田・随伴ガス、$0522 炭鉱ガス、$0523 

原油溶解ガス のエネルギー量の合計量を計上

する。固有単位で表現する場合、$0521 ガス

田・随伴ガス、$0522 炭鉱ガス、$0523 原油溶

解ガス のエネルギー量の和を$0420 国産天然

ガス の標準発熱量で除した値を用いる。 

発熱量は、天然ガス鉱業会の協力によりJIS 

K2301で組成を実測し、各成分の理論発熱量か

ら算定した標準発熱量を用いる。 

4.4.4 $0521 ガス田・随伴ガス 

(1) 計量方法 

標準発熱量、実質発熱量は$0520 国産天然ガ

ス の値を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

資源・エネルギー統計における天然ガス産出

量を計上する。 

#170000 供給在庫変動 

資源・エネルギー統計における天然ガス在庫

量から変動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#222900 精製半製品戻 

石油等消費動態統計における石油製品製造業

の原料用国産天然ガス投入量を精製半製品戻

用の投入量とみなし投入量を計上する。 

#231000 一般ガス製造 

ガス事業生産動態統計における一般ガス原料

用向け天然ガス投入量を計上する。 

#232000 簡易ガス製造 

ガス事業生産動態統計(ガス小売事業(特定ガ

ス発生設備においてガスを発生させ、導管に

よりこれを供給するものに限る。))における圧

縮天然ガス原料受入量を計上する。 
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#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における天然

ガスの発電用投入量を計上する74。2016年度以

降は上記から電力調査統計における自家消費

分を控除した量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品」用の国産天然ガス消費量を計上

する。 

#301310 自家消費/一般ガス製造 

ガス生産事業動態統計における加熱用とその

他用を計上 

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は、電力調査統計、電力需給の

概要における一般電気事業者、卸電気事業者

の｢その他雑用｣向け天然ガス消費量を計上す

る。2016年度以降は新たに電気事業者になっ

た事業者を中心に、石油等消費動態統計やエ

ネルギー消費統計等との重複があることから、

自家消費を別途調査して計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別天然ガス

在庫から在庫変動量を算出し計上する。 

 
74 電力調査統計では気化したガスを購入した際、熱

量調整があれば都市ガス、熱量調整がなければ天然

ガスとしている。一方、総合エネルギー統計では

$0600 都市ガス はガス事業者から購入したもの、

#500000 最終エネルギー消費 

#612100 鉱業・採石業・砂利採取業 

資源・エネルギー統計における鉱業所天然ガ

ス消費量を計上する。 

#600000 企業・事業所他 

#626111-09 石油化学製品動力燃料 を除き、石

油等消費動態統計における各指定生産品目用

の天然ガス直接消費量を計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用

(コークス・石油製品用を除く)消費量を計上す

る。 

4.4.5 $0522 炭鉱ガス 

(1) 解説 

石炭を採掘する際、石炭層を直接掘削したり

ボーリング孔を開けて減圧すると石炭層内に

吸着されていたメタンガスが放出されるが、

炭鉱の保安と省エネルギーを兼ねてこれを回

収し、エネルギー源として利用するもの。1997

年度以降は実績がない。 

(2) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

エネルギー生産・需給統計における炭鉱ガス

抜きガス産出量を計上する(2000年度まで)。 

$0520 国産天然ガス は国産の天然ガスとしている。

ただし、電力調査統計で気化後LNGを天然ガスとし

ている分は、$0510 輸入天然ガス(LNG) に計上す

る。 
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#200000 エネルギー転換 

#231000 一般ガス製造 

エネルギー生産・需給統計における炭鉱ガス

抜きガスの販売量75を計上する(2000年度まで)。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

4.4.6 $0523 原油溶解ガス 

(1) 解説 

石油化学部門において、NGL・コンデンセー

トやナフサなどを分解処理するため加熱する

際、溶解していたメタン分が回収されるもの。

製油所ガスと異なりほぼ純粋なメタンが回収

されること、輸入、国産の由来が不明である

ことなどから、#225100 エチレン工程: 分解ガ

ス・分解油生成 のエネルギー転換により生成

した準国産天然ガスとして本項目に計上する

(補論5 参照)。 

(2) 計量方法 

標準発熱量、実質発熱量は$0520 国産天然ガ

ス の値を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

 
75 歴史的経緯から炭鉱近傍の都市ガス原料に投入さ

れており、販売量は都市ガス用原料として計上す

る。 

76 ガス事業法上のガス事業者には、2017年ガス事業

法改正後のガス小売事業者、一般ガス導管事業者、

特定ガス導管事業者、2017年ガス事業法改正前の一

般ガス事業者、大口ガス事業者、ガス導管事業者が

#200000 エネルギー転換 

#225100 エチレン工程: 分解ガス・分解油

生成 

石油等消費動態統計における化学工業の天然

ガス回収生産量を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#626111-09 石油化学製品動力燃料 

石油等消費動態統計における各指定生産品目

用の天然ガス直接消費量を計上する。 

#626119 石油化学・アンモニア・ソーダ工

業/他製品 

#225100 エチレン工程: 分解ガス・分解油生成 

の回収生産量と#626111-09 石油化学製品動力

燃料 の差分を石油化学・アンモニア・ソーダ

工業/他製品の消費量として計上する。 

4.4.7 $0600 都市ガス 

(1) 定義 

一般の需要家に対し、専用の施設、導管網に

よって天然ガスやLPGなどを混合、調製して

配送される気体状の燃料製品の需給を表現す

る項目をいう。 

(2) 解説 

ガス事業法におけるガス事業者76の供給する

ガスの需給を表現する。 

含まれる。ガス小売事業者はガス発生設備、調圧設

備と配管網を設けて都市内での広域的なガス供給を

行う事業者(2017年ガス事業法改正前の一般ガス事業

者、大口ガス事業者、ガス導管事業者)と、LPGタ

ンクと気化装置などの簡単な設備で団地などの特定

の供給区域内にガスを供給する事業者(2017年ガス事

業法改正前の簡易ガス事業者)に大別される。 
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(3) 計量方法 

$0610 一般ガス、$0620 簡易ガス のエネルギー

量を合計した量を計上する。固有単位で表記

する場合、$0610 一般ガス、$0620 簡易ガス の

エネルギー量の和を$0610 一般ガス の実質発

熱量で除した数量を用いる。 

4.4.8 $0610 一般ガス 

(1) 定義 

一般の需要家に対し専用の施設、導管網に

よって天然ガスやLPGなどを混合、調製して

配送するガス小売事業者(特定ガス発生設備に

おいてガスを発生させ、導管によりこれを供

給するものを除く)、一般ガス導管事業者、特

定ガス導管事業者(2017年ガス事業法改正前の

一般ガス事業者、大口ガス事業者、ガス導管

事業者)の供給するガスの需給を表現する項目

をいう。 

(2) 解説 

一般ガス事業者が行うガス事業法上の大口ガ

ス事業や簡易ガス事業(みなし一般ガス事業)

は、本項目に含む。 

(3) 計量方法 

実質発熱量については、$0458 LPG、$0520 国

産天然ガス、$0510 輸入天然ガス(LNG) の実質

発熱量と原料投入量から算定する。 

#100000 一次エネルギー供給 

ガス事業生産動態統計における在庫から在庫

変動量を算出し計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#231000 一般ガス製造 

ガス事業生産動態統計における生産量とガス

事業者以外からの購入量の合計を計上する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における発電

用都市ガス投入量を計上する。2016年度以降

は上記から電力調査統計における自家消費分

を控除した量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#271000 地域熱供給 

熱供給事業便覧における原・燃料使用量を計

上する。 

#272000 その他熱供給 

発電所燃料使用実績（発受電月報個票）にお

いて、用途が熱供給であった雑用分の消費量

を計上する。 

#289000 他転換増減 

旧一般電気事業者以外のLNG消費量からガス

事業動態統計における原料/液売りを除いた

ものを負値で計上する。 

#301110 自家消費/鉄鋼コークス製造 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「鉄鋼」のコークス用の都市ガス消費量を計

上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品」用の都市ガス消費量を計上する。 
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#301310 自家消費/一般ガス製造 

ガス事業生産動態統計における自家消費、勘

定外ガス、加熱用ガスの合計を消費量として

計上する。ただし、自家用電力の燃料として

消費した分も一般ガス消費に含まれるため、

自家発投入量を発電効率36%と想定して自家

消費から向上する。また、これは工場だけで

なく事務所での消費量も含むため、エネルギー

消費統計におけるガス業の都市ガス消費量を

控除する。2016年度以降は電力調査統計でガ

ス事業者が消費量を報告している分を控除す

る。 

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は、電力調査統計、電力需給の

概要における一般電気事業者、卸電気事業者

の｢その他雑用｣向け都市ガス消費量を計上す

る。2016年度以降は新たに電気事業者になっ

た事業者を中心に、石油等消費動態統計やエ

ネルギー消費統計等との重複があることから、

自家消費を別途調査して計上する。 

#351000 事業用電力在庫 

電力調査統計、電力需給の概要における都市

ガス在庫量から変動量を算出し計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別都市ガス

在庫量から変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

石油等消費動態統計の対象部分については、

同統計各指定生産品目別都市ガス直接消費量

を計上する。同統計の対象外の部分について

 
77 2017年ガス事業法改正後は、ガス小売事業者(特定

ガス発生設備においてガスを発生させ、導管により

は、エネルギー消費統計における都市ガスの

直接エネルギー投入量を計上する。 

#690000 分類不能・内訳推計誤差 

総供給量が総需要量より大きい供給超過の場

合、供給超過相当分を計上する。 

#700000 家庭 

ガス事業生産動態統計における家庭用都市ガ

ス販売量を計上する。 

#811100 乗用車/自家用、 

#811590 バス/営業用、 

#851100 貨物自動車/営業用 

自動車燃料消費調査におけるCNG自動車の消

費量と運輸分科会推計の車種別CNG自動車

走行距離から、すべての車種の燃費は同じと

いう想定の下で推計して計上する。 

#951500 非エネルギー利用/製造業(大規

模・指定業種) 

石油等消費動態統計における業種別原料用都

市ガス消費量(コークス・石油製品原料用を除

く)を計上する。 

4.4.9 $0620 簡易ガス 

(1) 定義 

同一の団地などの特定区域内の小規模需要家

に対し、簡易な施設、導管網によってLPGな

どを混合、調製して配送する簡易ガス事業者

77の供給するガスの需給を表現する項目をい

う。 

これを供給するもの)。 
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(2) 解説 

一般に｢プロパンガス｣と呼称、認識されてい

るが、家計調査報告などの公的統計上はLPG

やプロパンガスではなく都市ガスとして定義

されていることに注意が必要である。 

簡易ガスが供給するガスは、その大部分がLPG

直接供給による｢プロパンガス｣であり、標準

発熱量として$0458 LPG の発熱量を気体とし

て換算したものを用いる78。 

(3) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#232000 簡易ガス製造 

ガス事業生産動態統計における簡易ガス事業

の供給量を$0458 LPG、$0521 ガス田・随伴ガ

ス からのエネルギー転換とみなし、生産量を

計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#690000 分類不能・内訳推計誤差 

簡易ガスの供給量と家庭用簡易ガス供給量の

差分を計上する。 

#700000 家庭 

ガス事業生産動態統計における家庭用簡易ガ

ス供給量を計上する。 

 
78 簡易ガス事業者には、圧縮天然ガスにより供給す

る事業者が少数存在するが、供給量が簡易ガス事業

全体の1%に満たないため捨象する。 

4.5 $0700 再生可能エ

ネルギー、$1000 未

活用エネルギー 

5 再生可能・未活用エネルギー表 を参照。 

4.6 水力、原子力発

電 

4.6.1 $0800 水力発電(揚水除

く) 

(1) 定義 

水の位置エネルギーをエネルギー源として利

用する発電であって一般水力発電所又は揚水

式水力発電所の自流分に由来するエネルギー

を、発電された電力の量によって表現する項

目をいう79。 

(2) 計量方法 

#110000 国内産出 は雨水により一次エネル

ギー供給された水力を表現する。 

1996年度以降は電力調査統計において揚水式

水力発電所の発電量が自流分と揚水分に区分

されていないため、揚水用動力に想定発電効

率(70%)を乗じて揚水分発電量を推計し、揚水

79 本項目には総合エネルギー統計2013年度改訂版ま

での旧N$400 中小水力発電 を含む。 
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式発電所の発電量から揚水分発電量を控除し

たものを自流分発電量とみなす 

2015年度以前は一般電気事業者の内訳がある

が、一般電気事業者間の送受電量が明らかで

ないため、地域別の欄は×と表現する。 

実質発熱量は、3.60MJ/kWhを2015年度以前は

#241100 一般電気事業者発電、2016年度以降

は#240000 事業用発電 のエネルギー転換効率

で除して推計した値を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 の合計量を産出量(正

号)として計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における一般

水力発電所の発電量と揚水式水力発電所の推

計自流分発電量を合計し、投入量(負号)として

計上する。 

#252000 製造業自家発電 

石油等消費動態統計における業種別自家発電

のうち水力発電量を投入量(負号)として計上

する。 

#259991 分類不明 自家用発電 

電力調査統計における自家発電の水力発電量

から#252000 製造業自家発電 を控除した量を

投入量(負号)として計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

 
80 総合エネルギー統計2013年度改訂版までの事業用

水力発電の内訳である旧$555 揚水式 での発電量

は、混合揚水式発電所の自流分も含んでいたが、本

4.6.2 $0900 揚水発電 

(1) 定義 

水の位置エネルギーをエネルギー源として利

用する発電であって、揚水式発電所の揚水分

に由来するエネルギーを発電された電力の量

によって表現する項目をいう80。 

(2) 計量方法 

#242000 揚水発電 は揚水発電所で水を上池に

汲み上げることにより供給された水力を、

#240000 事業用発電 はその水力の発電用投入

量を表す。 

1996年度以降は電力調査統計において揚水式

水力発電所の発電量が自流分と揚水分に区分

されていないため、揚水用動力に想定発電効

率(70%)を乗じて揚水分発電量を推計する。 

実質発熱量は、3.60MJ/kWhを2015年度以前は

#241100 一般電気事業者発電、2016年度以降

は#240000 事業用発電 のエネルギー転換効率

で除して推計した値を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#240000 事業用発電 

#242000 揚水発電 の産出量を投入量(負号)と

して計上する。 

#242000 揚水発電 

電力調査統計、電力需給の概要から揚水式発

電所の揚水分発電量を推計し、産出量(正号)と

して計上する。 

項目では揚水分のみを対象とする。 
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#500000 最終エネルギー消費d 

計上しない。 

4.6.3 $1100 原子力発電 

(1) 定義 

発電のため人為的に発生させた核分裂などの

原子力エネルギーを、発電された電力の量に

よって表現する項目をいう。 

(2) 解説 

将来高速増殖炉や核融合による発電が実施さ

れる場合、本項目に計上する。 

発電のため投入された原子力エネルギーの需

給を表現しており、原子炉用核燃料の製造、

保管、再処理、廃棄物処理処分、発電所など

の検査、改修、廃炉に要したエネルギーの需

給は、他の発電同様、含まない。 

準国産エネルギーとする理由 

原子力発電においては、核燃料となるウラン

などを海外から輸入しているが、一次エネル

ギー供給を#110000 国内産出 に計上し｢準｣国

産エネルギーとして取り扱う。その理由は下

記のとおりであり、これらの理由については、

IEAにおいて先進国間での国際共通理解とさ

れており、再処理政策を採る国ではa.～d.、再

処理政策を採らない国ではa.～c.の理由から、

原子力発電を｢準｣国産エネルギーとしている。 

a. 燃料費寄与が小さいこと 

原子力発電では、総発電費用のうち燃料に関

連して必要となる経費が約20%程度であり、

通常50%以上を燃料費として必要とする火力

発電と比べ相対的に燃料費の寄与が極めて小

さいこと。 

b. 燃料供給への依存度が小さいこと 

原子力発電では、年1回以下の燃料交換で継続

的なエネルギー供給が可能であり、燃料供給

への依存が相対的に小さいこと。 

c. 原子力技術の役割が重要であること 

核燃料物質を保有していても、原子力発電技

術を保有しなければエネルギーを得ることは

できず、エネルギー転換における原子力発電

技術の役割が極めて大きいこと。 

d. 再処理による核燃料サイクルが可能で

あること 

使用済核燃料の再処理による核燃料サイクル

が実現した場合、1回の核燃料の使用で減耗し

た原子力のエネルギーの量を確定させること

ができないこと、また再処理による核燃料サ

イクルの実現以降は核燃料の輸入は減少して

いくことが見込まれること。 

(3) 計量方法 

#250000 自家発電 は、日本原子力研究開発機

構の｢常陽」「ふげん｣などの試験研究炉からの

発電量である。 

実質発熱量は、3.60MJ/kWhを2015年度以前は

#241100 一般電気事業者発電、2016年度以降

は#240000 事業用発電 のエネルギー転換効率

で除して推計した値を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 の合計量を産出量(正

号)として計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要における発電

量を投入量(負号)として計上する。 
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#259991 分類不明 自家用発電 

電力調査統計における自家発電量を投入量

(負号)として計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

4.7 電力、熱 

4.7.1 $1200 電力 

(1) 定義 

電気によるエネルギーの需給を表現する項目

をいう。 

(2) 解説 

1) 概念 

火力発電については、#240000 事業用発電、

#250000 自家用発電 において、発電用に投入

された各エネルギー源が各列に負号で、発電

された電気は本項目で正号で表現する。 

原子力発電、水力発電、太陽光～風力発電や、

回収電力などについては、エネルギー転換に

際して直接電力が得られるが、火力発電同様

に、元となるエネルギー源(原子力エネルギー、

水の位置エネルギー、太陽エネルギー、風力

エネルギーや未活用エネルギー)が一旦各列に

おいて発電に投入された後に電気に変換され

たものと考え、投入エネルギー源を負号、発

電された電気を本項目で正号で取り扱う。 

2016年度改正電気事業法における電気事業者

によるものを$1210 事業用電力 (2015年度以前

 
81 電力・熱のエネルギーにおける直接消費法・間接

消費法の考え方は、エネルギー起源二酸化炭素排出

は2016年度改正前の電気事業法における一般

電気事業者の送配電網による供給を$1210 一

般用電力 に、特定電気事業者による特定区域、

建築物での供給を$1215 特定用電力 に、卸電

気事業者等の直接供給によるものを$1220 外

部用電力)に、自家発電によるものを$1230 自

家用電力 にそれぞれ計上する。 

2) 発熱量 

定義により最終エネルギー消費側では1kWh = 

3.60MJで算定し、一次エネルギー供給につい

ては、2015年度以前は#241100一般電気事業者

発電、2016年度以降は#240000 事業用発電 の

エネルギー転換効率から毎年度推計した一次

換算(実質)発熱量を用いる。 

3) 計量-1 電力の一次エネルギー供給の

不計上 

現在、日本においては国際送電網による電力

輸出入が存在しないこと、電力を大量に在庫

することは揚水発電以外の方法ではほとんど

行われていないことから、$1200 電力 及びそ

の内訳となる各項目については一次エネル

ギー供給を計上しない。仮に将来国際送電網

による電力輸出入が実現した場合、各該当す

る内訳項目において、それぞれの一次エネル

ギー換算の方法に従い、輸出入された電力に

関する一次エネルギー供給を計上し、本項目

でその合計を表現する。 

4) 計量-2 電力のエネルギー転換損失の

再配分(直接消費法、間接消費法) 

電力1kWh (3.60MJ)を供給する際には約2.5kWh 

(約5.4MJ)相当の大きなエネルギー転換損失が

伴う。当該エネルギー転換(発電)に伴う損失に

ついては、2つの考え方が存在する81。 

量における直接排出法(量)・間接排出法(量)の基礎と

なる概念である。6 エネルギー起源炭素表 を参照。 
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a. 直接消費法 

エネルギー転換損失は、エネルギー転換部門

において電気を作るために消費されたとみな

し、最終エネルギー消費部門では電力自体が

持つ3.60MJ/kWhのみで消費を算定する考え方。 

b. 間接消費法 

電力供給部門は需要家の求めに応じて発電を

行うため、発電に伴う損失も最終エネルギー

消費部門に応分に再分配されるべきであると

いう考え方。 

総合エネルギー統計においては、電力、熱に

ついて、その損失相当分を直接消費法で一旦

計算した後、間接消費法との差分を各消費部

門に再配分する計算を行い、直接消費法、間

接消費法の両方を算定、表現する。具体的に

は、$1200 電力  の各部門では電力1kWh = 

3.60MJとした直接消費法のエネルギー消費量

を表現しており、$1250 電力寄与損失・排出量

配分 の各部門では各発電項目別の発電損失を

再分配し、間接消費法と直接消費法の両方の

方式でのエネルギー消費量を表現する。 

(3) 計量方法 

$1210 事業用電力 (2015年度以前は$1210 一般

用電力、$1215 特定用電力、$1220 外部用電力)、

$1230 自家用電力 のエネルギー量の合計を計

上する。 

4.7.2 $1210 事業用電力(2016

年度より)、一般用電力(2015

年度まで) 

(1) 定義 

2016年度以降は事業用電力、2015年度以前は

一般用電力である(以下、事業用電力)。事業用

電力は一般の需要家に対し専用の送配電網に

より電気を供給する電気事業者(2015年度以前

は一般電気事業者)の供給する電気の需給を

表現する項目をいう。 

(2) 解説 

電気事業者が自ら発電した電力と、他者から

の受電により供給した電力の合計を表現する。 

2015年度以前は一般電気事業者が一般電気事

業として供給した電力と、特定規模電気事業

(特別高圧電力など｢部分自由化｣対象領域)と

して供給した電気、他者からの受電により供

給した電力を含む。 

特定規模電気事業(｢部分自由化｣対象領域)の

うち、一般電気事業者の送配電網により託送

供給を行った分については、本項目に含まな

い(3.3.14 #240000 事業用発電 参照)。 

(3) 計量方法 

最終エネルギー消費、エネルギー転換におけ

る投入の標準発熱量を3.60MJ/kWhとする。一

次エネルギー供給の発熱量については、2016

年度以降は#240000 事業用発電 (2015年度以

前は#241100 一般電気事業者発電)のエネル

ギー転換効率で3.60MJ/kWhを除した値を実質

発熱量として用いる。 

$1210 一般用電力 の一次エネルギー供給の発

熱量推定の考え方については、補論1 を参照。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#240000 事業用発電 

2016年度以降: 電力調査統計における電気事

業者の総供給電力量(自社発電、電気事業者以
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外の者からの受電合計)を産出量として計上す

る。 

2015年度以前: 電力調査統計における一般電

気事業者の総供給電力量(自社発電、他社受電

合計)を産出量として計上する。 

#242000 揚水発電 

電力調査統計における揚水用動力消費量を投

入量(負号)として計上する。 

#271000 地域熱供給 

熱供給事業便覧における電力原・燃料使用量

を計上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品」用の購入電力量を計上する。 

#301210 自家消費/一般ガス製造 

ガス事業生産動態統計における一般ガス供給

用電力消費のうち受電分を消費量(負号)とし

て計上する。 

#301400 自家消費/事業用電力 

2015年度以前は電力調査統計における一般電

気事業者の発電所所内動力を消費量(負号)と

して計上する。 

2016年度以降は捕捉調査によって得られた電

気事業者の発電所所内動力を消費量(負号)と

して計上する。 

#305400 送配電熱損失/事業用電力 

電力調査統計における電気事業者(2015年度

以前は一般電気事業者)の送電端供給力と需

用電力量の差分を送電損失量(負号)として計

上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他—#611000 農林水

産業を除く 

石油等消費動態統計の対象部分については、

業種別に同統計各指定生産品目別購入電力

量を計上する。ただし、2015年度以前は電力

調査統計における大口業種別発電量につき、

外部用電力からの販売量が明らかである業種

(#622000 繊維工業、#624000 パルプ・紙・紙

加工品製造業、#626000 化学工業、#628000 窯

業・土石製品製造業、#629100 鉄鋼業、#629300 

非鉄金属製造業、#630000 機械製造業)に関し

ては、外部用電力の販売量を控除したものを

計上する。 

石油等消費動態統計の対象外の部分について

は、エネルギー消費統計調査などから推定し

た最終エネルギー消費量から$1220 外部用電

力 を控除したものを計上する。 

#611000 農林水産業 

3.4.3 #610000 農林水産鉱建設業の#611000 農

林水産業 参照。 

#690000 分類不能・内訳推計誤差 

総供給量が総需要量より大きい供給超過の場

合、供給超過相当分を計上する。 

#700000 家庭 

家計調査報告における家庭の電気購入量から

推計した消費量を計上する。 

#813000 旅客/鉄道 

国土交通省調べにおける旅客の電力消費量を

計上する。 

#852000 貨物/鉄道 

鉄道統計年報における貨物の電力消費量を計

上する。 
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4.7.3 $1215 特定用電力(2015

年度まで) 

(1) 定義 

2016年度改正前の電気事業法における特定電

気事業者の供給する電気の需給を表現する項

目をいう。 

(2) 解説 

特定電気事業者は、特定のオフィスビル、複

合商業施設などの建築物内部での供給を行う

形態にあるため、送変配電損失を計上しない。

また、当該事業特性から、特定用電力の供給

先は大部分が家庭、業務他などである。 

(3) 計量方法 

2015年度以前のみ計上する。 

電力調査統計における用途別、業種別販売電

力量から各部門の消費量を推計する。家計調

査報告などで特定電気事業を識別した調査は

行われていないことなどから、家庭、業務他

の地域、業種内訳推計は行わない。 

最終エネルギー消費、エネルギー転換におけ

る投入の標準発熱量を3.60MJ/kWhとする。一

次エネルギー供給の発熱量については、

#241500 特定電気事業者発電 のエネルギー転

換効率で3.60MJ/kWhを除した値を実質発熱量

として用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#241000 一般用発電 

特定電気事業者の総供給電力量と需要量の差

分を一般用発電との売買として計上する。 

#241500 特定電気事業者発電 

電力調査統計における特定電気事業者の総供

給電力量を産出量として計上する。 

#301440 自家消費/特定電気事業者発電 

電力調査統計における特定電気事業者の発電

所所内用電力を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#700000 家庭 

電力調査統計における特定電気事業者の定額

電灯、従量電灯A～C販売量、電灯・電力選択

約款(時間帯電灯、深夜電力、融雪電力)を家庭

部門の消費量とみなし計上する。 

4.7.4 $1220 外部用電力(2015

年度まで) 

(1) 定義 

2016年度改正前の電気事業法における卸電気

事業者などが供給する電気及び専用設備を設

けて特定規模電気事業者が供給する電気の需

給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

共同火力発電については、2009年度を以て電

気事業法の制度変更により｢卸電気事業者等｣

から除外されているが、本統計上での投入/産

出関係の継続性保持の関係から、共同火力発

電各社の協力により電力需給に関する統計値

を得て引き続き従来同様本部門で表現する。 

一方、公営水力発電については、共同火力発

電同様に2009年度を以て｢卸電気事業者等｣か

ら除外されたが、2010年度以降は自家用発電

に分類を変更して表現する。 
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 (3) 計量方法 

2015年度以前のみ計上する。 

電力調査統計などにおける用途別、業種別販

売電力量から各部門の大枠を計上し、石油等

消費動態統計などにより業種別内訳推計を行

う。製造業の業種別、品目別内訳推計につい

ては、4.7.2 $1210 事業用電力(2016年度より)、

一般用電力(2015年度まで) を参照。 

共同火力で発電用や燃料投入量が得られない

場合、2009年度から2016年度まで線形で推移

したとして推計する。 

2005年度から2015年度の電力調査統計におい

て、特定規模電気事業者の電力(外部用電力)

の販売先が大規模製造業のみとなっており、

中小製造業、業務への販売量が計上されてい

ないため、推計して計上する。 

最終エネルギー消費、エネルギー転換におけ

る投入の標準発熱量を3.60MJ/kWhとする。一

次エネルギー供給の発熱量については、

#245000 外部用発電 のエネルギー転換効率で

3.60MJ/kWhを除した値を実質発熱量として用

いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#241000 一般用発電 

卸電気事業者の送電量を計上する。 

#242000 揚水発電 

電力調査統計における揚水用動力消費量を投

入量(負号)として計上する。 

#245000 外部用発電 

電力調査統計における卸電気事業者等、特定

規模電気事業者の発電電力量を産出量(正号)

として計上する。 

#301210 自家消費/石油精製 

電力調査統計における卸電気事業者、特定規

模電気事業者の石油製品製造業向け販売量を

消費量(負号)とみなし計上する。 

#301450 自家消費/外部用発電 

電力調査統計における卸電気事業者等、特定

規模電気事業者の発電所所内動力向け消費量

(負号)を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

#612100 鉱業･採石業･砂利採取業、#621100食

料品製造業、#627200 ゴム製品製造業、

#641100 他製造業 については、大口業種別販

売量を消費量とみなし計上する。 

#622000 繊維工業、#624000 パルプ・紙・紙加

工品製造業、#626000 化学工業、#628000 窯業・

土石製品製造業、#629100 鉄鋼業、#629300 非

鉄金属製造業、#630000 機械製造業)について

は、石油等消費動態統計における各指定生産

品目別電力消費量を用いて、各業種に案分し

て卸電気事業者等、特定規模電気事業者から

の供給による消費量とみなし計上する。 

その他の業種は需給ギャップ分をエネルギー

消費統計における電力消費量を用いて案分し

て計上する。 

4.7.5 $1230 自家用電力 

(1) 定義 

主として自分の工場、事業所、家庭で使用す

るために発電された電気の需給を表現する項

目をいい、事業用発電に属さない発電を表現

する部門をいう。 
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(2) 解説 

詳細は3.3.21 #250000 自家用発電 を参照。 

(3) 計量方法 

最終エネルギー消費、エネルギー転換におけ

る投入の標準発熱量を3.60MJ/kWhとする。一

次エネルギー供給の発熱量については、

3.60MJ/kWhを#250000 自家用発電 のエネル

ギー転換効率で除した値を実質発熱量として

用いる。 

参考項目を設けて計量し、合計値を$1230 自家

用電力 に計上する。各参考項目の発熱量の算

定方法は$1230 自家用電力 と同じである。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#240000 事業用発電 

2016年度以降は電力調査統計における送電端

供給力、特定供給、自家消費の合計から事業

用発電の送電端の発電量を控除した値を投入

量(負値)として計上する。 

2015年度以前は電力調査統計における一般電

気事業者の購入電力量から$1215 特定用電力、

$1220 外部用電力 の需給の差分を控除した量

を、自家発電から一般電気事業への投入量(負

号)と推定して計上する。 

$1240 家庭 に住宅太陽光からの受電量を計上

する。2013年度以降はFITによる10kW未満の

住宅用太陽光買取量を計上する。2012年度以

前は受電量のデータが存在しないため、2001

年度から2012年度は太陽光発電協会の住宅用

のモジュール出荷統計と想定売電比率60%か

ら推計する。2000年度以前は住宅用と非住宅

用とが区別されていないため、計上しない。 

$1250 分類不明 に$1230 自家用電力 と$1240 家

庭 の差分を計上する。 

#250000 自家用発電 

石油等消費動態統計、エネルギー消費統計、

電力調査統計を用いて推計した発電量を計上

する(推計方法は3.3.21 #250000 自家用発電 の

(3) 計量方法 参照)。 

#301110 自家消費/鉄鋼コークス製造 

石油等消費動態統計におけるコークス(指定生

産品目)生産用の電力消費量を計上する。 

#301110 自家消費/他コークス製造 

2010年12月以前は資源・エネルギー統計にお

ける消費量を計上する。2011年1月以降は2010

年12月のコークス生産量に対する電力消費量

の比率から推計する。 

#301210 自家消費/石油精製 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品用」の電力消費量から購入電力量

を控除した量を計上する。 

#301310 自家消費/一般ガス製造 

ガス事業生産動態統計における一般ガス供給

用電力消費のうち自家発電分を消費量(負号)

として計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

石油等消費動態統計の対象部分については、

指定生産品目別の電力の直接エネルギー消費

量から購入電力量を控除した量を計上する。

同統計の対象外の部分については、エネルギー

消費統計調査などから最終エネルギー消費量

を計上する。 

2016年度以降、電力調査統計において自家消

費が計上されている中で、石油等消費動態統
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計、エネルギー消費統計の対象外のものは、

該当する業種に自家消費分を計上する。 

#700000 家庭 

住宅太陽光からの消費量は、FITによる10kW

未満の住宅用太陽光買取量と住宅太陽光の想

定売電比率(2013年度以前60%、2014年度65%、

2015年度以降70%)より自家消費分を推計する。

2019年度以降は卒FITがあるため、当該年度の

設備容量と2018年度の買取量／設備容量を乗

じ、想定売電比率から推計する。 

4.7.6 $1300 熱 

(1) 定義 

人為的に温度調整された蒸気、水、空気など

の熱媒体により供給されるエネルギーの需給

を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

各一次エネルギー供給からのエネルギー源を

投入して人為的に発生され、蒸気、温冷水、

冷気などの熱媒体で供給される熱の需給を表

現する項目である。 

地熱、太陽熱などの天然の熱エネルギーは、

再生可能エネルギーとして取り扱う。回収蒸

気については、エネルギー転換に際して直接

蒸気が得られるが、元となる未活用エネルギー

が熱に変換されたものと考え、$N252 産業蒸

気回収 でエネルギー転換を表現し、発生した

熱の需給は本項目で統一的に取り扱う。 

企業・事業所他部門の自家用蒸気によるもの

を$1310 自家用蒸気 に計上し、熱供給事業法

における熱供給事業者の熱供給網設備による

ものを$1350 熱供給 に計上する。 

熱には輸出入がなく、熱の在庫(蓄熱)は困難で

あることから、一次エネルギー供給を計上し

ない。 

電力同様｢直接消費法、間接消費法｣の値を計

上する。 

(3) 計量方法 

$1310 自家用蒸気、$1350 熱供給 のエネルギー

量の合計を計上する。 

エネルギー単位で表現し、固有単位を使用し

ない。 

4.7.7 $1310 自家用蒸気 

(1) 定義 

企業・事業所他部門内部における蒸気を媒体

としたエネルギー利用の需給を表現する項目

をいう。 

(2) 解説 

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生 参照。 

(3) 計量方法 

石油等消費動態統計では機械工業については

蒸気に関する調査が行われていないため、機

械工業のボイラー、コージェネレーション燃

料投入量と機械を除く全業種平均の蒸気のエ

ネルギー転換機器(ボイラー、蒸気タービンな

ど)の平均効率から蒸気に関するエネルギー転

換を推計する。 

最終エネルギー消費、エネルギー転換におけ

る標準発熱量を、100°C・1気圧の乾き蒸気の

エネルギー量とする。一次エネルギー供給の

発熱量については、#260000 自家用蒸気発生 

のエネルギー転換効率で標準発熱量を除した

値を実質発熱量として用いる。 
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参考項目を設けて計量し、合計値を$1310 自家

用蒸気 に計上する。各参考項目の発熱量の算

定方法は$1310 自家用蒸気 と同じである。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 

石油等消費動態統計における指定生産品目

「石油製品」用の蒸気消費量を石油製品製造

の蒸気投入量とみなし計上する。 

#250000 自家用蒸気 

石油等消費動態統計、エネルギー消費統計、

資源エネルギー庁「新エネルギー等導入促進

調査(バイオマス・廃棄物による発電利用及び

熱利用の導入実績調査)」の調査結果を用いて

推計した蒸気発生量を計上する(推計方法は

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生 の(2) 計量方法 

参照)。 

#301110 自家消費/鉄鋼コークス製造 

石油等消費動態統計におけるコークス(指定生

産品目)生産用の蒸気消費量を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

石油等消費動態統計の対象部分については、

指定生産品目別の蒸気の直接エネルギー消費

量から蒸気受入量を控除した量を計上する。

同統計の対象外の部分については、エネルギー

消費統計調査などから最終エネルギー消費量

を計上する。 

4.7.8 $1350 熱供給 

(1) 定義 

熱供給事業者やその他熱供給事業者が住宅や

事業所に対し専用の施設、配管網による温度

調整された蒸気、水、空気などの熱媒体によっ

て供給するエネルギーの需給を表現する部門

である。 

(2) 解説 

3.3.24 #270000 熱供給 を参照。 

企業・事業所他部門の工場、事業所における

蒸気を媒体としたエネルギー利用の需給は、

$1310 自家用蒸気 に計上する。 

(2) 計量方法 

業務用その他への販売熱量を#269995 自家用

蒸気部門間移転に計上する。 

エネルギー単位で表現し、固有単位を使用し

ない。 

参考項目$1351 温熱・給湯、$1352 冷熱 を設け

て計量し、合計値を$1350 熱供給 に計上する。 

#100000 一次エネルギー供給 

計上しない。 

#200000 エネルギー転換 

#269995 自家用蒸気部門間移転 

熱供給事業便覧における業務用その他への販

売量を計上する。 

#271000 地域熱供給 

熱供給事業便覧における原・燃料使用量を計

上する。 
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#272000 その他熱供給 

発電所燃料使用実績（発受電月報個票）にお

いて、用途が熱供給であった雑用分の消費量

を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#700000 家庭 

熱供給事業便覧における住宅用販売量を計上

する。 

4.8 合計、エネル

ギー/非エネルギー利

用、電力・熱寄与配

分 

4.8.1 $1400 合計 

(1) 定義 

各部門についてすべてのエネルギー源の投入

量、生産・回収量、消費量を合計したエネル

ギー量を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

#100000 一次エネルギー供給 においては、国

内産出、輸出入など、供給されたエネルギー

の総合計量を表現する。 

#200000 エネルギー転換 においては、エネル

ギー転換に投入した各エネルギー源の総量と、

産出されたエネルギー源の総量の差、すなわ

ちエネルギー転換に伴うエネルギー損失と自

家消費の量を表現する。 

#500000 最終エネルギー消費 においては、

#600000 企業・事業所他、$700000 家庭、

#800000 運輸 の各部門が直接に消費したエネ

ルギーの総量を表現する。 

#100000 一次エネルギー供給 のうち原子力発

電、再生可能エネルギー、未活用エネルギー

などの非化石エネルギー源による電力、熱に

ついては、国内産出の合計の算定において一

次エネルギー換算した電力、熱の値を用いる

(3.2.2 #110000 国内産出、補論1 参照)。 

(3) 計量方法 

エネルギー単位で表現し、固有単位を使用し

ない。各部門別に$0100 石炭～$1352 冷熱 のす

べてのエネルギー源に関する項目を重複なく

合計した値を計上する。 

4.8.2 $1401 エネルギー利用 

(1) 定義 

各部門における合計のうち、非エネルギー利

用による量を除いた、エネルギーを得る目的

で利用された量を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

$1400 合計 から$1402非エネルギー利用 を控

除し計上する。エネルギー単位で表現し、固

有単位を使用しない。 

4.8.3 $1402 非エネルギー利用 

(1) 定義 

各部門における合計のうち、エネルギー源を

原材料利用や消費側在庫などエネルギーを得

る目的以外に用いた量を表現する項目をいう。 



総合エネルギー統計の解説 / 2024年度改訂版 

4 総合エネルギー統計の列(エネルギー源)の構造と解説 150 

(2) 解説 

製造業主要業種については石油等消費動態統

計における原材料利用量から石炭製品・石油

製品原料用の投入量を除いた量を計上し、そ

れ以外の部門については、潤滑油、アスファ

ルト、グリース、パラフィンなどの非エネル

ギー用途製品の消費量を計上する。 

#222100 原油常圧蒸留、#222500 常圧残油・減

圧蒸留・分解処理、#280000 他転換・品種振

替 については、他の転換工程と異なり、エネ

ルギー転換においてエネルギー源を酸化、燃

焼させる過程がほとんど存在せず、密閉され

た装置内で転換を行うため、その合計量はエ

ネルギー損失を示すのではなく、発熱量の誤

差、エネルギー源分類の誤差、統計数量の誤

差などが混在したものを示すと考えられるた

め、合計量を計上する。 

#350000 転換・消費在庫変動 については、在

庫積増用途の投入や販売店の棚入などは非エ

ネルギー利用であること、また在庫取崩や販

売店の棚卸、返品は当該エネルギー源が利用

される際にいずれかの部門の最終エネルギー

消費やエネルギー転換で再度計上され二重計

算を防止する必要があることから、合計量を

計上する。 

(3) 計量方法 

エネルギー単位で表現し、固有単位を使用し

ない。 

#100000 一次エネルギー供給 

#950000 非エネルギー利用、#200000 エネル

ギー転換 による非エネルギー利用、非エネル

ギー投入総量を、#150000 総供給、#190000 国

内供給 に計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#222100 原油常圧蒸留、 

#222500 常圧残油・減圧蒸留・分解処理 

$1400 合計 による石油精製のエネルギー転換

損失量(残差)を誤差として計上する。 

#280000 他転換・品種振替 

$1400 合計 による他転換・品種振替のエネル

ギー転換損失量(残差)を誤差として計上する。 

#350000 転換・消費在庫変動 

$1400 合計 による他転換増減量・在庫変動量

を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

#951000～#951800の業種別非エネルギー利用 

を業種合計部門に計上する。 

#800000 運輸 

#953000 運輸 の値を計上する。 

#950000 非エネルギー利用 

$1400 合計 を計上する。 

4.8.4 $1420 電力寄与損失/排

出量配分、$1450 熱寄与損失

/排出量配分 

(1) 定義 

電力、熱の供給に伴うエネルギー転換損失か

ら、電力、熱の平均的な単位消費量当たりの

エネルギー損失を求め、これを各部門での電

力、熱の投入量、消費量に乗じることにより、

電力、熱の投入量、消費量に応じて発生する

エネルギー転換損失を、各部門の電力、熱の
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投入量、消費量の寄与度に応じて仮想的に再

配分した量を表現する項目をいう82。 

(2) 解説 

｢間接消費法｣の考え方に従い、各部門への配

分の算定は、下式により行う。 

Xij = (Fi ÷ Ui - Ei) × Uij (電力・熱の損失・排

出量再配分式) 

i: 電力、熱の種類 

j: 部門 

Xij: j部門におけるi種の電力、熱の投入量、消

費量に伴うエネルギー損失(又は間接エネル

ギー起源炭素排出量) 

Fi: i種の電力、熱の生産のためのエネルギー源

の投入量(、炭素投入量)合計 

Ui: (= ∑j Uij) i種の電力、熱の総生産量(=総投

入・消費量 

Ei: i種の電力、熱の最終エネルギー消費側の単

位当たりエネルギー量(電力: 3.60MJ/kWh、熱: 

2.57MJ/kg、熱供給: 1MJ、エネルギー起源炭素

排出量の場合0とする) 

Uij: j部門におけるi種の電力、熱の投入量、消

費量 

ここで(Fi ÷ Ui - Ei)の項を平均エネルギー損失

原単位、平均炭素原単位という。 

(3) 計量方法 

それぞれの項目に対応するエネルギー転換効

率で電力、熱の最終エネルギー消費側の標準

発熱量を除した値から、電力、熱の最終エネ

ルギー消費側の標準発熱量を控除して、電力、

 
82 エネルギー起源炭素排出量を算定する際には、エ

ネルギー転換｢損失｣に代えて、電力、熱のエネル

ギー転換に伴うエネルギー起源炭素｢排出量｣を再配

分して表現する。 

83 エネルギー起源炭素を算定する際には、同様に、

熱1単位当たりの損失に関する実質発熱量を

算定し再配分する。 

項目ごとに求めた電力、熱の1単位当たりの消

費に伴うエネルギー損失を、これと対応する

$1200～$1250の電力、$1300～$1350の熱 の投入

量、消費量に乗じて算定する83。 

4.8.5 $1490 電力・熱寄与損失

/排出量配分後合計 

(1) 定義 

$1400 合計 と、$1420 電力寄与損失配分、$1450 

産業蒸気・熱寄与損失配分 の合計を表現する

項目をいう。 

(2) 解説 

｢間接消費(排出)法｣の考え方に従い、各部門が

直接、間接に投入、消費したエネルギー量と

これに伴うエネルギー起源炭素排出量を仮想

的に算定した値を表現する(4.8.4 $1420 電力寄

与損失/排出量配分、$1450 熱寄与損失/排出

量配分 参照)。 

(3) 計量方法 

$1400 合計 と、$1420 電力寄与損失配分、$1450 

熱寄与損失配分 を合計する。 

 

各項目の電力、熱の産出量で、電力、熱のエネル

ギー転換に伴うエネルギー起源炭素排出量を除した

平均エネルギー起源炭素排出量(炭素原単位)を算定

し、これを各部門の電力、熱の投入量、消費量に乗

じて算定し再配分する。 
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5 再生可能・未活用エネルギー表 
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5.1 再生可能エネル

ギー、未活用エネル

ギーの定義、概念 

5.1.1 総合エネルギー統計に

おける定義 

再生可能エネルギー、未活用エネルギーとは、

化石燃料や核燃料の消費を伴わないエネル

ギー源の供給、利用形態であって、以下のも

のを総称したエネルギーの需給を表現する。 

a. 新エネルギー 

太陽、風力、バイオマスなど太陽からの光、

熱エネルギーを起源とする非枯渇性のエネル

ギー源(水力、地熱を除く)。 

b. 地熱エネルギー 

地球内部からの熱エネルギーを起源とする(非

枯渇性の)エネルギー源。 

c. 水力発電(揚水除く) 

水力をエネルギー源とする水力発電によるエ

ネルギー源。 

d. 未活用エネルギー 

廃棄物エネルギー利用、廃棄エネルギー回収

など、エネルギー源が一旦使用された後、通

常は廃棄、放散される部分を有効に活用する

エネルギー源。 

5.1.2 再生可能・未活用エネ

ルギー表 

再生可能エネルギー、未活用エネルギーにつ

いては列に再生可能エネルギー、未活用エネ

ルギーのエネルギー源を｢$N***｣の形で表示し、

行に総合エネルギー統計と共通の部門

(#100000～#900000)としてエネルギー需給を

表示した｢再生可能・未活用エネルギー表｣を

設けて需給を表現する(表5-1)。 

再生可能エネルギー、未活用エネルギーには、

原理的に非エネルギー利用はない(最初から除

いて考える)ので、非エネルギー利用表は設け

ない。 
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表5-1 再生可能・未活用エネルギー表の列の構造 

$N100 再生可能エネルギー 

$N110 太陽エネルギー 

$N111 太陽光発電 

$N112 太陽熱利用 

$N120 風力発電 

$N130 バイオマスエネルギー 

$N131 木材利用 

$N132 廃材利用 

$N133 バイオ燃料 

$N134 バイオエタノール 

$N135 バイオディーゼル 

$N136 黒液直接利用 

$N137 バイオガス 

$N138 バイオマスその他 

$N140 天然温度差エネルギー 

$N141 雪氷エネルギー 

$N142 他温度差エネルギー 

$N150 他自然エネルギー 

$N160 地熱エネルギー 

$N161 地熱発電 

$N162 地熱直接利用 

$N170 水力発電(揚水除く) 

 

$N200 未活用エネルギー 

$N210 廃棄物エネルギー活用 

$N220 廃棄物エネルギー回収 

$N221 廃棄物発電 

$N222 廃タイヤ直接利用 

$N223 廃プラスチック直接利用 

$N230 廃棄物燃料製品 

$N231 RDF■ 

$N232 廃棄物ガス 

$N233 再生油 

$N234 RPF■ 

$N240 廃棄物その他 

$N250 廃棄エネルギー直接利用 

$N251 廃熱利用熱供給 

$N252 産業蒸気回収 

$N253 産業電力回収 

 
 
 

$N300 再生可能･未活用エネルギー合計 
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5.2 再生可能エネル

ギー 

5.2.1 $N100 再生可能エネル

ギー 

(1) 定義 

化石燃料や核燃料の消費を伴わないエネル

ギー源の供給、利用形態であって、太陽、風

力、バイオマスなど自然界に存在する非枯渇

性のエネルギー源の需給を表現する項目をい

う。 

(2) 解説 

エネルギー政策上の｢新エネルギー｣と大部分

が重複するが、必ずしも一致しない。例えば、

再生可能エネルギーは、大規模水力、地熱、

黒液、廃材など製紙業での副生物に由来する

バイオマス廃棄物を含む。 

(3) 計量方法 

$N110 太陽エネルギー～$N170水力発電(揚水

除く) のエネルギー量の合計を計上する。 

太陽光発電や風力発電など自然エネルギーに

より得られた電力の最終エネルギー消費に関

する標準発熱量については3.60MJ/kWhを用い、

一次エネルギー供給の評価においては、

3.60MJ/kWhを2015年度以前は#241100 一般電

気事業者発電、2016年度以降は#240000 事業

用発電 のエネルギー転換効率で除して推計し

た実質発熱量を用いる(補論1 参照)。 

5.2.2 $N110 太陽エネルギー 

(1) 定義 

太陽を直接のエネルギー源として用いるエネ

ルギーの需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

$N111 太陽光発電、$N112 太陽熱利用 のエネ

ルギー量の合計を計上する。 

5.2.3 $N111 太陽光発電 

(1) 定義 

太陽電池により太陽光の持つ光エネルギーを

電力に直接変換する発電方式により得られた

電気の需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

発電機器普及量の大半が民生用機器(電卓、腕

時計、ソーラーパネル)であるが、現状では消

費側の統計がなく部門別の消費量が把握でき

ないことから電力調査統計における発電量、

FITによる買取量、ソーラーパネル出荷量から

供給量を推計する。 

太陽熱を集熱し熱機関により発電する太陽熱

発電は含まない。 

(3) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 の合計量を産出量(正

号)として計上する。 
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#200000 エネルギー転換 

#240000 事業用発電 

電力調査統計における電気事業者の発電量を

計上する。 

#259990 家庭 自家用発電 

住宅用太陽光発電の発電量を計上する。発電

量の推計方法は3.3.21 #250000 自家用発電 の 

(3) 計量方法 3) 家庭 を参照。 

#259991 分類不明 自家用発電 

非住宅用太陽光発電の発電量を計上する。発

電量の推計方法は3.3.21 #250000 自家用発電 

の (3) 計量方法 d. 太陽光発電 を参照。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

5.2.4 $N112 太陽熱利用 

(1) 定義 

太陽光の持つ熱エネルギーを温水、加熱空気

などの形態に変換し利用する方法により得ら

れたエネルギーの需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

機器普及量の大半が住宅用機器(屋上設置型

温水器、ソーラーシステム)であるが、現状で

は統計がなく部門別消費量が把握できないこ

とから、機器普及量、平均日照時間などから

推計84したエネルギー需給量を計上する。 

太陽熱を集熱し熱機関により発電する太陽熱

発電は本項目に含む。 

 
84 設備容量に対し暦時間稼働率12%で発生エネル

(3) 計量方法 

業務用の消費量は#690000 分類不能・内訳推

計誤差 に計上する。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#500000 最終エネルギー消費の合計量を産出

量(正号)として計上する。 

#200000 エネルギー転換 

計上しない。 

#500000 最終エネルギー消費 

#690000 分類不能･内訳推計誤差 

業務他部門向け太陽熱利用機器普及量、平均

日照時間による資源エネルギー庁推計値を計

上する。 

#700000 家庭 

家計向け太陽熱利用機器普及量、平均日照時

間による資源エネルギー庁推計値を計上する。 

5.2.5 $N120 風力発電 

(1) 定義 

風車により風の持つ運動エネルギーを電力に

直接変換する発電方式により得られた電気の

需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 の合計量を産出量(正

号)として計上する。 

ギー量を推計 
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#200000 エネルギー転換 

#240000 事業用発電 

電力調査統計における発電事業者の発電量を

計上する。 

#259991 分類不明 自家用発電 

自家発電量を計上する。発電量の推計方法は

3.3.21 #250000 自家用発電 の (3) 計量方法 c. 風

力発電、地熱発電 を参照。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

5.2.6 $N130 バイオマスエネ

ルギー 

(1) 定義 

生物あるいはその生成物であって、直接のエ

ネルギー源として得られたエネルギーの需給

を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

下記のように分類される。 

a. 植物系バイオマス 

薪、木炭、間伐材、バガス、廃食用油など 

b. 動物系バイオマス 

動物の遺骸、排泄物及びこれを発酵させたガ

スなど 

c. 下水系バイオマス 

下水汚泥の直接エネルギー利用など 

(3) 計量方法 

$N131 木材利用、$N132 廃材利用、$N133 バ

イオ燃料、$N136 バイオ燃料、$N137 バイオ

ガス、$N137 バイオマスその他 のエネルギー

量の合計を計上する。 

5.2.7 $N131 木材利用 

(1) 定義 

木材チップ、木質バイオマス、ヤシ殻、木炭

等、木材をエネルギー源として得られた電力、

熱、動力などのエネルギーの需給を表現する

項目をいう。工場などの廃棄物として出てく

る廃材は含めない。 

(2) 解説 

発電用燃料として、バイオマスのみを用いる

場合、化石燃料に混合して用いる場合ともに

バイオマス分を計上する。 

木材の供給量が統計で捉えられている需要量

より多い場合、需給の差分を#250000 自家用

発電 に計上する。需要量が多い場合、便宜的

に$N138 バイオマス他 から品種振替をする。 

(3) 計量方法 

電力調査統計、電力需給の概要から推計した

バイオマスの実質発熱量を用いる。 

木炭は2005年度の温室効果ガス排出量算定方

法検討会で設定された30.5MJ/kgとする。ヤシ

殻は公式な発熱量がなく、一般的に低位発熱

量で16.7MJ/kg (4,000kcal/kg)程度であるため、

18.8MJ/kg (4,500kcal/kg)とする。これらを用い

て、熱量換算した後に木材換算をする。 
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林業による燃料生産物(薪、木炭、オガライト

85など)は加熱用、暖房用などエネルギー用途

に用いられた場合、本項目の#690000 分類不

能･内訳推計誤差 に計上する。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

木材需給表の燃料材(薪炭材)の暦年生産量を

計上する。 

木材需給表では2013年以前はエネルギー利用

された燃料用チップが計上されていないため、

2010年度以降に示されている電力調査統計に

おける1,000kW以上のバイオマス発電量を用い

て、2010年度まで遡及推計をする。 

#120000 輸入 

木材需給表の燃料材(薪炭材)の暦年輸入量、

日本貿易統計におけるヤシ殻の輸入量を計上

する。 

#160000 輸出 

木材需給表の燃料材(薪炭材)の暦年輸出量を

計上する 

#200000 エネルギー転換 

#240000 事業用電力 

電力調査統計、電力需給の概要におけるバイ

オマスの発電用投入量を計上する。2016年度

以降は上記から電力調査統計における共同火

力以外の事業者の自家消費分を控除した量を

計上する。 

#250000 自家用電力 

2016年度以降、電力調査統計に報告され他の

統計が捕捉していない自家消費分を#250000 

自家用発電 の対応する業種に計上する。 

 
85 おがくずから作った燃料 

#259991 分類不明 自家用発電 

統計で捉えられる需要量が供給量よりも少な

い場合、需給の差分を計上する。 

#271000 地域熱供給 

熱供給事業便覧における原・燃料用木質バイ

オマス使用量を計上する。 

#289000 他転換増減 

需要が供給よりも大きい場合、便宜的に$N138 

バイオマスその他 から品種振替として計上す

る。 

#301400 自家消費/事業用電力 

電力調査統計における｢その他雑用｣向け消費

量を計上する。 

#351000 転換・消費在庫変動/事業用電力

在庫 

電力調査統計における在庫量から変動量を算

出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#690000 分類不能･内訳推計誤差 

特用林産物生産統計調査における木炭、オガ

炭、オガライト、薪の燃料用生産量と日本貿

易統計における輸出入量を合わせた供給量を

計上する86。日本貿易統計における輸出入量は

燃料以外も含むため、国内生産量の燃料と非

燃料の比率で案分して、燃料用を推計する。 

5.2.8 $N132 廃材直接利用 

(1) 定義 

工場において発生する木材を起源とする廃棄

物を利用するエネルギーの需給を表現する項

目をいう。 

86 木炭などは木材需給表の燃料材(薪炭材)の内数 
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(2) 解説 

主に製紙工程において、原木を裁断しチップ

を製造する際の表皮、分枝やパルプ製造時の

残滓などの廃材が該当する。 

(3) 計量方法 

廃材の固有単位としては｢絶乾t｣が用いられて

おり、水分を除いた廃材の量を計上する。 

発熱量は日本製紙連合会の実測値である標準

発熱量を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 と#500000 最終エネ

ルギー消費 の合計量を産出量(正号)として計

上する。 

#200000 エネルギー転換 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

石油等消費動態統計における業種別廃材消費

量のうち直接利用・他利用分を計上する。 

5.2.9 $N133 バイオ燃料 

(1) 定義 

植物や動物など再生可能資源から作られた液

体燃料の需給を表現する項目をいう。製紙工

場で副生される黒液は含まない。 

(2) 解説 

バイオエタノール(E3・E10への直接混合、バ

イオETBE原料用)及びバイオディーゼル(B5へ

の混合、B100としての使用)が含まれ、$N134 

バイオエタノール、$N135 バイオディーゼル 

に分類して取り扱う。バイオジェット燃料油

は海外では商用化される事例があるものの、

日本では国内輸送での使用の事例がほとんど

ないため、今後普及が進んだ段階で計上の可

否について検討する。 

(3) 計量方法 

$N134 バイオエタノール  と$N135 バイオ

ディーゼル の合計量を計上する。 

5.2.10 $N134 バイオエタノー

ル 

(1) 定義 

植物や動物など再生可能資源から作られ、ガ

ソリンを代替する液体燃料の需給を表現する

項目をいう。 

(2) 解説 

サトウキビ等の糖質や米・とうもろこし等の

でんぷん質原料、稲わらや廃材のセルロース

系原料等から製造される。 
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バイオエタノールのエネルギーとしての利用

法には、E3・E10への直接混合及びバイオETBE

原料用があり、いずれも本項目に計量する。 

バイオETBEについては、バイオエタノールと

イソブテンの合成によって製造されるため、

バイオエタノール分のみを本項目に計量し、

イソブテン分は$0412 揮発油留分 に計上する。 

(3) 計量方法 

バイオETBE含有分は製油所でガソリンに混

合・添加され、直接混合分は品種振替により

ガソリンへ混合されると表現する。 

発熱量はエタノールの理論値から算出する。 

ガソリンの消費側の発熱量と炭素排出係数は

ガソリン生産量と混合されたバイオエタノー

ル分から加重平均で算定する。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

農林水産省、環境省調査の国産バイオ燃料生

産事業での実績値を計上する。 

#120000 輸入 

2015年度以前は石油連盟のバイオ統計、2016

年度以降は日本貿易統計における輸入量を計

上する。 

#200000 エネルギー転換 

#222200 揮発油留分・改質処理 

バイオETBE利用分と輸入量を投入量として

計上する(負号)。 

#282000 石油製品二次品種振替 

E3・E10への直接混合分を投入量として計上

する(負号)。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

5.2.11 $N135 バイオディーゼ

ル 

(1) 定義 

植物や動物など再生可能資源から作られ、軽

油を代替する液体燃料の需給を表現する項目

をいう。 

(2) 解説 

植物油をエステル化して製造されるものであ

り、日本では廃食油から製造するケースがほ

とんどである。 

B5への混合、B100としての使用があり、いず

れも本項目に計量する。 

(3) 計量方法 

直接混合分は品種振替により、軽油へ混合さ

れると表現する。 

発熱量は文献値を適用する。 

軽油の消費側の発熱量と炭素排出係数は軽油

生産量と混合されたバイオディーゼル分から

加重平均で算出する。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

全国バイオディーゼル利用推進協会のバイオ

ディーゼル燃料取組実態等調査から計上する。 

#120000 輸入 

日本貿易統計における輸入量を計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#282000 石油製品二次品種振替 

サービスステーション等で軽油に直接混合し

ている分を投入量として計上する(負号)。 
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#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

5.2.12 $N136 黒液直接利用 

(1) 定義 

製紙・パルプ工場において発生する木材を起

源とする黒液を利用するエネルギーの需給を

表現する項目をいう。 

(2) 解説 

1) 紙パルプ産業における黒液利用 

製紙工程においては、チップをクラフトパル

プに加工する際にリグニンなどの｢樹脂｣成分

が黒液として発生、回収される。黒液はバイ

オマスの一種であるが、製紙・パルプ工場の

副産物として固有に得られかつほぼ全量が製

紙・パルプ工業で消費されること、エネルギー

回収には特殊なボイラーが必要であり一般の

利用が困難であること、輸入木材を由来とす

るものが大部分を占めており｢準｣国産の再生

可能エネルギーであることなどから、他のバ

イオマスと区分し本項目において計上する。 

2) 黒液の電気事業者による利用 

国内の紙パルプ産業のうち数社は2005年度か

ら2015年度は黒液をエネルギー源として利用

した特定規模電気事業を実施しており、当該

発電用途の利用分は電力調査統計における燃

料消費量から推計し計上する。2016年度以降

は多くの紙パルプ産業の会社が電気事業者と

なっており、バイオマスと報告されているも

のは黒液として計上する。2005年度以降の事

業用と自家用の重複分は自家用から控除する。 

(3) 計量方法 

発熱量は日本製紙連合会の実測値である標準

発熱量を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 と#500000 最終エネ

ルギー消費の合計量を産出量(正号)として計

上する。 

#200000 エネルギー転換 

#240000 事業用発電 

2005年度から2015年度は、電力調査統計にお

ける特定規模電気事業者となった紙パルプ産

業のバイオマスの投入量を計上する。 

2016年度以降は、発電事業者となった紙パル

プ産業のバイオマスの投入量から自家消費分

を控除した量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

2016年度に新たに発電事業者として電力調査

統計に報告されるようになった紙パルプ業の

バイオマスの投入量と発電量は重複分とみな

し、自家消費を除いた分は自家用発電から控

除して計上する。 

#351000 転換・消費在庫変動/事業用電力

在庫 

電力調査統計における電気事業者の発電用在

庫量から発電用在庫変動量を算出し計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における在庫量から変動

量を算出し計上する。 
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#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

石油等消費動態統計における業種別黒液消費

量のうち直接利用・他利用分を計上する。 

5.2.13 $N137 バイオガス 

(1) 定義 

植物や動物など再生可能資源から作られる気

体燃料の需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

家畜排泄物、生ごみ、食品残渣、下水処理場

などから発生する未利用ガスを発酵、処理し

て得られたガスで、都市ガス原料や発電用燃

料に使われるものを計上する。 

(3) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 の合計量を産出量(正

号)として計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#231000 一般ガス製造 

ガス事業生産動態統計におけるその他ガスの

生産量とガス事業者以外からの購入量の合計

を計上する。 

#240000 事業用発電 

発電事業者のバイオマスの投入量の中でバイ

オガスと特定できた分を計上する。2016年度

以降は上記から電力調査統計における共同火

力以外の事業者の自家消費分を控除した量を

計上する。 

#250000 自家用発電 

2016年度以降、電力調査統計に報告され他の

統計が捕捉していない自家消費分を#250000 

自家用発電 の対応する業種に計上する。 

#272000 その他熱供給 

発電所燃料使用実績（発受電月報個票）にお

いて、用途が熱供給であった雑用分の消費量

を計上する。 

#301400 自家消費/事業用電力 

電力調査統計、電力需給の概要における｢その

他雑用｣向け消費量を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

5.2.14 $N138 バイオマスその

他 

(1) 定義 

植物や動物など再生可能資源から作られた燃

料で、原料や利用形態が特定できないものの

需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

エネルギー単位(J: ジュール)を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 の合計量を産出量(正

号)として計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#250000 自家用蒸気発生 

2002～2017年度は資源エネルギー庁「新エネ

ルギー等導入促進調査(バイオマス・廃棄物に
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よる発電利用及び熱利用の導入実績調査)」か

ら計上する。2011年度までは業種別内訳がな

いため、2012年度の比率を用いて推計する。 

#289000 他転換増減 

$N131 木材利用 の需要が供給よりも大きい場

合、不足分を品種振替する分として計上する

(負号)。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

5.2.15 $N140 天然温度差エネ

ルギー 

(1) 定義 

河川、地下水、雪氷など自然に得られる熱エ

ネルギーであって地熱以外のものを起源とす

るエネルギーの需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

$N141 雪氷エネルギー 及び$N142 他温度差エ

ネルギー のエネルギー量の合計量を計上する。 

5.2.16 $N141 雪氷エネルギー 

(1) 定義 

天然の雪氷をエネルギー源とするエネルギー

の需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

エネルギー単位(J: ジュール)を用いる。エネル

ギー需給量が判明し次第計上する。 

5.2.17 $N142 他温度差エネル

ギー 

(1) 定義 

天然温度差エネルギーのうち、地熱と雪氷以

外のものをエネルギー源とするエネルギーの

需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

エネルギー単位(J: ジュール)を用いる。エネル

ギー需給量が判明し次第計上する。 

5.2.18 $N150 他自然エネル

ギー 

(1) 定義 

自然に得られる非枯渇性のエネルギー源で

あって、$0800 水力(揚水除く)、$N160 地熱 及

び$N111 太陽光発電～$N142 他温度差エネル

ギー のいずれにも該当しないものをいう。 

(2) 解説 

波力発電、潮力発電、潮流発電などが含まれ

る。 

(3) 計量方法 

エネルギー需給量が判明し次第計上する。 

5.2.19 $N160 地熱エネルギー 

(1) 定義 

地熱発電、地熱水、蒸気利用など地球内部の

熱を利用するエネルギーの需給を表現する項

目をいう。 
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(2) 計量方法 

$N161 地熱発電 及び$N162 地熱直接利用 のエ

ネルギー量の合計を計上する。 

5.2.20 $N161 地熱発電 

(1) 定義 

地球内部の熱を利用して発電を行った電力の

需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 の合計量を産出量(正

号)として計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#240000 事業用発電 

電力調査統計、電力需給の概要の地熱発電量

を投入量(負号)として計上する。 

#259991 分類不明 自家用発電 

電力調査統計における自家発電の地熱発電量

を投入量(負号)として計上する。発電量の推計

方法は3.3.21 #250000 自家用発電 の (3) 計量方

法 c. 風力発電、地熱発電 を参照。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

5.2.21 $N162 地熱直接利用 

(1) 定義 

地球内部の熱を利用した温水、蒸気などを媒

体とした熱の需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

エネルギー需給量が判明し次第計上する。 

5.2.22 $N170 水力発電(揚水除

く) 

4.6.1 $0800 水力発電(揚水除く) を参照。 

5.3 未活用エネル

ギー 

5.3.1 $N200 未活用エネル

ギー 

(1) 定義 

廃棄物からのエネルギー回収利用や廃棄物か

ら製造、生成されたエネルギーの利用(｢廃棄

物エネルギー活用｣という)、従来利用されず

放散、廃棄されてきたエネルギーの回収利用

(｢廃棄エネルギー直接活用｣という)によるエ

ネルギーの需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

1) 概念 

以下の2つを統合した概念である。 

• 廃棄物エネルギー活用、廃棄物の焼却熱利

用、廃棄物の燃焼熱を利用した発電の利用、

廃棄物から製造された燃料製品の利用など廃

棄物中の化石燃料由来のエネルギーを利用す

るもの 
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一般廃棄物、産業廃棄物の熱回収に伴う発電

など、プラスチックとバイオマスが混在した

状態でのエネルギー利用も計上する。 

• 廃棄エネルギー直接活用 

炉頂圧発電や産業蒸気回収など、通常は利用

されず廃棄、放散されるエネルギーを直接利

用するもの。 

2) 炭素排出の取扱い 

そのエネルギーの大部分が廃プラスチックな

ど化石燃料由来のエネルギー源であり、燃焼

利用などに伴って炭素排出が発生する。しか

し、廃プラスチックなどのエネルギー源の利

用については、主たる目的は廃棄物の処理処

分であってエネルギーの発生、回収は副次的

であること、廃棄物の処理処分として別途炭

素排出量が算定されており二重計上を避ける

必要があることなどから、炭素収支上の観点

から計上が必要と判断されたコークス製造用

の廃プラスチックを除き、総合エネルギー統

計のエネルギー起源炭素表においては原則と

して炭素排出を計上しない(6.1.4 廃棄物のエネ

ルギー利用に伴う炭素排出量の推計 参照)。 

(3) 計量方法 

未活用エネルギーにより得られた電力の最終

エネルギー消費に関する標準発熱量について

は3.60MJ/kWhを用い、一次エネルギー供給の

評価においては3.60MJ/kWhを2015年度以前は

#241100 一般電気事業者発電、2016年度以降

は#240000 事業用発電 のエネルギー転換効率

で除して推計した実質発熱量を用いる(補論1 

参照)。 

$N251 廃熱利用熱供給、$N252 産業蒸気回収 

においては石油等消費動態統計における業種

合計の蒸気の効率を用いる。 

$N210 廃棄物エネルギー活用 及び$N250 廃棄

エネルギー直接活用 のエネルギー量の合計を

計上する。 

5.3.2 $N210 廃棄物エネルギー

活用 

(1) 定義 

廃棄物発電、廃タイヤ熱利用等の直接エネル

ギー回収、RPFなどの燃料製品活用により、

廃棄物が保有するエネルギーを活用した量を

計上する項目をいう。 

(2) 計量方法 

$N220 廃棄物エネルギー回収、$N230 廃棄物

燃料製品、$N240 廃棄物その他 の合計量を計

上する。 

5.3.3 $N220 廃棄物エネル

ギー回収 

(1) 定義 

廃棄物を燃料とする発電、黒液、廃材などの

副生物からのエネルギー回収、廃タイヤ、廃

プラスチックの熱エネルギー回収など、廃棄

物の保有するエネルギーを直接回収利用する

ことによるエネルギーの需給を表現する項目

をいう。 

(2) 解説 

廃棄物の燃焼補助や回収効率向上のため使用

した石炭、石油製品、都市ガスなどの燃料に

よるエネルギー量を控除した量を計上する。

当該控除された燃料によるエネルギー回収量
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部分については、当該燃料を利用した自家発

電、自家用蒸気とみなし計上する。 

(3) 計量方法 

$N221 廃棄物発電～$N223 廃プラスチック の

各参考項目の合計量を計上する。 

5.3.4 $N221 廃棄物発電 

(1) 定義 

一般廃棄物を焼却処分する際のエネルギーの

うち、発電により回収されたエネルギー量を

電気の需給として表現する項目をいう。 

(2) 解説 

一般廃棄物以外のものを用いたいわゆる産業

廃棄物発電については、廃棄物の由来が判明

する場合以下の区分での#250000 自家用発電 

などの投入エネルギー源として取り扱う。 

a. バイオマス廃棄物(黒液廃材を除く) 

$N131 木材利用、$N138 バイオマスその他 

b. バイオマスのうち廃材、黒液 

$N132 廃材直接利用、$N136 黒液直接利用 

c. 廃タイヤ、廃プラスチック 

$N222 廃タイヤ、$N223 廃プラスチック 

e. RDF、再生油など 

$N231 RDF、$N232 廃棄物ガス、$N233 再生

油、$N234 RPF 

一方、これらが混合されて利用される場合や、

他社受電などで廃棄物の由来、組成が不明で

ある場合など、エネルギー源が個々の廃棄物

に分離できない場合には本項目で取り扱い、

発電量のみが報告されている自家用発電につ

き、#259991 分類不明 自家発電 に計上する。 

(3) 計量方法 

電力調査統計の自家発半期報において廃棄物

発電の項目が設けられた2010年度以降計上す

る。 

2016年度以降は廃棄物発電を行う者の多くが

発電事業者になり、投入エネルギー量が判明

するようになった。そのため、発電量のみが

報告されている自家用発電につき、#259991 分

類不明 自家発電 に計上する。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 の合計量を産出量(正

号)として計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#259991 分類不明 自家用発電 

電力調査統計における1,000kW以上の自家発

電による廃棄物発電を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

5.3.5 $N222 廃タイヤ直接利

用、$N223 廃プラスチック直

接利用 

(1) 定義 

一般廃棄物や産業廃棄物から分別され焼却処

分される廃タイヤ、廃プラスチックの燃焼エ

ネルギーを回収する際のエネルギー需給を表

現する項目をいう。 
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(2) 解説 

1) 未活用エネルギー利用 

使用済のタイヤやプラスチックのうち再生利

用が不可能な劣化品の多くは産業廃棄物とし

て焼却処分される。また、家庭部門から｢ごみ｣

として収集されたプラスチックは大部分が焼

却処理されており、そのうちごく一部は$N221 

廃棄物発電 によりエネルギー回収されると考

えられるが、他の大部分はなお十分なエネル

ギー回収が行われていない。これらの理由か

ら、廃タイヤや廃プラスチックをエネルギー

源としてエネルギー回収利用する場合、これ

を未活用エネルギーとして計上する。 

2) 廃プラスチックのコークス原料利用 

廃プラスチックの一部は、鉄鋼業において原

料炭などと混合しコークス炉に投入され、コー

クスの原料として再生利用される。当該利用

分については、2010年度に石油等消費動態統

計の調査項目が追加され数値が把握できるよ

うになったため本項目に計上し、コークス製

造の炭素収支との兼ね合いから未活用エネル

ギーの中では例外的に排出量を計上する87。 

3) RPFの取扱い 

廃プラスチックや再生困難な古紙などを混合、

成型し発熱量を調整した廃棄物燃料製品であ

るRPFについては、$N234 RPF に計上する。 

(3) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 の合計量を産出量(正

号)として計上する。 

 
87 詳細は補論3 を参照。 

#200000 エネルギー転換 

#212100 鉄鋼コークス 

2010年度以降、石油等消費動態統計における

指定生産品目コークス向け(原料)投入量を計

上する。 

#240000 事業用発電 

電力調査統計における廃プラスチックの発電

用投入量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

3.3.21 #250000 自家用発電の(3) 計量方法及び

3.3.23 #260000 自家用蒸気発生の(2) 計量方法 

を参照。 

#269991 分類不明 自家用蒸気発生 

2002～2017年度は資源エネルギー庁「新エネ

ルギー等導入促進調査(バイオマス・廃棄物に

よる発電利用及び熱利用の導入実績調査)」か

ら計上する。2011年度までは業種別内訳がな

いため、2012年度の比率を用いて推計する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

石油等消費動態統計における業種別在庫量か

ら変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

石油等消費動態統計における業種別消費量の

うち直接利用・他利用分を計上する。 
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5.3.6 $N230 廃棄物燃料製品 

(1) 定義 

バイオマス由来以外の廃棄物を加工しエネル

ギー源として利用できる燃料製品を製造し、

これを活用する場合のエネルギー需給を表現

する項目をいう。 

(2) 解説 

例としては、一般廃棄物、産業廃棄物から可

燃物分を精製、固化処理したRDF88、廃棄物埋

設処分場で副生するガスを回収利用する廃棄

物ガス、潤滑油を再処理し燃料油を製造する

再生油、廃プラスチックと再生困難な古紙な

どを成分調整し混合、固化処理したRPF89が挙

げられる。下水処理場で発生する消化ガス、

廃食用油を再処理したバイオ燃料など純粋に

バイオマスに由来する燃料については、$N130 

バイオマス に計上し、本項目に含まない。 

一般廃棄物からのRDF、一般廃棄物処分場の

廃棄物ガスなどについては、相当部分がバイ

オマスに由来すると考えられるが、プラスチッ

クなど化石燃料に由来する部分との厳密な区

分が不可能であるため本項目に計上する。 

(2) 計量方法 

$N231 RDF～$N234 RPF の各参考項目の合計

量を計上する。 

5.3.7 $N231 RDF 

(1) 定義 

一般廃棄物、産業廃棄物のうち金属などの不

燃分や水分などを除去、分離し、可燃物を精

 
88 廃棄物固形化燃料、Refuse Derived Fuel 

89 廃棄物由来の紙、プラスチックなど固形化燃料、

製固化し添加物を加えて燃料製品としたもの

のエネルギー需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 の合計量を産出量(正

号)として計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#271000 地域熱供給 

熱供給事業便覧における原・燃料用RDF使用

量を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

5.3.8 $N232 廃棄物ガス 

(1) 定義 

一般廃棄物ないし産業廃棄物の埋立処分場に

おいて副生するメタンなどの可燃性ガスのう

ち、バイオマスのみを由来としたガスか否か

が明らかでないものを回収し、一般ガス原料

などのエネルギー源として利用したもののエ

ネルギー需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

下水処理場において発生する｢消化ガス｣を都

市ガス原料として使用する場合などについて

は、｢消化ガス｣は人の排泄物を由来として生

成したバイオマスのみを由来とするガスであ

ることが明らかであるため、$N137 バイオガ

ス に計上し、本項目に含まない。 

Refuse Paper & Plastic Fuel 
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(3) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 の合計量を産出量(正

号)として計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#231000 一般ガス製造 

ガス事業生産動態統計における一般ガス原料

用投入量のうち、｢その他ガス｣から消化ガス

を控除した量を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

5.3.9 $N233 再生油 

(1) 定義 

一般廃棄物ないし産業廃棄物のうち、潤滑油

などバイオマス由来以外の廃油を分離、化学

処理し、燃料として利用できる形態に加工し

たものをいう。 

(2) 解説 

現状においては、廃油の処分方法は大半が産

業廃棄物として焼却処分によっており、かつ

その大部分がエネルギー回収されていないた

め、未活用エネルギーとして設定する。 

廃潤滑油を沈殿、濾過処理して産業ボイラー

用燃料やディーゼル機関用燃料として利用す

る事例が大部分を占める。 

2010年度に石油等消費動態統計に調査項目

｢再生油(石油由来)｣が追加され主要産業部門

における消費量が把握できるようになったが、

統計値の推移から判断する限り、2009年度ま

でにおいては再生油の大部分が同統計の調査

項目炭化水素油の一部として報告されていた

と推定され、注意が必要である。 

廃食用油を加工して燃料としたものは全量が

バイオマス由来であると考えられるため、数

値が把握できる場合$N135 バイオディーゼル 

に計上する。 

(3) 計量方法 

発熱量は$0451 潤滑油 と同じ値を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換、#500000 最終エネル

ギー消費 の合計量を産出量(正号)として計上

する。 

#200000 エネルギー転換 

#240000 事業用発電 

電力調査統計における廃食油の発電用投入量

を計上する。2016年度以降は上記から電力調

査統計における共同火力以外の事業者の自家

消費分を控除した量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

2010年度以降計上。3.3.21 #250000 自家用発電

の(3) 計量方法及び3.3.23 #260000 自家用蒸気

発生の(2) 計量方法 を参照。 

#271000 地域熱供給 

熱供給事業便覧における原・燃料使用量を計

上する。 

#301400 自家消費/事業用電力 

電力調査統計における｢その他雑用｣向け消費

量を計上する。 
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#351000 転換・消費在庫変動/事業用電力

在庫 

電力調査統計における在庫量から変動量を算

出し計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

2010年度以降、石油等消費動態統計における

業種別在庫量から変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

2010年度以降、石油等消費動態統計における

業種別再生油消費量のうち直接利用・他利用

分を計上する。 

5.3.10 $N234 RPF 

(1) 定義 

廃プラスチックや再生利用困難な古紙などを

混合、成型し発熱量を調整した廃棄物燃料製

品をいう。 

(2) 解説 

一般廃棄物を原料とするRDFと異なり、あら

かじめ成分、発熱量が調整された廃棄物燃料

製品であり、取扱いが容易で製造・貯蔵時の

トラブルや発火事故、使用時の発熱量不安定

や残灰などの問題が格段に小さいため、製造

業部門を中心に発電用燃料、ボイラー用燃料

として利用が進められる状況にある。 

2010年度に石油等消費動態統計に調査項目

｢RPF｣が追加され主要産業部門における消費

量が把握できるようになったため、本項目を

新設し統計値を計上する。 

(3) 計量方法 

発熱量は、電力調査統計における紙パルプ業

の廃棄物の発熱量から算定した実質発熱量を

用いる。2009年度以前は参考にできるデータ

がないため、2010年度と同値とする。2014年

度以降は製紙連合会が低炭素社会実行計画で

用いているkg（絶乾）当たりの発熱量を採用

する。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換、#500000 最終エネル

ギー消費 の合計量を産出量(正号)として計上

する。 

#200000 エネルギー転換 

#240000 事業用発電 

電力調査統計における紙パルプ業者の発電用

廃棄物投入量を2010年度以降計上する。2016

年度以降は上記から電力調査統計における自

家消費分を控除した量を計上する。 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

2010年度以降計上。3.3.21 #250000 自家用発電

の(3) 計量方法及び3.3.23 #260000 自家用蒸気

発生の(2) 計量方法 を参照。 

2016年度に新たに発電事業者として電力調査

統計に報告されるようになった紙パルプ業の

廃棄物の投入量と発電量は重複分とみなし、

自家消費を除いた分は自家用発電から控除し

て計上する。 

#355000 転換・消費在庫変動/製造業(大規

模・指定業種)在庫 

2010年度以降、石油等消費動態統計における

業種別在庫量から変動量を算出し計上する。 
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#500000 最終エネルギー消費 

#600000 企業・事業所他 

2010年度以降、石油等消費動態統計における

業種別消費量のうち直接利用・他利用分を計

上する。 

5.3.11 $N240 廃棄物その他 

(1) 定義 

廃棄物のうち原料や利用形態が特定できない

ものの需給を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

エネルギー単位(J: ジュール)を用いる。 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 の合計量を産出量(正

号)として計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#230000 事業用発電 

2016年度以降、電力調査統計における紙パル

プ業者以外の発電用廃棄物投入量から共同火

力以外の事業者の自家消費分を控除した量を

計上する。 

#240000 自家用発電 

#250000 自家用蒸気発生 

2002～2017年度は資源エネルギー庁「新エネ

ルギー等導入促進調査(バイオマス・廃棄物に

よる発電利用及び熱利用の導入実績調査)」か

ら計上する。2011年度までは業種別内訳がな

いため、2012年度の比率を用いて推計する。 

#301400 自家消費/事業用電力 

電力調査統計、電力需給の概要における｢その

他雑用｣向け消費量を計上する。 

#351000 転換・消費在庫変動/事業用電力

在庫 

電力調査統計、電力需給の概要における在庫

量から変動量を算出し計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

5.3.12 $N250 廃棄エネルギー

直接活用 

(1) 定義 

企業・事業所などで通常は廃棄、散逸される

エネルギーを回収設備、機器などで回収しこ

れを利用するエネルギー量の需給を表現する

項目をいう。 

(2) 計量方法 

$N251 廃熱利用供給、$N252 産業蒸気回収、

$N253 産業電力回収 の合計量を計上する。 

5.3.13 $N251 廃熱利用熱供給 

(1) 定義 

冷暖房機、ボイラーなどのエネルギー利用機

器、発電機などのエネルギー転換機器から排

出される低温廃熱を熱源として利用し、熱供

給を行う場合のエネルギーの需給を表現する

項目をいう。 

(2) 計量方法 

エネルギー量(J: ジュール)を用いる。 
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#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 の合計量を産出量(正

号)として計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#270000 熱供給 

熱供給事業便覧におけるごみ焼却、工場廃熱、

発電所抽気、ガス圧力回収投入量及びその他

原・燃料使用量を計上する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

5.3.14 $N252 産業蒸気回収 

(1) 定義 

産業工程において動力、熱媒体などとして一

旦利用され低温低圧となった蒸気を、設備を

設けて回収し、予熱、空調などの低温、低圧

用途に利用したり、産業用ボイラーに再供給

し燃料を節約するなど、蒸気の形態で回収、

再利用されたエネルギーの需給を表現する項

目をいう。 

(2) 解説 

同一の機器中で熱効率を上げるため内蔵設置

されている機器(ボイラーのエコノマイザー、

節炭器など)は含まず、一旦エネルギーとして

利用された後の蒸気を産業工程中で再利用す

るものを計上する90。 

 
90 産業部門における蒸気のエネルギー収支について

は、補論2 を参照。 

91 電力と蒸気を両方利用する工場での発電用タービ

ンには｢背圧タービン｣が用いられることがあり、高

圧タービンを出た蒸気は蒸気利用に供給され｢回収

(3) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 の合計量を産出量(正

号)として計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#250000 自家用発電、 

#260000 自家用蒸気発生 

石油等消費動態統計対象業種については、同

統計における「蒸気発生—一次蒸気以外—そ

の他」(他蒸気)の発生の一部から自家発電用に

使われたものを#250000 自家用発電、生産用

に使われたものを#260000 自家用蒸気発生 の

各内訳部門に負号で推計して計上する。他蒸

気は生産用と自家発電用に使われるが、その

内訳は同統計からは直接分からないため、自

家発電で消費した蒸気を「一次蒸気」と他蒸

気の発生量の比率で案分し、他蒸気の自家発

電用と生産用を推計する。 

エネルギー消費統計対象業種については、電

気業以外は発電用ボイラーは背圧タービン91

利用の可能性を考慮し、すべての業種につき

投入エネルギー量の10%が蒸気回収されると

仮定する。なお、蒸気収支が著しく不足側に

ある総合建設業、他化学工業、廃棄物処理業

については、上記発電用ボイラーからの回収

に加えて、消費量の10%が回収蒸気で賄われ

るものと仮定する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

利用｣される。同様の目的に｢抽気復水タービン｣が

用いられることがあり、高圧タービンを出た蒸気が

熱供給され環流された蒸気が再度低圧タービンに投

入されるが、当該タービンでのエネルギー利用は

コージェネレーションに分類される。 
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5.3.15 $N253 産業電力回収 

(1) 定義 

産業工程において動力、熱として変換され一

旦利用されたエネルギーを、設備を設けて発

電し、電気として回収した際のエネルギーの

需給を表現する項目をいう。 

(2) 解説 

製造業の工場、事業所内での各種の電力回収

が含まれるが、特に炉頂圧発電92が大きな比率

を占める。 

電力回収のうち、一旦蒸気などの形で回収さ

れたエネルギーを再度電気に変換されたもの

は含まず、直接に電気が回収される場合を計

上する。 

また、同一の機器中で熱効率を上げるため内

蔵設置されている機器は含まず、一旦エネル

ギーとして転換利用されたエネルギーを産業

工程中で電力として回収するものを計上する。 

(3) 計量方法 

#100000 一次エネルギー供給 

#110000 国内産出 

#200000 エネルギー転換 の合計量を産出量(正

号)として計上する。 

#200000 エネルギー転換 

#250000 自家用発電 

石油等消費動態統計における業種別回収電力

量(その他電力)を#250000 自家用発電 の各内

訳部門に負号で計上する。 

 
92 炉頂圧発電とは、高炉ガスの圧力を高炉頂部で専

用のタービンによりエネルギー回収し発電を行うも

のである。炉頂圧発電においては、高炉ガスの温

エネルギー消費統計対象業種については電力

回収は行われていないと仮定する。 

#500000 最終エネルギー消費 

計上しない。 

5.3.16 $N300 再生可能・未活

用エネルギー合計 

(1) 定義 

$N111 太陽光発電～$N253 産業電力回収 を合

計した再生可能エネルギー、未活用エネルギー

の量を表現する項目をいう。 

(2) 計量方法 

$N111 太陽光発電～$N253 産業電力回収 のエ

ネルギー量を合計した値とする。 

度、圧力のみが回収され、高炉ガスが燃焼、酸化を

受けるわけではないため、エネルギー回収、再利用

として計上する(補論3 参照)。 
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6 エネルギー起源炭素表 
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6.1 基礎的推計原理 

6.1.1 エネルギー起源炭素表

の基本的な考え方 

(1) エネルギー起源炭素表の意味 – 

｢エネルギーに付随する炭素の流

れの表現｣ 

エネルギー起源炭素表とは、化石燃料に由来

する各種のエネルギー源の消費に伴い、各エ

ネルギー源、各部門ごとに、どの程度の炭素

が一次エネルギー供給に伴ってもたらされ、

エネルギー転換により転換あるいは燃焼され、

さらに最終消費により燃焼されて大気中に放

散されているのかを近似的に表現するもので

ある。 

(2) エネルギー起源炭素表の表記

単位 – ｢炭素表記｣ 

各種エネルギー源物質に炭素が含有されてい

る形態は多くの場合炭化水素であり二酸化炭

素ではないこと、炭素排出量は燃焼した化石

燃料の重量とけたが同じであり直感的把握や

誤差の確認が行いやすいこと、エネルギー転

換による水素、酸素などの付加、かい離を表

現することが煩瑣であることから、エネルギー

 
93 物理的基礎単位法を、企業、家計など経済基礎単

位法による算定に再分類する際には、原則として以

下のように再集計することにより算定される。 

1- 当該主体が保有、運営、管理する工場、事業所の

エネルギー消費全部 

2- 当該主体が、出資、契約などにより部分的に保

有、運営、管理している工場、事業所、住宅につい

ては、契約比率、生産量引取比率、出資比率などに

起源炭素表は、二酸化炭素換算表記[tCO2]では

なく、炭素換算表記[tC]により表現する。両者

は、炭素の原子量12.011、酸素の原子量15.999

から、1.00tC = 3.66tCO2 (いわゆる“44/12倍”)と

して容易に換算できる。 

(3) エネルギー起源炭素排出の基

礎算定単位 – ｢物理的基礎単位法｣ 

一般に、エネルギー起源炭素排出の主体別算

定方法には、以下の2つの方法がある。 

• 企業、家計などの｢経済基礎算定単位｣によ

る方法 

• 工場、事業所、住宅、移動体などの｢物理的

基礎算定単位｣による方法 

総合エネルギー統計では、エネルギー起源炭

素排出の基礎算定単位は原則として物理的基

礎単位法を用い93、その統計的出典に従い、企

業・事業所他部門においては｢工場、事業所｣、

家庭部門においては｢住宅｣、運輸部門におい

ては｢移動体｣を基礎算定主体とする。さらに、

エネルギー転換については、企業・事業所他

部門の工場、事業所内の機械設備の一部(コー

クス炉、エチレン分解炉など)を基礎算定単位

とする。 

総合エネルギー統計で物理的基礎単位法を用

いる理由は、工場、事業所や住宅、移動体は

建設、製造された後廃止されるまでの期間、

保有、運営、管理する主体が変更になること

はあっても、企業や家計のように清算、解散

することはないためである。 

応じた、工場、事業所、住宅のエネルギー消費の一

部 

3- 当該主体が保有、運営、管理する移動体のエネル

ギー消費全部 

4- 当該主体が、出資、契約により専用する移動体に

ついては、専用比率、出資比率などに応じた、移動

体のエネルギー消費の一部 
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(4) 外部から供給された電力、熱

に関する寄与の考え方 – ｢間接排

出法、直接排出法｣ 

エネルギー起源炭素排出の算定を、工場、事

業所、住宅などの物理的基礎単位法とする場

合、外部から受けた電力、熱の供給について

は、実質的に特定の部門の企業、家計の電力、

熱の消費量が排出に直接寄与するにもかかわ

らず、発電所など電力、熱の供給元となる他

の部門の工場、事業所で排出が計上される。

さらに、企業・事業所他部門が生産した自動

車、家電製品や輸送サービスなどの財、サー

ビスを製造、提供する際のエネルギー消費に

ついても、本来これらの財、サービスを消費

した者に排出寄与を再分配し分担させるべき

との考え方や、製品の品質、性能によりこれ

らの製品を使用する際のエネルギー消費が相

対的に減少する場合、消費者のエネルギー消

費減少分の一部を製造元の企業の寄与として

再分配し評価せよ、という考え方もあるが、

これらの取扱いについて考え方を整理してお

く必要がある。 

当該問題については、実質的な排出寄与と削

減、対策措置の実施可能性に従い、大きく分

けて直接排出法、間接排出法という2通りの整

理法が用いられている。 

 
94 エネルギー源中の水分・灰分などが変動した場

合、水分・灰分にはエネルギー量がないので、総発

熱量と炭素排出係数から算定した炭素排出量には影

響を与えない。硫黄分についてはエネルギー量に影

響を与えるが、硫黄分は最大でも3%以下、石炭製

6.1.2 エネルギー起源炭素排

出係数 

(1) 炭素排出係数の設定 

エネルギー起源炭素表においては、総発熱量

によるエネルギー消費量当たりの炭素排出係

数[gC/MJ]として、表2-3 (p.14)を用いる。当該

炭素排出係数は、｢気候変動に関する国際連合

枠組条約(UNFCCC)に基づく日本国政府報告

書(1992年)｣に記載された｢燃料の排出係数｣に

おける数値を基礎に、2013年度に各種炭化水

素の理論値やIPCC標準値(真発熱量を総発熱

量に換算)、各種実測値などと比較分析し改訂

したものである。 

(2) 炭素排出係数の算定の例外 – 

高炉ガス、一般ガスの炭素排出

係数 

エネルギー起源炭素排出係数については、対

象となるエネルギー源の性状のうち、炭素と

水素に関する部分の構成が変化しない94こと

を前提に一定の値を用いる。 

ところが、1) 高炉ガスのように、コークス、

吹込用原料炭の使用比率などの操業形態が時

系列で変遷するもの、あるいは2) 一般ガスの

ように、LPG、LNGなど原材料構成比が事業

者の転換措置により時系列で変化するものに

ついて、固定的な炭素排出係数を設定するこ

とは、実態を反映しておらず、また炭素の物

質収支に関する誤差を生じる原因となる。 

したがって、これら炭化水素部分の構成比が

時系列で変化すると考えられるガス体につい

品・石油製品では1%を大きく下回ること、硫黄の

重量当たり標準発熱量は炭化水素の半分以下である

ことから、通常は誤差として処理して差し支えない

と考えられる。 
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ては、原材料として投入されたエネルギー源

と、産出、副生した固体、液体のエネルギー

源のエネルギー収支、物質収支から毎年度炭

素排出係数を更正して設定することが合理的

である。具体的には、$0222 高炉ガス につい

ては#215000 鉄鋼系ガス生成、$0610 一般ガス 

については、#231000 一般ガス製造 のそれぞ

れのエネルギー転換に関する物質収支が成立

すると仮定し、炭素排出係数を算定する。 

一方、副生ガスであっても、コークス炉での

原料炭乾留や製鋼工程の転炉操業に関する技

術的特性から性状が安定している$0221 コー

クス炉ガス や$0225 転炉ガス、石油精製工程

での技術的特性から大部分がメタンであり水

素の含有量のみが時系列で変化したことが判

明している$0457 製油所ガス については、固

定的炭素排出係数を使用する。 

6.1.3 化石燃料消費に伴う炭

素排出量の推計 

(1) 基礎的推計方法 

一般に、同種の化石燃料を燃焼させた際には、

炭素排出量はエネルギー消費量と比例するた

め、IPCC (Intergovernmental Panel on Climate 

Change)においては、エネルギー起源の炭素排

出量を、活動量(=エネルギー消費量)と炭素排

出係数(=エネルギー消費1単位に伴う炭素排

出)の積により算定することを推奨している。 

エネルギーを得る目的で化石燃料を燃焼、酸

化させた場合、完全燃焼95を仮定すれば、ある

 
95 日本でのエネルギー起源炭素排出の計算において

は、不完全燃焼を伴うようなエネルギー消費形態は

ほとんど行われていないので、酸化率は採らず、完

全燃焼を仮定している。発展途上国や移行経済国の

部門でのエネルギー起源炭素排出量は以下に

より推計される。 

Cj = ∑i [(Eij - Nij) × Fi] (エネルギー起源炭素排

出量の基礎算定式) 

i: 化石エネルギー源 

j: 部門 

Cj: 部門jのエネルギー起源炭素排出量[gC] 

Eij: エネルギー源iのエネルギー損失量、消費

量[MJ] 

Nij: エネルギー源iのエネルギー損失、消費の

うち、非エネルギー利用量[MJ] 

Fi: エネルギー源iの炭素排出係数[gC/MJ] 

(2) 排出量推計の例外-1 – 化石燃料

の多段階での部分消費 

エネルギー転換を経て産出されるエネルギー

源の一部においては、エネルギー転換の過程

で炭化水素が部分的に燃焼され一酸化炭素と

なり、エネルギーの一部が消費された状態で

発電など他の部門へ産出される。具体的には、

鉄鋼系ガス(高炉ガス、転炉ガス)がこれに該当

し、高炉に投入されたコークスや吹込用原料

炭が部分燃焼、酸化して副生するエネルギー

源であるため、ガス中の二酸化炭素分(既に燃

焼、排出された量)と、一酸化炭素、炭化水素

(未燃焼、排出の量)の量を分けて正確に計測し

なければ、エネルギー転換と最終エネルギー

消費の各段階での排出量を確定することがで

きないが、そのようなことは事実上不可能で

ある。この場合、実際に鉄鋼系ガス中の成分

を厳密に区分定量し測定することは困難なの

で、多段階の燃焼、排出における各段階での

排出量計算においては、旧式な塊炭燃焼炉やボイ

ラーなどの燃焼で酸化率を仮定していることがあ

る。 
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エネルギー収支から炭素収支を推計する方法

が考えられる96(補論3 参照)。 

化石燃料の多段階での部分消費の算定にあ

たっては、基礎算定式において、E (エネルギー

損失量、消費量)を各段階でのエネルギー源の

投入量、N (非エネルギー利用)を各段階での

副生エネルギー源の産出量と読替えて算定す

る。 

(3) 排出量推計の例外-2 – 燃焼、酸

化過程をほとんど伴わない化石

燃料の転換損失分 

エネルギー転換の一部においては、石油精製

のように密閉された装置内での精製工程で各

エネルギー源が生産される場合97や、石油品種

振替のように単に調合するだけで別の石油製

品が生産される場合など、燃焼、酸化過程を

ほとんど伴わない。これらのエネルギー転換

においても、出典統計上の物量の誤差、不整

合や、実質発熱量が含有する誤差などにより、

エネルギー転換損失がわずかながら計上され

ている。これらのエネルギー転換損失は、エ

ネルギー需給上非エネルギー利用とみなして

いるが、炭素排出の算定においても排出量の

算定から除外して取り扱う。 

6.1.4 廃棄物のエネルギー利

用に伴う炭素排出量の推計 

IPCC 1996年温室効果ガス排出量算定ガイドラ

インにおいては、化石燃料同様に、廃棄物を

エネルギー利用の目的で燃焼、酸化した場合

にも、これをエネルギー起源の炭素排出量と

 
96 IPCCではこのような｢多段階消費｣について、算定

を｢直接排出法｣で統一する観点から｢大気中への最

終排出時点での排出｣として計上するよう推奨して

いる。 

して化石燃料に準じてエネルギー起源炭素排

出量を算定すべき旨述べている。しかし、現

状において総合エネルギー統計では以下の理

由から廃棄物発電などの廃棄物のエネルギー

利用に伴う排出量を計上しない。 

a. エネルギーの副生性 

日本の地方公共団体が行っている一般廃棄物

による廃棄物発電は、その主目的は公衆衛生

保持とごみの減容化のための可燃性廃棄物の

焼却処理であり、発電はあくまで副次的目的

として行われるにすぎない。したがって、仮

に発電を行わなかったとしても可燃性廃棄物

のほぼ全量が焼却処理されるため、発電に伴

い追加的に可燃性廃棄物の焼却処理が行われ

るわけではなく、一般廃棄物を発電のための

燃料として考えることは本来妥当ではない。

IPCCが想定しているのは、欧州、米国におい

て一般廃棄物が焼却されずにほぼ全量埋設処

分されている状態を基準として、発電のため

にわざわざ廃棄物を焼却するような場合を考

えている。 

これらの理由から、日本の廃棄物発電におけ

る実態は、エネルギー利用のための廃棄物の

意図的燃焼というよりも、ごみ焼却炉におけ

る廃熱を発電によりエネルギー回収している

｢未活用熱エネルギーの回収｣と考える方が妥

当である。 

b. 炭素排出原単位の相対的過大性 

日本の地方公共団体が行っている一般廃棄物

による廃棄物発電では、焼却炉の発生エネル

ギーの大部分は、可燃ごみ中に約50%も含ま

れている水分を15～20%まで蒸発乾燥させ、

燃焼が持続可能な状態にするために消費され

97 精製に必要な加熱用のエネルギー源は別途自家消

費で計上されており、ここでは原料用に投入された

原油などの原材料と産出した各石油製品との関係を

論じている。 
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ている。また、廃棄物発電の心臓部である廃

棄物ボイラーは、化石燃料を用いるボイラー

と比べ塩素や硫酸、硝酸イオンなどの腐食性

物質が格段に多く、設備寿命確保と操業安全

確保の観点から炉内最高温度を上げられない

ため、得られる蒸気温度が低くタービン効率

も非常に悪い。このため、投入される一般廃

棄物の総エネルギー量、総炭素量に対して回

収される電力量は非常に小さく、エネルギー

効率で見た場合、化石燃料を用いた火力発電

のエネルギー転換効率が40～50%であるのに

対して、廃棄物発電のエネルギー転換効率は

5～15%程度、最高でも25%程度となっている。

したがって、仮に現状の廃棄物発電の炭素収

支から得られる電力の排出源単位を算定した

場合、400gC/kWh以上の原単位となり、石炭

火力発電(～220gC/kWh)を大幅に超えること

となってしまう。前述のとおり、仮に発電を

行わなかったとしても可燃性廃棄物のほぼ全

量が焼却処理され炭素排出が行われるわけで

あり、廃棄物発電に仮にこのような大きな炭

素排出原単位を与えることは、廃棄物発電の

電力購入が手控えられてしまうおそれがあり

不適切である。 

一方、日本国総排出量の算定においては、当

該ガイドラインに適合する必要上から、エネ

ルギー起源の温室効果ガス排出量と廃棄物起

源の温室効果ガス排出量を全く別の体系で計

量し、国連への報告時点でエネルギー起源の

温室効果ガス排出量に廃棄物のエネルギー利

用分の排出量を便宜的に移項し加算する方法

を採っている。 

 
98 経済的基礎単位法によりエネルギー起源炭素排出

量を計量する場合、直接排出量のみが存在し、間接

排出量は考慮する必要がない。経済的基礎単位法で

は、例えば、電力・熱を供給するためのエネルギー

消費やエネルギー起源炭素排出に関する措置の費用

を含めて、電力会社・熱供給会社への報酬・対価が

支払われており、電力会社・熱供給会社の問題と考

6.2 直接排出量、間

接排出量の推計 

6.2.1 基本的な考え方 

(1) 直接排出法、間接排出法の基

礎概念 

エネルギー起源炭素排出量を物理的基礎単位

法により算定する場合、その算定の考え方に

ついては、大きく分けて直接排出法と間接排

出法に分類される98。 

その違いが典型的に問題となるのは、電力、

熱の産出に関する場合であるため、以下電力、

熱の外部とのやりとりがある工場、事業所の

場合を例に解説する。 

直接排出法は、ある工場、事業所の内部で化

石燃料の燃焼、酸化により直接排出されたエ

ネルギー起源炭素排出量のみを算定する方式

であり、電力、熱を含めて外部から供給され

た財、サービスに伴うエネルギー起源炭素排

出量を加算せず、外部へ供給した電力、熱な

どの財、サービスに伴うエネルギー起源炭素

排出を控除しない方法である。 

間接排出法は、ある工場、事業所の内部で化

石燃料の燃焼、酸化により直接排出されたエ

ネルギー起源炭素排出量に加えて、外部から

供給された電力、熱などの生産に要したエネ

ルギー起源炭素排出量を加算し、一方当該工

えるためである。経済的基礎単位法では、直接排出

量・間接排出量に関する物理的整合性の問題がない

代わりに、企業部門の事業部や工場・事業所の統

合・売却、企業合併や分社化・アウトソーシングな

ど組織の時系列整合性についての問題が存在するた

め、両者は単純に優劣がつけられる性質の問題では

ない。 
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場、事業所が外部に供給した電力、熱などの

生産に要したエネルギー起源炭素排出量を控

除して算定する方法である。 

(2) 直接排出量、間接排出量の具

体的算定方法 

直接排出量、間接排出量を算定すると以下の

とおり。 

直接排出量: Cin - Cot 

= Cdu + Ceu - Cot 

≈ Cdx + Cex 

= Cxu 

間接排出量: Cin - Cot + Pin × Cpu ÷ Pxx - Pot × Ceu 

÷ Pex 

= Cdu - Cot + Pin × Cpu ÷ Pxx + Peu × Ceu ÷ Pex 

≈ Cdx + Pin × Cpu ÷ Pxx + Peu × Ceu ÷ Pex 

＝ Cxu + Pin × Cpu ÷ Pxx - Pot × Ceu ÷ Pex 

ここで 

Cin: (= Cdu + Ceu) 内部への投入化石燃料に伴う

総炭素量 

Cdu: 内部の燃料直接利用設備への化石燃料投

入に伴う炭素量 

Cot: 外部への内部の燃料直接利用設備からの

副生燃料産出に伴う炭素量 

Ceu: 内部の発電・熱設備への化石燃料投入に

伴う炭素量 

Cxu: (= Cdu + Cex) 内部の化石燃料の燃焼に伴う

総炭素排出量 

Cdx: 内部の燃料直接利用設備からの炭素排出

量 

Cex: 内部の発電・熱設備からの炭素排出量 

Pex: (= Peu + Pot) 内部の発電・熱設備の電力、熱

の総発生量 

 
99 厳密には、各エネルギー転換部門の自家消費・送

Peu: 内部の発電・熱設備からの電力、熱のうち

内部での消費量 

Pot: 外部への内部の発電・熱設備からの電力、

熱の産出量 

Pin: 外部から供給を受けた電力、熱の量 

Cpu: 外部から供給を受けた電力、熱の産出に

伴う総炭素排出量 

Pxx: 内部へ電力、熱を供給する外部の発電・

熱設備の電力、熱の総発生量 

Cpu ÷ Pxx: 内部へ電力、熱を供給する外部の発

電・熱設備の炭素原単位 

Ceu ÷ Pex: 内部の発電・熱設備の炭素原単位 

Pco: (= Peu + Pin + Pre) 内部での電力、熱の総消

費量 

Pre: 内部での電力、熱の回収利用量(相殺) 

である。 

6.2.2 直接排出量、間接排出

量の算定 

総合エネルギー統計のエネルギー起源炭素表

は、直接排出法、間接排出法(電力、熱)の両方

の考え方に一長一短があることを認識した上

で、各部門のエネルギー起源炭素排出量を両

方の方法で簡単に算定できるように構成され

ている。さらに、これらの排出量、電力・熱

消費量、炭素原単位の時系列変化を用いて、

排出量の寄与度分解による評価を試みること

も可能である。 

各部門の直接排出法による排出量は、各部門

に属するエネルギー転換(含自家消費)と最終

エネルギー消費の$1400 合計 部分の合計量で

ある。各部門の間接排出法(電力、熱)による排

出量は、各部門に属する最終エネルギー消費

の$1490 電力・熱寄与損失/排出量配分後合計

99 の量である。 

配損失は$1490 電力・熱寄与損失/排出量合計 にお
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いて再配分されておらず、エネルギー転換部門にお

ける消費としている。エネルギー転換部門の自家消

費・送配損失をも含めて間接排出量を算定する場合

には、理論上は#300000 自家消費・送配損失 を該当

する各エネルギー転換部門の生産量に応じて最終エ

ネルギー消費部門に再配分すればよいが、実際は石

油製品を使って発電した電力を石油精製部門が再度

使ったり、その逆に電力を使って生産した石油製品

を再度電力部門が燃料利用しているため、極めて複

雑な均衡計算(逆行列計算)を行わなければ再配分す

ることはできず、またその計算結果の解釈は極めて

難解なものとなってしまう問題がある。したがっ

て、総合エネルギー統計では自家消費・送配損失を

再配分していない。 
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